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凡    例  

 

 

１．分類  

  この方式審査便覧には、その使用を容易にかつ今後の補充を容易にするため、

分類表に示す独自の分類を用いた。  

  この分類は、おおむね、００から１９までの手続一般、２０から５９までの

出願手続関係、６０から７９までの登録手続関係、工業所有権に関する手続等

の特例に関する法律編の１００から１０９までの手続一般、１１０から１１９

までの事前手続関係、１２０から１２９までの手続の通則等、１３０から１３

９までの電子情報処理組織による手続関係、１５０から１５９までの書面の提

出による手続関係、２００からは他の法令に基づく産業財産権に関する制度編

とすることを基本的骨格とし、それぞれ基本的事項の次に個別的事項を適宜配

列した。  

 

２．本文  

（１）題目、項目名に「（特・実）」のように表示したものは、対象となる法律を

示す。表示のないものは、原則として、四法（特・実・意・商）が対象であ

ることを示す。  

四法が対象である項目については、原則、特許について記載し、対象とな

る他の法域についても特許にならって適用されるものとする。三法が対象で

ある項目についても同様とする。  

（２）本文中の「（→分類標数）」は、関連項目を示している。  

 

３．略記表示（例示）  

特            特許法  

特施令          特許法施行令  

特施規          特許法施行規則  

特登令          特許登録令  

特登施規         特許登録令施行規則  

実            実用新案法  

意            意匠法  

商            商標法  

特例法          工業所有権に関する手続等の特例に関する法律  

特例施令         工業所有権に関する手続等の特例に関する法律施

行令  

特例施規         工業所有権に関する手続等の特例に関する法律施

行規則  

国際出願法        特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律  

国際出願法施令      特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律施
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行令  

国際出願法施規      特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律施

行規則  

手数料令         特許法等関係手数料令  

 

現金手続省令            工業所有権の手数料等を現金により納付する場合

における手続に関する省令  

民訴法          民事訴訟法  

民訴規          民事訴訟規則  

独禁法          私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律  

大学等技術移転促進法   大学等における技術に関する研究成果の民間事業

者への移転の促進に関する法律  

産活法          産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別

措置法  

中小ものづくり高度化法   中小企業のものづくり基盤技術の高度化に関する

法律  

パリ条約         工業所有権の保護に関するパリ条約  

ジュネーブ改正協定    意匠の国際登録に関するハーグ協定のジュネーブ

改正協定  

ハーグ協定共通規則    ハーグ協定の１９９９年改正協定及び１９６０年

改正協定に基づく共通規則  

マドリッド協定議定書   標章の国際登録に関するマドリッド協定の１９８

９年６月２７日にマドリッドで採択された議定書  

マドリッド協定及び    標章の国際登録に関するマドリッド協定及び同協  

同協定議定書に基づく   定に関する議定書に基づく共通規則  

共通規則          

  中小企業地域資源活用促  中小企業による地域産業資源を活用した事業活動  

進法           の促進に関する法律  

  地域未来投資促進法    地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の

基盤強化に関する法律  

  アイヌ施策推進法     アイヌの人々の誇りが尊重される社会を実現する

ための施策の推進に関する法律  

  経済安全保障推進法    経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の

確保の推進に関する法律  
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方式審査便覧分類表 
 

  ００   １０  
  

 ２０  
  

 ３０  
  

 ４０  

 ０１ 当事者  １１ 手続者 
 の表示方式 

 ２１ 願 書 
  

 ３１ 特殊出 
 願（分割・変 
 更・補正却下） 

 ４１ 代表者 
 選定届・各種 
 変更届（住所・
氏名） 

 ０２ 代 理  １２  ２２   ３２  ４２  
  
  
 

 ０３ 書類の 
 提出の効力発 
 生時期 

 １３ 証明書 
 の提出・提出 
 書面の省略 

 ２３ 明細書 
 （特・実） 

 ３３ 特殊出 
 願（類似意匠） 

 ４３ 手続の 
 補正 

 ０４ 期 間  １４ 押印・ 

署名 

 ２４ 図 面 
 （特・実） 

 ３４  ４４ 

 ０５ 中断・ 
 中止 

 １５ 受理・ 
 却下 

 ２５  
  

 ３５ 特殊出 
 願（存続期間 
 の延長・更新） 

 ４５ 名義変 
 更 

 ０６ 送 達  １６ 方式違 
 背・却下 

 ２６  ３６  ４６ 

 ０７ 手数料 
 ・特許料及び 
 登録料 

 １７  ２７  ３７  
  

 ４７ 

 ０８  １８  ２８ 優先権 
 ・新規性の喪 
 失の例外等 

 ３８  
  
  

 ４８ 出願取 
 下げ・出願放 
 棄 

 ０９  １９   ２９  ３９ 書 換  ４９ 
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  ５０  ６０  
  

 ７０ 申請書 
 （共通事項） 

 ８０  
  

 ９０  

 

 ５１  ６１   ７１ 表示変 
 更（表示更正）
登録申請書 

 ８１  
  
  

 ９１ 

 ５２   ６２  
  

 ７２ 権利移 
 転登録申請書 

 ８２  
 

 ９２ 

 ５３  ６３  
  

 ７３ 実施権 
 （使用権）登 
 録申請書 

 ８３  ９３ 

 ５４ 公 報  ６４ 移転登 
 録 

 ７４  ８４  ９４ 

 ５５   ６５  
  

 ７５  ８５  
 

 ９５ 

 ５６  ６６  ７６ 権利抹 
 消登録申請書 

 ８６  ９６ 

 ５７  ６７  
  

 ７７  ８７  ９７ 

 ５８ 閲覧・ 
 証明 

 ６８ 年金納 
 付書 

 ７８  ８８  ９８ 

 ５９  ６９  ７９  ８９  ９９ 
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  １００ 一般  １１０  １２０  １３０  
  
  

 １４０  

１０１ 電子情
報処理組織によ
る特定処分等 

  
  
  

 １１１ 識別 
 番号の付与 

 １２１ 識別 
 番号の表示等 

 １３１   １４１ 

 １０２ １１２ 電子証
明書の届出 

 
  

 １２２ 併合 
 の手続 

 １３２  
  
  

 １４２ 

 １０３  
  

 １１３ 予納  １２３  １３３ 物件の
提出・補足手続 
  

 １４３ 

 １０４ １１４ 包括委
任状 

 １２４ 書式  １３４  １４４ 

 １０５ １１５ 口座振
替納付制度・指
定立替納付者に
よる納付制度 

  

 １２５  １３５  １４５ 

 １０６  １１６ 識別 
 番号付与に係 
 る補正等 

 １２６  １３６  １４６ 

 １０７  １１７  １２７ 却下  １３７  １４７ 

 １０８  
  
  
  

 １１８  １２８  １３８  １４８ 

 １０９  １１９  １２９  １３９  １４９ 
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 １５０  １６０  １７０  １８０  １９０  

 １５１  
  
  
  

 １６１  １７１  １８１  １９１ 

 １５２   １６２  １７２  １８２  １９２ 

 １５３ ファ 
 イルへの記録 

 １６３  １７３  １８３  １９３ 

 １５４  １６４  １７４  １８４  １９４ 

 １５５  １６５  １７５  １８５  １９５ 

 １５６  １６６  １７６  １８６  １９６ 

 １５７  １６７  １７７  １８７  １９７ 

 １５８  １６８  １７８  １８８  １９８ 

 １５９  １７９  １７９  １８９  １９９ 
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 ２００       

 

 ２０１ 特定 
 通常実施権登 
 録制度 
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方式審査便覧目次  

 

 

         ０１．当事者  

０１．２３  相互主義に基づく権利能力  

０１．５０  複数当事者の相互代表について  

０１．６０  無国籍人の権利能力の取扱い  

０１．６１  パリ条約（リスボン改正条約）第１６条の２（１）の通告又はパリ

条約（ストックホルム改正条約）第２４条（１）の宣言若しくは通

告がされた領域が独立国となった場合の取扱い  

０１．６２  清算中の会社が出願する場合の取扱い  

０１．６３  地域団体商標登録出願に係る組合等であることを証明する書面につ

いて（商）  

０１．９０  国有財産法と国有特許権等について  

０１．９１  各省庁の長の出願、審判請求等の手続について  

 

         ０２．代理  

０２．２０  未成年者等の手続の代理人の選任について  

０２．２１  特許法第１１条の代理権の不消滅に関する規定の解釈及び取扱い  

０２．２２  代理人を選任する行為を他人に委任した場合において、その委任に

基づいて選任された代理人の地位についての取扱い  

０２．２４  代理人の選任届等について  

０２．２５  委任による代理人が死亡した場合の取扱い  

０２．２６  委任による代理人が死亡した場合における復代理人の地位について  

０２．２７  特許管理人が死亡又は辞任した場合の取扱い  

０２．２８  復代理人が更に復代理人を選任する場合の取扱い  

０２．２９  特許出願等に基づく優先権主張に関する代理権の取扱い（特・実）  

０２．９０  国の出願で指定代理人が変更した場合の取扱い  

０２．９１  国の特許出願における代理権を証明する書面の省略について  

 

         ０３．書類の提出の効力発生時期  

０３．１０  郵便又は信書便で差し出された期間の定めのある書類又は物件の通

信日付印が不明瞭な場合の取扱い  

 

         ０４．期間  

０４．０４  その責めに帰することができない理由による期間徒過後の救済につ

いて  

０４．０５  故意によるものでないことによる期間徒過後の救済について  

０４．０９  主要期間一覧表  

０４．１０  法定期間及び指定期間の取扱い  
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０４．１１  特許法第３条第２項に規定する特許出願、審判請求等の手続につい

ての期間の解釈について  

０４．１２  期間延長をした場合の期間計算について  

 

         ０５．中断・中止  

０５．１０  会社更生法に基づく更生手続開始の決定等があった場合の取扱い  

０５．１１  中断又は中止中に行われた手続の取扱い  

０５．１２  出願人が死亡した場合の取扱い  

 

         ０６．送達  

０６．１０  出願人名義変更の届出後に、拒絶理由通知又は査定の謄本が旧名義

人宛に発送された場合の取扱い  

 

         ０７．手数料・特許料及び登録料  

０７．０３  出願審査の請求の手数料の返還請求の取扱い（特）  

０７．１４  出願審査の請求及び審判の請求の手数料について（特）  

０７．１５  過誤納等の手数料又は特許（登録）料の返還についての取扱い  

０７．５０  手数料等の減免の申請の取扱い（特）  

０７．５１  特許法の規定による出願審査の請求の手数料若しくは実用新案法の

規定による実用新案技術評価の請求の手数料の減免又は特許料若

しくは登録料の減免若しくは猶予を受けるための申請書に添付す

る証明書について（特・実）  

０７．５２  個人又は法人を対象とした手数料等の減免について（特施令９条、

手数料令１条の２）（特）  

０７．５３  中小事業者を対象とした手数料等の軽減について（特施令１０条１

号）（特）  

０７．５４  研究開発要件を満たす中小事業者を対象とした手数料等の軽減につ

いて（特施令１０条２号）（特）  

０７．５５   大学、試験研究機関等を対象とした手数料等の軽減について（特施

令１０条３号）（特）  

０７．５６   小規模企業等を対象とした手数料等の軽減について（特施令１０条

４号）（特）  

０７．５７   設立後１０年未満の企業等を対象とした手数料等の軽減について  

（特施令１０条５号）（特）  

０７．５８  福島復興再生特別措置法の認定福島復興再生計画に基づいて事業を

行う中小事業者を対象とした手数料等の軽減について（特施令１０

条６号）（特）  

０７．６０  手数料等の減免又は猶予の申請の取扱い（実・商）  

０７．６１  実用新案法の規定による実用新案技術評価の請求の手数料等の減免

又は登録料の減免若しくは猶予について（実）  
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０７．６３  地域未来投資促進法の規定による手数料等の軽減について（商）  

０７．６４  福島復興再生特別措置法の規定による手数料等の軽減について  

（商）  

０７．６５  アイヌ施策推進法の規定による手数料等の軽減について（商）  

 

         １１．手続者の表示方式  

１１．５１  共同出願又は共同審判における出願人等の表示が甲「ほか何名」で

ある場合の取扱い  

１１．５２  願書、審判請求書等の住所又は居所の表示方法及び同一性の判断に

ついて  

１１．５３  願書、審判請求書等の住所又は居所、氏名又は名称中の区切り記号

及び連字符についての取扱い  

１１．５４  「国籍・地域」及び「住所又は居所」における台湾の表示について  

１１．５５  受刑者の出願、審判請求、登録申請について  

１１．５８  願書、審判請求書等の氏名又は名称の表示において外国語の読み方

に起因する表音のみが相違する場合の取扱い  

 

         １３．証明書の提出・提出書面の省略  

１３．２０  外国語で記載された証明書等における国内法人名称の記載について  

１３．３０  証明書返還請求による証明書返還の取扱い  

 

１４．押印・署名  

１４．１０  本人確認できる印の取扱い  

１４．２０  署名  

 

         １５．受理・却下  

１５．２０  不適法な出願書類等に係る手続の却下の取扱い  

 

         １６．方式違背・却下  

１６．０６  設定登録の特許（登録）料納付書の却下等の取扱い  

１６．０７  設定登録後の特許（登録）料納付書の却下等の取扱い  

１６．０８  商標権存続期間更新登録申請書の却下等の取扱い（商）  

 

         ２１．願書  

２１．５０  発明者の補正について（特・実・意）  

２１．５１  発明者等の住所の記載について（特・実・意）  

２１．５２  出願人の表示の訂正について  

２１．５３  出願人の氏名又は名称が不明な出願の取扱い  

２１．５４  個人事業者が商号等の名義により出願したときの出願人の補正につ

いて  
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２１．５５  発明者等の氏名の表示について（特・実・意）  

２１．６０  商標（防護標章）登録出願の出願日の認定の取扱い（商）  

２１．６１  特許出願の出願日の認定の取扱い（特）  

２１．６２  先の特許出願を参照すべき旨を主張する方法による特許出願（特）  

 

         ２３．明細書（特・実）  

２３．２０  明細書、特許請求の範囲又は図面に関する手続の補正について  

（特・実）  

２３．２１  平成１５年７月１日以後にされた出願に際して願書に改正前の方式

で作成された明細書が添付されている場合等の取扱い（特・実）  

２３．２２  明細書又は図面の一部の補完（欠落補完）について（特）  

 

         ２４．図面（特・実）  

２４．１０  図面中に記入された「図面に関する説明」の取扱い（特・実）  

２４．１１  図面に代えて願書等に添付された写真の取扱い（特・実）  

 

         ２８．優先権・新規性の喪失の例外等  

２８．０１  パリ条約による優先権又はパリ条約の例による優先権主張の手続  

２８．０２  パリ条約による優先権等の主張の取下げ・放棄の取扱い  

２８．１０  パリ条約第４条Ａ（２）の正規の国内出願を基礎とする優先権主張

の手続の取扱い  

２８．１１  優先権主張に係る表示に関する取扱い  

２８．１２  特許法第１７条の４又は実用新案法第２条の２第１項の規定に基づ

く優先権主張書の補正の取扱い（特・実）  

２８．２１  優先権証明書類等発行事務の遅延による提出期間徒過に関する取扱

い  

２８．４１  方式上の不備がある特許出願等に基づく優先権主張の取扱い（特・

実）  

 

         ３１．特殊出願（分割・変更・補正却下）  

３１．３２  拒絶査定のあった特許出願について拒絶査定不服審判の請求ととも

に出願の変更が行われた場合の取扱い（特・実・意）  

３１．３３  補正却下後の新たな意匠（商標）登録出願が、却下された複数の補

正のいずれに基づくものであるか不明な場合の方式上の取扱い  

（意・商）  

 

         ３３．特殊出願（類似意匠）  

３３．４１  類似の意匠の意匠登録出願における本意匠の表示（登録番号又は出

願番号）の訂正の取扱い（意）  
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         ３５．特殊出願（存続期間の延長・更新）  

３５．６０  防護標章登録に基づく権利の存続期間更新登録出願の願書に記載さ

れた登録番号に関する方式違反の取扱い（商）  

 

         ３９．書換  

３９．２０  書換登録申請書等の取扱い（商）  

 

         ４１．代表者選定届・各種変更届（住所・氏名）  

４１．６１  組織変更の取扱い  

 

         ４３．手続の補正  

４３．２０  特許庁長官による補正指令に対し出願人が行った補正が、要旨を変

更するものとして審査官の決定により却下された場合の取扱い  

（特・意・商）  

４３．２１  出願却下処分の謄本の到達前に差し出された手続補正書の取扱い  

４３．２２  方式上の欠陥が補正されていない出願に対し、補正指令の趣旨と無

関係な自発の手続補正書等が提出された場合の取扱い  

４３．２４  二以上の事項について補正を命じた場合に複数の手続補正書をもっ

て補正が行われたときの手続補正書の取扱い  

４３．２５  公開公報を引用して、補正箇所を特定した手続補正書の取扱い（特） 

４３．２６  願書に記載した持分の補正について  

 

         ４５．名義変更  

４５．２０  出願人名義変更届の取扱い  

４５．２１  共同出願人のうち一部の者が持分を放棄した場合の取扱い  

４５．２３  数次の譲渡がなされた場合において、最終の承継人又は譲渡人が提

出した出願人名義変更届の取扱い  

４５．２５  確認判決書を添付した出願人名義変更届の取扱い  

 

         ４８．出願取下げ・出願放棄  

４８．２０  出願の方式上の方式的な不備が解消されていないときになされた出

願の取下げ及び放棄の手続に関する取扱い  

 

         ５４．公報  

５４．５０  特許公報等の掲載事項に誤りがあった場合の取扱い  

５４．５１  出願公開又は実用新案登録前に出願が取下げ、放棄若しくは却下さ

れ又は拒絶査定が確定している場合の公報の取扱い（特・実・商）  

５４．５３  秘密でなくなった登録意匠を公報に掲載する場合の取扱い（意）  

 

         ５８．閲覧・証明  
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５８．２０  書類、ひな形及び見本の閲覧等について  

５８．２１  登録された通常実施権又は仮通常実施権に係る情報の閲覧・交付請

求等の書式について（特・実）  

 

         ６４．移転登録  

６４．１０  資産の流動化に関する法律に基づく信託の取扱い  

６４．２０  移転登録の申請書の取扱い  

 

         ６８．年金納付書  

６８．１０  国有の特許権等が国以外の者に移転した場合における特許（登録）

料等の取扱い  

 

         ７０．申請書（共通事項）  

７０．１２  移転登録申請等と同時にされた登録名義人の表示の変更又は更正の

登録の申請において移転登録申請書等に添付された委任状を援用  

し、委任状の添付を省略した場合の取扱い  

７０．１３  官公署により発行された証明書の有効期限の取扱い  

７０．１４  登録の原因が会社法第３５６条及び同法３６５条等に該当する場合

において、登録の申請書に添付する株主総会承認書、取締役会承認

書、議事録等の原本が提出できないときの取扱い  

７０．１５  特許登録令第１９条の登録義務者の承諾書の記載事項について  

７０．１７  株式会社の清算人が自己取引を行う場合に係る登録の申請の取扱い  

７０．３０  登録申請に係る補正及び却下について  

 

         ７１．表示変更（表示更正）登録申請書  

７１．１１  職権で行われた土地の分筆（合筆）を登録原因とする表示変更登録

申請の取扱い  

 

         ７２．権利移転登録申請書  

７２．１０  被相続人と相続人の本籍が相違する場合の相続による移転登録申請

書の取扱い  

７２．１１  共有者の一方が相続人なくして死亡した場合の持分移転登録等の取

扱い  

７２．１２  登録義務者（法人）の清算結了登記前に登録原因が発生した場合に

おいて、清算結了登記後になされた登録申請の取扱い  

 

         ７３．実施権（使用権）登録申請書  

７３．１１  使用権に関する登録申請書に商標権の存続期間を超えた期間が記載

された場合の取扱い（商）  

７３．１３  仮専用実施権又は専用実施（使用）権の存続期間を変更する登録申
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請をすることができる時期について  

 

         ７６．権利抹消登録申請書  

７６．１０  特許権又は特許に関する権利の抹消登録申請の取扱い  

 

（工業所有権に関する手続等の特例に関する法律編）  

１００．一般  

１００．０２  特例法令における用語の定義  

 

１０１．電子情報処理組織による特定処分等  

１０１．０１  電子情報処理組織による特定処分等  

 

        １１１．識別番号の付与  

１１１．０２  氏名変更等の届出  

 

１１２．電子証明書の届出  

１１２．０１  電子証明書の届出  

 

        １１３．予納  

１１３．０１  予納制度  

１１３．０７  予納届をした者の地位の承継  

１１３．１２  予納額の残余に相当する額の返還請求について  

 

１１４．包括委任状  

１１４．０１  包括委任状の提出  

１１４．０２  包括委任状の援用の制限  

１１４．０３  包括委任状の取下げ  

 

１１５．口座振替納付制度・指定立替納付者による納付制度  

１１５．０１  口座振替納付制度  

１１５．０２  指定立替納付者による納付制度  

 

        １１６．識別番号付与に係る補正等  

１１６．０１  識別番号付与に係る住所若しくは居所又は氏名若しくは名称等の

誤記の訂正について  

１１６．０２  識別番号付与に係る外国人の住所若しくは居所又は氏名若しくは

名称の原語表記の届出について  

１１６．０３  識別番号付与に係る送付先の届出について  

１１６．０４  識別番号が重複して付与された場合の届出について  
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        １２１．識別番号の表示等  

１２１．１３  願書又は中間書類の出願人、代理人等の特定（認定）に関する取

扱い  

１２１．１４  願書の出願人の欄に識別番号の表示がある場合において、当該欄

の氏名（名称）と識別番号に係る氏名（名称）を一致させる訂正

等の取扱い  

 

        １２２．併合の手続  

１２２．０１  併合の手続に関する取扱い  

１２２．０２  併合納付に関する取扱い（特・実・意）  

 

        １２４．書式  

１２４．０１  特許法施行規則等で様式を定めている手続以外の手続を行う場合

の書式について  

 

        １２７．却下  

１２７．０２  識別番号付与請求書等の却下の取扱い  

１２７．０３  電子情報処理組織による手続等の却下の取扱い  

 

        １３３．物件の提出・補足手続  

１３３．０３  電子情報処理組織を使用した公的証明書の提出  

 

        １５３．ファイルへの記録  

１５３．０３  ファイルに記録された事項の訂正及び訂正の申出について  

 

  （他の法令に基づく産業財産権に関する制度編）  

２０１．特定通常実施権登録制度  

２０１．２０  特定通常実施権登録簿の閲覧・交付請求に係る書式について  

（特・実）  
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０１．２３  

 

相互主義に基づく権利能力  

 

 

１．相互主義一般  

在外外国人の国籍国において、日本国民に対し、その国民と同一の条件によ

り、特許権等の権利の享有を認める場合、すなわち、（１）その者の属する国

において、日本国民に対しその国民と同一の条件により特許権その他特許に関

する権利の享有を認めているとき、（２）その者の属する国において、日本国

がその国民に対し特許権その他特許に関する権利の享有を認める場合には日本

国民に対しその国民と同一の条件により特許権その他特許に関する権利の享有

を認めることとしているときは、相互主義の原則に基づき、その外国人の権利

能力が認められる（特２５条１号、２号 ※ 1）。  

実務上、相互主義についての証明書は、一事件についてその旨の証明があっ

た場合、以後同一国については証明書の提出は要しない。ただし、相手国の意

思が変更されるようなことがあった場合については、その都度、証明書を求め

る（特施規７条２号 ※ 2、特登令３０条１項２号 ※ 3）。  

２．相互主義が適用される国又は領域  

 
   国    名  

 
出願番号  

 
  証明書提出日  

 
適  用  

英国領タークス諸島  
カイコス諸島  

 
特願昭６０  

－２００４０８  
昭和６１年  

７月１５日  

 
特  

 
商 願 ２ ０ １ ８  

－ １ １ ９ ６ ０ ２  
令和元年  
  ６月２７日  

 
商  

 
 エ チ オ ピ ア  

 
 商 願 ２ ０ ０ ５  
－ ０ ８ ４ １ ６ １  

平成１７年  
１２月２１日  

 
商  

 
 ク ッ ク 諸 島  

 
 特 願 ２ ０ １ ６
－ ５ １ ６ ２ ４ ２  

平成２９年  
  ９月２８日  

 
 特  

３．外務省回答昭和５８年６月１７日附国専第１１６号により相互主義が確認さ

れた英国の領域  

アンギラ  

バーミューダ  

バージン諸島  

フォークランド  

ケイマン  

モンセラト  
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セントヘレナ  

（注）条約により権利能力が認められている国又は領域については２．及び３．

の表から除外してある。  

 
（改訂令和３・ 4）  

※ 1  特２５条１号、２号：実２条の５第３項、意６８条３項、商７７条３項において準

用  
※ 2  特施規７条２号：実施規２３条１項、意施規１９条１項、商施規２２条１項におい

て準用  
※ 3  特登令３０条１項２号：実登令７条、意登令７条、商登令１０条において準用  
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０１．５０  

 

複数当事者の相互代表について  

 

 

１．相互代表注 1 

特許法は、複数当事者の手続を円滑に進行させるため、二人以上の者が共同

して、出願又は審判請求等の手続をした後は、次に掲げる（１）から（６）ま

での本人の不利益になる手続又は本人に重大な影響をもたらすため改めて本人

の意思を確認することが適当とされる手続を除いて、その後の手続について各

人が全員を代表する旨を定めている（特１４条本文※ 1）。  

（１）特許出願の変更、放棄及び取下げ  

（２）特許権の存続期間の延長登録出願の取下げ  

（３）請求、申請又は申立ての取下げ  

（４）特許出願等に基づく優先権の主張及びその取下げ  

（５）出願公開の請求  

（６）拒絶査定不服審判 注 2（→審判便覧２２－０３「２．（１）」）の請求  

これは、上記（１）から（６）までの手続以外の手続については、特許庁に

対して共同出願人の一人がすれば有効であり、また、特許庁からする手続につ

いても共同出願人のうち一人に対してすれば全員に対してしたと同じような効

果を生じることとしたものである。  

２．選定代表注 3 

代表者を定めて特許庁に届け出たときは、例外的にその代表者のみが手続を

することができる旨を定めており（特１４条ただし書 ※ 1）、この場合には、そ

の他の者は代表する権限を有しない。もっとも、代表者以外の者であっても、

効果が本人にのみ及ぶ届出を行うことは認められる。  

代表者を届け出ることができるのは、もともと各人が全員を代表することが

できる手続についてのみであるから、上記（１）から（６）までの手続につい

ては、代表者を定めて特許庁に届け出たとしても、代表者が全員を代表して手

続をすることはできない 注 4。  

 

（改訂令和６・４）  

 

 

 

 

 
注 1  相互代表例  

当事者Ａ、Ｂ、Ｃの場合に、Ａがした手続の効力はＢ、Ｃにも及び、Ｂがした手続

の効力はＡ、Ｃに及ぶ。また、特許庁がＣに対してした手続はＡ、Ｂにも効力が及

ぶ。  



 

 

方式審査便覧 

０１．５０ 

- 2 - 

 
※ 1  特１４条：実２条の５第２項、意６８条２項、商７７条２項において準用  
注 2  特許法第１４条中「拒絶査定不服審判」とあるのは、意匠法第６８条２項において

は「拒絶査定不服審判又は補正却下決定不服審判」と、商標法第７７条２項において

は「商標法第４４条第１項又は第４５条第１項の審判」と読み替えて準用している。  
注 3  選定代表例  

当事者Ａ、Ｂ、Ｃの場合に、Ｂ、ＣがＡを代表者として選定して届け出た場合に

は、手続をすることができる権限は、Ａに専属し、Ｂ、Ｃは手続をすることができな

い。また、特許庁は、Ａに対してだけ手続をすることができる。  
注 4 特許法第１４条ただし書は、２人以上が共同して手続をした場合において、代表者

選定届を提出したときは、審判の請求等同条本文に掲げる手続以外の手続については

代表者が全員を代表することを定めたものであって、同条本文に掲げる手続について

もその代表者が全員を代表できる旨を定めたものではない旨、判示している（昭和５

６年８月２５日東京高裁判決・昭和５６年（行ケ）第３号、昭和５５年９月３０日東

京高裁判決・昭和５３年（行ケ）第１６３号）。  
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０１．６０  

 

無国籍人の権利能力の取扱い  

 

 

無国籍人であって日本国内に住所又は居所を有する者及びパリ条約の同盟国又

は世界貿易機関の加盟国中の一国の領域内に住所若しくは居所を有する者は、特

許権その他特許に関する権利を享有することができるものと解する（商標につい

ては、商標法条約の締約国を含む。）。  

 

（改訂平成２３・１１）  
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０１．６１  

 

パリ条約（リスボン改正条約）第１６条の

２（１）の通告又はパリ条約（ストックホ

ルム改正条約）第２４条（１）の宣言若し

くは通告がされた領域が独立国となった

場合の取扱い  

 

 

パリ条約（リスボン改正条約）第１６条の２（１）の通告又はパリ条約（スト

ックホルム改正条約）第２４条（１）の宣言若しくは通告がされた領域を我が国

が独立国として承認した後は、当該独立国がパリ条約の同盟国であることの確認

の宣言若しくは継続の宣言を行う時又は通常の形における条約への加入を行う時

までは、パリ条約の非同盟国として取り扱うものとする。  

 

（説明）  

パリ条約（リスボン改正条約）第１６条の２（１）又はパリ条約（ストックホ

ルム改正条約）第２４条（１）の宣言若しくは通告は、自国が対外関係について

責任を有する領域について行うものであるが、その領域が独立することによって

対外関係について責任を有し得なくなった後は、その宣言又は通告の前提となる

べき事情が消失したわけであるからその効力は当然に失われ、その時期は我が国

がその領域を独立国として承認した時と解するのが妥当である。  

なお、パリ条約への加入については、条約に基づいて正式の加入手続を行うの

が通常であるが、標記の場合に限っては、同盟国であることの確認又は継続性の

宣言によって独立の日に遡及して加入を認めるのが慣例であるので、我が国にお

いてもその宣言があった場合にはパリ条約の同盟国として取り扱うのが妥当であ

る。  

ただし、その宣言がなされるまでは、我が国としては、当該独立国の意向が確

認できないため、パリ条約の非同盟国として取り扱わざるを得ないと考える。  

 

（改訂平成２３・１１）  
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０１．６２  

 

清算中の会社が出願する場合の取扱い  

 

 

清算中の会社からの出願は、これを認める。  

 

（説明）  

会社は、たとえ解散後であっても、清算の目的の範囲内においては、なお、存

続するものとみなされている（会社法４７６条、６４５条）から、債務の弁済、

財産換価等定款に明示されていない消極的営業を行う権能は、その法人格ととも

に清算中においても存続することは疑いをいれないところである。  

しかも、近年の社会経済情勢においては、清算結了まで数年を要することが多

く、清算中の会社の出願を認め、その財産換価を容易にすることが妥当であると

考えられるので、本文のとおり取り扱う。  

 

（改訂平成２３・１１）  
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０１．６３  

 

地域団体商標登録出願に係る組合等であ

ることを証明する書面について（商）  

 

 

１．主体要件の規定  

地域団体商標登録出願に係る出願人の主体要件については、「事業協同組合

その他の特別の法律により設立された組合（法人格を有しないものを除き、当

該特別の法律において、正当な理由がないのに、構成員たる資格を有する者の

加入を拒み、又はその加入につき現在の構成員が加入の際に付されたよりも困

難な条件を付してはならない旨の定めのあるものに限る。）、商工会、商工会議

所若しくは特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２条第２項に規

定する特定非営利活動法人又はこれらに相当する外国の法人（以下「組合等」

という。）」と規定されている。（商７条の２第１項柱書）  

また、地域未来投資促進法に基づく承認地域経済牽引事業者に一般社団法人

（その定款において、正当な理由がないのに、構成員たる資格を有する者の加

入を拒み、又はその加入につき現在の構成員が加入の際に付されたよりも困難

な条件を付してはならない旨の定めがあるものに限る。）が含まれる場合であ

って、当該一般社団法人が承認地域経済牽引商品等に係る地域団体商標登録出

願の出願人となる場合には、当該承認地域経済牽引商品等に係る承認地域経済

牽引事業計画の計画期間内に限り、商標法第７条の２第１項に規定する組合等

とみなされる（地域未来投資促進法２３条１項）。  

２．組合等であることを証明する書面  

出願人は、地域団体商標の主体要件を満たすことを証明する書面を提出しな

ければならない（商７条の２第４項）。組合等の類型により、証明する事項と提

出すべき書面は以下のとおりである。  

書面の提出がない場合には、手続の補正を命じる（商７７条２項において準

用する特１７条３項２号）。  

（１）事業協同組合その他の特別の法律により設立された組合（法人格を有しな

いものを除き、当該特別の法律において、正当な理由がないのに、構成員た

る資格を有する者の加入を拒み、又はその加入につき現在の構成員が加入の

際に付されたよりも困難な条件を付してはならない旨の定め（以下「加入自

由の定め」という。）のあるものに限る。）（以下「事業協同組合等」という。）  

ア．法人格を有する組合であること  

・登記事項証明書その他の公的機関が発行した書面（以下「登記事項証

明書等注 1」という。）  

イ．加入自由の定めがあること  

・設立根拠法の写し等注 2 

（２）商工会、商工会議所又は特定非営利活動法人  
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商工会法により設立された商工会であること、商工会議所法により設立さ

れた商工会議所であること又は特定非営利活動促進法第２条第２項に規定

する特定非営利活動法人であること  

・登記事項証明書等 注 1 

（３）商標法第７条の２第１項に規定する組合等とみなされた一般社団法人（地

域未来投資促進法２３条１項）  

ア．一般社団法人であること 注 5 

・登記事項証明書等 注 1 

イ．加入自由の定めがあること  

・定款の写し（承認地域経済牽引事業計画に定款の定めが記載されてい

ない場合）  

ウ．承認地域経済牽引事業計画期間内において承認地域経済牽引商品等に係

る地域団体商標の商標登録を受けようとする承認地域経済牽引事業者であ

ること  

・承認地域経済牽引事業計画の写し（地域経済牽引事業計画の承認申請

書の写し及び地域未来投資促進法１３条６項又は１０項に規定する地

域経済牽引事業計画の承認に係る通知書の写し）  

（４）上記（１）及び（２）に相当する外国の法人  

ア．事業協同組合等に相当する外国の法人  

ａ．構成員の共同の利益の増進を目的とする旨の定めがあること  

・設立根拠法の写し等注 2 注 3 

ｂ．法人格を有すること  

・出願人が法人であることを公的機関が証明した書面（例えば、法人証

明書等）  

ｃ．加入自由の定めがあること  

・設立根拠法の写し等注 2 注 4  

イ．商工会又は商工会議所に相当する外国の法人  

ａ．商工業の改善発達を図ることを目的とする旨及び営利を目的としない

旨の定めがあること  

・設立根拠法の写し等注 2 注 3  

ｂ．法人格を有すること  

・出願人が法人であることを公的機関が証明した書面（例えば、法人証

明書等）  

ｃ．加入自由の定めがあること  

・設立根拠法の写し等注 2 注 4 

ウ．特定非営利活動法人に相当する外国の法人  

ａ．営利を目的としない旨及び不特定かつ多数のものの利益の増進に寄与

することを目的とし、特定非営利活動促進法第２条別表各号に掲げる活

動のいずれかに該当する活動を行う旨の定めがあること  

・設立根拠法の写し等注 2 注 3  
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ｂ．法人格を有すること  

・出願人が法人であることを公的機関が証明した書面（例えば、法人証

明書等）  

ｃ．加入自由の定めがあること  

・設立根拠法の写し等注 2 注 4  

 

（改訂令和４・４）  

 

 
注 1 登記事項証明書については、情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律

（平成１４年法律第１５１号）第１１条の規定に基づき、特許庁が電子情報処理組

織を使用して、証明書面等により確認すべき事項に係る情報を入手し、又は参照す

ることができる場合には、提出することを要しない。  
注 2 設立根拠法の写しに代えて、願書の出願人の欄に【法人の法的性質】の欄を設け

て、当該設立根拠法の該当条文その他必要な事項を記載することができる（商施規

様式第３の２  備考２）。  
注 3 外国法人の設立目的等の確認に当たっては、外国と我が国との間に制度上の相違が

あり得ることから、設立根拠法に準じる法令、通達、判例その他の公的機関が定めた

文書で代替することが可能である。これらの公的機関が定めた文書が当該国の制度上

存在しない場合には、出願人に対し、定款（法人の目的、組織、活動等に関する根本

規則）の提出を求める。  
注 4 外国法人の加入自由の定めの有無の確認に当たっては、外国と我が国との間に制度

上の相違があり得ることから、設立根拠法に準じる法令、通達、判例その他の公的機

関が定めた文書で代替することが可能である。  
注 5「一般社団法人」とは、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律に基づく一般

社団法人を指す。  
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０１．９０  

 

国有財産法と国有特許権等について  

 

 

１．国有財産法第２条は、国有財産を「国の負担において国有となった財産又は

法令の規定により、若しくは寄附により国有となった財産であって次に掲げる

ものをいう。」と規定し、同条第１項第５号に「特許権、著作権、商標権、実用

新案権その他これらに準ずる権利」が掲げられているから、国有の特許権等は

同法上の権利対象となっている。意匠権は「その他これらに準ずる権利」に含

まれる。  

２．国有財産は行政財産と普通財産に分類されるが、特許権等は、行政目的に使

用されるものを除き、普通財産に属する（国有財産法３条）。  

３．普通財産は、原則として、財務大臣が管理処分権限を有するとされている（国

有財産法６条）が、特許権等については、「引き継ぐことを適当としないもの

として政令で定めるもの」（国有財産法８条１項ただし書）、具体的には「前

二号の外当該財産の管理及び処分を財務大臣においてすることが技術その他の

関係から著しく不適当と認められるもの」（国有財産法施行令５条１項３号）

に該当し、当該財産を所管する各省各庁の長が管理処分権限を有することとな

る（国有財産法８条第２項）。  

４．各省各庁の長とは、衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、各省大臣、最

高裁判所長官及び会計検査院長である（国有財産法４条２項）。各省各庁の長

は、国有財産に関する事務の一部を部局等の長に分掌することができ（国有財

産法９条１項）、この場合には部局等の長は、自己の名において管理処分する

ことができる。部局等とは、各省各庁の長の授権行為の内容によって定まるも

のであり、各省各庁の内部部局に限定されるわけではない。  

５．なお、物品管理法は、そもそも動産を対象としており、国有の特許権等は、

物品管理法の規制対象とはならない。  

 

（改訂平成２５・６）  
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０１．９１  

 

各省庁の長の出願、審判請求等の手続に

ついて  

 

 

各省庁の長（分掌権限のある部局等の長を含む。）がその権限の範囲内におい

て国を代表して行う出願、審判請求等の手続は受理する。  

 

（説明）  

民事訴訟事件については、国の利害に関係のある訴訟についての法務大臣の権

限等に関する法律第１条の規定によって法務大臣に国を代表する権限を与えてい

るが、特許庁に対する出願、審判請求等の手続は同法の対象にはならず、各省庁

の長が国を代表して出願、審判請求等の手続を行うことができる。  

 

（改訂平成２３・１１）  
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０２．２０  

 

未成年者等の手続の代理人の選任に  

ついて  

 

 

未成年者等が手続をする場合は、法定代理人によらなければならない旨規定さ

れているが（特７条 ※ 1 ）、法定代理人が必要であると認めたときは、法定代理

人は、自己の名において復代理人を、未成年者等の名において代理人をそれぞれ

選任することができる。  

ただし、未成年者等が法定代理人の同意を得て本人の名において任意代理人を

選任し、その代理人が手続をすることはできない。  

 

（説明）  

特許法第７条 ※ 1 は「未成年者及び成年被後見人は、法定代理人によらなければ、

手続をすることができない。」ものとしている。  

これは、民法上、未成年者についてはあらかじめ法定代理人の同意を得れば、

自ら法律行為をすることができるものとしている（民法５条）のに対して、特許

の手続は訴訟手続と同様複雑であってこれを未成年者が自ら行うことは事実上難

しいという考慮から、民訴法に倣ってこのように規定したものである。  

したがって、法定代理人に支障があるような場合に、法定代理人が自己の名に

おいて復代理人を選任し、その者が手続をなし得ることは問題ないが、更に法定

代理人が未成年者等を代理して代理人を選任し、その者が手続をすることも排除

する理由はない。  

しかし、未成年者等はたとえ法定代理人の同意を得ても自分で手続をすること

はできないのであるから、自ら任意代理人を選任してその者に手続をさせること

もできないのは当然である。  

 
（改訂平成２３・１１）  

 
 
 
 

※ 1  特７条：実２条の５第２項、意６８条２項、商７７条２項において準用  
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０２．２１  

 

特許法第１１条の代理権の不消滅に  

関する規定の解釈及び取扱い  

 

 

委任による代理人の代理権は、本人の死亡、合併、法定代理人の死亡、法定代

理人の代理権の変更若しくは消滅又は本人である受託者の信託の任務終了によっ

ては終了しない。したがって、当該代理権が消滅するためには、相続人、合併後

の法人、新たな法定代理人（親権を有する後見人を含む。以下同じ。）又は委託

者若しくは新たな受託者（以下「相続人等」という。）からの代理人の変更又は

代理権の変更若しくは消滅の届出が必要である。  

 

（説明）  

特許法第１１条 ※ 1の趣旨は、委任による代理人の代理権は、実体上消滅してい

るにもかかわらず、対特許庁及び特許手続に関しての第三者との関係ではいわゆ

る手続の安定の見地から当然には消滅しないものとするものである。  

委任による代理は、代理人の専門的知識及び人的信頼の上に成立したものであ

るから、当該代理権の範囲で特許手続を遂行させても特に相続人等の利益を損な

うこととはならない。このことは本人等が死亡し、法定代理人の代理権が消滅し

ても訴訟手続が中断しないという民訴法第５８条第１項の趣旨と同様である。  

したがって、その後に相続人等から出願人名義変更届、新たな委任による代理

人選任届又は法定代理人に係る代理人変更届が提出されたとしても、代理権消滅

届又は代理人変更届等の提出がない限り、当該委任による代理人の代理権は消滅

しないと解すべきである。  

 

（改訂令和３・４）  
 
 
 

 

※ 1  特１１条：実２条の５第２項、意６８条２項、商７７条２項において準用  
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０２．２２  

 

代理人を選任する行為を他人に委任した

場合において、その委任に基づいて選任

された代理人の地位についての取扱い  

 

 

代理権を証明する書面として、本人が他人に対し代理人を選任する行為を委任

した旨を証明する書面（その写しを含む。）及びその他人がそれに基づいて代理

人を選任した旨を証明する書面（その写しを含む。）を提出した場合は、当該代

理人は本人の直接の代理人として取り扱う。  

 

（改訂令和４・１０）  
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０２．２４  

 

代理人の選任届等について  

 

 

１．手続をした者又は特許権者（以下、「本人」という。）が代理人を選任した

場合又は代理人を変更した場合においては、選任した代理人の代理権を証明す

る書面（委任状については、その写しを含む。以下同じ。）を添付した代理人選

任届等を提出しなければならない（特施規９条の２ ※ 1、４条の３第２項 ※ 1）。  

なお、意見書等中間書類（出願人名義変更届（承継人が手続を行う場合に限る。）

及び受継申立書を除く。）に代理権を証明する書面（出願及び特許権に関する一

切の件を委任した旨の記載ある場合を含む。）のみを添付して、その代理人によ

り手続がなされた場合は、代理人選任届等の提出がなくても当該中間手続（同一

事件において当該中間手続と同時に他の中間手続がなされている場合には、そ

の中間手続を含む。）に関する限りの代理権があるものとして取り扱うこととな

るため（特施規４条の３第３項 ※ 2）、その後にその代理人が当該事件に関する手

続を受任する場合は、代理権を証明する書面を添付した代理人選任届等を提出

しなければならない（特施規９条の２ ※ 1）（ただし、登録の申請については、手

続の正確性確保等の観点から、申請ごとに代理権を証明する書面が必要であ

る。）。  

また、代理人選任届等に添付する証明書は、先に提出した証明書の内容が特定

の中間手続にのみ限定したものでなく、内容に変更がない場合には、当該届出に

おいてその旨を申し出て（援用の表示をして）当該証明書の提出を省略すること

ができる（特施規１０条 ※ 1）。  

２．代理人が他の代理人の代理権の消滅を届け出る場合の取扱い  

本人に代わり、新たに選任された又は既に選任の届け出がされた代理人が他の

代理人の代理権の消滅を届け出る場合は、当該届出の記載事項のみでは、本人に

よる当該代理人の代理権を消滅させる意思が明らかとはいえないため、手続の安

全性の確保の観点から、解任された代理人の代理権の消滅に関する本人の意思を

証明する書面（その写しを含む。）の提出を求める。  

 

（改訂令和４・１０）  

 

 

 

 

 
※ 1  特施規４条の３第２項、９条の２、１０条：実施規２３条１項、意施規１９条１

項、商施規２２条１項において準用  
※ 2  特施規４条の３第３項：実施規２３条１項、意施規１９条１項、商施規２２条１

項、特登施規１３条の５において準用  
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０２．２５  

 

委任による代理人が死亡した場合の  

取扱い  

 

 

委任による代理人の代理権の消滅事由として、代理人の死亡がある（民法１１

１条１項２号）。  

委任による代理人が死亡した場合、特許庁に委任者、遺族、日本弁理士会等か

らその旨の届出又は死亡による郵便物の返還（遺族等の持参による返還を含む。）

がない限り、その者の代理権は存続するものと推定する。  

この場合、死亡した代理人により又は死亡した代理人に対し行われた手続の取

消し又は無効を相手方又は第三者から主張することは認めない。  

 

（説明）  

民訴法第５９条において準用する同法第３６条第１項では「訴訟代理人の代理

権の消滅は本人又は代理人（新たな代理人）よりこれを相手方（特許庁を含む。）

に通知しなければ効力を生じない。」と規定しているが、代理人の死亡の場合は

即時にその者の代理権は消滅するとするのが通説である。  

しかし、特許に関する手続等に関しては書面主義（特施規１条）であり死亡届

等がない限り、その事実を了知することができず、かつ、手続の画一性、安定性

が要請されることから、本文のとおり取り扱う。  

 

（改訂令和６・４）  
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０２．２６  

 

委任による代理人が死亡した場合に  

おける復代理人の地位について  

 

 

復代理人の代理権は、代理人の死亡によっては消滅しない。ただし、本人が復

代理人の代理権を消滅させることは妨げない。  

 

（説明）  

１．民法においては、代理人の死亡によりその代理権が消滅した場合には、同時

に代理人が復代理人を監督する可能性も全く消滅するから、復代理人の代理権

も消滅するものと解される。  

これに対して、民訴法においては、訴訟の円滑、迅速な進行という訴訟代理

の目的等に照らして、訴訟代理人が死亡しても、当然には復代理人の代理権は

消滅しないものと解されている 注 1。  

特許等の手続は出願、審査、審判等一連の流れにおいて行われ、訴訟手続に

類するものと考えられるため、復代理人の代理権は、代理人の死亡によっては、

消滅しないものとする。  

２．復代理人は本人及び第三者に対しては、その権限の範囲内において、代理人

と同一の権利を有し義務を負い（民法１０６条２項）、復代理人といえども委

任の本旨に従い善管注意義務を負うことから、本人は復代理人の代理権を消滅

し得ると解する。  

 

（改訂令和４・１）  
 
 
 
 

注 1  昭和３６年１１月９日最高裁第一小法廷判決・昭和３６年（オ）第３７４号  
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０２．２７  

 

特許管理人が死亡又は辞任した場合の  

取扱い  

 

 

特許管理人が死亡又は辞任した場合は、その者の家族又は事務所に連絡をとり、

新たに選任される代理人があるときは速やかに代理人選任の手続をするよう連絡

をする。  

新たに選任される代理人がいないときは、書類を航空扱いとした書留郵便等（書

留郵便又は信書便の役務のうち書留郵便に準ずるものとして経済産業省令で定め

るもの（信書便物の引受け及び配達の記録をするもの））に付して直接本人宛に

発送する（特１９２条２項 ※ 1 ）。  

この場合、当該書類は前記発送の時に特許法第１９２条第３項の規定により送

達があったものとみなされる旨及び従前の特許管理人が死亡又は辞任したため、

特許管理人を選任し（特８条 ※ 2 ）、その届出をすべき旨を記載した注意書（英

訳した書面を含む。）を同封する。  

 
（改訂平成２３・１１）  

 
 
 
 

※ 1  特１９２条２項：実５５条２項、意６８条５項、商７７条５項において準用  
※ 2  特８条：実２条の５第２項、意６８条２項、商７７条２項において準用  
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０２．２８  

 

復代理人が更に復代理人を選任する場合

の取扱い  

 

 

委任による代理人の復代理人が更に復代理人を選任することは原則として認め

ない。  

 

（説明）  

委任による代理人の復任権については、民法第１０４条において「本人の許諾

を得たとき又はやむを得ない事由があるとき」に限定して認めている。  

委任による代理人は、本人との人的信頼関係によって選任されているものであ

るから、代理人が復代理人を選任し、これに手続をなさしめることは、一般に、

本人の信頼に即したとはいい難いので、特別法である特許法は第９条 ※ 1 により

特別の授権を得た場合に限り、復代理人の選任を認めている。  

したがって、復代理人を選任することは、本来、例外的な事柄であり、復代理

人が更に復代理人を選任することを認めると、本人との信頼関係がますます希薄

となることから本文のとおり取り扱う。  

なお、本人が代理人に代理権及び復任権を与えるとともに、当該復代理人が更

に復代理人を選任し得ることを明示した場合において代理人が当該復任権等の内

容を明示して復代理人を選任し、この権限に基づいて、更に復代理人が選任され

たような場合には、復代理人が更に復代理人を選任することが、例外的に認めら

れる。しかし、本人が代理人に付与した委任状に単に「復代理人を選任する権限

を委任する」と記載されている場合には、認められない。  

 
（改訂平成２３・１１）  

 
 
 
 

※ 1  特９条：実２条の５第２項、意６８条２項、商７７条２項において準用  
                                                



 

 

方式審査便覧 

０２．２９ 

- 1 - 

０２．２９  

 

特許出願等に基づく優先権主張に関する

代理権の取扱い（特・実）  

 

 

１．特別の授権  

（１）日本国内に住所又は居所（法人にあっては営業所）を有する者であって手

続をするものの委任による代理人は、特別の授権を得なければ、特許出願等

に基づく優先権の主張（特４１条１項、実８条１項）又はその取下げをする

ことができない（特９条※ 1）。特許出願等に基づく優先権の主張は、その旨

及び先の出願の表示を記載した書面（以下「優先権主張書」という。）を提

出することにより行うので（特４１条４項、実８条４項）注１、出願後に代理

人が優先権主張書を提出する場合には、その代理人が特別授権を得ていなけ

ればならない（出願時の代理人と優先権主張書を提出した代理人が異なる場

合も同じ。）。  

（２）在外者の特許管理人については、特別授権の規定（特９条 ※ 1）は適用され

ない。ただし、代理権の範囲を制限できる（特８条２項ただし書 ※ 1）ことと

なっているため、先の出願についての優先権の主張又はその取下げに関する

委任事項が制限されていないことが証明されていない場合には、出願人の保

護の観点から、特許法施行規則第４条の３第４項 ※ 2を適用して、その代理権

を証明する書面（委任状については、その写しを含む。）の提出を求める。  

（３）法定代理人は全ての行為につき代理権を有するが、その者が選任する復代

理人は特別の授権を得ていることを要する。  

２．特別授権の表示  

特許出願等に基づく優先権の主張が特別授権を要する事項と規定されたのは

、先の出願について取下げの効果を伴う（特４２条１項、実９条１項）からで

あり、したがって、特別授権の表示は、以下のように先の出願を特定して記載

しなければならない。  

（１）特許出願の際に、この出願を基礎とした、後の出願の際に優先権主張をす

る代理権をあらかじめ授与しておく場合  

「この特許出願に基づく特許法第４１条第１項又は実用新案法第８条第１

項の優先権の主張及びその取下げ」のように記載する。  

※実用新案登録出願の際に代理権を授与しておく場合は「この実用新案登

録出願に基づく・・・」のように記載する。  

（２）先の出願が特許出願である場合に、先の出願において優先権主張の特別授

権がないため、後の特許出願（又は実用新案登録出願）においてその権限を

授与する場合  

「特願○○○○－○○○○○○に基づく特許法第４１条第１項（又は実用

新案法第８条第１項）の優先権の主張及びその取下げ」のように記載する。  
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※先の出願が実用新案登録出願である場合は「実願○○○○－○○○○○

○に基づく・・・」のように記載する。  

 

 

 

別表（参考例）  

 
先の出願（委任状の委任事項）  

 

後の出願（委任状に記載すべき委任

事項）  

 

例  

 

１  

 

・本願○○出願に関する一切の件  

（優先権主張に関する特別授権）  

・この○○出願に基づく特許法第４

１条第１項又は実用新案法第８条第

１項の優先権の主張及びその取下げ  

 

 

 

例  

 

２  

 

・本願○○出願に関する一切の件  

（優先権主張をする旨の特別授権の

記載なし）  

 

（優先権主張に関する特別授権）  

特願（又は実願）○○○○－○○○

○○○に基づく特許法第４１条第１

項（又は実用新案法第８条第１項）

の優先権の主張及びその取下げ  

 

なお、後の出願を基礎に、新たな優先権主張を伴う出願をする場合にも上記

と同様になる。  

 

（改訂令和４・１０）  

 

 

 

 

 
※ 1  特８条２項ただし書、９条：実２条の５第２項において準用  

 
注 １国際特許出願については、特許法第４１条第４項の規定は適用されないため（特１

８４条の１５第１項）、当該「優先権主張書」による手続は認められない（国際実用新

案登録出願も同様）。  

 
※ 2  特施規４条の３第４項：実施規２３条１項において準用  
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０２．９０  

 

国の出願で指定代理人が変更した場合の

取扱い  

 

 

国の出願の代理人が指定書によって官職をもって定められている場合には、そ

の官職にある者が異動等により変更しても代理人変更届は提出しなくてもよい。  

ただし、官職の名称又は住所を変更した場合は、その旨の変更届を提出するこ

ととする。  

 

（改訂令和２・１２）  
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０２．９１  

 

国の特許出願における代理権を証明する

書面の省略について  

 

 

国の特許出願等において、法令上特許を受ける権利等の管理処分権を有する各

省庁の長（分掌権限のある部局等の長を含む。）が、法令等の規定に基づいて出

願等の手続の代理権を包括的にその下部機関に与えた場合であって、当該代理権

を与えた各省庁の長から特許庁長官に宛てて文書をもってその旨の届出があった

ときは、以後代理権を証明する書面（委任状については、その写しを含む。以下

同じ。）の提出（特施規４条の３ ※ 1）を省略することができる。  

 

（説明）  

特許法施行規則第４条の３ ※ 1では、出願人にとって不利益となる手続及び出願

人の意思に反する手続が予想される場合にのみ、代理権を証明することとしてい

るが、国の行政機関から文書による「法令等の規定に基づき包括的な代理権を授

与した」旨の通知があれば、出願人の不利益な手続及び意思に反する手続につい

ての代理権は、極めて明確であり、以後、代理権を授与された下部機関が個別の

出願について代理権を証明する書面の提出を省略できることとしても、同規則第

４条の３の規定の趣旨に反するものではない。  

 

（改訂令和４・１０）  

 

 

 

 

 
※ 1  特施規４条の３：実施規２３条１項、意施規１９条１項、商施規２２条１項におい

て準用  
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０３．１０  

 

郵便又は信書便で差し出された期間の  

定めのある書類又は物件の通信日付印が

不明瞭な場合の取扱い  

 

 

郵便又は信書便で差し出された期間の定めのある書類又は物件の通信日付印が

不明瞭なため、期間内に差し出されたものであるか否かについて疑義のある場合

には、以下のとおり取り扱うものとする。  

郵便であるときは、書留郵便物受領書又は特定記録郵便受領証等の提出を特許

法第１３４条第４項 ※ 1若しくは特許法第１９４条第１項 ※ 2又は実用新案法第３９

条第４項の規定により求め、その証明によってその書類又は物件が期間内に差し

出されたものであるか否かを認定する。  

期間経過後の差出しである場合には、特許法第１８条の２第１項 ※ 3若しくは特

許法第１３３条の２第１項 ※ 4の規定に基づく手続の却下又は特許法第１３５条 ※ 4

の規定による審決による却下とする。（→１５．２０）  

また、信書便であるときは、特許法第１９条 ※ 5に定められていないことから「受

領書による証明」は認めないものとする。  

 

（改訂令和４・１０）  

 

 

 

 

 
※ 1  特１３４条４項：特７１条３項｛実２６条、意２５条３項、商２８条３項〔商６８

条３項〕｝、特１２０条の８第１項｛特１７４条１項｝、特１７４条２項、１７４条３項

｛実４５条１項、意５８条４項、商６１条〔商６８条５項〕、商附則２０条〔商附則２

３条〕｝、特１７４条４項、意５２条、５８条２項｛商６２条１項〔商６８条５項〕、商

附則２１条〔商附則２３条〕｝、意５８条３項｛商６２条２項〔商６８条５項〕｝、商５

６条１項｛商４３条の１５第１項〔商６０条の２第１項（商６８条５項）、商６８条４

項〕、商６８条４項｝、商附則１７条１項｛商附則２３条｝において準用  
※ 2  特１９４条１項：実５５条３項、意６８条２項、商７７条２項、商附則２７条２項

｛商附則２３条｝において準用  
※ 3  特１８条の２第１項：実２条の５第２項、意６８条２項、商７７条２項、商附則２

７条２項｛商附則２３条｝、特例法４１条２項において準用  
※ 4  特１３３条の２第１項、１３５条：特７１条３項｛実２６条、意２５条３項、商２

８条３項〔商６８条３項〕｝、特１２０条の８第１項｛特１７４条１項｝、特１７４条２

項、１７４条３項｛実４５条１項、意５８条４項、商６１条〔商６８条５項〕、商附則

２０条〔商附則２３条〕｝、特１７４条４項、実４１条、意５２条、５８条２項｛商６

２条１項〔商６８条５項〕、商附則２１条〔商附則２３条〕｝、意５８条３項｛商６２条

２項〔商６８条５項〕｝、商５６条１項｛商４３条の１５第１項〔商６０条の２第１項

（商６８条５項）、商６８条４項〕、商６８条４項｝、商附則１７条１項｛商附則２３
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条｝において準用  

※ 5  特１９条：実２条の５第２項、意６８条２項、商７７条２項、商附則２７条２項、

特例法４１条２項において準用  

 

注記の準用条文は括弧を用いて記載されている。  

例「特５０条｛特６７条の４、１５９条２項〔特１７４条２項〕｝」は、  

「特５０条：特６７条の４、１５９条２項（特１７４条２項において準用）にお

いて準用」を表す。  
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０４．０４  

 

その責めに帰することができない理由に

よる期間徒過後の救済について  

 

 

１．その責めに帰することができない理由による期間徒過後の救済規定  

特許法等においては、次に掲げる手続に関し、「その責めに帰することができ

ない理由」による期間徒過後の救済規定が設けられている。  

（１）  発明の新規性喪失の例外規定の適用を受けるための証明書の提出（特３０

条４項※ 1、意４条４項）  

（２）  パリ条約による優先権主張に係る優先権証明書類等の提出（特４３条８項
※ 2）  

（３）  特許出願の分割（特４４条７項 ※ 1 ）  

（４）  実用新案登録出願又は意匠登録出願から特許出願への変更（特４６条５項） 

（５）実用新案登録に基づく特許出願（特４６条の２第３項）  

（６）特許権の存続期間の延長登録出願（特６７条の２第３項括弧書、特６７条

の５第３項（改正前特６７条の２第３項 注 １）、特施令３条ただし書（改正前特

施令３条ただし書 注 1））  

（７）特許法第６７条の６第１項（改正前特６７条の２の２第１項 注 1）の規定に

よる書面の提出（特６７条の６第４項（改正前特６７条の２の２第４項 注 1）） 

（８）特許（登録）料の納付（特１０８条４項、実３２条４項、意４３条４項、

商４１条４項、４１条の２第４項、６５条の８第５項）  

（９）既納の特許（登録）料の返還請求（特１１１条３項 ※ 3、実３４条３項、商

４２条３項、商６５条の１０第３項）  

（１０）割増特許（登録）料の免除（特１１２条２項、実３３条２項、意４４条

２項、商４３条１項から３項）  

（１１）拒絶査定不服審判の請求（特１２１条２項、意４６条２項、商４４条２

項）  

（１２）再審の請求（特１７３条２項※ 4）  

（１３）出願審査の請求の手数料又は過誤納の手数料の返還請求（特１９５条１

３項※ 5、実５４条の２第１２項、意６７条９項、商７６条９項）  

（１４）実用新案登録の明細書等の訂正（実１４条の２第６項）  

（１５）実用新案登録無効審判請求の取下げ（実３９条の２第５項）  

（１６）参加申請手数料の返還に係る参加申請の取下げ（実５４条の２第６項）  

（１７）補正却下決定不服審判の請求（意４７条２項において準用する意４６条

２項、商４５条２項において準用する商４４条２項）  

（１８）意匠法第６０条の６第１項の規定により意匠登録出願とみなされた国際

出願（以下「国際意匠登録出願」という。）に係る個別指定手数料の返還請求

（意６０条の２２第３項）  
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（１９）商標出願時の特例の規定による証明書の提出（商９条４項）  

（２０）国際登録の取消し後の商標登録出願（商６８条の３２第６項）  

（２１）マドリッド協定議定書の廃棄後の商標登録出願（商６８条の３３第２項

で準用する商６８条の３２第６項）  

（２２）国際特許出願における発明の新規性喪失の例外規定の適用を受けるため

の証明書の提出（特施規３８条の６の３※ 6）  

（２３）国際特許出願又は特許法第１８４条の２０第１項の申出をする場合にお

けるパリ条約による優先権主張に係る優先権証明書類等の提出（特施規３８

条の１４第１項※ 7）  

（２４）国際意匠登録出願における意匠の新規性喪失の例外規定の適用を受ける

ための証明書の提出（意施規１条の２）  

（２５）回復手数料の免除（特別表第１１号中欄括弧書、実別表第７号中欄括弧

書、意別表第３号中欄括弧書、商別表第５号中欄括弧書）（→０４．０５

「１．」、「５．」）  

なお、特許法等においては、「その責めに帰することができない理由」によ

る期間徒過後の救済規定のほかに、「故意によるものでないこと」による期間

徒過後の救済規定が設けられている（→０４．０５）。  

２．救済されるための要件  

救済が認められるためには、以下の二つの要件が満たされていることが必要

である。  

（１）手続をすることができる期間（以下「所定の期間」という。）内に手続をす

ることができなかったことについて、出願人、権利者、申請者又はその代理

人（以下「出願人等」という。）の「責めに帰することができない理由」があ

ること  

（２）所定の期間内にすることができなかった手続を救済手続期間内にすること  

なお、上記（１）の「出願人等の責めに帰することができない理由」とは、

「天災地変のような客観的な理由にもとづいて手続をすることができない場合」
注 2のほか、「通常の注意力を有する当事者が通常期待される注意を尽くしてもな

お避けることができないと認められる事由」注 3をいうものと解されている。  

３．救済を受けるための手続  

（１）救済手続期間  

ア．上記１．（１）、（３）から（５）まで、（８）、（９）、（１１）から（２１）

まで及び（２３）の手続の場合  

その責めに帰することができない理由がなくなった日から１４日（在外

者にあっては、２月）以内で所定の期間の経過後６月以内である（特３０

条４項 ※ 1 、４４条７項 ※ 1 、４６条５項、４６条の２第３項、１０８条４

項、１１１条３項 ※ 3 、１２１条２項、１７３条２項 ※ 4  、１９５条１３項 ※

5 、実１４条の２第６項、３２条４項、３４条３項、３９条の２第５項、５

４条の２第６項、１２項、意４条４項、４３条４項、４６条２項 ※ 8、６０

条の２２第３項、６７条９項、商９条４項、４１条４項、４１条の２第４
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項、４２条３項、４４条２項 ※ 9、６５条の８第５項、６５条の１０第３項、

６８条の３２第６項 ※ 10、７６条９項、特施規３８条の１４第１項）。  

イ．上記１．（２）の手続の場合  

パリ条約又はパリ条約の例による優先権主張に係る優先権証明書類等を、

当該書類を発行すべき政府による当該書類の発行に関する事務の遅延によ

り、提出することができなかった場合、その者が当該書類を入手した日か

ら１月（在外者にあっては２月）以内である（特施規２７条の３の３第６

項１号※ 11、商施規７条の２第３項１号）。  

上記以外の場合、パリ条約又はパリ条約の例による優先権主張に係る優

先権証明書類等又は特許法第４３条第５項に規定する書面を提出すること

ができなかった理由がなくなった日から１４日（在外者にあっては２月）

以内で所定の期間の経過後６月以内である（特施規２７条の３の３第６項

２号 ※ 1 1、商施規７条の２第３項２号）。  

ウ．上記１．（６）の手続の場合  

特許権の存続期間の延長登録出願の場合は、その責めに帰することがで

きない理由がなくなった日から１４日（在外者にあっては、２月）を経過

する日までの期間（特許法第６７条第２項の延長登録出願においては設定

登録の日、特許法第６７条第４項の延長登録出願においては特許法施行令

第２条（改正前特許法施行令第２条 注 １）に規定する処分を受けた日からそ

の理由がなくなった日までの期間が９月を超えるときは、９月）である（特

６７条の２第３項括弧書、特６７条の５第３項（改正前特６７条の２第３

項注 １）、特施令３条ただし書（改正前特施令３条ただし書 注 １））。  

エ．上記１．（７）の手続の場合  

特許法第６７条の６第１項（改正前特許法第６７条の２の２第１項 注 １）

の規定による書面の提出は、その責めに帰することができない理由がなく

なった日から１４日（在外者にあっては、１月）以内で同条第１項に規定

する日（特許権の存続期間の満了前６月の前日）の後２月以内である（特

第６７条の６第４項（改正前特６７条の２の２第４項 注 １））。  

オ．上記１．（１０）の手続の場合  

次に掲げる「 a.特許（登録）料の納付の期間又は納付の猶予の期間」の

経過後６月以内又は「 b.故意によるものでないことによる期間徒過後の救

済期間」内である（特１１２条２項、実３３条２項、意４４条２項、商４

３条１項から３項）。  

ａ．特許（登録）料の納付の期間又は納付の猶予の期間  

ⅰ）特許法第１０８条第２項に規定する期間  

ⅱ）特許法第１０９条又は第１０９条の２に規定する納付の猶予後の

期間  

ⅲ）実用新案法第３２条第２項に規定する期間  

ⅳ）実用新案法第３２条の２に規定する納付の猶予後の期間  

ⅴ）意匠法第４３条第２項に規定する期間  
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ⅵ）商標法第２０条第２項、第４１条の２第５項又は第８項に規定す

る期間  

ｂ . 故意によるものでないことによる期間徒過後の救済期間  

ⅰ）特許法第１１２条の２第１項（特施規６９条の２第１項）に規定

する期間  

ⅱ）実用新案法第３３条の２第１項に規定する期間  

ⅲ）意匠法第４４条の２第１項に規定する期間  

ⅳ）商標法第２１条第１項（商施規１０条３項）又は第４１条の３第

１項（商施規１８条の２第１項）に規定する期間  

カ．上記１．（２２）の手続の場合  

国際特許出願における発明の新規性喪失の例外適用を受ける際の証明書

提出の場合は、その責めに帰することができない理由がなくなった日から

１４日（在外者にあっては、２月）を経過する日までの期間（当該期間が

国内処理基準時の属する日後７月を超えるときは、７月）である（特１８

４条の１４、特施規３８条の６の３ ※ 6）。  

キ . 上記１．（２４）の手続の場合  

国際意匠登録出願における意匠の新規性喪失の例外規定を受ける際の

証明書提出の場合は、その責めに帰することができない理由がなくなった

日から１４日（在外者にあっては、２月）を経過する日までの期間（当該

期間が国際公表があった日後７月を超えるときは、７月）である（意６０

条の７第１項、意施規１条の２）。  

ク . 上記１．（２５）の手続の場合  

回復手数料の免除の場合は、故意によるものでないことによる期間徒過

後の救済期間内（→０４．０５「３．」）  

なお、上記ア．からク．までの救済手続期間は、延長することができず、

附加期間を定めることもできない。  

（２）手続の方法  

上記（１）の救済手続期間内に、所定の期間を徒過した手続を行う。その

際、上申書又は手続書面に設けた【その他】欄（以下「上申書等」という。）

において、当該手続をすることができなかった理由が「出願人等の責めに帰

することができない理由」に該当することを具体的かつ十分に記載し、その

記載した事実を裏付ける証拠書類 注 ４を提出しなければならない。ただし、そ

の記載した事実を裏付ける証拠書類は、特許庁長官がその添付の必要がない

と認めるときは、添付を要さない。  

ア．上記（１）イ．の手続の場合   

パリ条約又はパリ条約の例による優先権主張に係る優先権証明書類等

を、当該書類を発行すべき政府による当該書類の発行に関する事務の遅延

により、提出することができなかった場合については、方式審査便覧２８．

２１「優先権証明書類等発行事務の遅延による提出期間徒過に関する取扱

い」により手続をする。  
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イ．上記（１）オ．の手続の免除  

割増特許（登録）料の免除の手続の場合については、上申書等は特許（登

録）料納付書の提出と同時に提出しなければならず（特施規６９条４項、

実施規２１条３項、意施規１８条３項、商施規１８条８項）、証拠書類は上

記手続をした日から２月以内に提出しなければならない（特施規６９条５

項、実施規２１条４項、意施規１８条４項、商施規１８条９項）。  

ウ . 上記１．（２５）の手続の場合  

回復手数料の免除の手続の場合については、上申書等は回復理由書の提

出と同時に提出しなければならず（特施規２５条の７第８項、２７条の４

の２第６項 ※ 12、３１条の２第７項、３８条の２第５項 ※ 1 3、３８条の６の

２第６項 ※ 1 4、３８条の１４第５項 ※ 1 5、６９条の２第４項、実施規２１条

の４第３項、意施規１８条の６第３項、商施規２条１２項、１０条６項、

１８条の２第４項、２０条５項）、証拠書類は上記手続をした日から２月以

内に提出しなければならない（特施規２５条の７第９項、２７条の４の２

第７項※ 1 2、３１条の２第８項、３８条の２第６項 ※ 1 3、３８条の６の２第

７項※ 14、３８条の１４第６項 ※ 1 5、６９条の２第５項、実施規２１条の４

第４項、意施規１８条の６第４項、商施規２条１３項、１０条７項、１８

条の２第５項、２０条６項）。  

 

４．救済の認否の判断  

期間徒過後の手続が要件を満たすものか否かの判断は、上申書等の記載に基   

づき、特許庁長官又は審判長により行われる。  

（１）救済が認められる場合  

上申書等の記載に基づき、救済の要件を満たすものと判断した場合には、

期間徒過後の手続は許容され、手続をした者に対し、救済が認められた旨の

通知書が送付される。ただし、１．（１０）の割増特許（登録）料の免除の場

合は、年金領収書（割増特許（登録）料を免除した額面のもの）の送付をも

って通知書に代える。  

（２）  救済が認められない場合  

上申書等の記載に基づき、救済の要件を満たさないと判断した場合には、

手続をした者に対し、期間徒過後の手続について、救済の要件を満たさない

と判断した理由を記載した却下理由通知 注 ５が送付され、弁明する機会が与

えられる。特許庁長官は、当該弁明を踏まえて、救済の認否を判断し、救済

が認められないと判断したときは、期間徒過後の手続について出願却下又は

手続却下 注 ５する。ただし、１．（１０）の割増特許（登録）料の免除の場合

は年金補充指令を送付することで、不足額の補充及び弁明の機会が与えられ

る。特許庁長官は、当該弁明を踏まえて、救済の認否を判断し、救済が認め

られないと判断したときは、特許（登録）料納付書を手続却下する（ただ

し、不足額が納付されているときは年金領収書（割増特許（登録）料を含む

額面のもの）を送付する）。１．（１１）の拒絶査定不服審判の請求及び１．
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（１７）の補正却下決定不服審判の請求については、却下理由通知が送付さ

れることなく、審決をもって却下される（特１３５条 ※ 16）。また、１．（２

０）の国際登録の取消し後の商標登録出願及び１．（２１）のマドリッド協

定議定書の廃棄後の商標登録出願については、当該出願は却下されないが、

拒絶の理由が通知される（商６８条の３４第１項）。また、１．（２５）の回

復手数料の免除においては、回復の理由が故意によるものでないと認められ

る場合であって、その責めに帰することができない理由がないと認められる

ときは、回復理由書に手続補正指令を送付することで、手数料の補正又はそ

の責めに帰することができない理由を補足する機会が与えられる。特許庁長

官は、当該補足を踏まえても、その責めに帰することができない理由がない

と認められ、かつ手数料の補正がないときは救済が認められないとして、手

続を却下する。（ただし、手数料の補正がされているときは、故意によるも

のでないと認められた旨の通知書を送付する。）  

 

（改訂令和６・１）  

 

 
※ 1  特３０条４項、特４４条７項：実１１条１項において準用  
※ 2  特４３条８項：特４３条の２第２項（特４３条の３第３項、実１１条１項、意１５

条１項において準用）、特４３条の３第３項（実１１条１項、意１５条１項、商１３条

１項（商６８条１項において準用）において準用）、実１１条１項、意１５条１項、６

０条の１０第２項、商１３条１項（商６８条１項において準用）において準用  
注 1 令和２年３月９日までの出願については、環太平洋パートナーシップ協定の締結及

び環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定の締結に伴う関係法律

の整備に関する法律（平成２８年法律第１０８号）附則第２条の経過措置の規定によ

り、改正前の法令が適用される。  
※ 3  特１１１条３項：意４５条において準用  
※ 4  特１７３条２項：実４５条１項、意５８条１項、商６１条において準用  
※ 5  特１９５条１３項：国際出願法１８条３項、国際出願法施規８２条２項において準

用  
※ 6  特施規３８条の６の３：実施規２３条４項において準用  
※ 7  特施規３８条の１４第１項：実施規２３条７項において準用  
注 2  例えば、「大地震、洪水、豪雨、台風、火災等の災害等」、「公共インフラ、通信等の

障害等」が該当する。  

特許庁編「工業所有権法（産業財産権法）逐条解説」特１２１条〔字句の解釈〕参

照  
注 3  平成２２年９月２２日知的財産高等裁判所判決、平成２２年（行コ）第１０００２

号  
※ 8  意４６条２項：意４７条２項において準用  
※ 9  商４４条２項：商４５条２項において準用  
※ 1 0 商６８条の３２第６項：商６８条の３３第２項において準用  
※ 1 1 特施規２７条の３の３第６項：実施規２３条２項、意施規２条の２第１２項及び１

９条３項において準用  
注 4  証拠書類の例としては、災害に係るり災証明書等の公的な証明書又は疾病等に係る

診断書等の当事者以外の第三者が証明した書類がある。  
※ 1 2  特施規２７条の４の２第６項、７項：特施規２７条の４の２第９項（実施規２３条２
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項、意施規２条の２第１２項及び第１９条３項において準用）、実施規２３条２項、意

施規２条の２第１２項及び１９条３項において準用  
※ 1 3  特施規３８条の２第５項、６項：実施規２３条３項において準用  

※ 1 4  特施規３８条の６の２第６項、７項：実施規２３条４項において準用  

※ 1 5  特施規３８条の１４第５項、６項：特施規３８条の１４第８項、実施規２３条７項に

おいて準用  

注 5  国際出願法又は国際出願法施行規則において準用する特許法第１９５条第１３項の

規定による過誤納返還請求の場合は、却下理由通知及び手続却下の処分書は送付されな

いが、これらに相当する通知書が送付される。  

※ 1 6  特１３５条：実４１条、意５２条、商５６条１項において準用  



 

 

方式審査便覧 

０４．０５ 

- 1 - 

０４．０５  

 

故意によるものでないことによる期間徒

過後の救済について  

 

 

１．故意によるものでないことによる期間徒過後の救済規定  

特許法等においては、次に掲げる（１）から（１０）までの手続に関し、「故

意によるものでない」ことによる期間徒過後の救済規定が設けられている。  

また、（１１）及び（１２）において、優先権主張を伴う出願をすべき期間内

に出願できなかったことが「故意によるものでない」場合に優先権の主張（以

下「優先権の回復」という。）をすることができる旨の救済規定が設けられてい

る。  

（１）外国語書面出願の翻訳文の提出（特３６条の２第６項）  

（２）出願審査の請求（特４８条の３第５項 ※ 1）  

（３）特許（登録）料及び割増特許（登録）料の追納（特１１２条の２第１項、

実３３条の２第１項、意４４条の２第１項）  

（４）外国語特許出願の翻訳文の提出（特１８４条の４第４項）  

（５）国際特許出願等における在外者の特許管理人の選任（特１８４条の１１第

６項※ 2）  

（６）外国語実用新案登録出願の翻訳文の提出（実４８条の４第４項）  

（７）商標権の存続期間の更新登録の申請（商２１条１項）  

（８）後期分割登録料及び割増登録料の追納（商４１条の３第１項 ※ 3）  

（９）防護標章登録に基づく権利の存続期間の更新登録の出願（商６５条の３第

３項）  

（１０）書換登録の申請（商附則３条３項 ※ 4）  

（１１）特許出願等に基づく優先権主張（特４１条１項１号括弧書、実８条１項

１号括弧書）  

（１２）パリ条約の例による優先権主張（特４３条の２第１項 ※ 5）  

２．救済されるための要件  

救済が認められるためには、以下（１）又は（２）のア．からウ．の要件が

満たされていることが必要である。  

（１）期間徒過後の手続（上記１．（１）から（１０）までの手続）  

ア．出願人、申請人若しくは権利者又はその代理人が、手続をすることがで

きる期間（以下「所定の期間」という。）内に手続をすることができなかっ

たことが「故意によるものでない」こと  

イ．救済手続期間内に、所定の期間内にすることができなかった手続及び回

復理由書を提出すること  

ウ．回復手数料が納付されていること  

（２）優先権の回復（上記１．（１１）、（１２）の手続）  
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   ア．出願人又はその代理人が、優先権主張を伴う出願をすべき期間内に出願

することができなかったことが「故意によるものでない」こと  

  イ．優先権の回復期間内に出願及び優先権の主張を行い、かつ、回復理由書

を提出すること  

ウ．回復手数料が納付されていること  

３．救済を受けるための手続期間  

（１）期間徒過後の手続  

ア．上記１．（１）から（６）までの手続の場合  

手続をすることができるようになった日から２月以内で所定の期間の経

過後１年以内（特施規２５条の７第５項、３１条の２第４項、３８条の２

第２項、３８条の６の２第３項、６９条の２第１項、実３３条の２第１項、

４８条の４第４項、意４４条の２第１項）。  

イ．上記１．（７）から（１０）までの手続の場合  

手続をすることができるようになった日から２月以内で所定の期間の

経過後６月以内（商施規２条９項、１０条３項、１８条の２第１項、２０

条２項）。  

（２）優先権の回復（上記１．（１１）、（１２）の手続）  

  ア．特許出願等に基づく優先権（特・実）  

  特許出願等が故意に先の出願の日から１年以内にされなかったものでな

いと認められない場合における優先権の主張を伴う出願をすることができ

る期間の経過後２月（特施規２７条の４の２第１項 ※ 6、第３項３号 ※ 6）。  

イ．パリ条約の例による優先権（特・実・意）  

特許出願等がパリ条約第４条C（１）に規定する優先期間（特・実１２か

月、意６か月）の経過後２月（特施規２７条の４の２第２項 ※ 7、第３項４

号※ 7）。  

  ウ．国際特許出願等における優先権の回復（特・実）  

国際特許出願又は特許法第１８４条の２０第４項の規定により特許出

願とみなされた国際出願について先の出願に基づく優先権の主張（同法第

４１条第１項第１号に規定する故意に先の出願の日から１年以内にされ

なかったものでないと認められる場合にするものに限る。）をした場合及

び同法第４３条の２第１項（同法第４３条の３第３項において準用する場

合を含む。）の規定による優先権の主張をした場合の回復理由書の提出期

間は、国内書面提出期間（特許法第１８４条の４第１項ただし書の外国語

特許出願にあっては、翻訳文提出特例期間）が満了する時の属する日後１

月。ただし、国内書面提出期間内に出願審査の請求をした場合にあっては、

その請求の日から１月（特施規３８条の１４第３項 ※ 8）。  

なお、（１）及び（２）の期間は、延長することができず、附加期間を定める

こともできない。  

４．手続の方法  

（１）期間徒過後の手続  
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救済手続期間内に手続を行うとともに、その救済手続期間内に、所定の期

間内に手続をしなかったことが故意によるものでないことを表明し、所定の

期間内に手続をすることができなかった理由及び手続をすることができるよ

うになった日を簡明に記載した回復理由書を提出しなければならない。特許

庁長官は、回復理由書に記載された事項について必要があると認めるときは、

これを証明する書面の提出を命ずることができる（特施規２５条の７第６項、

７項、３１条の２第５項、６項、３８条の２第３項※ 9、４項※ 9、３８条の６

の２第４項、５項、６９条の２第２項、３項、実施規２１条の４第１項、２

項、意施規１８条の６第１項、２項、商施規２条１０項、１１項、１０条４

項、５項、１８条の２第２項、３項、２０条３項、４項）。  

（２）優先権の回復  

優先権の回復期間内に出願及び優先権主張をするとともに、その優先権の

回復期間内に、優先権主張を伴う出願をすべき期間内に出願しなかったこと

が故意によるものでないことを表明し、当該期間内に出願をすることができ

なかった理由を簡明に記載した回復理由書を提出しなければならない（特施

規２７条の４の２第４項 ※ 10）。  

なお、国際特許出願又は特許法第１８４条の２０第４項の規定により特許

出願とみなされた国際出願について先の出願に基づく優先権の主張（同法第

４１条第１項第１号に規定する故意に先の出願の日から１年以内にされなか

ったものでないと認められる場合にするものに限る。）をした場合及び同法第

４３条の２第１項（同法第４３条の３第３項において準用する場合を含む。）

の規定による優先権の主張をした場合は、前段で述べたものと同様の回復理

由書を提出しなければならない（特施規３８条の１４第３項 ※ 8）。  

また、期間徒過後の手続と同様に、特許庁長官は回復理由書に記載された

事項について必要があると認めるときは、これを証明する書面の提出を命ず

ることができる（特施規２７条の４の２第５項 ※ 10、３８条の１４第４項※ 8）。  

５．手数料  

故意によるものでないことによる期間徒過後の救済については、所定の手数

料の納付が必要である（特別表第１１号、実別表第７号、意別表第３号、商別

表第５号、手数料令１条２項表１１号、 ２条２項表７号、３条２項表３号、４

条２項表５号）。  

ただし、その責めに帰することができない理由により１．（１）から（１２）

までの手続をする場合は、当該手数料の納付を要しない（特別表第１１号中欄

括弧書、実別表第７号中欄括弧書、意別表第３号中欄括弧書、商別表第５号中

欄括弧書、手数料令１条２項表１１号中欄括弧書、 ２条２項表７号中欄括弧書、

３条２項表３号中欄括弧書、４条２項表５号中欄括弧書）。（→０４．０４）  

６．救済の認否の判断  

期間徒過後の手続（優先権の回復の場合はその優先権主張。以下同じ。）が要

件を満たすものか否かについての判断は、提出された回復理由書の記載に基づ

き、特許庁長官が行う。  
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（１）救済が認められる場合  

回復理由書の記載に基づき、救済の要件を満たすものと判断した場合は、

期間徒過後の手続は許容され、手続をした者に対し、救済が認められた旨の

通知書が送付される。  

（２）救済が認められない場合  

回復理由書の記載に基づき、救済の要件を満たさないと判断した場合は、

手続をした者に対し、期間徒過後の手続について、救済が認められないと判

断した理由を記載した回復理由書に関する却下理由通知書が送付され、弁明

の機会が与えられる。特許庁長官は、当該弁明を踏まえて、救済の認否を判

断し、救済が認められないと判断したときは、回復理由書を却下し、その後、

期間徒過後の手続に却下理由通知が送付される。  

（３）その責めに帰することができない理由による回復（→０４．０４）  

回復の理由が故意によるものでないと認められる場合であって、その責め

に帰することができない理由がないと認められるときは、回復理由書に関し

手続補正指令を送付することで、手数料の補正又はその責めに帰することが

できない理由を補足する機会が与えられる。特許庁長官は、当該補足を踏ま

えても、その責めに帰することができない理由がないと判断した場合、手数

料の補正があるときは故意によるものでないと認められる回復を認め、手数

料の補正がないときは回復理由書を却下し、その後、期間徒過後の手続に却

下理由通知が送付される。  

 

（改訂令和７・１）  

 

 
※ 1 特４８条の３第５項：特４８条の３第７項において準用  
※ 2 特１８４条の１１第６項：実４８条の１５第２項において準用  
※ 3 商４１条の３第１項：商４１条の３第３項において準用  
※ 4 商附則３条３項：商附則２３条において準用  
※ 5 特４３条の２第１項：特４３条の３第３項（実１１条１項、意１５条１項において

準用）、実１１条１項、意１５条１項において準用  
※ 6 特施規２７条の４の２第１項、３項３号：実施規２３条２項において準用  
※ 7 特施規２７条の４の２第２項、３項４号：実施規２３条２項、意施規２条の２第１

２項（特施規２７条の４の２第３項４号を除く）及び１９条３項において準用  
※ 8  特施規３８条の１４第３項、４項：特施規３８条の１４第８項、実施規２３条７項に

おいて準用  
※ 9 特施規３８条の２第３項、４項：実施規２３条３項において準用  
※ 1 0 特施規２７条の４の２第４項、５項：特施規２７条の４の２第９項、実施規２３条

第２項、意施規２条の２第１２項及び１９条３項において準用  
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 ０４．０９ 
 

主要期間一覧表 
 

当事者系審判、異議申立、判定に関する期間は、審判便覧25-01から25-04までを参照。 

25-01.1主要期間一覧(1)（査定系審判、商標登録異議、判定） 

25-01.3主要期間一覧(2)（無効・訂正・取消審判） 

25-01.5 主要期間一覧(3)（特許異議） 

 

（特許（無効・訂正審判、特許異議申立、判定、再審を除く）） 

手 続 根 拠 条 文  初 日 
起 算 日 期 間 （ 延 長 ） 

備 考 
（第１日目） 国 内 居 住 者 在 外 者  

＜法定期間＞       

明細書・特許請求の範囲・図面
の補正 

特１７の２（１） 出願日 － 特許査定謄本の送達日まで（拒絶理由通知を受けた後を除
く。） 

 

特１７の２（１）①、③ 
 

拒絶理由通知の発送日 翌 日 ６０日又は７５日※ 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月☆） 

３月 
（期間満了前：求２月・１月
期間満了後：求２月☆） 

・延長登録出
願、拒絶査定
不服審判を
除く 
・左記は特５
０の規定に
よる指定期
間 

特１７の２（１）①、③ 
 

拒絶理由通知の発送日 翌 日 ６０日又は７５日※ 
（求１月▲▼） 

３月（求１月×３回▲▼） ・延長登録出
願、拒絶査定
不服審判 
・左記は特５
０の規定に
よる指定期
間 

特１７の２（１）② 特許法４８条の７の通知の発送日 翌 日 ３０日又は４５日※ 
ただし拒絶理由通知と同時
は６０日又は７５日※ 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

６０日 
ただし拒絶理由通知と同時
は３月 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

・拒絶査定不
服審判を除
く 
・左記は特５
０の規定に
よる指定期
間 

特１７の２（１）② 特許法４８条の７の通知の発送日 翌 日 ３０日又は４５日※ 
ただし拒絶理由通知と同時
は６０日又は７５日※ 

６０日 
ただし拒絶理由通知と同時
は３月 

・拒絶査定不
服審判 
・左記は特５
０の規定に
よる指定期
間 
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特１７の２（１）④ 拒絶査定不服審判の請求と同時 － － －  

要約書の補正 特１７の３（特施規１１の２の２） 出願日又は優先権の主張を伴う出
願は先の出願の日 

翌 日 １年４月● 
 

 

優先権主張書の補正 特１７の４（特施規１１の２の３
①） 

ア． 優先日 
イ． 新たな出願の日 
 

翌  日 
翌  日 

１年４月 
４月 
（上記のうちいずれか遅い日◎） 
 

 

特１７の４（特施規１１の２の３
②） 

ア． 優先日 
イ． もとの出願の日 
ウ． 新たな出願の日 

翌  日 
翌  日 
翌  日 

１年４月 
４月 
１月 
（上記のうちいずれか遅い日◎） 

分割・変更・実
用新案登録に
基づく特許出
願 

新規性例外適用出願 特３０（１）、（２） 特許法２９条１項各号のいずれか
に該当するに至った日 

翌 日 １年⊿ １年⊿  

同上証明書の提出 特３０（３） 出願日 翌 日 ３０日 ３０日  

外国語書面出願に係る翻訳文 特３６の２（２）、（４）（特施規
２５の７（４）） 

ア． 出願日又は優先権の主張を伴
う出願は先の出願の日 

イ． 新たな出願日（もとの出願の
翻訳文提出期間経過後の場
合） 

ウ． 翻訳文未提出の通知の発送日 

翌 日 
 

翌 日 
 
 

翌  日 

１年４月 
 
２月◆ 
 
 
２月 

１年４月 
 
２月◆ 
 
 
２月 

イ．は分割・
変更・実用新
案登録に基
づく特許出
願 
ウ．はア．及
びイ．の期間
に翻訳文が
未提出の場
合 

手続補完書の提出 特３８の２（３）（特施規２７の７）、
３８の２（９）（特施規２７の９） 

ア． 補完をすることができる旨の
通知の発送日 

イ． 出願日 

翌  日 
 

翌  日 
 

２月 
 
２月 

２月 
 
２月 

 

明細書等提出書の提出 特３８の３（３）（特施規２７の１
０（３）） 

出願日 翌  日 ４月 ４月  

先の特許出願の認証謄本等及
び翻訳文の提出 

特３８の３（３）（特施規２７の１
０（３）） 

出願日 翌  日 ４月 ４月  

明細書等補完書の提出 特３８の４（２）（特施規２７の１
１（１））、３８の４（９）（特施
規２７の１１（１２）） 

ア． 明細書又は図面の一部の記載
が欠けている旨の通知の発送
日 

イ． 出願日 

翌  日 
 
 

翌  日 

２月 
 
 
２月 

２月 
 
 
２月 
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優先権主張基礎出願の写し及
び翻訳文の提出 

特３８の４（４）（特施規２７の１
１（７）） 

ア． 明細書又は図面の一部の記載
が欠けている旨の通知の発送
日 

イ． 出願日 

翌  日 
 
 

翌  日 

２月 
 
 
２月 

２月 
 
 
２月 

 

意見書の提出 特３８の４（４）（特施規２７の１
１（４）） 

特許出願を明細書等補完書の提出時 
にしたものとみなした通知の発送日 

翌  日 １月 １月  

明細書等補完書の取下げ 特３８の４（７）（特施規２７の１
１（１０）） 

特許出願を明細書等補完書の提出
時にしたものとみなした通知の発
送日 

翌  日 １月 １月  

国内優先権主張を伴う出願 特４１（１） 先の出願日 翌 日 １年 １年  

優先権主張書の提出 特４１（４）、４３（１）、４３の
３（１）、（２）（特施規２７の４
の２（３）①） 

ア． 優先日 
イ． 新たな出願の日 

翌  日 
翌  日 

１年４月 
４月 
（上記のうちいずれか遅い日◎） 
 

 

特４１（４）、４３（１）、４３の
３（１）、（２）（特施規２７の４
の２（３）②） 

ア． 優先日 
イ． もとの出願の日 
ウ． 新たな出願の日 

翌  日 
翌  日 
翌  日 

１年４月 
４月 
１月 
（上記のうちいずれか遅い日◎） 

分割・変更・
実用新案登
録に基づく
特許出願 

国内優先権主張の取下げ 特４２（２）（特施規２８の４（２）） 先の出願日 翌  日 １年４月 １年４月  

パリ優先権主張等を伴う出願 特４３（１）、４３の３（１）、（２）、
パリ条約４条Ｃ（１） 

第１国出願日 翌 日 特１２月 
 

特１２月 
 

 

優先権証明書類等の提出＃ 特４３（２）、４３の３（３） 優先日 翌  日 １年４月 
 

１年４月 
 

 

特４３（７）、４３の３（３）（特
施規２７の３の３（５）） 

優先権証明書未提出の通知の発送日 翌  日 ２月 ２月 優先権証明
書類等が未
提出の場合 

特４４（３）、４６（６）、４６の
２（５） 

ア． 優先日 
イ． 新たな特許出願の日 

翌  日 
翌  日 

１年４月 
３月 
（上記のうちいずれか遅い
日＊） 

１年４月 
３月 
（上記のうちいずれか遅い日
＊） 

分割・変更・
実用新案登
録に基づく
特許出願 

優先権証明書類等に記載され
ている事項を電磁的方法によ
り交換するための書面の提出 

特４３（５） 優先日 
 

翌  日 
 

１年４月 
 

１年４月 
 

 

特４３（７） 優先権証明書未提出の通知の発送日 翌  日 ２月 ２月 優先権証明
書類等が未
提出の場合 
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分割出願 特４４（１）①      ― － 明細書・特許請求の範囲・図
面の補正ができる時又は期
間 

明細書・特許請求の範囲・図
面の補正ができる時又は期
間 

 

特４４（１）② 特許査定謄本の送達日 
 

翌 日 
 

３０日（求３０日★） 
 

３０日（求３０日★） 
 

 

特４４（１）③ 拒絶査定謄本の送達日 翌 日 ３月 ３月（職１月■）  

出願変更（実→特） 特４６（１） 実願出願日 翌 日 実願の係属中 
ただし出願の日から３年 

実願の係属中 
ただし出願の日から３年 

 

出願変更（意→特） 特４６（２） ア．意願出願日 
 
イ．意願の拒絶査定謄本の送達日 

翌 日 
 

翌 日 

意願の係属中 
ただし出願の日から３年 
３月 

意願の係属中 
ただし出願の日から３年 
３月 

最初の査定 

実用新案登録に基づく特許出
願 

特４６の２（１） ア． 実願出願日 
イ． 第三者の技術評価請求に係る

最初の通知を受けた日 
ウ． 無効審判請求書の発送日 

翌 日 
翌 日 

 
翌 日 

３年 
３０日（職１５日） 
 
３０日又は４５日※ 

３年 
３０日（職６０日） 
 
６０日 

 

出願審査の請求 特４８の３（１） 出願日 
 

翌 日 
 

３年γ 
 

３年γ 
 

 

特４８の３（２） 新たな出願日（もとの出願の審査請
求期間経過後の場合） 

翌 日 ３０日 ３０日 分割・変更・
実用新案登
録に基づく
特許出願 

存続期間の延長登録出願 
 
 

特６７の２（３） 設定の登録の日 翌 日 
 

３月 ３月  

特６７の５（３）（特施令３） 
（改正前特６７の２（３）㊟（改正
前特施令３㊟）） 

政令で定める処分を受けた日 翌 日 ３月 ３月  

特許料の納付（第１年から第
３年分まで） 

特１０８（１）、（３） 査定又は審決の謄本の送達日 翌 日 ３０日（求３０日） ３０日（求３０日）  

特許料の納付（第４年以後の
各年分） 

特１０８（２） ― ― 前年以前♭ 前年以前♭  

特許料の追納 特１１２（１）、（２） 特許法１０８条２項に規定する期
間の満了日 

翌 日 
 

６月 ６月  
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既納特許料の返還請求 特１１１（２） ア． 特許料の納付日 
イ． 取消決定又は審決の確定日 

翌 日 
 当  日∞ 

１年 
６月 

１年 
６月 

 

拒絶査定不服審判の請求 特１２１（１） 拒絶査定謄本の送達日 翌 日 ３月 ３月（職１月○）  

翻訳文の提出 
 
 
 

特１８４の４（１） 
 

ア． 優先日（特許協力条約２条） 
イ． 国内書面を提出した日 
 

翌 日 
翌 日 

 

３０月 
２月 
 

３０月 
２月 

イ．は国内書
面提出期間
満了前２月
から満了日
までの間に
提出した場
合に限る 

特許協力条約１９条補正の翻
訳文提出 

特１８４の４（６） ― ― 国内処理基準時の属する日
◇ 

国内処理基準時の属する日
◇ 

 

国内書面の提出 特１８４の５（１） 優先日（特許協力条約２条） 翌 日 ３０月 ３０月  

特許協力条約１９条補正の写
しの提出 

特１８４の７（１） － 
 

― 国内処理基準時の属する日
◇ 

国内処理基準時の属する日
◇ 

 

特許協力条約３４条補正の翻
訳文提出 

特１８４の８（１） － 
 

― 国内処理基準時の属する日
◇ 

国内処理基準時の属する日
◇ 

 

特許協力条約３４条補正の写
しの提出 

特１８４の８（１） － 
 

― 国内処理基準時の属する日
◇ 

国内処理基準時の属する日
◇ 

 

特許管理人の選任 特１８４の１１（２）、（４）（特
施規３８の６の２（１）、（２）） 

ア． 国内処理基準時の属する日◇ 
イ． 特許管理人の選任の届出がな

い旨の通知の発送日 

翌 日 
翌  日 

－ 
－ 
 

３月 
２月 

イ．はア．の
国内処理基
準時の属す
る日までに
特許管理人
の選任の届
出が未提出
の場合 

新規性喪失の例外の適用書面
及び証明書の提出 

特１８４の１４（特施規３８の６の
３） 

国内処理基準時の属する日◇ 翌 日 ３０日 ３０日  

特許協力条約２５条に規定す
る検査の申出 

特１８４の２０（１）（特施規３８
の７） 

国際出願が取り下げられたものと
みなす旨の宣言、国際出願日の認定
の拒否又は 記録原本を期間内に
国際事務局が受領しなかった旨の
認定の通知をした日 

翌 日 ２月 ２月  

出願審査請求手数料の返還請
求 

特１９５（１０） ア． 特許出願が放棄され、又は取
り下げられた日 

イ． 特許出願が取り下げられたも
のとみなされた日 

翌 日 
 
 当 日∞ 

６月 
 
６月 

６月 
 
６月 

 

過誤納手数料の返還請求 特１９５（１２） 手数料の納付日 翌 日 １年 １年  
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明細書、特許請求の範囲又は図
面について、国際特許出願に含
まれないものとする旨の請求
書の提出 

特施規３８の２の２（５） 通知書の発送日 翌 日 ３０日 ３０日 左記は特施
規３８の２
の２（３）の
規定による
指定期間 

命令による登録申請の補正 特登令３８（１）（特登施規１３の
２） 

指令書の発送日 翌 日 ２月 ２月 
 

 

弁明書の提出 特登令３８（４）（特登施規１３の
４（１）） 

却下理由通知の発送日 翌 日 ２月 ２月 
 

 

＜指定期間＞       

命令による方式補正 特１７（３）、１８４の５（２） 指令書の発送日 翌 日 ２月 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

２月 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

延長登録出
願、拒絶査定
不服審判を
除く 

特１７（３）、１３３（１） 指令書の発送日 
 

翌 日 ３０日 ３０日 延長登録出
願、拒絶査定
不服審判 

弁明書の提出 特１８の２（２） 却下理由通知の発送日 翌 日 ２月 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

２月 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

延長登録出
願、拒絶査定
不服審判を
除く 

特１８の２（２）、１３３の２（２） 却下理由通知の発送日 翌 日 ３０日 ３０日 延長登録出
願、拒絶査定
不服審判 

命令による受継申立書 特２３（１） 受継命令書の発送日 翌 日 ６０日又は７５日※ 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

３月 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

 

同一人から承継された同日出
願又は同日提出の名義変更届
の協議命令による届出 

特３４（７） 協議命令書の発送日 翌 日 ６０日又は７５日※ 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月〓） 

３月 
（期間満了前：求３月 
期間満了後：求２月〓） 

ただし代理人だけで作成で
きると認める場合は６０日 

拒絶査定不
服審判を除
く 

特３４（７） 協議命令書の発送日 翌 日 ６０日又は７５日※ ３月（求３月） 
ただし代理人だけで作成で
きると認める場合は６０日 

拒絶査定不
服審判 
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同日に同一の発明に対する協
議命令による届出 
 

特３９（６） 協議命令書の発送日 翌 日 ６０日又は７５日※ 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月〓） 

３月 
（期間満了前：求３月 
期間満了後：求２月〓） 

ただし代理人だけで作成で
きると認める場合は６０日 

拒絶査定不
服審判を除
く 

特３９（６） 協議命令書の発送日 翌 日 ６０日又は７５日※ ３月（求３月） 
ただし代理人だけで作成で
きると認める場合は６０日 

拒絶査定不
服審判 

意見書の提出 
 

特４８の７ 通知書の発送日 翌 日 ３０日又は４５日※ 
ただし拒絶理由通知と同時
は６０日又は７５日※ 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

６０日 
ただし拒絶理由通知と同時
は３月 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

拒絶査定不
服審判を除
く 

特４８の７ 通知書の発送日 翌 日 ３０日又は４５日※ 
ただし拒絶理由通知と同時
は６０日又は７５日※ 
 

６０日 
ただし拒絶理由通知と同時
３月 

拒絶査定不
服審判 

特５０ 拒絶理由通知の発送日 翌 日 ６０日又は７５日※ 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月☆） 

３月 
（期間満了前：求２月・１月
期間満了後：求２月☆） 

ただし代理人だけで作成で
きると認める場合は６０日 

延長登録出
願、拒絶査定
不服審判を
除く 
 

特５０、６７の４、６７の８（改正
前特６７の４㊟）、１５９（２）、
１６３（２） 

拒絶理由通知の発送日 翌 日 ６０日又は７５日※ 
（求１月▲▼） 
 
 

３月（求１月×３回▲▼） 
ただし代理人だけで作成で
きると認める場合は６０日 

延 長 登録 出
願、拒絶査定
不服審判 

審尋に対する回答書の提出 
 
 
 

特１３４（４） 審尋書の発送日 翌  日 ６０日又は７５日※ 
（求１月▲） 

３月（求１月×３回▲） 
ただし代理人だけで作成で
きると認める場合は６０日 

拒絶査定不
服審判 

書留郵便物受領書等の提出 特１３４（４） 物件の提出を求める通知の発送日 翌  日 １０日△ 
 

１０日△ 
 

 

特１９４（１） 物件の提出を求める通知の発送日 翌  日 １０日△ 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

１０日△ 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

 

当事者による書類又は物件の
提出 

特１９４（１） 物件の提出を求める通知の発送日 翌 日 ６０日又は７５日※ 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月〓） 

３月 
（期間満了前：求３月 
期間満了後：求２月〓） 

ただし代理人だけで作成で
きると認める場合は６０日 

 

意見書の提出 
 

特施規３８の２の２（３） 通知書の発送日 翌 日 ３０日 ３０日  
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意見書の提出 
 

特施規３８の２の３（１） 通知書の発送日 翌 日 ３０日 
ただし明細書、請求の範囲
又は図面（それらの補充書
等を含む）については６０
日 

３０日 
ただし明細書、請求の範囲又
は図面（それらの補充書等を
含む）については３月 

 

命令による書面の提出 特登令３０、特登施規１３（２） 物件の提出を求める通知の発送日 翌 日 ２月 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

２月 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

 

注１． ※は交通不便地居住者（→０４．１０「別表」）のため。 

注２． （職）は職権延長、（求）は請求延長、（附）は附加期間。 

注３． ＃は国際特許出願の場合、国内書面提出期間満了日から２月以内に提出することができる（特施規３８条の１４）。 

注４． ＊は原出願日が平成１０年１２月３１日以前の場合は、「１年４月」。 

注５． ◇の国内処理基準時は、国内書面提出期間又は翻訳文提出特例期間が満了する時（国内書面提出期間又は翻訳文提出特例期間内に出願人が出願審査請求をするときは、その請求の時。）。 

注６． △は０３．１０を参照。 

注７． ◆は、分割出願、変更出願、実用新案登録に基づく特許出願が、原出願の出願日（原出願がパリ優先権主張出願等の場合は、優先日）から１年２月以上経過して出願された場合は、当該分割出願等の日

から２月以内に翻訳文の提出を行うことができる。 

注８． ★は登録料納付延長請求により延長された場合。 

注９． ■は拒絶査定不服審判請求できる期間として職権延長された期間。 

注１０．▲は指定期間を延長する合理的理由がある時のみ（国内居住者は、引用文献との対比実験のために１月を１回。在外者は、引用文献との対比実験のために１月を１回、翻訳のために１月を３回まで）。 

▼延長登録出願（特６７の４、６７の８（改正前特６７の４㊟））については、引用文献との対比実験のための延長は不可。 

注１１．○延長登録出願に係る拒絶査定不服審判請求期間の職権による延長は行わない。 

注１２．□翻訳文が提出された外国語特許出願のうち、国内書面提出期間内に出願人から出願審査の請求のあった国際特許出願であって国際公開されているものについては、出願審査の請求があった後を除く。 

注１３．◎出願審査の請求又は出願公開の請求があった後の期間を除く。 

注１４．●特許出願（外国語でされた国際特許出願を除く）の場合、出願公開の請求があった後の期間を除き、外国語でされた国際特許出願で国際公開がされている場合、出願審査の請求があった

後の期間を除く。 

注１５．☆指定期間の延長について、国内居住者は指定期間経過前に請求した場合は２月、指定期間経過後に請求した場合は２月延長できる。在外者については指定期間経過前に請求した場合は１

回目で２月、２回目の請求により１月の合計２回、指定期間経過後に請求した場合は２月延長できる。指定期間経過前に延長請求した場合には、指定期間経過後の再度の延長請求を行うこ

とはできない。また、当初の指定期間内に意見書又は手続補正書を提出したときは、指定期間経過後の延長請求を行うことはできない。 

注１６．▽指定期間の延長について、国内居住者及び在外者は指定期間経過前の請求により２月、指定期間経過後の請求により２月延長できる。指定期間経過前に延長請求した場合には、指定期間

経過後の再度の延長請求を行うことはできない。 

注１７．〓指定期間の延長について、国内居住者は指定期間経過前に請求した場合は２月、指定期間経過後に請求した場合は２月延長できる。在外者については指定期間経過前に請求した場合は３

月、指定期間経過後に請求した場合は２月延長できる。指定期間経過前に延長請求した場合には、指定期間経過後の再度の延長請求を行うことはできない。 

注１８．♭前年以前とは当該年度に入る前までを意味し、例えば第４年の特許料は設定の登録の日から３年を経過する前に納付する必要がある。また、数年分を一時に前納することも可能。  

注１９. ⊿特許法２９条１項各号のいずれかに該当するに至った日が平成２９年１２月８日以前の場合は、「６月」。 

注２０．㊟令和２年３月９日までの出願については、環太平洋パートナーシップ協定の締結及び環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定の締結に伴う関係法律の整備に関する

法律（平成２８年法律第１０８号）附則第２条の経過措置の規定により、改正前の法令が適用される。 

注２１．∞一般に、期間の初日は算入しないこととされているが（特３条１項１号本文）、出願が取り下げられたものとみなされた日及び所定の期間経過による審決の確定日等は、定められた期間の経

過による「法律効果」を基準とし、期間の末日の午後１２時（２４時）を経過した時（翌日午前零時）に確定する。その初日は午前零時から始まり「丸１日」を欠くことがないため、初日

が期間の計算に組み入れられる（特３条１項１号ただし書）。 

注２２. γ経済安全保障推進法第７０条第１項の規定により保全指定がされた場合は、「特許出願の日から３年を経過した日」又は「経済安全保障推進法第７７条第２項の規定による保全指定の解

除又は期間の満了の通知を受けた日から３月を経過した日」のうちいずれか遅い日となる（経済安全保障推進法８２条３項）。 
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（実用新案（無効審判、判定を除く）） 

手 続 根 拠 条 文 初 日 
起 算 日 期 間 （ 延 長 ） 

備 考 
（第１日目） 国 内 居 住 者 在 外 者 

＜法定期間＞       

明細書・実用新案登録請求の
範囲図面・要約書・優先権主張
書の補正 

実２の２（１）（実施規１） 出願日 翌 日 １月 １月  

国内優先権主張を伴う出願 実８（１） 
 

先の出願日 翌 日 １年 １年  

優先権主張書の提出 実８（４）（実施規２３（２）） 出願日 翌  日 １月 １月  

国内優先権主張の取下げ 実９（２）（実施規２３（２）） 先の出願日 翌  日 １年４月 １年４月  

出願変更（特→実） 実１０（１） ア． 特願出願日 
イ． 特願の拒絶査定謄本の送達

日 

翌 日 
翌 日 

９年６月α 
３月α 

９年６月α 
３月α（職１月■） 

 
最初の査定 

出願変更（意→実） 実１０（２） ア． 意願出願日 
イ． 意願の拒絶査定謄本の送達

日 

翌 日 
翌 日 

９年６月 
３月 

９年６月 
３月 

 
最初の査定 

新規性例外適用出願 実１１（１）（特３０（１）、（２）） 実用新案法３条１項各号のいずれ
かに該当するに至った日 

翌 日 １年⊿ １年⊿  

同上証明書の提出 実１１（１）（特３０（３）） 出願日 翌 日 ３０日 ３０日  

パリ優先権主張等を伴う出願 実１１（１）（特４３（１）、４３
の３（１）、（２））、パリ条約４
条Ｃ（１） 

第１国出願日 翌 日 特・実１２月 
 

特・実１２月 
 

 

優先権証明書類等の提出♯ 実１１（１）（特４３（２）、４３
の３（３）） 

優先日 翌 日 １年４月 １年４月  

実１１（１）（特４３（７）、４３
の３（３）） 

優先権証明書未提出の通知の発送
日 

翌  日 ２月 ２月 優先権証明書類等
が未提出の場合 

実１０（４）、１１（１）（特４４
（３）、） 

優先日 翌 日 １年４月又は新たな出願の日から３月のいずれか遅い日
＊ 

分割・変更出願の場
合 
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優先権証明書類等に記載され
ている事項を電磁的方法によ
り交換するための書面の提出 

実１１（１）（特４３（５）） 優先日 翌  日 １年４月  １年４月  

実１１（１）（特４３（７）） 優先権証明書未提出の通知の発送
日 

翌  日 ２月 ２月 優先権証明書類等
が未提出の場合 

分割出願 実１１（１）（特４４（１）） －  明細書・実用新案登録請求
の範囲・図面の補正ができ
る時又は期間 

明細書・実用新案登録請求の
範囲・図面の補正ができる時
又は期間 

 

明細書・実用新案登録請求の
範囲・図面の訂正 

実１４の２（１） ア． 最初の技術評価書の謄本の
送達日 

イ． 無効審判請求書の副本の送
達日 

翌 日 
 

翌 日 

２月（職１５日） 
 
３０日又は４５日※ 

２月（職６０日） 
 
６０日 

 

登録料の納付（第１年から第
３年分まで） 

実３２（１）、（３） 出願と同時 翌 日 （求３０日） （求３０日）  

登録料の納付（第４年以後の
各年分） 

実３２（２） ― ― 前年以前○ 前年以前○  

登録料の追納 実３３（１）、（２） 実用新案法３２条２項に規定する
期間の満了日 

翌 日 ６月 ６月  

既納登録料の返還請求 実３４（２） ア． 登録料の納付日 
イ． 処分又は審決の確定日 翌  日 

当  日∞ 

１年 
６月 

１年 
６月 

 

翻訳文の提出 実４８の４（１） 
 

ア.  優先日（特許協力条約２条） 
  イ.  国内書面を提出した日 

翌 日 
翌  日 

３０月 
２月 

３０月 
２月 

イ．は国内書面提出
期間満了前２月か
ら満了日までの間
に提出した場合に
限る 

国内書面の提出 実４８の５（１） 優先日（特許協力条約２条） 翌 日 ３０月 ３０月  

特許協力条約１９条補正の翻
訳文提出 

実４８の４（６） ― ― 国内処理基準時の属する
日◇ 

国内処理基準時の属する日
◇ 

 

図面の提出 実４８の７（１） ― ― 国内処理基準時の属する
日◇ 

国内処理基準時の属する日
◇ 

 

登録料の納付（国際実用新案
登録出願） 

実４８の１２ ア． 優先日（特許協力条約２条） 
イ． 国内書面を提出した日 

翌 日 
翌  日 

 

３０月 
２月 

３０月 
２月 

イ．は国内書面提出
期間満了前２月か
ら満了日までの間
に提出した場合に
限る 
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特許管理人の選任 実４８の１５（２） ア． 国内処理基準時の属する日
◇ 

イ． 特許管理人の選任の届出が
ない旨の通知の発送日 

翌 日 
 

翌 日 

－ 
 
－ 

３月 
 
２月 

イ．はア．の国内処
理基準時の属する
日までに特許管理
人の選任の届出が
未提出の場合 

新規性喪失の例外の適用書面
及び証明書の提出 

実４８の１５（３） 国内処理基準時の属する日◇ 翌 日 ３０日 ３０日  

特許協力条約２５条に規定す
る検査の申出 

実４８の１６（１） 国際出願が取り下げられたものと
みなす旨の宣言、国際出願日の認定
の拒否又は記録原本を期間内に国
際事務局が受領しなかった旨の認
定の通知をした日 

翌 日 ２月 ２月  

過誤納手数料の返還請求 実５４の２（１１） 手数料の納付日 翌 日 １年 １年  

明細書、実用新案登録請求の
範囲又は図面について、国際
実用新案登録出願に含まれな
いものとする旨の請求書の提
出 

実施規２３（４）（特施規３８の２
の２（５）） 

通知書の発送日 翌 日 ３０日 ３０日 左記は特施規３８
の２の２（３）の規
定による指定期間 

命令による登録申請の補正 実登令７（実登施規３（３））（特
登令３８（１）（特登施規１３の２）） 

指令書の発送日 翌 日 ２月 ２月  

弁明書の提出 実登令７（実登施規３（３））（特
登令３８（４）（特登施規１３の４
（１））） 

却下理由通知の発送日 翌 日 ２月 ２月  

＜指定期間＞       

命令による方式補正 実２の２（４）、４８の５（２） 指令書の発送日 翌 日 ２月 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

２月 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

 

弁明書の提出 実２の５（２）（特１８の２（２）） 却下理由通知の発送日 翌 日 ２月 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

２月 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

 

命令による受継申立書 実２の５（２）（特２３（１）） 受継命令書の発送日 翌 日 ６０日又は７５日※ 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

３月 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 
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命令による基礎的要件に係る
補正 

実６の２、１４の３ 指令書の発送日 翌 日 ６０日又は７５日※ 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月〓） 

３月 
（期間満了前：求３月 
期間満了後：求２月〓） 

ただし代理人だけで作成で
きると認める場合は６０日 

 

同一人から承継された同日出
願又は同日提出の名義変更届
の協議命令による届出 

実１１（２）（特３４（７）） 協議命令書の発送日 翌 日 ６０日又は７５日※ 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月〓） 

３月 
（期間満了前：求３月 
期間満了後：求２月〓） 

ただし代理人だけで作成で
きると認める場合は６０日 

 

書留郵便物受領書等の提出 実５５（３）（特１９４（１）） 物件の提出を求める通知の発送日 翌 日 １０日△ 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

１０日△ 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

 

命令による図面の提出 実４８の７（２） 指令書の発送日 翌 日 ２月 ２月  

意見書の提出 実施規２３（４）（特施規３８の２
の２（３）） 

通知書の発送日 翌 日 ３０日 ３０日  

意見書の提出 実施規２３（４）（特施規３８の２
の３（１）） 

通知書の発送日 翌 日 ３０日 
ただし明細書、請求の範囲
又は図面（それらの補充書
等を含む）については６０
日 

３０日 
ただし明細書、請求の範囲又
は図面（それらの補充書等を
含む）については３月 

 

命令による書面の提出 実登令７条（実登施規３（３））（特
登令３０（特登施規１３（２））） 

物件の提出を求める通知の発送日 翌 日 ２月 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

２月 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

 

注１． ※は交通不便地居住者（→０４．１０「別表」）のため。 

注２． （職）は職権延長、（求）は請求延長、（附）は附加期間。 

注３． ＃は国際実用新案登録出願の場合、国内書面提出期間満了日から２月以内（実施規２３条７項で準用する特施規３８条の１４）。 

注４． ＊は原出願日が平成１０年１２月３１日以前の場合は、「１年４月」。 

注５． ◇の国内処理基準時は、国内書面提出期間又は翻訳文提出特例期間が満了する時（国内書面提出期間又は翻訳文提出特例期間内に出願人が国内処理の請求をするときは、その請求の時。）。 

注６． △は０３．１０を参照。 

注７． ■は拒絶査定不服審判請求できる期間として職権延長された期間。 

注８． 〓指定期間の延長について、国内居住者は指定期間経過前に請求した場合は２月、指定期間経過後に請求した場合は２月延長できる。在外者については指定期間経過前に請求した場合は３月、指定期

間経過後に請求した場合は２月延長できる。指定期間経過前に延長請求した場合には、指定期間経過後の再度の延長請求を行うことはできない。 

注９． ▽指定期間の延長について、国内居住者及び在外者は指定期間経過前の請求により２月、指定期間経過後の請求により２月延長できる。指定期間経過前に延長請求した場合には、指定期間

経過後の再度の延長請求を行うことはできない。 

注１０. ○前年以前とは当該年度に入る前までを意味し、例えば第４年の登録料は設定の登録の日から３年を経過する前に納付する必要がある。また、数年分を一時に前納することも可能。  

注１１．⊿実用新案法３条１項各号のいずれかに該当するに至った日が平成２９年１２月８日以前の場合は、「６月」。 

注１２．∞一般に、期間の初日は算入しないこととされているが（実２条の５第１項で準用する特３条１項１号本文）、所定の期間経過による審決の確定日等は、定められた期間の経過による「法律効果」を基

準とし、期間の末日の午後１２時（２４時）を経過した時（翌日午前零時）に確定する。その初日は午前零時から始まり「丸１日」を欠くことがないため、初日が期間の計算に組み入れられる（実２

条の５第１項で準用する特３条１項１号ただし書）。 

注１３. α経済安全保障推進法第７０条第１項の規定による保全指定の通知を受けた指定特許出願人は、同法第７７条第２項の規定による保全指定の解除又は期間の満了の通知を受けるまでの間

は、出願変更することはできない（経済安全保障推進法７２条２項）。 
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（意匠（無効審判、判定、再審を除く）） 

手 続 根 拠 条 文 初 日 
起 算 日 期 間 （ 延 長 ） 

備 考 
（第１日目） 国 内 居 住 者 在 外 者 

＜法定期間＞       

新規性例外適用出願 意４（１）、（２） 意匠法３条１項１号又は２号に該
当するに至った日 

翌 日 １年⊿ １年⊿  

同上証明書の提出 意４（３） 出願日 翌 日 ３０日 ３０日 国際意匠登
録出願を除
く 

新規性喪失の例外の適用書面 
及び証明書の提出 

意６０の７（１）（意施規１の２） 国際公表があった日 翌  日 ３０日 ３０日 国際意匠登
録出願 

出願変更（特→意） 意１３（１） 特許の拒絶査定謄本の送達日 翌 日 ３月α ３月α（職１月■） 最初の査定 
 

出願変更（実→意） 意１３（２） 実願が係属している間 － － －  

秘密意匠の請求 意１４（２） 出願と同時又は設定登録料の納付
と同時 

－ － －  

優先権主張を伴う出願 意１５（１）（特４３（１）、４３
の３（１）、（２）） 
パリ条約４条Ｃ（１）、Ｅ（１） 

第１国出願日 翌 日 ６月 
 

６月 
 

 

優先権証明書類等の提出 意１５（１）（特４３（２）、４３
の３（３）） 

出願日 翌 日 ３月 ３月 国際意匠登
録出願を除
く 

意１５（１）（特４３（７）、４３
の３（３））、意６０の１０（２）
（特４３（７））（意施規１９（３）
(特施規２７の３の３（５）) ) 

優先権証明書未提出の通知の発送
日 

翌  日 ２月 ２月 優先権証明
書類等が未
提出の場合 

意６０の１０（２）（特４３（２）、
意施規１２の２） 

国際公表があった日 翌  日 ３月 ３月 国際意匠登
録出願 

優先権証明書類等に記載され
ている事項を電磁的方法によ
り交換するための書面の提出 

意１５（１）（特４３（５）） 出願日 翌 日 ３月 ３月 国際意匠登
録出願を除
く 

意１５（１）（特４３（７）、４３
の３（３））、意６０の１０（２）
（特４３（７））（意施規１９（３）
（特施規２７の３の３（５））) 

優先権証明書未提出の通知の発送
日 

翌 日 ２月 ２月 優先権証明
書類等が未
提出の場合 

意６０の１０（２）（特４３（５）、
意施規１２の２） 

国際公表があった日 翌 日 ３月 ３月 国際意匠登
録出願 
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補正却下後の新出願 意１７の３（１） 補正却下決定の謄本の送達日 翌 日 ３月 ３月  

登録料の納付（第１年分） 意４３（１）、（３） 査定又は審決の謄本の送達日 翌 日 ３０日（求３０日） ３０日（求３０日）  

登録料の納付（第２年以後の
各年分） 

意４３（２） ― ― 前年以前○ 前年以前○  

登録料の追納 意４４（１）、（２） 意匠法４３条２項に規定する期間
の満了日 

翌 日 ６月 ６月  

既納登録料の返還請求 意４５（特１１１（２）） ア． 登録料の納付日 
イ． 審決の確定日 

翌 日 
 当  日∞ 

１年 
６月 

１年 
６月 

 

拒絶査定不服審判の請求 意４６（１） 拒絶査定謄本の送達日 翌 日 ３月 ３月  

補正却下決定不服審判の請求 意４７（１） 補正却下決定の謄本の送達日 翌 日 ３月 ３月  

補正却下後の新出願（審判） 意５０（１）（意１７の３（１）） 補正却下決定の謄本の送達日 翌 日 ３０日（職１５日） ３０日（職６０日）  

補正 意６０の２４ 審査、審判又は再審に係属している
間 

－ － －  

過誤納手数料の返還請求 意６７（８） 手数料の納付日 翌 日 １年 １年  

個別指定手数料の返還請求 意６０の２２（２） ア．出願の取下げ 
イ．拒絶の査定若しくは審決の確定
日 

翌 日 
 当  日∞ 

６月 ６月 国際意匠登
録出願 

命令による登録申請の補正 意登令７（意登施規６（３））（特
登令３８（１）（特登施規１３の２）） 

指令書の発送日 翌 日 ２月 ２月  

弁明書の提出 意登令７（意登施規６（３））（特
登令３８（４）（特登施規１３の４）） 

却下理由通知の発送日 翌 日 ２月 ２月  
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＜指定期間＞       

同日に同一又は類似の意匠に
対する協議命令による届出 

意９（４） 協議命令の発送日 翌 日 ４０日又は５５日※（期間
満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

 

３月 
ただし代理人だけで作成で
きると認める場合は４０日 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

拒絶査定不
服審判、国際
意匠登録出
願を除く 

意９（４） 協議命令の発送日 翌 日 ４０日又は５５日※ 
 

３月 
ただし代理人だけで作成で
きると認める場合は４０日 
 

拒絶査定不
服審判 

意９（４） 協議命令（拒絶の通報に添付）の発
送日 

翌 日 ６０日又は７５日※ 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

 

３月 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

国際意匠登
録出願 

同一人から承継された同日出
願又は同日提出の名義変更届
の協議命令による届出 

意１５（２）（特３４（７）） 協議命令の発送日 翌 日 ４０日又は５５日※ 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

 

３月 
ただし代理人だけで作成で
きると認める場合は４０日 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

拒絶査定不
服審判を除
く 

意１５（２）（特３４（７）） 協議命令の発送日 翌 日 ４０日又は５５日※ ３月 
ただし代理人だけで作成で
きると認める場合は４０日 

拒絶査定不
服審判 

意見書の提出 意１９（特５０） 拒絶理由通知の発送日 翌 日 ４０日又は５５日※ 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月☆） 

 

３月 
ただし代理人だけで作成で
きると認める場合は４０日 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月☆） 

拒絶査定不
服審判、国際
意匠登録出
願を除く 

意５０（３）（特５０） 拒絶理由通知の発送日 翌 日 ４０日又は５５日※ ３月（求１月） 
ただし代理人だけで作成で
きると認める場合は４０日 
 

拒絶査定不
服審判 

意１９（特５０） 拒絶の通報の発送日 翌 日 ６０日又は７５日※ 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月☆） 

 

３月 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月☆） 

国際意匠登
録出願 

命令による方式補正 意６０の４（特１７（３）③）、６８
（２）（特１７（３）） 

指令書の発送日 翌 日 ３０日 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

 

３０日 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

拒絶査定不
服審判を除
く 

意５２（特１３３（１）） 指令書の発送日 翌 日 ３０日 ３０日 拒絶査定不
服審判 

弁明書の提出 意６８（２）（特１８の２（２）） 却下理由通知の発送日 翌 日 ３０日 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

 

３０日 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

拒絶査定不
服審判を除
く 

意５２（特１３３の２（２）） 却下理由通知の発送日 翌 日 ３０日 ３０日 拒絶査定不
服審判 
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証拠調又は証拠保全したとき
の意見の申立て 

意５２（特１５０（５）） 証拠調又は証拠保全の結果の通知
の発送日 

翌 日 ４０日又は５５日※ ３月（求１月）  

当事者等が申し立てない理由
の審理に対する意見の申立て 

意５２（特１５３（２）） 審理結果の通知の発送日 翌 日 ４０日又は５５日※ ３月（求１月）  

審尋に対する回答書の提出 意５２（特１３４（４）） 審尋書の発送日 翌  日 ４０日又は５５日※ ３月（求１月）  

当事者による書類又は物件の
提出 

意６８（２）（特１９４（１）） 物件の提出を求める通知の日 翌 日 ４０日又は５５日※ 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

 

３月 
ただし代理人だけで作成で
きると認める場合は４０日 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

 

 

命令による受継申立書 意６８（２）（特２３（１）） 受継命令書の発送日 翌 日 ６０日又は７５日※ 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

３月 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

 

書留郵便物受領証の提出 意６８（２）（特１９４（１）） 物件の提出を求める通知の発送日 翌 日 １０日△ 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

 

１０日△ 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

 

 

命令による書面の提出 意登令７（意登施規６（３））（特
登令３０（特登施規１３（２））） 

物件の提出を求める通知の発送日 翌 日 ２月 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

２月 
（期間満了前：求２月 
期間満了後：求２月▽） 

 

注１． ※は交通不便地居住者のため。 

注２． （職）は職権延長、（求）は請求延長、（附）は附加期間。 

注３． △は０３．１０を参照。 

注４． ■は拒絶査定不服審判請求できる期間として職権延長された期間。 

注５  ☆指定期間の延長について、国内居住者及び在外者は指定期間経過前の請求により２月、指定期間経過後の請求により２月延長できる。指定期間経過前に延長請求した場合には、指定期間

徒過後の再度の延長請求を行うことはできない。また、当初の指定期間内に意見書を提出したときは、指定期間経過後の延長請求を行うことはできない。 

注６． ▽指定期間の延長について、国内居住者及び在外者は指定期間経過前の請求により２月、指定期間経過後の請求により２月延長できる。指定期間経過前に延長請求した場合には、指定期間

経過後の再度の延長請求を行うことはできない。 

注７.  ○前年以前とは当該年度に入る前までを意味し、例えば第２年の登録料は設定の登録の日から１年を経過する前に納付する必要がある。また、数年分を一時に前納することも可能。  

注８． ⊿意匠法３条１項１号又は２号に該当するに至った日が平成２９年１２月８日以前の場合は、「６月」。 

注９． ∞一般に、期間の初日は算入しないこととされているが（意６８条１項で準用する特３条１項１号本文）、拒絶査定の確定日及び所定の期間経過による審決の確定日等は、定められた期間の経過による

「法律効果」を基準とし、期間の末日の午後１２時（２４時）を経過した時（翌日午前零時）に確定する。その初日は午前零時から始まり「丸１日」を欠くことがないため、初日が期間の計算に組み

入れられる（意６８条１項で準用する特３条１項１号ただし書）。 

注１０. α経済安全保障推進法第７０条第１項の規定による保全指定の通知を受けた指定特許出願人は、同法第７７条第２項の規定による保全指定の解除又は期間の満了の通知を受けるまでの間

は、出願変更することはできない（経済安全保障推進法７２条２項）。 
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（商標（無効・商標登録取消審判、商標異議申立、判定、再審を除く）） 

手 続 根 拠 条 文 初 日 
起 算 日 期 間 （ 延 長 ） 

備 考 
（第１日目） 国 内 居 住 者 在 外 者 

＜法定期間＞       

出願時の特例適用出願 商９（１） 博覧会等に出品又は出展した日 翌 日 ６月 ６月  

同上証明書の提出 商９（２）、６８の１１ 出願日、国際商標登録出願日 翌 日 ３０日▽ ３０日▽  

優先権主張を伴う出願 商１３（１）（特４３（１）、４３
の３（２））、６８（１）、パリ条
約４条Ｃ（１） 

第１国出願日 翌 日 ６月 
 

６月 
  

 

優先権証明書類等の提出 商１３（１）（特４３（２）、４３
の３（３））、６８（１） 

出願日 翌 日 ３月□ ３月□  

補正却下後の新出願 商１７の２（１）（意１７の３（１））、
６８（２） 

補正却下決定の謄本の送達日 翌 日 ３月 ３月  

出願書類の縦覧 商１８（４）、６８（３） 公報発行の日 翌 日 ２月 ２月  

登録料の納付 商４１（１）、（２）、４１の２（１）、
（２）、６５の８（１）、（２）、
（３） 

査定又は審決の謄本の送達日 翌 日 ３０日（求３０日）♯ ３０日（求３０日）♯  

商標権の存続期間の更新登録 
の申請 

商２０（１）、（２） 商標権の存続期間の満了日前６月 － 存続期間満了前６月から満
了の日まで 

存続期間満了前６月から満
了の日まで 

 

商標権の存続期間の更新登録 
の申請（存続期間満了日経過
後） 

商２０（１）、（３）、商施規１０
（２） 

商標権の存続期間の満了日 翌  日 ６月 ６月  

商標権の存続期間の更新登録
料の納付 
 

商４１（５） 商標権の存続期間の更新登録の申
請と同時 

－ － －  

割増登録料の納付 商４３（１） 商標権の存続期間の更新登録の申
請（存続期間満了日経過後）と同時 

－ － －  

既納登録料の返還請求 商４２（２） ア． 登録料の納付日 
イ． 取消決定又は審決の確定日 

翌 日 
 当  日∞ 

１年 
６月 

１年 
６月 

 

拒絶査定不服審判の請求 商４４（１）、６８（４）、商附１
３、２３ 

拒絶査定謄本の送達日 翌 日 ３月 ３月  
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補正却下決定不服審判の請求 商４５（１）、６８（４） 補正却下決定の謄本の送達日 翌 日 ３月 ３月  

補正却下後の新出願（審判） 商５５の２（３）、６８（４） 補正却下決定の謄本の送達日 翌 日 ３０日（職１５日） ３０日（職６０日）  

防護標章登録に基づく権利存
続期間更新登録出願 

商６５の３（２） 防護標章登録に基づく権利の存続
期間満了前６月 

－ 防護標章登録に基づく権利
の存続期間満了前６月から
満了の日 

防護標章登録に基づく権利
の存続期間満了前６月から
満了の日 

 

過誤納登録料の返還請求 商６５の１０（２） 登録料の納付日 翌 日 １年 １年  

補正 商６８の２８ 暫定的拒絶通報の発送日 翌 日 審査、審判又は再審に係属し
ている間 
 

審査、審判又は再審に係属し
ている間 
 

国際商標登録出
願 

商６８の４０（１）、商附２４ 審査、登録異議の申立てについての
審理、審判又は再審に係属している
間 

－ － － 国際商標登録出
願を除く 

商６８の４０（２） 商標の設定登録料の納付と同時（商
標登録出願に係る区分の数を減ず
る補正） 

－ － － 国際商標登録出
願を除く 

過誤納手数料の返還請求 商７６（８） 手数料の納付日 翌 日 １年 １年  

書換登録の申請 商附３（２） 存続期間満了前６月の初日 当 日 存続期間満了日前６月から
存続期間満了日後１年 

  

命令による登録申請の補正 商登令１０（商登施規１７（３））
（特登令３８（１）（特登施規１３
の２）） 

指令書の発送日 翌 日 ２月▲ ２月▲  

弁明書の提出 商登令１０（商登施規１７（３））
（特登令３８（４）（特登施規１３
の４）） 

却下理由通知の発送日 翌 日 ２月▲ ２月▲  

＜指定期間＞       

手続補完書の提出 商５の２（２）、商６８（１） 指令書の発送日 翌 日 １月又は１月＋１５日※ 

＜期間満了前：求１月 
期間満了後：求２月◎＞ 

２月 

＜期間満了前：求１月 
期間満了後：求２月◎＞ 

 

同日に同一又は類似の商品又
は役務に対する協議命令によ
る届出 

商８（４） 協議命令の発送日 翌 日 ４０日又は５５日※ 

＜期間満了前：求１月 
期間満了後：求２月◎＞ 

３月 

＜期間満了前：求１月 
期間満了後：求２月◎＞ 

ただし代理人だけで作成でき
ると認める場合は４０日 

拒絶査定不服審
判、国際商標登
録出願を除く 
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商８（４） 協議命令の発送日 翌 日 ４０日又は５５日※ 
 

３月 
ただし代理人だけで作成で
きると認める場合は４０日 

拒絶査定不服審
判 

商８（４） 協議命令（暫定的拒絶通報に添付）
の発送日 

翌  日 ３月 

＜期間満了前：求１月 
期間満了後：求２月◎＞ 

３月 

＜期間満了前：求１月 
期間満了後：求２月◎＞ 

国際商標登録出
願 

同一人から承継された同日出
願又は同日提出の名義変更届
の協議命令による届出 

商１３（２）（特３４（７）） 協議命令の発送日 翌 日 ４０日又は５５日※ 

＜期間満了前：求１月 
期間満了後：求２月◎＞ 

３月 

＜期間満了前：求１月 
期間満了後：求２月◎＞ 

ただし代理人だけで作成でき
ると認める場合は４０日 

拒絶査定不服審
判を除く 

商１３（２）（特３４（７）） 協議命令の発送日 翌 日 ４０日又は５５日※ 
 

３月 
ただし代理人だけで作成で
きると認める場合は４０日 

拒絶査定不服審
判 

意見書の提出 商１５の２、１５の３（１）、６５
の５、６８（２）、商附７ 

拒絶理由通知の発送日 翌 日 ４０日又は５５日※ 

＜期間満了前：求１月 
期間満了後：求２月☆＞ 

３月 

＜期間満了前：求１月 
期間満了後：求２月☆＞ 

ただし代理人だけで作成でき
ると認める場合は４０日 

国際商標登録出
願を除く 

商１５の２、１５の３（１）、６５
の５、６８（２）、商附７ 

暫定的拒絶通報の発送日 翌 日 ３月 

＜期間満了前：求１月 
期間満了後：求２月☆＞ 

３月 

＜期間満了前：求１月 
期間満了後：求２月☆＞ 

国際商標登録出
願 

商５５の２（１）、商附１６、１９ 拒絶理由通知の発送日 翌 日 ４０日又は５５日※ ３月（求１月） 
ただし代理人だけで作成で
きると認める場合は４０日 

拒絶査定不服審
判 

証拠調又は証拠保全したとき
の意見の申立て 

商５６（１）（特１５３（２））、
６８（４）、商附１７（１） 

証拠調又は証拠保全の結果の通知 
の発送日 

翌 日 ４０日又は５５日※ ３月（求１月）  

弁明書の提出 商５６（１）（特１３３の２（２））、
６８（４）、商附１７（１）、２３、
（特１８の２（２）） 

却下理由通知の発送日 翌 日 ３０日 ３０日 

 

 

商７７（２）、商附２７（２）、２
３（特１８の２（２）） 

却下理由通知の発送日 翌 日 ３０日 

＜期間満了前：求１月 
期間満了後：求２月◎＞ 

３０日 

＜期間満了前：求１月 
期間満了後：求２月◎＞ 

 

審尋を受けた者又は当事者に
よる書類又は物件の提出 

商７７（２）、商附１７（１）、２
７（２） 

物件の提出を求める通知の日 翌 日 ４０日又は５５日※ ３月（求１月）  
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命令による方式補正 商７７（２）（特１７（３））、商
附２３、２７（２） 

指令書の発送日 翌 日 １月 

＜期間満了前：求１月 
期間満了後：求２月◎＞ 

２月 

＜期間満了前：求１月 
期間満了後：求２月◎＞ 

国際商標登録出
願を除く 

商７７（２）（特１７（３）） 指令書の発送日 翌 日 ２月 

＜期間満了前：求１月 
期間満了後：求２月◎＞ 

２月 

＜期間満了前：求１月 
期間満了後：求２月◎＞ 

国際商標登録出
願 

商５６（１）（特１３３（１））、
商６８（４）、商附１７（１） 

指令書の発送日 翌 日 ３０日 ３０日  

当事者等が申し立てない理由
の審理に対する意見の申立て 

商５６（１）（特１５３（２））、
６８（４） 

審理結果の通知の発送日 翌 日 ４０日又は５５日※ ３月（求１月）  

書留郵便物受領証の提出 商７７（２）（特１９４（１））、
商附２３、２７（２） 

物件の提出を求める通知の発送日 翌 日 １０日△ 

＜期間満了前：求１月 
期間満了後：求２月◎＞ 

１０日△ 

＜期間満了前：求１月 
期間満了後：求２月◎＞ 

 

当事者による書類又は物件の
提出 

商７７（２）（特１９４（１））、
商附２３、２７（２） 

物件の提出を求める通知の発送日 翌 日 ４０日又は５５日※ 

＜期間満了前：求１月 
期間満了後：求２月◎＞ 

３月 

＜期間満了前：求１月 
期間満了後：求２月◎＞ 

ただし代理人だけで作成で
きると認める場合は４０日 

 

命令による受継申立書 商７７（２）（特２３（１））、商
附２３、２７（２） 

受継命令書の発送日 翌 日 ６０日又は７５日※ 

＜期間満了前：求１月 
期間満了後：求２月◎＞ 

３月 

＜期間満了前：求１月 
期間満了後：求２月◎＞ 

 

命令による書面の提出 商登令１０（商登施規１７（３））
（特登令３０（特登施規１３（２））） 

物件の提出を求める通知の発送日 翌 日 ２月 

＜期間満了前：求１月 
期間満了後：求２月◎＞ 

２月 

＜期間満了前：求１月 
期間満了後：求２月◎＞ 

 

注１． ※は交通不便地居住者のため。 

注２． （職）は職権延長、（求）は請求延長、（附）は附加期間。 

注３． ★「小売等役務に係る使用に基づく特例の適用主張書」の応答期間の延長請求は不可。 

ただし、協議命令に対する応答期間の延長請求が認められた場合にあっては、当該主張書の提出期間も延長される。 

注４． △は０３．１０を参照。 

注５． ■は拒絶査定不服審判請求できる期間として職権延長された期間。 

注６． ☆指定期間の延長について、国内居住者及び在外者は指定期間経過前に請求した場合は１月、指定期間経過後に請求した場合は２月延長できる。指定期間経過前に延長請求した場合であっても、指定

期間経過後の再度の延長請求が可能。また、当初の指定期間内又は指定期間内に延長請求した場合の延長された指定期間内に意見書を提出したときは、指定期間経過後の延長請求を行うことはできな

い。 

注７． ◎指定期間の延長について、国内居住者及び在外者は指定期間経過前に請求した場合は１月、指定期間経過後に請求した場合は２月延長できる。指定期間経過前に延長請求した場合であっても、指定

期間経過後の再度の延長請求が可能。 
注８． ▽書面を提出する者が期間内に書面を提出することができないときは、期間の経過後２月以内に限り、期間延長請求書（期間徒過）を提出することにより、その書面を特許庁長官に提出す

ることができる（商９条３項、商施規６条の２第２項、３項）。 
注９． □優先権証明書類等を提出する者は、期間の経過後２月以内に限り、期間延長請求書（期間徒過）を提出することにより、優先権証明書類等を提出することができる（商１３条１項（商６

８条１項において準用）、商施規７条の２第１項）。 
注１０．♯登録料（前期分割登録料）を納付すべき者は、登録料（前期分割登録料）を納付すべき期間（期間の延長があったときは延長後の期間）内に登録料（前期分割登録料）を納付することが

できないときは、期間の経過後２月以内に限り、期間延長請求書（期間徒過）を提出することにより、登録料（前期分割登録料）を納付することができる（商４１条３項、４１の２第３項、
６５の８第４項、商施規１８条５項、６項、７項、８項）。 
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注１１．▲商標法に関するシンガポール条約の規定（同条約第１４条、同条約第９規則）に基づき、申請人から申し出があったときは、当該期間の経過後２月に限り、商標登録令第１０条第１項

において準用する特許登録令第３８条第２項及び第３項の規定による却下を保留することとする。（→方式審査便覧７０．３０） 

注１２．∞一般に、期間の初日は算入しないこととされているが（商７７条１項で準用する特３条１項１号本文）、所定の期間経過による審決の確定日等は、定められた期間の経過による「法律効果」を基準と

し、期間の末日の午後１２時（２４時）を経過した時（翌日午前零時）に確定する。その初日は午前零時から始まり「丸１日」を欠くことがないため、初日が期間の計算に組み入れられる（商７７条

１項で準用する特３条１項１号ただし書）。 
 

（改訂令和６・５） 
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法定期間及び指定期間の取扱い  

 

 

法定期間及び指定期間については、次のとおり取り扱う。  

（注）拒絶査定不服審判（前置審査を含む）、異議申立て、当事者系審判等に関す

る法定期間及び指定期間は、本取扱いの対象外であるため、審判便覧を参照。  

１．手続をする者が在外者でない場合  

（１）次に掲げる特許法等の規定に基づき、特許法等に定める期間を職権により

延長する場合は、手続をする者又はその代理人が、別表に掲げる地に居住す

る場合とし、その延長する期間は次のとおりとする。  

ア．特許法第４条 ※ 1の規定に基づき職権により延長する期間は、１５日とす

る。  

ただし、設定の特許（登録）料の納付期間（特１０８条１項、実３２条

１項、意４３条１項、商４１条１項、４１条の２第１項、６５条の８第１

項、２項）については、職権による延長は行わないこととする。  

なお、設定の特許（登録）料の納付期間については、特許（登録）料を

納付すべき者の請求により３０日以内に限り期間延長できる（特１０８条

３項、実３２条３項、意４３条３項、商４１条２項、４１条の２第２項、

６５条の８第３項）。  

イ．意匠法第１７条の４第１項 ※ 2の規定に基づく職権による延長は、行わな

いこととする。  

（２）次に掲げる書類等の提出についての指定期間は、特許及び実用新案に関し

ては６０日、意匠（国際意匠登録出願における拒絶の通報に応答する場合を

除く。）及び商標（国際商標登録出願における命令による手続補正書を提出す

る場合及び暫定的拒絶の通報に応答する場合を除く。）に関しては４０日とす

る。ただし、手続をする者又はその代理人が、別表に掲げる地に居住する場

合においては、特許及び実用新案に関しては６０日を７５日と、意匠及び商

標に関しては４０日を５５日とする。  

ア．意見書（特５０条 ※ 3、商１５条の２ ※ 4、１５条の３第１項、商附則７条
※ 5）  

イ．命令書に応答する書面（特３９条６項※ 6、意９条４項、商８条４項）  

ウ．書類その他の物件の提出を求められた者（特１９４条１項 ※ 7）が提出す

る実験成績証明書、指定商品の説明書等、ひな形・見本、特許の分割出願

に関する説明書等  

エ．命令による手続補正書（実６条の２及び１４条の３の規定によるものに

限る。）  

（３）命令による受継申立書（特２３条１項 ※ 8）の提出についての指定期間は、

６０日とする。ただし、手続をする者又はその代理人が、別表に掲げる地に
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居住する場合においては、７５日とする。  

（４）意見書（特４８条の７に規定するものに限る。）の提出についての指定期間

は、３０日（拒絶理由通知と同時のときは、６０日）とする。ただし、手続

をする者又はその代理人が、別表に掲げる地に居住する場合においては、４

５日（拒絶理由通知と同時のときは、７５日）とする。  

（５）手続補完書（商５条の２第２項 ※ 9）及び命令による手続補正書（商７７条

２項※ 10）の提出についての指定期間は、１月とする。ただし、手続補完の手

続をする者又はその代理人が、別表に掲げる地に居住する場合においては、

１月に１５日を加えた期間とする。  

（６）次に掲げる書類の提出についての指定期間は２月とする。  

ア．命令による手続補正書（特１７条３項（特許権の存続期間の延長登録出

願（以下「延長登録出願」という。）に係る手続補正書を除く。）、１８４条

の５第２項、実２条の２第４項、４８条の５第２項）  

イ．弁明書（特１８条の２第２項（延長登録出願に係る弁明書を除き、実２

条の５第２項で準用する場合を含む。））  

ウ．図面の提出書（実４８条の７第２項）  

エ．物件提出書（特登令３０条 ※ 11）  

（７）次に掲げる書類の提出又は磁気ディスクへの記録の求めの補正についての

指定期間は、３０日とする。  

ア．命令による手続補正書（特１７条３項（延長登録出願に係る手続補正書

に限る。）、意６０条の４、意６８条２項、特例法４１条２項）  

イ．弁明書（特１８条の２第２項（延長登録出願に係る弁明書に限り、意６

８条２項、商７７条２項 ※ 10及び特例法４１条２項で準用する場合（電子情

報処理組織を使用して行われた手続を特例法施行規則１３条１項又は２項

に規定する要件を満たさない不適法なものとして却下する場合の弁明書を

除く。）を含む。）  

ウ．磁気ディスクへの記録の求めの補正（特例法７条２項）  

（８）電子情報処理組織を使用して行われた手続を特例法施行規則第１３条第１

項又は第２項に規定する要件を満たさない不適法なものとして却下する場合

（特例法４１条２項で準用する特１８条の２第２項）の弁明書の提出につい

ての指定期間は、以下のとおりとする。  

ア．当該手続が特許法、実用新案法、意匠法、商標法又は特例法の規定によ

るものであるときは、これらの法律の規定により、その手続を不適法なも

のとして却下する場合の弁明書の提出についての指定期間と同一とする。  

イ．当該手続が特許登録令、実用新案登録令、意匠登録令又は商標登録令の

規定によるものであるときは、これらの政令の規定により、その手続につ

いて補正をすることができるものであると認めないものとして却下する場

合の弁明書を提出することができる期間（特登令施規１３条の４第１項 ※

12）と同一とする。  

（９）書留郵便物受領書等の提出を求める場合（特１９４条１項 ※ 7）（→０３．１
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０）の指定期間は、１０日とする。  

（１０）特許法施行規則第３８条の２の２第３項※ 13の規定による意見申述のため

の指定期間は、３０日とする。  

（１１）特許法施行規則第３８条の２の３第１項 ※ 13の規定による通知に対する意

見申述のための指定期間は、３０日（明細書、請求の範囲又は図面（それら

の補充書等を含む。）に係る通知の場合は６０日）とする。  

（１２）国際意匠登録出願において拒絶の通報に応答する場合の意見書の提出及

び意匠法第９条第４項に基づく応答書面の提出についての指定期間は、６０

日とする。ただし、手続をする者又はその代理人が、別表に掲げる地に居住

する場合においては、６０日を７５日とする。  

（１３）国際商標登録出願において、命令による手続補正書の提出についての指

定期間は２月とし、暫定的拒絶の通報に応答する場合の意見書及び商標法第

８条第４項に基づく応答書面の提出についての指定期間は３月とする。  

（１４）その他の指定期間は、特許及び実用新案に関しては６０日、意匠及び商

標に関しては４０日とする。ただし、手続をする者又はその代理人が、別表

に掲げる地に居住する場合においては、特許及び実用新案に関しては６０日

を７５日と、意匠及び商標に関しては４０日を５５日とする。  

（１５）（２）ウ．については、それぞれの場合を考慮して、（２）に定める期間

と異なる期間を指定することができる。  

（１６）（２）から（１４）までに定める期間内に手続をすることができない特段

の事情があると認める場合には、（２）から（１４）までに定める期間と異な

る期間を指定すること、又は（２）から（１４）までに定める期間の経過後

であっても特許庁長官若しくは審査官の裁量により当該手続を有効なものと

して取り扱うことができる。  

（１７）次に掲げる特許法、実用新案法及び意匠法並びに特許登録令、実用新案

登録令及び意匠登録令の手続の指定期間については、指定期間内又は指定期

間に２月を加えた期間内の請求により、２月延長することができる。ただし、

指定期間内に延長請求した場合には、指定期間経過後の再度の延長請求を行

うことはできない。  

ア．（２）ア．の意見書（特５０条及び意１９条の規定によるものに限る。）  

ただし、当初の指定期間内に意見書を提出した場合又は特許法第１７条

の２第１項第１号又は第３号に基づく補正を行った場合については、指定

期間経過後の延長請求を行うことはできない。  

イ．（２）イ．の命令書に応答する書面（特３９条６項（特３４条７項におい

て準用（実１１条２項及び意１５条２項において準用））及び意９条４項の

規定によるものに限る。）  

ウ．（２）ウ．の書類その他の物件の提出を求められた者（特１９４条１項及

び意６８条２項の規定によるものに限る。）が提出する実験成績証明書、ひ

な形・見本、特許の分割出願に関する説明書等  

エ．（２）エ．命令による手続補正書  



 

 

方式審査便覧 

０４．１０ 

- 4 - 

オ．（３）の命令による受継申立書（特２３条１項（実２条の５第２項及び意

６８条２項において準用）の規定によるものに限る。）  

カ．（４）の意見書  

キ．（６）ア．の命令による手続補正書  

ク．（６）イ．の弁明書  

ケ．（６）エ．の物件提出書（特登令３０条（実登令７条、意登令７条におい

て準用）の規定によるものに限る。）  

コ．（７）ア．の命令による手続補正書（意６０条の４及び意６８条２項の規

定によるものに限る。）  

サ．（７）イ．の弁明書（意６８条２項の規定によるものに限る。）  

シ．（９）の書留郵便物受領書等の提出（特１９４条１項（実５５条３項及び

意６８条２項において準用）の規定によるものに限る。）  

ス．（１２）の意見書及び命令書に応答する書面  

ただし、当初の指定期間内に意見書を提出した場合については、指定期

間経過後の延長請求を行うことはできない。  

（１８）次に掲げる商標法及び商標登録令の手続の指定期間については、指定期

間内の延長請求により１月、指定期間経過後の延長請求については指定期間

に２月を加えた期間内の請求により２月延長することができる。また、指定

期間内に延長請求した場合であっても、延長された指定期間経過後に再度、

延長請求を行うことができる。  

ア．（２）ア．の意見書（商１５条の２ ※ 4、商１５条の３第１項及び商附則７

条※ 5の規定によるものに限る。）  

ただし、当初の指定期間内又は指定期間内に延長請求した場合の延長さ

れた指定期間内に意見書を提出したときは、指定期間経過後の延長請求を

行うことはできない。  

イ．（２）イ．の命令書に応答する書面（商８条４項、商１３条２項の規定に

よるものに限る。）   

ウ．（２）ウ．の書類その他の物件の提出を求められた者（商７７条２項、商

附則２７条２項｛商附則２３条において準用｝の規定によるものに限る。）

が提出する指定商品の説明書等  

エ．（３）の命令による受継申立書（商７７条２項、商附則２７条２項｛商附

則２３条において準用｝の規定によるものに限る。）  

オ．（５）の手続補完書（商５条の２第２項 ※ 9）  

カ．（５）の命令による手続補正書（商７７条２項 ※ 10）  

キ．（６）エ．の物件提出書（商登令１０条の規定によるものに限る。）  

ク．（７）イ．の弁明書（商７７条２項 ※ 10によるものに限る。）  

ケ．（９）の書留郵便物受領書等の提出（商７７条２項、商附則２７条２項｛商

附則２３条において準用｝の規定によるものに限る。）  

コ．（１３）の命令による手続補正書、暫定的拒絶の通報に応答する場合の意

見書及び商標法第８条第４項に基づく応答書面  
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ただし、「暫定的拒絶の通報に応答する場合の意見書」の提出のための指

定期間については、当初の指定期間内又は指定期間内に延長請求した場合

の延長された指定期間内に意見書を提出したときは、指定期間経過後の延

長請求を行うことはできない。  

２．手続をする者が在外者である場合  

（１）次に掲げる特許法等の規定に基づき、特許法等に定める期間を職権により

延長する期間は、次のとおりとする。  

ア．特許法第４条 ※ 1  の規定に基づき職権により延長する期間は、６０日とす

る。  

ただし、設定の特許（登録）料の納付期間（特１０８条１項、実３２条

１項、意４３条１項、商４１条１項、４１条の２第１項、６５条の８第１

項、２項）については、職権による延長は行わないこととする。  

なお、設定の特許（登録）料の納付期間については、特許（登録）料を

納付すべき者の請求により３０日以内に限り期間延長できる（特１０８条

３項、実３２条３項、意４３条３項、商４１条２項、４１条の２第２項、

６５条の８第３項）。  

イ．意匠法第１７条の４第１項 ※ 2の規定に基づく職権による延長は、行わな

いこととする。  

（２）次に掲げる書類等の提出についての指定期間は１．（１２）及び（１３）を

除き、３月とする。ただし、代理人だけでこれらの書類等を作成すること

ができると認める場合には、１．（２）の期間とする。  

ア．意見書（１．（２）ア．において同じ。）  

イ．命令書に応答する書面（１．（２）イ．において同じ。）  

ウ．書類その他の物件の提出を求められた者が提出する実験成績証明書、指

定商品の説明書等、ひな形・見本、特許の分割出願に関する説明書等（１．

（２）ウ．において同じ。）  

エ．命令による手続補正書（１．（２）エ．において同じ。）  

（３）命令による受継申立書（特２３条１項 ※ 8）の提出についての指定期間は、

３月とする。  

（４）意見書（特４８条の７に規定するものに限る。）の提出についての指定期間

は、６０日（拒絶理由通知と同時のときは３月）とする。  

（５）１．（５）の指定期間は、２月とする。  

（６）１．（１１）の指定期間は、３０日（明細書、請求の範囲又は図面（それら

の補充書等を含む。）に係る通知の場合は３月）とする。  

（７）１．（１２）の指定期間は、３月とする。  

（８）１．（６）から（１０）まで、（１３）、（１５）及び（１６）の規定は、在

外者が手続をする場合も同様とする。  

（９）その他の指定期間は、３月とする。ただし、代理人だけでこれらの書類等

を作成することができると認める場合には、１．（１４）の期間とする。  

（１０）（２）に規定する期間（ただし書による期間については除く。）は、以下
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のとおり請求により延長することができる。  

ア．意匠に関しては指定期間内の又は指定期間に２月を加えた期間内請求に

より、２月延長することができる。ただし、指定期間内に延長請求した場

合には、指定期間経過後の再度の延長請求を行うことはできない。また、

当初の指定期間内に意見書を提出した場合については、指定期間経過後の

延長請求を行うことはできない。  

イ．商標に関しては、指定期間内の延長請求により１月、指定期間経過後の

延長請求については指定期間に２月を加えた期間内の請求により２月延長

することができる。また、指定期間内に延長請求した場合であっても、延

長された指定期間経過後に再度、延長請求を行うことができる。ただし、

（２）のうち「ア．意見書」の提出のための指定期間については、当初の

指定期間内又は指定期間内に延長請求した場合の延長された指定期間内に

意見書を提出したときは、指定期間経過後の延長請求を行うことはできな

い。  

（１１）特許法第６７条の４ ※ 14（改正前特許法第６７条の４ 注 １）の規定による意

見書の提出についての指定期間は、「手続書類の翻訳のため」という理由によ

り１月単位で３回まで期間延長請求することができる。  

（１２）特許法第５０条の規定による意見書の提出についての指定期間は、請求

により延長することができる。延長する期間は以下のとおりとする。  

ア．指定期間内の延長請求は、１回目の請求により２月延長し、２回目の請求

により１月延長することができる。  

イ．指定期間経過後の延長請求は、指定期間に２月を加えた期間内の請求に

より２月延長することができる。  

 ただし、指定期間内に延長請求した場合には、指定期間経過後の再度の

延長請求を行うことはできない。  

また、当初の指定期間内に意見書を提出した場合又は特許法第１７条の２

第１項第１号又は第３号に基づく補正を行った場合については、指定期間

経過後の延長請求を行うことはできない。  

（１３）次に掲げる手続の指定期間については、指定期間内の延長請求により３

月の期間延長をすることができ、指定期間経過後に延長請求する場合は、指

定期間に２月を加えた期間内の請求により２月延長することができる。指定

期間内に延長請求した場合、指定期間経過後に再度の延長請求を行うことは

できない。  

ア．命令書に応答する書面（１．（１７）イ．において同じ。ただし、意匠法

を除く。）  

イ．書類その他の物件の提出を求められた者が提出する実験成績証明書、特

許の分割出願に関する説明書等の提出（１．（１７）ウ．において同じ。た

だし、意匠法を除く。）  

ウ．命令による手続補正書（１．（１７）エ．において同じ。）  

（１４）１．（１７）オ．からス．まで及び１．（１８）エ．からコ．までの指定
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期間の延長については、在外者が手続する場合も同様とする。  

 

（注）期間の計算については特許法第３条 ※ 15の規定により、期間の初日は算入し

ない。ただし、その期間が午前零時から始まるときは、この限りでない。  

 

別表  

 東京都  伊豆諸島・小笠原諸島  

 石川県  輪島市海士町（舳倉島）  

 鹿児島県  南西諸島  

 沖縄県  沖縄本島を除く周辺諸島  

北海道  北海道周辺諸島  

 

（改訂令和６・４）  

 

 
※ 1  特４条：実１４条の２第５項、３９条の２第４項、４５条２項、意６８条１項、商

７７条１項、商附則２７条１項｛商附則２３条｝において準用  
※ 2  意１７条の４：商１７条の２第２項｛商６８条２項｝において準用  
※ 3  特５０条：特６７条の４｛特６７条の８｝、改正前特６７条の４ 注 １、意１９条にお

いて準用  

※ 4  商１５条の２：  商６５条の５、６８条２項、商標法等の一部を改正する法律（平成

８年法律第６８号）附則１２条において準用  
※ 5  商附則７条：  商附則２３条  
※ 6  特３９条６項：特３４条７項｛実１１条２項、意１５条２項、商１３条２項｝にお

いて準用  
※ 7  特１９４条１項：実５５条３項、意６８条２項、商７７条２項、商附則２７条２項

｛商附則２３条｝において準用  
※ 8  特２３条１項：実２条の５第２項、意６８条２項、商７７条２項、商附則２７条２

項｛商附則２３条｝において準用  
※ 9  商５条の２第２項：  商６８条１項において準用  
※ 1 0  商７７条２項：  商附則２３条、商附則２７条２項において準用  
※ 1 1  特登令３０条：実登令７条、意登令７条、商登令１０条において準用  
※ 1 2  特登令施規１３条の４第１項：実登令施規３条３項、意登令施規６条３項、商登令

施規１７条３項において準用  
※ 1 3  特施規３８条の２の２第３項、３８条の２の３第１項：実施規２３条４項において

準用  
※ 1 4  特６７条の４前段：特６７条の８において準用  

注 １  令和２年３月９日までの出願については、環太平洋パートナーシップ協定の締結及

び環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定の締結に伴う関係法律

の整備に関する法律（平成２８年法律第１０８号）附則第２条の経過措置の規定によ

り、改正前の法令が適用される。  
※ 1 5  特３条：実２条の５第１項、意６８条１項、商７７条１項において準用  

 

注記の準用条文は括弧を用いて記載されている。  

例「特５０条｛特６７条の４、１５９条２項〔特１７４条２項〕｝」は、  

「特５０条：特６７条の４、１５９条２項（特１７４条２項において準用）において準

用」を表す。  
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０４．１１  

 

特許法第３条第２項に規定する特許出

願、審判請求等の手続についての期間の

解釈について  

 

 

特許法第３条第２項 ※ 1 の規定は、特許に関する手続についての期間の末日が

日曜日及び土曜日並びに国民の祝日等に当たる場合の期間の計算についてのもの

である。  

現行特許法第３条 ※ 1 の規定は、その期間が法定期間であるか否かに関わらず、

特許法又は同法に基づく命令の規定による期間の計算について例外なく適用され

るものである。  

よって、同条第２項 ※ 1 の規定は、特許出願、審判請求等の手続に関する期間の

計算について例外なく適用される。  

なお、商標登録異議申立書（商４３条の２）の提出期間の末日が商標法第７７

条第１項において準用する特許法第３条第２項の規定に該当するときは、商標法

第４３条の４第２項の規定による異議申立理由補充書の提出期間の起算日は、順

延された異議申立期間の末日の翌日である。  

 

（改訂平成２４・４）  
 

 

 

 

※ 1  特３条：実２条の５第１項、意６８条１項、商７７条１項、商附則２７条１項にお

いて準用  
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０４．１２  

 

期間延長をした場合の期間計算について  

 

 

特許法第４条 ※ 1、第５条 ※ 2並びに特許登録令第３０条第２項及び第３項 ※ 3の規

定による延長期間は、もとの期間とは独立した別の期間であるから、それぞれの

期間について特許法第３条第１項の規定により計算を行ったうえで全期間を定め

る。しかし手続きする期間としてはもとの期間と延長期間は一体をなし、合計さ

れた一つの期間として手続のできる期間が定まるものであり、同法第３条第２項
※ 2にいう「期間の末日」とは、その合計された一つの期間の末日を指称するもの

である。  

したがって、もとの期間の末日が日曜日及び土曜日並びに国民の祝日等に当た

っても、そこに特許法第３条第２項※ 2の規定は適用されない。  

なお、特許法第４条※ 1、第５条第１項※ 2又は特許登録令第３０条第２項※ 3の規

定により期間延長請求をする場合、もとの期間の末日が祝日等に当たるときは、

特許法第３条第２項※ 2の規定に基づき、その日の翌日まで期間延長請求ができる。

ただし前述のとおり、延長後の手続期間の算出にあってはもとの期間の末日に特

許法第３条第２項※ 2の規定は適用されない。  
 

 

＜例．特許法第５０条の規定による拒絶理由通知の応答期間の延長をする場合（延

長登録出願、拒絶査定不服審判の場合を除く。）＞  

 

［出願人が国内居住者］  

                    ６０日         ＋２月  

 

 

 10/31 11/1                        12/30          2/28(*) 

                             (*)閏年は2/29 

 

もとの期間         

（６０日）  

    通拒                                           末期  

    知絶                                    日間  

    発理             延長後の手続期間             の  

    送由       （６０日＋２月）  

 

 

 



 
 
方式審査便覧 
０４．１２ 

- 2 - 

［出願人が在外者］  

               ３月          ＋２月          ＋１月  

 

 

 9/30  10/1            12/31                        2/28(*)       3/31 

 

 

もとの期間（３月）                   

    通拒                                                          末期  

    知絶                                               日間  

    発理            延長後の手続期間（３月＋２月）       の  

    送由                                 

延長後の手続期間（３月＋２月＋１月）   

   

(*)閏年は2/29 

 

 
（改訂令和３・１０）  

 

 

 

 

※ 1  特４条：実１４条の２第５項、３９条の２第４項、４５条２項、５４条の２第５

項、意６８条１項、商７７条１項、商附則２７条１項において準用  
※ 2  特３条２項、特５条：実２条の５第１項、意６８条１項、商７７条１項、商附則２

７条１項において準用  
※ 3  特登令３０条２項、３項：実登令７条、意登令７条、商登令１０条において準用  
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０５．１０ 

 

会社更生法に基づく更生手続開始の決定

等があった場合の取扱い 

 

 

１．更生手続開始の決定があった場合には、行政庁に係属している更生会社の財

産関係の事件は中断する（会社更生法５３条において準用する同法５２条１項）。 

この場合、中断した手続は管財人が受継することができ（会社更生法５３条

において準用する同法５２条２項）、受継申立書には管財人であることを証明す

る書面（登記事項証明書注 1 又は裁判所書記官作成の選任証明書）を添付するこ

とが必要である（特施規１１条の５※ 1）。 

２．破産手続開始の決定があった場合には、行政庁に係属している破産財団に関

する事件は中断する（破産法４６条において準用する同法４４条１項）。 

この場合、中断した手続は破産管財人が受継することができ（破産法４６条

において準用する同法４４条２項）、受継申立書には破産管財人であることを証

明する書面（登記事項証明書注 1 又は裁判所書記官作成の選任証明書）を添付す

ることが必要である（特施規１１条の５※ 1）。 

３．再生手続開始の決定があった場合には、行政庁に係属している再生債務者の

財産関係の事件は、中断しない（民事再生法４０条１項及び３項）。ただし、管

理命令が発せられた場合には、行政庁に係属している再生債務者の財産関係の

事件は中断する（民事再生法６９条において準用する同法６７条２項）。 

管理命令が発せられた場合、中断した手続は管財人が受継することができ（民

事再生法６９条において準用する同法６７条３項）、受継申立書には管財人であ

ることを証明する書面（登記事項証明書注 1 又は裁判所書記官作成の選任証明書）

を添付することが必要である（特施規１１条の５※ 1）。 

４．更正手続開始、破産手続開始又は再生手続開始の申立てがあった場合に、裁

判所は保全管理命令を発することができる。保全管理命令が発せられた場合に

は、行政庁に係属している会社、債務者又は再生債務者の財産関係の事件は中

断する（会社更生法３４条３項１号において準用する同法５２条１項、破産法

９６条２項１号において準用する同法４４条１項、民事再生法８３条３項にお

いて準用する同法６７条２項）。 

保全管理命令が発せられた場合、中断した手続は保全管理人が受継すること

ができ（会社更生法３４条３項１号において準用する同法５２条２項、破産法

９６条２項１号において準用する同法４４条２項、民事再生法８３条３項にお

いて準用する同法６７条３項）、受継申立書には保全管理人であることを証明す

る書面（登記事項証明書注 1 又は裁判所書記官作成の選任証明書）を添付するこ

とが必要である（特施規１１条の５※ 1）。 

５．会社更生法に基づく更生手続開始の決定等上記１．から４．までに掲げる事

由により手続が中断した場合は、委任による代理人の代理権は消滅するため、
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従前の代理人が、更生手続開始の決定、破産手続開始の決定又は管理命令若し

くは保全管理命令が発せられた後に手続をする場合には、管財人、破産管財人

又は保全管理人の委任状を添付した代理人選任届又は代理人受任届を提出しな

ければならない（特施規９条の２※ 1）。 

なお、受継申立書に管財人、破産管財人又は保全管理人の委任状（受継申立

手続に限定した委任状を除く。）を添付して手続がなされた場合は、その代理人

については新たに代理人選任届又は代理人受任届の提出は要しない（→０２．

２４）。 

 

（改訂令和４．４）  
 

 

 

 

 
※ 1  特施規９条の２、１１条の５：実施規２３条１項、意施規１９条１項、商施規２２

条１項において準用 

 
注 1 情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成１４年法律第１５１号）

第１１条の規定に基づき、特許庁が電子情報処理組織を使用して、証明書面等によ

り確認すべき事項に係る情報を入手し、又は参照することができる場合には、添付

することを要しない。  
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０５．１１  

 

中断又は中止中に行われた手続の取扱い  

 

 

受継又は続行の申立者がその申立て（出願人名義変更届により受継の申立てを

なす場合も含む。以下同じ。）の時点において、中断又は中止中に当事者又は特

許庁が行った手続（以下「中断中の手続」という。）の効力について争わないと

きは、中断中の手続の無効又は取消しを主張することは認めないこととする。  

 

（説明）  

当事者の死亡、合併又は会社更生法に基づく更生手続開始の決定等により当事

者の手続は中断する（特２４条 ※ 1 において準用する民訴法１２４条（１項６号

を除く。）、会社更生法５３条において準用する同法５２条１項等）。そして、

中断した手続は当事者の承継人又は管財人等の手続を受け継ぐべき者がこれを受

け継ぐことができ、これらの者からの受継の申立てによって中断は解消して、手

続の進行が再開されることになる（特２４条 ※ 1 において準用する民訴法１３２条

２項、会社更生法５３条において準用する同法５２条２項等）。  

次に、中断中に当事者又は特許庁が行った手続は欠陥のあるものとなるが、そ

もそも、手続の中断は本来公益的なものではなく、当事者の保護に立脚した制度

であることに鑑みれば中断中になされた行為は、当然に無効となるものではない

と解すべきである。  

したがって、手続を受継した者（承継人又は管財人等）があえてその欠陥につ

いてとがめることなく、そのまま手続行為を積み重ねたときは、その欠陥は補正

されたものとみるべきである（参考－民訴法９０条）。  

なお、中止についても同様と解する。  

 

（改訂平成２３・１１）  
 

 

 

 

※ 1  特２４条：実２条の５第２項、意６８条２項、商７７条２項、商附則２７条２項

（商附則２３条において準用）において準用  
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０５．１２  

 

出願人が死亡した場合の取扱い  

 

 

査定の謄本、その他の通知書を出願人に送付したところ「受取人死亡」の理由

により、その郵便物が特許庁に返送された場合には、その出願書類に表示されて

いる住所又は居所の区、市、町又は村長宛に当該出願人の戸籍謄本の送付方を依

頼し、相続人が判明したときは、相続人に特許法第２３条第１項 ※ 1 の規定により

受継を命ずる。  

ただし、相続人が不明な場合には、当該出願について民法第９５２条第２項に

おいて規定する６月間（相続人である旨の申出期間）の相続人捜索の公告をする。  

相続人からの申出がない場合は、特許法第７６条 ※ 2 の規定を類推解釈により特

許を受ける権利の消滅として取り扱い、出願を取り下げたものとみなし、爾後の

処理をすることとする。  

 

（改訂令和６・１）  

 

 

 

 

 
※ 1  特２３条１項：実２条の５第２項、意６８条２項、商７７条２項、商附則２７条２

項（商附則２３条において準用）において準用  
※ 2  特７６条：実２６条、意３６条、商３５条において準用  
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０６．１０  

 

出願人名義変更の届出後に、拒絶理由通

知又は査定の謄本が旧名義人宛に発送さ

れた場合の取扱い  

 

 

出願人名義変更（→４５．２０～４５．２５）の届出後に、拒絶理由通知又は

査定の謄本が旧名義人宛に発送された場合は、職権取消通知の手続を行った後、

承継人に対して再送する。  

ただし、承継人が旧名義人宛に行われた通知又は送達に対応する手続（拒絶理

由通知に応答する意見書若しくは手続補正書の提出、拒絶査定不服審判の請求又

は特許（登録）査定に対する特許（登録）料の納付）を行った場合は、上記に関

わらず承継人に対して手続を続行する。  

 

（説明）  

特許法第２１条 ※ 1には、「特許庁長官又は審判長は、特許庁に事件が係属して

いる場合において、特許権その他特許に関する権利の移転があったときは、特許

権その他特許に関する権利の承継人に対し、その事件に関する手続を続行するこ

とができる。」と規定し、出願人名義変更の届出の後における手続の追行につい

て、旧名義人に行わせるかあるいは承継人に行わせるかを特許庁長官又は審判長

の裁量権とし、旧名義人宛に行った手続は、それを理由に欠陥のある手続には当

たらず、同法第２０条※ 1において、「特許権その他特許に関する権利についてし

た手続の効力は、その特許権その他特許に関する承継人にも及ぶものとする。」

と規定して、旧名義人宛に行った手続であってもその効力は、承継人にも及ぶこ

ととしている。  

また、出願人名義変更の届出後に旧名義人宛に行った手続効力に関する裁判例

においても、「特許出願後、特許を受ける権利の特定承継は、特許庁長官への届

出が効力発生要件であるが、出願審査の手続をこの承継人に引き継がせるか否か

は立法政策の問題であり（いわゆる当事者恒定主義と訴訟承継主義の採否のごと

く）、特許法第２１条※ 1は、基本的に承継主義の立場を採用し、特許庁長官又は

審判長は裁量により権利の承継人に手続を引き継がせるか否かを決定し得るもの

としているのであるから、長官は権利の承継人に対して手続を続行せず、従前の

権利者に対して特許査定を送達しても、この送達には何らの手続上の欠陥はなく、

右送達により効力が生じ、その効力は承継人に及ぶことは明らかである。」（昭

和６２年５月７日東高民六判・昭和６０年（行ケ）１８６号）のように判示して

いる。  

しかしながら、出願人名義変更の届出後の手続は、その承継人に対して続行さ

せる運用をとっており、手続者においても当然のごとくこの運用に対応している

ところ、旧名義人宛に行った手続が法的には有効であっても、旧名義人による怠
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りがあった場合における承継人が受ける不利益を考慮すると、承継人が了知し得

ない状況で手続を進行させることは、承継人にとって極めて酷な事態も想定され

る。  

したがって、本文のとおり取り扱うこととする。  

 
（改訂平成２８・４）  

 
 
 
 

※ 1  特２０条、２１条：実２条の５第２項、意６８条２項、商７７条２項において準用  
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０７．０３  

 

出願審査の請求の手数料の返還請求の取

扱い（特）  

 

 

１．出願審査の請求の手数料の返還請求の対象  

出願審査の請求をした後において、次に掲げる命令、通知又は査定の謄本の

送達のいずれかがあるまでの間に特許出願が放棄され又は取り下げられたとき

（特許出願等に基づく優先権主張の先の出願又は出願変更に伴う原出願につい

て取り下げたものとみなされたときを含む。）は、出願審査の請求の手数料（以

下「手数料」という。）を納付した者の請求により返還する（特１９５条９項）。  

（１）同一発明かつ同日出願に対する協議命令（特３９条６項）  

（２）文献公知発明に係る情報の記載についての通知（特４８条の７）  

（３）拒絶理由の通知（特５０条）  

（４）特許査定の謄本の送達（特５２条２項）  

なお、出願審査請求書が補正指令中（手数料不足の場合を除く。）に出願の

放棄又は取下げがあったときは手数料を返還するが、特許法第１８条第１項の

規定により出願審査請求書が手続却下となった後に、出願の放棄又は取下げが

あったときは、返還しない。  

２．手数料返還の請求期間  

手数料の返還請求は、特許出願が放棄され又は取り下げられた日から６月を

経過した後は、請求することができない（特１９５条１０項）。  

ただし、手数料の返還を請求する者がその責めに帰することができない理由

により、特許法第１９５条第１０項に規定する期間内にその請求をすることが

できないときは、その理由がなくなった日から１４日（在外者にあっては、２

月）以内で同法第１９５条第１０項に規定する期間の経過後６月以内にその請

求をすることができる（特１９５条１３項）。  

３．返還請求ができる者  

納付すべき手数料を納付した者、すなわち手数料を完納した者が返還請求を

行うことができる（特１９５条９項）。  

出願審査の請求の手続が代理人手続で、代理人の予納台帳から手数料が納付

（控除）されている場合でも、手数料を納付した者は審査請求人であり、返還

請求人は審査請求人である。  

なお、出願審査の請求後に名義変更がなされた場合は、承継人が手数料の返

還請求をすることができるものとして取り扱う。  

４．返還金額  

返還する金額は納付すべき手数料の金額の２分の１に相当する額（その額に

１０円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）とする（手数料令

１条４項）。  
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５．返還方法  

（１）現金による返還  

出願審査請求手数料返還請求書に記載された返還請求人又は代理人の金融機

関の口座への振込みにより返還する。  

ただし、指定立替納付者による納付制度（特例法１５条の３第１項）により

納付された手数料を返還するときは、やむを得ないと認められる場合 注 1を除き、

指定立替納付者に対して行うものとする（特例施規３９条の９）。  

（２）予納額への加算による返還  

  予納制度（→１１３．０１）により納付された手数料は、特例法第１４条第

１項の規定により予納した予納額（以下「予納台帳」という。）への加算によ

り返還する。ただし、予納台帳への加算による返還は、同法第１５条第２項に

規定の申出者（申出者が代理人である場合においては本人（同法１６条））か

らの申出による場合のみ認められることから、出願審査の請求後に名義変更（相

続、合併等による一般承継を含む。以下同じ。）がなされた場合は、当該申出

者以外の者（承継人）（特例法施行令第１条第１項又は第２項の規定により、

予納届をした者の地位を承継した者であって、同条第３項の規定によりその地

位を承継した承継人として届け出ている者を除く。）が、その承継人又は代理

人の予納台帳への加算の申出をすることはできない。  

また、名義変更前の出願人の代理人と承継人の代理人が同一の者であって、

代理人が申出者である場合においても、代理人は名義変更前の出願人（本人）

のために納付したのであるから、加算による申出をする本人（承継人）が予納

台帳への加算の申出をすることができないため、当該代理人の予納台帳への加

算による返還はできない（特例法１５条２項、１６条）。  

したがって、承継人が手数料の返還請求をするときは、現金による返還（上

記（１））を請求することにより行わなければならない。  

６．代理権の証明  

  代理権の証明については、出願事件の代理人以外の新たな代理人が手続を行

う場合には、手続の安全性の確保の観点から代理権の証明を求める。  

 

 

（改訂令和３・１０）  
 

注 1 やむを得ないと認められる場合とは、出願審査の請求後に名義変更の届出があった

場合や、代理人変更の届出があった場合等により、指定立替納付者による納付の申出

を行った者が出願人又は代理人の地位にない場合等である。  
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０７．１４  

 

出願審査の請求及び審判の請求の手数料

について（特）  

 

 

１．出願審査の請求及び審判（拒絶査定不服審判（特許権の存続期間の延長登録

出願についての拒絶査定不服審判を除く）に限る。以下同じ。）の請求の手数

料は、出願審査の請求時及び審判の請求時においては、以下に示す請求項の数

に応じて納付しなければならない。  

（１）出願審査の請求の手数料は、出願審査の請求の時点における特許請求の範

囲（出願審査の請求と同時に補正をした場合にあっては、補正後の特許請求

の範囲）に記載された請求項の数  

（２）審判の請求の手数料は、審判請求の時点における特許請求の範囲（審判の

請求と同時に補正をした場合にあっては、補正後の特許請求の範囲）に記載

された請求項の数  

２．出願審査の請求後に特許請求の範囲の請求項の数が増加する補正をする場合

には、増加した請求項の数に応じて、不足の出願審査の請求の手数料（審判の

請求後においては、出願審査の請求及び審判の請求の手数料）を納付しなけれ

ばならない（特施規１１条４項、手数料令１条２項）。ただし、数回にわたり

請求項の数が増減する補正をする場合であって、補正後の請求項の数が既納の

手数料分の請求項の数を超えないときには手数料の納付を要しない。  

 

 

 

（新規平成２５・６）  
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０７．１５  

 

過誤納等の手数料又は特許（登録）料の

返還についての取扱い  

 

 

１．過誤納等に該当する手数料又は特許（登録）料及び返還請求のできる期間 

特許出願、請求その他の特許等に関する手続であって、当該手続の際に納付し

た手数料又は特許（登録）料が次に掲げる過誤納等に該当する場合には、納付者

からの請求により返還する。 

ただし、次に掲げる（１）及び（３）から（７）までの場合であって、特例法

第１５条第１項の規定による手続に係る申出によるときは、予納台帳に返納され

るので返還の請求を要しない。 

（１）過誤納による手数料又は特許（登録）料（特１１１条１項１号※ 1、１９５条

１１項※ 2、実３４条１項１号、５４条の２第１０項、意６７条７項、商４２条

１項１号、６５条の１０第１項、７６条７項） 

＜期間＞納付日から１年以内（特１１１条２項※ 1、１９５条１２項※ 2、実３４

条２項、５４条の２第１１項、意６７条８項、商４２条２項、６５条の１０第

２項、７６条８項） 

 ただし、手数料又は特許（登録）料の返還を請求する者がその責めに帰する

ことができない理由により、納付日から１年以内にその請求をすることができ

ないときは、その理由がなくなった日から１４日（在外者にあっては、２月）

以内でその期間の経過後６月以内にその請求をすることができる（特１１１条

３項※ 1、１９５条１３項※ 2、実３４条３項、５４条の２第１２項、意６７条９

項、商４２条３項、６５条の１０第３項、７６条９項）。 

（２）現金をもって納付（電子現金納付を含む）した未使用の手数料又は特許（登

録）料 

＜期間＞日本銀行へ納付した日から１年以内（現金手続省令７条３項※ 3） 

（３）不適法な手続として却下処分（特１８条の２※ 4、特１３３条の２※ 5）となっ

た手続に係る手数料 

＜期間＞納付日から１年以内（却下処分の謄本の送達が納付日から６月経過後

にあったときは、却下処分の謄本の送達があった日から６月以内） 

（４）出願日を認定するための補完がされず出願却下処分（特３８条の２第８項、

商５条の２第５項※ 6）となった特許出願及び商標登録出願に係る手数料 

＜期間＞納付日から１年以内（却下処分の謄本の送達が納付日から６月経過後

にあったときは、却下処分の謄本の送達があった日から６月以内） 

（５）不適法な手続として却下処分（特１８条の２※ 4）となった手続に係る特許（登

録）料 

＜期間＞納付日から１年以内（却下処分の謄本の送達が納付日から６月経過後

にあったときは、却下処分の謄本の送達があった日から６月以内） 
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（６）出願却下処分（実２条の３）となった実用新案登録出願に係る登録料 (実３４

条１項２号) 

＜期間＞出願却下処分が確定した日から６月以内（実３４条２項） 

（７）不適法な手続として出願却下処分（実２条の５において準用する特１８条の

２）となった実用新案登録出願に係る手数料及び登録料 

＜期間＞納付日から１年以内（却下処分の謄本の送達が納付日から６月経過後

にあったときは、却下処分の謄本の送達があった日から６月以内） 

（８）特許法第１１４条第２項の取消決定又は特許を無効にすべき旨の審決が確定

した年の翌年以後の各年分の特許料（特１１１条１項２号） 

＜期間＞特許法第１１４条第２項の取消決定又は特許を無効にすべき旨の審

決が確定した日から６月以内（特１１１条２項） 

（９）特許権の存続期間の延長登録を無効にすべき旨の審決が確定した年の翌年以

後の各年分の特許料（当該延長登録がないとした場合における存続期間の満了

の日の属する年の翌年以後のものに限る。）（特１１１条１項３号） 

＜期間＞特許権の存続期間の延長登録を無効にすべき旨の審決が確定した日

から６月以内（特１１１条２項） 

（１０）実用新案登録を無効にすべき旨の審決が確定した年の翌年以後の各年分の

登録料（実３４条１項３号） 

＜期間＞実用新案登録を無効にすべき旨の審決が確定した日から６月以内（実

３４条２項） 

（１１）実用新案権の存続期間の満了日の属する年の翌年以後の各年分の登録料

（実３４条１項４号） 

＜期間＞実用新案権の設定の登録があった日から１年以内（実３４条２項） 

（１２）意匠登録を無効にすべき旨の審決が確定した年の翌年以後の各年分の登録

料（意４５条において準用する特１１１条１項２号）（国際登録を基礎とした

意匠権に係るものを除く（意６０条の２１第３項）） 

＜期間＞意匠登録を無効にすべき旨の審決が確定した日から６月以内（意４５

条において準用する特１１１条２項） 

（１３）国際意匠登録出願が取り下げられ、又は国際意匠登録出願について拒絶を

すべき旨の査定若しくは審決が確定したときのジュネーブ改正協定第７条（２）

の個別の指定手数料（意６０条の２２第１項） 

  ＜期間＞国際意匠登録出願が取り下げられ、又は国際意匠登録出願について拒

絶をすべき旨の査定若しくは審決が確定した日から６月（意６０条の２２第２

項） 

   ただし、手数料の返還を請求する者がその責めに帰することができない理由

により、意匠法第６０条の２２第２項の規定する期間内にその請求をすること

ができないときは、その理由がなくなった日から１４日（在外者にあっては、

２月）以内でその期間の経過後６月以内にその請求をすることができる（意６

０条の２２第３項）。 

（１４）商標法第４１条の２第１項又は第７項の規定により商標権の存続期間満了
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前５年までに納付すべき登録料（商標権の存続期間満了前５年までに商標法第

４３条の３第２項の取消決定又は商標登録を無効にすべき旨の審決が確定し

た場合に限る。）（商４２条１項２号） 

＜期間＞商標権の存続期間の満了前５年までに第４３条の３第２項の商標登

録の取消決定又は商標登録を無効にすべき旨の審決が確定した日から６月以

内（商４２条２項） 

（１５）実用新案登録出願人又は実用新案権者でない者から実用新案技術評価の請

求があった後、その請求に係る実用新案登録に基づいて、実用新案登録に基づ

く特許出願がされたときに、実用新案法第１２条第７項の規定によりその請求

がなかったものとみなされたときの実用新案技術評価の請求の手数料（実５４

条の２第１項）注１  

  ＜期間＞原則として、実用新案法第１２条第７項の規定による通知から５年以

内（会計法３０条、３１条注 2）  

（１６）実用新案登録無効審判を実用新案登録に基づく特許出願がされた旨の通知

を受けた日から３０日以内に取り下げたときの審判の請求の手数料（実５４条

の２第２項） 

＜期間＞実用新案登録無効審判の請求を取り下げた日から６月以内（実５４条

の２第３項） 

 ただし、手数料の返還を請求する者がその責めに帰することができない理由

により、実用新案法第５４条の２第３項に規定する期間内にその請求をするこ

とができないときは、その理由がなくなった日から１４日（在外者にあっては、

２月）以内でその期間の経過後６月以内にその請求をすることができる（実５

４条の２第１２項）。 

（１７）実用新案登録無効審判の参加の申請を実用新案登録に基づく特許出願がさ

れた旨の通知を受けた日から３０日以内に取り下げたときの参加の申請の手

数料（実５４条の２第４項） 

＜期間＞参加申請を取り下げた日から６月以内（実５４条の２第７項） 

  ただし、手数料の返還を請求する者がその責めに帰することができない理由

により、実用新案法第５４条の２第７項に規定する期間内にその請求をするこ

とができないときは、その理由がなくなった日から１４日（在外者にあっては、

２月）以内でその期間の経過後６月以内にその請求をすることができる（実５

４条の２第１２項）。 

（１８）実用新案登録無効審判の参加人がその責めに帰することができない理由に

より実用新案登録に基づく特許出願がされた旨の通知を受けた日から３０日

以内に実用新案登録無効審判の参加の申請を取下げることができない場合に

おいて、その理由がなくなった日から１４日（在外者にあっては、２月）以内

でその期間の経過後６月以内に参加の申請を取り下げたときの参加の申請の

手数料（実５４条の２第６項） 

＜期間＞参加申請を取り下げた日から６月以内（実５４条の２第７項） 

  ただし、手数料の返還を請求する者がその責めに帰することができない理由
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により、実用新案法第５４条の２第７項に規定する期間内にその請求をするこ

とができないときは、その理由がなくなった日から１４日（在外者にあっては、

２月）以内でその期間の経過後６月以内にその請求をすることができる（実５

４条の２第１２項）。 

（１９）実用新案登録無効審判の参加の申請を取り下げないときに、実用新案登録

に基づく特許出願がされた旨の通知を受けた日から３０日以内に実用新案登

録無効審判が取り下げられたとき（審判手続を続行したときを除く。）の参加

の申請の手数料（実５４条の２第８項） 

＜期間＞実用新案登録無効審判の請求を取り下げた日から１年以内（実５４条

の２第９項） 

 ただし、手数料の返還を請求する者がその責めに帰することができない理由

により、実用新案法第５４条の２第９項に規定する期間内にその請求をするこ

とができないときは、その理由がなくなった日から１４日（在外者にあっては、

２月）以内でその期間の経過後６月以内にその請求をすることができる（実５

４条の２第１２項）。 

上記（３）から（５）まで及び（７）において、当該手続に対する却下処分を

不服として行政不服審査法による審査請求をした場合は、却下処分の手続に係る

手数料又は特許（登録）料の返還の請求は、裁決（却下・棄却）の送達があった

日から６月以内、又は審査請求を取り下げたときは取下書の提出日から６月以内

であれば認めることとする。また、当該行政不服審査法による審査請求の有無に

関わらず、当該手続に対する却下処分を不服として行政事件訴訟を提起した場合

は、却下処分の手続に係る手数料又は特許（登録）料の返還の請求は、判決（却

下・棄却）が確定した日から６月以内、又は訴えを取り下げたときは訴訟が終了

した日から６月以内であれば認めることとする。 

２．過誤納等の手数料又は特許（登録）料の返還の手続 

過誤納等の手数料又は特許（登録）料の返還を受けようとする者は、既納手数

料返還請求書（特施規様式第７５、実施規様式第１４の３、意施規様式第２１、

商施規様式第２３）、既納特許（登録）料返還請求書（特施規様式第７３、実施

規様式第１４の２、意施規様式第２０、商施規様式第２２）又は個別指定手数料

返還請求書（意施規様式第２１の２）を特許庁長官に提出しなければならない。 

また、特許法施行規則等に定めていない次の表の中欄に掲げる返還の請求を行

う場合は、同表の右欄に掲げる書式により既納手数料返還請求書又は既納特許

（登録）料返還請求書を作成し、特許庁長官に提出しなければならない。 

 

 返 還 の 請 求 書 式 

１ 併合納付に係る既納特許（登録）料の返還の請求 書式  

第５７ 

２ 現金納付（電子現金納付を含む）に係る未使用の手数料又は

特許（登録）料の返還の請求 

書式  

第５８ 
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３ 現金納付（電子現金納付を含む）に係る未使用の手数料又は

特許（登録）料の返還の請求（多件まとめて請求する場合） 

書式  

第５９ 

 

（改訂令和７・１）  

 

 
※ 1 特１１１条１項１号、２項、３項：意４５条において準用  
※ 2 特１９５条１１項、１２項、１３項：特例法４０条７項、国際出願法１８条３項、国

際出願法施規８２条２項において準用  
※ 3  現金手続省令７条３項：特例施規４１条の１０において準用  
※ 4 特１８条の２：実２条の５第２項、意６８条２項、商７７条２項、商附則２７条２項

｛商附則２３条｝、特例法４１条２項において準用  
※ 5 特１３３条の２：特７１条３項｛実２６条、意２５条３項、商２８条３項〔商６８条

３項〕｝、特１２０条の８第１項｛特１７４条１項｝、特１７４条２項、３項｛実４５条１

項、意５８条４項、商６１条〔商６８条５項〕、商附則２０条〔商附則２３条〕｝、特１７

４条４項、実４１条、意５２条、意５８条２項｛商６２条１項〔商６８条５項〕、商附則

２１条〔商附則２３条〕｝、意５８条３項｛商６２条２項〔商６８条５項〕｝、商５６条１

項｛商４３条の１５第１項〔商６０条の２第１項（商６８条５項）、商６８条４項〕、商

６８条４項｝、商附則１７条１項｛商附則２３条｝において準用  
※ 6 商５条の２第５項：商６８条１項において準用  

 

注記の準用条文は括弧を用いて記載されている。  

例「特５０条｛特６７条の４、１５９条２項〔特１７４条２項〕｝」は、  

「特５０条：特６７条の４、１５９条２項（特１７４条２項において準用）におい

て準用」を表す。  

 
注１返還の請求を要する旨の規定はないが、実務上は、手数料の返還先振込口座の確認の

ため、特例法第１５条第１項の規定による手続に係る申出による場合を除き、実用新案

技術評価の請求をした者からの返還の申出を求めることとし、実用新案法第１２条第７

項の規定による通知の際に返還の申出の手続を促す。  
注 2 会計法第３１条第２項により、消滅時効の完成猶予、更新等は民法の時効の規定が適

用される。実用新案法第５４条の２第１項の返還請求権は、他人による技術評価請求に

係る実用新案登録に基づいて特許出願がなされたときに発生するが、実用新案法第１２

条第７項の規定による通知の際に返還の申出の手続を促すことにより時効が更新される

（民法１５２条１項）。したがって、当該通知の後に新たに時効の完成猶予、更新等が

生じない限り、当該通知の送達があった日から５年で返還請求権は時効消滅する。  
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０７．５０  

 

手数料等の減免の申請の取扱い（特）  

 

 

１．手数料等の減免の内容  

「表」の第１欄に掲げる手数料等について、同表の第２欄に掲げる者が、自

己の出願についての出願審査の請求の手数料又は自己の特許権に係る第１年分

から第１０年分までの特許料の減免に係る申請書を出願審査請求書 注 １又は特

許料納付書の提出と同時 注 ２に提出した場合には、それぞれ同表の第４欄に掲

げる措置を行う。  

 「表」  

手数料等  減免の対象者  根拠規定  措置内容  

（１）出願

審査の請求

の手数料  

 

ア．生活保護法第１１条第

１項各号に掲げる扶助を

受けている者  

（→０７．５２）  

特許法１９５条の

２（手数料令 1条の

２第 1号イ）  

免除  

イ．市町村民税非課税の者

（→０７．５２）  

特許法１９５条の

２（手数料令 1条の

２第 1号ロ）  

ウ．個人所得税非課税の者

（→０７．５２）  

特許法１９５条の

２（手数料令 1条の

２第 1号ハ）  

１／２に軽減  

 

エ．個人事業税非課税の者

（→０７．５２）  

特許法１９５条の

２（手数料令 1条の

２第 1号ニ）  

オ．資本金３億円以下で法

人税非課税かつ他の法人

による特定支配関係がな

い（＊１）法人  

（→０７．５２）  

特許法１９５条の

２（手数料令 1条の

２第２号）  

カ．中小事業者（＊２）で

あって、他の中小事業者

（＊２）以外の法人によ

る特定支配関係がない

（＊１）者  

（→０７．５３）  

特許法１９５条の

２の２（特施令１

０条１号イからソ

まで）  
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（１）出願

審査の請求

の手数料  

 

キ．中小事業者（＊２）で

あって、研究開発要件を

満たす者  

（→０７．５４）  

特許法１９５条の

２の２（特施令１

０条２号イからニ

まで）  

１／２に軽減  

ク．大学等研究者  

（→０７．５５）  

特許法１９５条の

２の２（特施令１

０条３号イ）  

ケ．大学等  

（→０７．５５）  

特許法１９５条の

２の２（特施令１

０条３号ロ）  

コ．承認ＴＬＯ  

（→０７．５５）  

特許法１９５条の

２の２（特施令１

０条３号ハ）  

サ．試験研究独立行政法人  

又は試験研究特殊法人  

（→０７．５５）  

特許法１９５条の

２の２（特施令１

０条３号ニ）  

シ．試験独法関連ＴＬＯ

（→０７．５５）  

特許法１９５条の

２の２（特施令１

０条３号ホ）  

ス．公設試験研究機関を設

置する者  

（→０７．５５）  

特許法１９５条の

２の２（特施令１

０条３号ヘ）  

セ．試験研究地方独立行政

法人  

（→０７．５５）  

特許法１９５条の

２の２（特施令１

０条３号ト）  

ソ．小規模（＊３）の個人

事業主  

（→０７．５６）  

特許法１９５条の

２の２（特施令１

０条４号イ）  

１／３に軽減  

 

タ．小規模（＊３）企業で

あって他の中小事業者

（＊２）以外の法人によ

る特定支配関係がない

（＊１）法人  

（→０７．５６）  

特許法１９５条の

２の２（特施令１

０条４号ロ）  

チ．その事業を開始した日

以後１０年を経過してい

ない個人事業主  

（→０７．５７）  

特許法１９５条の

２の２（特施令１

０条５号イ）  
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（１）出願

審査の請求

の手数料  

ツ．資本金３億円以下で設

立後１０年を経過してお

らず、かつ特定法人（＊

４）以外の法人による特

定支配関係がない（＊

１）法人  

（→０７．５７）  

特許法１９５条の

２の２（特施令１

０条５号ロ）  

１／３に軽減  

テ．福島復興再生特別措置

法第８６条に規定する認

定福島復興再生計画に基

づいて事業を行う中小事

業者（＊２）  

（→０７．５８）  

特許法１９５条の

２の２（特施令１

０条６号）  １／４に軽減  

 

（ ２ ） 第 １

年 分 か ら 第

１ ０ 年 分 ま

での特許料  

 

ア．生活保護法第１１条第

１項各号に掲げる扶助を

受けている者  

（→０７．５２）  

 

特許法１０９条

（特施令９条１号

イ）  

免除  

（第１年分から  

第３年分まで）  

特許法１０９条

（特施令９条１号

イ）  

１／２に軽減  

（第４年分から  

第１０年分まで）  

イ．市町村民税非課税の者

（→０７．５２）  

特許法１０９条

（特施令９条１号

ロ）  

免除  

（第１年分から  

第３年分まで）  

特許法１０９条  

（特施令９条１号

ロ）  

１／２に軽減  

（第４年分から  

第１０年分まで）  

ウ．個人所得税非課税の者

（→０７．５２）  

特許法１０９条

（特施令９条１号

ハ）  

１／２に軽減  

エ．個人事業税非課税の者

（→０７．５２）  

特許法１０９条

（特施令９条１号

ニ）  

オ．資本金３億円以下で法

人税非課税かつ他の法人

による特定支配関係がな

い（＊１）法人  

（→０７．５２）  

特許法１０９条

（特施令９条２

号）  
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（ ２ ） 第 １

年 分 か ら 第

１ ０ 年 分 ま

での特許料  

 

カ．中小事業者（＊２）で

あって、他の中小事業者

（＊２）以外の法人によ

る特定支配関係がない

（＊１）者  

（→０７．５３）  

特許法１０９条の

２第１項（特施令

１０条１号イから

ソまで）  

１／２に軽減  

キ．中小事業者（＊２）で

あって、研究開発要件を

満たす者  

（→０７．５４）  

特許法１０９条の

２第１項（特施令

１０条２号イから

ニまで）  

ク．大学等研究者  

（→０７．５５）  

特許法１０９条の

２第１項（特施令

１０条３号イ）  

ケ．大学等  

（→０７．５５）  

特許法１０９条の

２第１項（特施令

１０条３号ロ）  

コ．承認ＴＬＯ  

（→０７．５５）  

特許法１０９条の

２第１項（特施令

１０条３号ハ）  

サ．試験研究独立行政法人  

又は試験研究特殊法人  

（→０７．５５）  

特許法１０９条の

２第１項（特施令

１０条３号ニ）  

シ．試験独法関連ＴＬＯ

（→０７．５５）  

特許法１０９条の

２第１項（特施令

１０条３号ホ）  

ス．公設試験研究機関を設

置する者  

（→０７．５５）  

特許法１０９条の

２第１項（特施令

１０条３号ヘ）  

セ．試験研究地方独立行政

法人  

（→０７．５５）  

特許法１０９条の

２第１項（特施令

１０条３号ト）  

ソ．小規模（＊３）の個人

事業主  

（→０７．５６）  

特許法１０９条の

２第１項（特施令

１０条４号イ）  

１／３に軽減  
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（ ２ ） 第 １

年 分 か ら 第

１ ０ 年 分 ま

での特許料  

タ．小規模（＊３）企業で

あって他の中小事業者

（＊２）以外の法人によ

る特定支配関係がない

（＊１）法人  

（→０７．５６）  

特許法１０９条の

２第１項（特施令

１０条４号ロ）  

１／３に軽減  

チ．その事業を開始した日

以後１０年を経過してい

ない個人事業主  

（→０７．５７）  

特許法１０９条の

２第１項（特施令

１０条５号イ）  

ツ．資本金３億円以下で設

立後１０年を経過してお

らず、かつ特定法人（＊

４）以外の法人による特

定支配関係がない（＊

１）法人  

（→０７．５７）  

特許法１０９条の

２第１項（特施令

１０条５号ロ）  

テ．福島復興再生特別措置

法第８６条に規定する認

定福島復興再生計画に基

づいて事業を行う中小事

業者（＊２）  

（→０７．５８）  

特許法１０９条の

２第１項（特施令

１０条６号）  
１／４に軽減  

（＊１）「特定支配関係がない」とは、ａ .及びｂ .に該当していることを指す  

（手数料令１条の２第２号ハ、特施令９条２号ハ、特施規７１条３項）。  

ａ．申請人以外の単独の法人が株式総数又は出資総額の１／２以上の株式又

は出資金を有していないこと。  

ｂ．申請人以外の複数の法人が株式総数又は出資総額の２／３以上の株式又

は出資金を有していないこと。  

（＊２）「中小事業者」とは、申請書を提出する日において特許法施行令第１０

条第１号のいずれかに該当する者を指す。  

（＊３）「小規模」とは、常時使用する従業員の数が２０人（商業又はサービス

業に属する事業を主たる事業として営む者にあっては５人）以下であること

を指す。  

（＊４）「特定法人」とは、資本金の額又は出資の総額が３億円以下の法人を指

す（特施令９条２号イ、１０条５号ロ）。  

２．申請書の省略  

減免に係る申請人は、出願審査請求書 注 １又は特許料納付書にａ．及びｂ．

の事項を記載することにより、申請書の提出を省略することができる（特施規
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７２条３項、７３条３項）。また、電子情報処理組織を使用して出願審査の請

求の手数料又は特許料の減免に係る申請を伴う出願審査の請求又は特許料の納

付を行う場合は、出願審査請求書 注 １又は特許料納付書にａ．及びｂ．の事項

を記録しなければならない（特例施規１２条）。  

なお、第１年分から第３年分の特許料に係る免除の申請をする者にあっては

（国又は免除を受ける者以外の者との共有に係る場合を除く。）、特許料減免申

請書の提出を省略することができない。  

ａ．出願審査請求書 注 １においては、特許法等関係手数料令第１条の３第１

項各号又は同条第２項各号。特許料納付書においては、特許法施行令第１１

条第１項各号又は同条第２項各号。  

ｂ．申請書の提出を省略する旨  

３．申請書に添付する証明書の省略  

減免に係る申請人は、申請書にそれぞれの要件に該当することを証する書面

（以下「証明書」という。）を添付しなければならないが、特許庁長官がその

必要がないと認めるときは、申請書に証明書を添付することを省略させること

ができる（特施令１１条、手数料令１条の３、特施規７４条、７４条の２）。  

実務上、減免の要件を満たす対象者が、特許法施行規則第７２条又は第７３

条の規定に従って適式に減免に係る申請を行った場合は、証明書の添付の必要

がないと認め、これを省略させることができるものとして取り扱う。  

４．出願審査の請求の手数料の減免適用件数の限度  

減免の要件を満たす対象者のうち一部の者に対しては、出願審査の請求の手

数料の減免の適用件数につき、上限が定められている。  

（１）対象者  

上記４．の減免の適用件数の制限を受ける者は、次に掲げる者である。  

ア．特許法第１９５条の２ただし書の政令で定める者以外の者（手数料

令１条の５第１項）  

ａ．個人所得税非課税の者 (手数料令１条の２第１号ハ ) 

ｂ．個人事業税非課税の者 (手数料令１条の２第１号ニ ) 

ｃ．資本金３億円以下で法人税非課税かつ他の法人による特定支配関係

がない法人（手数料令１条の２第２号）  

イ．特許法第１９５条の２の２ただし書の政令で定める者以外の者（手

数料令１条の５第２項）  

ａ．中小事業者であって、他の中小事業者以外の法人による特定支配

関係がない者（特施令１０条１号イからソまで）  

ｂ．中小事業者であって、研究開発要件を満たす者（特施令１０条２

号イからニまで）  

（２）上限件数  

４．（１）ア .及びイ．の対象者が各年度で減免を受けられる上限件数

は、１８０件（基準件数 注 4）であり（特施規７５条）、加えて、特許法第１
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９５条の２ただし書及び同法第１９５条の２の２ただし書で以下の要件が定

められている。  

特許法第１９５条の２ただし書で定める件数は、各年度 注 3において、基準

件数注 4から、当該年度において同法第１９５条の２の２の規定による出願審

査の請求の手数料の減免を受けた特許出願の件数を減じた件数とする（手数

料令１条の６第１項）。  

同様に、特許法第１９５条の２の２ただし書で定める件数は、各年度注 3に

おいて、基準件数 注 4から、当該年度において同法第１９５条の２の規定によ

る出願審査の請求の手数料の減免を受けた特許出願の件数を減じた件数とす

る（手数料令１条の６第２項）。  

例えば、４．（１）ア．の対象者が特１９５条の２の要件で１年度に合計

２０件の減免申請をした場合、同一の者が４．（１）イ．の対象者として特

１９５条の２の２の要件で減免申請をすることができる当該年度の件数は１

６０件までとなる。  

５．減免を受ける者を含む者の共有に係る減免の適用について  

（１）手続の方法  

特許法第１０７条第３項又は第１９５条第６項の規定により、国又は減免

を受ける者を含む者の共有に係る場合であって持分の定めがあるときは、持

分の割合に応じて減免が受けられる 注 5。これらの規定の適用を受けようとす

るときは、出願審査請求書 注 １又は特許料納付書に、国を含む者の共有に係

るときは「【持分の割合】」の欄に国以外のすべての者の持分の割合を、そ

れ以外の減免を受ける者を含む者の共有に係るときは、出願審査請求書は

「【手数料に関する特記事項】」、特許料納付書は「【特許料等に関する特

記事項】」、手続補正書 注 6又は誤訳訂正書 注 7は「【その他】」の欄に減免を

受ける旨、減免を受ける者及びその者の持分の割合をそれぞれ記載するとと

もに、「【その他】」の欄に正規の納付金額に対する出願審査の請求の手数

料又は特許料の金額（減免を受ける者にあっては、その減免後の金額）に持

分の割合を乗じて得た額を合算して得た額の割合 注 8を記載し、持分を証明す

る書面を添付して提出しなければならない。  

ただし、特許庁長官がその提出の必要が無いと認めるときは、当該持分を

証明する書面（以下「持分証明書」という。）の提出を省略させることがで

きる（出願審査請求書：特施規２７条４項、３１条の２第２項、様式第４４

備考５及び６。手続補正書：特施規２７条４項、３１条の２第２項、様式１

３備考１８及び１９。誤訳訂正書：特施規２７条４項、３１条の２第２項、

様式１５の２備考１０及び１１。特許料納付書：特施規６９条２項及び３

項、様式第６９備考６及び７、様式第７０備考３及び４。）。  

実務上、国又は減免を受ける者を含む者の共有に係る場合において、特許

法施行規則第２７条第４項又は第６９条第２項の規定に従って、適式に持分

の記載を行った場合には、持分証明書の提出の必要がないと認め、これを省
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略させることができるものとして取り扱う 注 9。  

（２）出願審査請求書の記載例  

（例）○○○○省東北地方○○局長（持分１／３）と国立大学法人○○○

○大学（持分１／３）と株式会社○○○○（小規模企業）（持分１／３）

の共有の場合において、審査請求料減免申請書の提出を省略する場合。  

（記載例）  

【書類名】  出願審査請求書  

・（略）  

【請求項の数】    １  

・（略）  

【出願の表示】  

【出願番号】  特願２０○○－○○○○○○  

【請求人】  

【識別番号】・・・・・・・・・・  

【住所又は居所】・・・・・・・・・・・・・・・・・  

【氏名又は名称】○○○○省東北地方○○局長  

【請求人】（＊１）  

【識別番号】・・・・・・・・・・  

【住所又は居所】・・・・・・・・・・・・・・・・・  

【氏名又は名称】国立大学法人○○○○大学  

【代表者】○○  ○○  

【請求人】（＊１）  

【識別番号】・・・・・・・・・・  

【住所又は居所】・・・・・・・・・・・・・・・・・  

【氏名又は名称】株式会社○○○○  

【代表者】○○  ○○  

・（略）  

【持分の割合】    ２／３  

【手数料の表示】  

【予納台帳番号】○○○○○○  

【納付金額】  

【手数料に関する特記事項】（＊２）  

特許法施行令第１０条第３号ロに掲げる者に該当する請求人である。

（国立大学法人○○○○大学  持分１／３）。減免申請書の提出を省略

する。  

特許法施行令第１０条第４号ロに掲げる者に該当する請求人である。

（株式会社○○○○  持分１／３）。減免申請書の提出を省略する。  

【その他】  手数料の納付の割合５／１８  

（＊１）【請求人】の欄には、減免を受ける者を含めて記載する。  
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（＊２）【手数料に関する特記事項】には、減免を受けるための根拠条文を、

「特許法施行令第１０条第○号○に掲げる・・・」のように号の細分

（イ、ロ等）まで 注 10記載しなければならない（特施規様式第４４備考

６）。  

（３）特許料納付書の記載例  

（例）○○  ○○（市町村民税非課税の者）（持分１／５）と○○県（公

設試験研究機関）（持分１／５）と独立行政法人○○○○（試験研究独立

行政法人）（持分１／５）と○○○○株式会社（持分２／５）の共有の場

合において、特許料減免申請書の提出を省略する場合。  

（記載例）  

【書類名】  特許料納付書  

・（略）  

【出願番号】  特願２０○○－○○○○○○  

【請求項の数】    １  

【特許出願人】（＊１）  

【住所又は居所】・・・・・・・・・・・・・・・・・  

【氏名又は名称】○○  ○○  

【特許出願人】（＊１）  

【住所又は居所】・・・・・・・・・・・・・・・・・  

【氏名又は名称】○○県  

【特許出願人】（＊１）  

【住所又は居所】・・・・・・・・・・・・・・・・・  

【氏名又は名称】独立行政法人○○○○  

【特許出願人】  

【氏名又は名称】○○○○株式会社  

・（略）  

【納付年分】     第１年分から第３年分  

【特許料等に関する特記事項】（＊２）   

特許法施行令第９条第１号ロに掲げる要件に該当する特許出願人である。

（○○  ○○  持分１／５）。減免申請書の提出を省略する。  

特許法施行令第１０条第３号ヘに掲げる者に該当する特許出願人である。

（○○県  持分１／５）。減免申請書の提出を省略する。  

特許法施行令第１０条第３号ニに掲げる者に該当する特許出願人である。

（独立行政法人○○○○  持分１／５）。減免申請書の提出を省略する。  

【特許料の表示】  

【予納台帳番号】○○○○○○  

【納付金額】  

【その他】  特許料の納付の割合３／５  

（＊１）【特許出願人】の欄には減免を受ける者を含めて記載し、減免を受け
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る者は、【特許出願人】の欄の次に【住所又は居所】及び【氏名又は名称】

の欄を設けて記載する。  

（＊２）【特許料等に関する特記事項】には、減免を受けるための根拠条文を、

「特許法施行令第１０条第○号○に掲げる・・・」のように号の細分（イ、

ロ等）まで 注 1 0記載しなければならない（特施規様式第６９備考７）。  

 

 

（改訂令和６・４）  

 

 

 
注 １  出願審査の請求後に、手続補正書の提出により請求項の数を増加する補正をする場

合にあっては当該手続補正書、誤訳訂正書の提出により請求項の数を増加する補正を

する場合にあっては当該誤訳訂正書（特施規１１条４項、１１条の２第２項、２７条

４項）。  
注 ２  特許料の免除を受ける者にあっては、特許法第１０８条第１項に規定する期間内

（特施規７２条２項）。  
注 ３  毎年４月１日から翌年３月３１日までをいう（手数料令１条の６第１項）。  
注 ４  特許法第１０９条の２第２項に規定する中小企業者以外の会社の平均的な出願審査

の請求の件数を勘案して経済産業省令で定める件数をいう（手数料令１条の６第１

項）。  
注 ５  出願時に出願人の権利の持分を届け出たとき又は出願後に特許法第３４条第４項若

しくは第５項の規定により出願人の権利の持分を届け出たときであって、その届け出

ている持分（特許登録令施行規則第７条第５項又は第２８条第３項に基づき登録原簿

に記録されている持分を含む。以下同じ。）に変更がないときは、出願審査の請求書

等の手続書類又は特許料納付書の所定の箇所に、届け出ている持分を記載する。すで

に届け出ている持分を変更したときは、その事実を証明する書面を添付して、出願人

名義変更届又は移転登録申請書を提出する。  

注 ６  特許法施行規則第１１条第４項の補正に係るものに限る。  
注 ７  特許法施行規則第１１条の２第２項において準用する同規則第１１条第４項の規定

により請求項の数を増加する補正に係るものに限る。  
注 ８  誤訳訂正書については、特許法第１９５条第２項に規定する出願審査の請求の手数

料の正規の金額に対する特許法施行規則第１１条の２第２項において準用する同規則

第１１条第４項に規定する手数料の金額（減免を受ける者にあっては、その減免後の

金額）に持分の割合を乗じて得た額を合算して得た額の割合を記載する。  
注 ９  特許法施行規則第２７条第３項の規定に従って適式に持分の記載を行った場合も、

同様に取り扱う。  
注 1 0 特許法施行令第９条第２号、１０条第６号及び手数料令第１条の２第２号の条文を

記載する場合は、「特許法施行令第○条第○号に掲げる・・・」のように号まで記載

する。  
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０７．５１  

 

特許法の規定による出願審査の請求の手

数料若しくは実用新案法の規定による実

用新案技術評価の請求の手数料の減免又

は特許料若しくは登録料の減免若しくは

猶予を受けるための申請書に添付する証

明書について（特・実）  

 

 

特許法の規定に係る出願審査の請求の手数料又は特許料の減免を受ける者は、

申請書を提出する日においてそれぞれの要件に該当していなければならない（手

数料令１条の２、特施令９条、１０条）から、その要件に該当する者であること

を証明する書面（以下「証明書」という。）は、申請をする際に取得し得る最新

のものを提出する。  

例えば、市町村民税非課税の者による減免の申請に際し、申請書に添付する証

明書は、申請時に各市役所等が交付している最新年度の証明書である。各市町村

等が前年の所得に基づいて本年度の住民税額の確定を行うまでの４月から約２ヶ

月の間は、前々年の所得に基づく前年度の証明書が最新のものであり、証明書の

年度が切り替わった後は、本年度の証明書が最新年度のものである。  

なお、証明書を取得した時から減免の申請までの間に年度の切り替わりがない

場合は、減免の申請前に取得した証明書を添付しても差し支えない。  

また、実用新案法の規定に係る実用新案技術評価の請求の手数料の減免又は登

録料の減免若しくは猶予を受けるための申請書に添付する証明書についても同様

に取り扱う。  

 

 

（新規平成３１・４）  
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個人又は法人を対象とした手数料等の減

免について（特施令９条、手数料令１条

の２）（特）  

 

 

１．減免の要件及び内容  

「表１」の第１欄に掲げる手数料等について、減免に係る申請書を提出する

日において同表の第２欄の要件に該当する者が、自己の出願についての出願審

査の請求の手数料又は自己の特許権に係る第１年分から第１０年分までの特許

料の減免に係る申請書を提出した場合には、それぞれ同表の第３欄に掲げる措

置を行う（特１０９条、１９５条の２、特施令９条、１１条１項、１２条１項、

２項、手数料令１条の２、１条の３第１項、１条の４第１項、２項）。  

なお、減免に係る申請書は、出願審査請求書 注 １又は特許料納付書の提出と

同時に（特許料の免除を受ける者にあっては、特許法第１０８条第１項に規定

する期間内に）提出しなければならない（特施規７２条２項、７３条２項）。  

「 表 １ 」  

手数料等  要件  措置内容  

（１）出願審査の請

求の手数料  

ア．生活保護法第１１条第１項各号に掲

げる扶助を受けていること  

免除  

イ .市町村民税が課されていないこと  免除  

ウ .個人所得税が課されていないこと  １／２に軽減  

エ .個人事業税が課されていないこと  １／２に軽減  

オ .資本金３億円以下で法人税非課税か

つ他の法人による特定支配関係がない

法人  

１／２に軽減  

（２）第１年分から

第１０年分まで

の特許料  

ア .生活保護法第１１条第１項各号に掲

げる扶助を受けていること  

免除  

（第１年分から

第３年分ま

で）  

１／２に軽減  

（第４年分から

第１０年分ま

で）  
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（２）第１年分から

第１０年分まで

の特許料  

イ .市町村民税が課されていないこと  免除  

（第１年分から

第３年分ま

で）  

１／２に軽減  

（第４年分から

第１０年分ま

で）  

ウ .個人所得税が課されていないこと  １／２に軽減  

エ .個人事業税が課されていないこと  １／２に軽減  

オ .資本金３億円以下で法人税非課税か

つ他の法人による特定支配関係がない

法人  

１／２に軽減  

２ ． 申 請 書 に 添 付 す る 証 明 書 注 2  

特 許 庁 長 官 が 必 要 が な い と 認 め る と き は 、 申 請 書 に 証 明 書 を 添 付 す

る こ と を 省 略 さ せ る こ と が で き る （ 特 施 規 ７ ４ 条 柱 書 ） 。  

実 務 上 、 減 免 の 要 件 を 満 た す 対 象 者 が 、 特 許 法 施 行 規 則 第 ７２条又

は第７３条の規定に従って適式に減免に係る申請を行った場 合 は 、 証 明 書 の

添 付 の 必 要 が な い と 認 め 、 こ れ を 省 略 さ せ る こ と が で き る も の と し て

取 り 扱 う 。  

証 明 書 を 添 付 す る 場 合 に お い て は 以 下 の と お り と す る 。  

（１）個人の場合  

「表２」の要件のいずれかに該当する個人が、申 請 書 に 添 付 す る 証 明 書

は 、 同表の右欄に掲げるものである（特施令１１条１項、手数料令１条の

３第１項、特施規７４条１号から４号）。  

「表２」  

要 件 証 明 書 

ア．生活保護法第１１条第１項各号に掲げる扶

助を受けていること  

生活保護証明書  

（写しも可）  

イ．市町村民税が課せられていないこと  

（注１）  

市町村民税非課税証明書  

（写しも可）  

ウ．所得税が課せられていないこと  

（注２）  

所得税非課税証明書  

（写しも可）  

エ．事業税が課されていないこと  

（注３）  

事業税に係る納税証明書  

（写しも可）  

（注１）所得税法第２条第１項第５号に規定する非居住者（以下「非居住者」

という。）については、同法第２３条から第３５条まで及び第６９条の規

定に準じて計算した各種所得の合算した金額が１５０万円以下であること

（手数料令１条の２第１号ロ、特施令９条１号ロ、特施規７０条１項、２
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項）。  

（注２）非居住者については、所得税法第２３条から第３５条まで及び第６９

条の規定に準じて計算した各種所得の合算した金額が２５０万円以下であ

ること（手数料令１条の２第１号ハ、特施令９条１号ハ、特施規７０条１

項、３項）。  

（注３）非居住者については、所得税法第２６条及び第２７条の規定に準じて

計算した不動産所得及び事業所得を合算した金額が２９０万円以下である

こと（手数料令１条の２第１号ニ、特施令９条１号ニ、特施規７０条４項、

５項）。  

（２）法人の場合  

「表３」のア .からウ．までのすべての要件を満たす法人が申 請 書 に 添   

付 す る 証 明 書 は 、 法 人 の 類 型 に よ り 同表の右欄に掲げるものである（特

施令１１条１項、手数料令１条の３第 1項、特施規７４条５号）。  

「表３」  

法人の類型  

要 件 及 び 証 明 書 

ア．資本金３億円

以下であること  

（注１）  

イ．法人税が課せら

れていないこと  

 

ウ．他の法人によ

る特定支配関係

がないこと  

（注５）  

会社  

株式会社  

特例有限会社  

合同会社  

合名会社  

合資会社  

定款、法人登記事

項証明書又は前事

業年度の貸借対照

表  

（注２）  

法人税確定申告書別

表第１の写し又は納

税証明書（写しも

可）  

（注３）  

（注４）  

 

法人税確定申告書

別表第２の写し又

は株主名簿若しく

は出資者の名簿  

（注４）  

一般財団法人・

一般社団法人  

前事業年度の貸借

対照表  

 

同 上 

 

不 要 

協同組合  定款、法人登記事

項証明書又は前事

業年度の貸借対照

表（注２）  

同 上 

 

法人税確定申告書

別表第２の写し又

は出資者の名簿  

（注４）  

 出資を有し

ない協同組

合  

前事業年度の貸借

対照表  

同 上 

 

不 要 

（注１）資本金又は出資を有しない法人の場合については、前事業年度末の貸

借対照表に計上されている総資産の帳簿価額から当該貸借対照表に計上さ

れている総負債の帳簿価額を控除した金額（当該貸借対照表に、当該事業
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年度に係る利益の額が計上されているときは、その額を控除した金額とし、

当該事業年度に係る欠損金の額が計上されているときは、その額を加算し

た金額とする。）の６０／１００に相当する金額が３億円以下であること

（手数料令１条の２第２号イ、特施令９条２号イ、特施規７１条１項）。  

（注２）定款については、申請をする時点において申請者が要件を満たす者で

あることを証明する最新の内容であること。法人登記事項証明書について

は、情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成１４年法律

第１５１号）第１１条の規定に基づき、特許庁が電子情報処理組織を使用

して、証明書面等により確認すべき事項に係る情報を入手し、又は参照す

ることができる場合には、添付することを要しない。  

（注３）更正通知及び修正通知がある場合にはこれらの書面も含む。  

（注４）法人税確定申告書については、減免申請日に取得できる最新のものと

する。  

（注５）「特定支配関係がない」とは、ａ .及びｂ .に該当していることを指す  

（手数料令１条の２第２号ハ、特施令９条２号ハ、特施規７１条３項）。  

ａ．申請人以外の単独の法人が株式総数又は出資総額の１／２以上の

株式又は出資金を有していないこと。  

ｂ．申請人以外の複数の法人が株式総数又は出資総額の２／３以上の

株式又は出資金を有していないこと。  

３．減免の適用件数の限度  

減免の要件を満たす対象者のうち一部の者に対しては、出願審査の請求の手

数料の減免の適用件数に上限が定められている（→０７．５０）。  

 

 

（改訂令和６・４）  

 

 
注 １  手続補正書の提出により請求項の数を増加する補正をする場合にあっては当該手続

補正書、誤訳訂正書の提出により請求項の数を増加する補正をする場合にあっては当

該誤訳訂正書（特施規１１条４項、１１条の２第２項、２７条４項）。  
注 2  同時に二以上の減免申請書の提出をする場合において提出すべき証明書の内容が同

一であり他の減免申請書に証明書の添付をするとき、又は既に他の減免申請書に証明

書を添付して提出した場合において証明書に記載した事項に変更がないときは、当該

減免申請書にその旨を記載して、当該証明書の添付を省略することができる（特施規

１０条１項、２項）。  
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０７．５３  

 

中小事業者を対象とした手数料等の軽減に

ついて（特施令１０条１号）（特） 

 

 

１．軽減の要件と内容  

（１）軽減の要件と内容  

軽減に係る申請書を提出する日において、次のア．からウ．までのいずれか

に該当する中小事業者（以下「中小事業者」という。）が、他の中小事業者以

外の法人による特定支配関係がない注 １場合には、自己の出願についての出願

審査の請求の手数料及び自己の特許権に係る第１年分から第１０年分までの特

許料が１／２に軽減される（特１０９条の２第１項、１９５条の２の２、特施

令１０条１号、１２条３項、手数料令１条の４第３項）。  

なお、軽減に係る申請書は、出願審査請求書 注 ２又は特許料納付書の提出と

同時に提出しなければならない（特施規７２条２項、７３条２項）。  

（２）中小事業者の要件  

ア．個人事業主  

それぞれの業種において、従業員数が「表１」の数以下であること。  

イ．会社  

それぞれの業種において、従業員数が「表１」の数以下であること又は

資本金若しくは出資の額が「表１」の額以下であること。  

ウ．組合等  

以下のいずれかに該当するものであること。  

ⅰ）企業組合  

ⅱ）協業組合  

ⅲ）事業協同組合及び事業協同小組合並びに協同組合連合会  

ⅳ）農業協同組合及び農業協同組合連合会  

ⅴ）漁業協同組合、漁業協同組合連合会、水産加工業協同組合及び水産

加工業協同組合連合会  

ⅵ）森林組合及び森林組合連合会  

ⅶ）商工組合及び商工組合連合会  

ⅷ）商店街振興組合及び商店街振興組合連合会  

ⅸ）消費生活協同組合及び消費生活協同組合連合会  

ⅹ）酒造組合、酒造組合連合会及び酒造組合中央会であって、その直接

又は間接の構成員たる酒類製造業者の３分の２以上において、従業員

数が３００人以下又は資本金若しくは出資の額が３億円以下に該当す

るもの  

ⅺ）酒販組合、酒販組合連合会及び酒販組合中央会であって、その直接

又は間接の構成員たる酒類販売業者の３分の２以上において、従業員
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数が５０人（酒類卸売業者については、１００人）以下又は資本金若

しくは出資の額が５千万円（酒類卸売業者については、１億円）以下

に該当するもの  

ⅻ）特定非営利活動促進法第２条第２項に規定する特定非営利活動法人

であって、従業員数が３００人（小売業については、５０人、卸売業

又はサービス業については、１００人）以下に該当するもの  

「表１」  

業種  従業員数  
資本金  

又は出資の額  

イ ． 製 造 業 、 建 設 業 、 運 輸 業 そ の 他 の 業 種

（ロ．からト．までに掲げる業種を除く）  

３００人  ３億円  

ロ．卸売業  １００人  １億円  

ハ．サービス業（へ．及びト．に掲げる業種を

除く）  

１００人  ５千万円  

ニ．小売業  ５０人  ５千万円  

ホ．ゴム製品製造業（自動車又は航空機用タイ

ヤ及びチューブ製造業並びに工業用ベルト製

造業を除く。）  

９００人  ３億円  

へ．ソフトウェア業又は情報処理サービス業  ３００人  ３億円  

ト．旅館業  ２００人  ５千万円  

 

２．申請書に添付する証明書注 3 

特許庁長官が必要がないと認めるときは、申請書に証明書を添付することを

省略させることができる（特施規７４条の２柱書）。  

実務上、軽減の要件を満たす対象者が、特許法施行規則第７２条又は第７３

条の規定に従って適式に軽減に係る申請を行った場合は、証明書の添付の必要

がないと認め、これを省略させることができるものとして取り扱う。  

証明書を添付をする場合においては以下のとおりとする。  

軽減に係る申請書に添付する証明書は、申請者が個人、会社、組合等の別に

より、「表２」の右欄に掲げるものである（特施令１１条２項、手数料令１条

の３第２項、特施規７４条の２第１号及び２号）。  
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「表２」  

要 件 
証 明 書 

個人事業主  会社  組合等  

ア．中小事業者

であること  

・常時使用する

従業員の数を証  

する書面  

 

・主たる事業を

確認するための

書類（自社パン

フレット等）  

・資本の額又は出資

の総額を証明する書

面（定款、法人登記

事項証明書又は貸借

対照表）又は常時使

用する従業員の数を

証する書面（＊１）  

 

・主たる事業を確認

するための書類（自

社パンフレット等）  

・上記１．

(２ )ウ .ⅹ）か

らⅻ）に該当

する組合等に

ついては、資

本の額若しく

は出資の総額

を証明する書

面又は常時使

用する従業員

の数を証する

書面  

イ．他の中小事

業者以外の法人

による特定支配

関係がない 注 １こ

と  

・不要  ・法人税確定申告書

別表第２の写し又は

株主名簿若しくは出

資者名簿（＊２）  

・法人税確定

申告書別表第

２の写し又は

出資者名簿

（＊２）（＊

３）  

（＊１）法人登記事項証明書については、情報通信技術を活用した行政の推進等

に関する法律（平成１４年法律第１５１号）第１１条の規定に基づき、特

許庁が電子情報処理組織を使用して、証明書面等により確認すべき事項に

係る情報を入手し、又は参照することができる場合には、添付することを

要しない。  

（＊２）特定支配関係を持っている法人がある場合でも、当該法人が中小事業者

である場合には、中小事業者に該当することを証する書面。  

（＊３）出資を有しない組合等の場合は不要。  

３．減免の適用件数の限度  

上記１．の減免の要件を満たす対象者に対しては、出願審査の請求の手数料

の減免の適用件数に上限が定められている（→０７．５０）。  

 

 

（改訂令和６・４）  

 

 
注 １「特定支配関係がない」とは、ａ .及びｂ .に該当していることを指す（手数料令１

条の２第２号ハ、特施令９条２号ハ、特施規７１条３項）。  
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ａ．申請人以外の単独の法人が株式総数又は出資総額の１／２以上の株式又は出資

金を有していないこと。  

ｂ．申請人以外の複数の法人が株式総数又は出資総額の２／３以上の株式又は出資

金を有していないこと。  
注 ２  手続補正書の提出により請求項の数を増加する補正をする場合にあっては当該手続

補正書、誤訳訂正書の提出により請求項の数を増加する補正をする場合にあっては

当該誤訳訂正書（特施規１１条４項、１１条の２第２項、２７条４項）。  
注 3 同時に二以上の減免申請書の提出をする場合において提出すべき証明書の内容が同

一であり他の減免申請書に証明書の添付をするとき、又は既に他の減免申請書に証明

書を添付して提出した場合において証明書に記載した事項に変更がないときは、当該

減免申請書にその旨を記載して、当該証明書の添付を省略することができる（特施規

１０条１項、２項）。  
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０７．５４  

 

研究開発要件を満たす中小事業者を対象と

した手数料等の軽減について（特施令１０

条２号）（特） 

 

 

１ ． 軽 減 の 要 件 と 内 容  

（１）軽 減 の 要 件 と 内 容  

軽減に係る申請書を提出する日において、次の研究開発要件を満たす中小

事業者 注 １は、自己の出願についての出願審査の請求の手数料及び自己の特

許権に係る第１年分から第１０年分までの特許料が１／２に軽減される（特

１０９条の２第１項、１９５条の２の２、特施令１０条２号、１２条３項、

手数料令１条の４第３項）。  

なお、軽減に係る申請書は、出願審査請求書 注 ２又は特許料納付書の提出

と同時に提出しなければならない（特施規７２条２項、７３条２項）。  

（２）研究開発要件  

ア．個人事業主（以下のａ．、ｃ．及びｄ．までのいずれかを満たすこと）  

イ．会社（以下のｂ．からｄ．までのいずれかを満たすこと）  

ウ．組合等（以下のｂ．からｄ．までのいずれかを満たすこと）  

ａ．申請書提出日の属する年の前年１年間（申請書提出日の属する月が１

月～３月の場合は、前々年）における試験研究費及び開発費の合計額が、

事業所得に係る総収入金額の３％を超えること。ただし、申請書提出日

において事業を開始した日以後２７月を経過せず、試験研究費等比率を

算定できない場合は、常勤の研究者の数が２人以上であり、当該研究者

の数が、事業主及び従業員の数の合計の１／１０以上であること。  

ｂ．申請書提出日の属する事業年度の前事業年度（申請書提出日が前事業

年度経過後２月以内の場合は、前々事業年度）における試験研究費及び

開発費の合計が、総収入金額から固定資産又は有価証券の譲渡による収

入金額を控除した金額の３％を超えること。ただし、申請書提出日にお

いて設立の日以後２６月を経過せず、試験研究費等比率を算定できない

場合は、常勤の研究者の数が２人以上であり、当該研究者の数が、常勤

の役員及び従業員の数の合計の１／１０以上であること。  

ｃ．その特許発明又は発明が科学技術・イノベーション創出の活性化に関

する法律第２条第１６項に規定する指定補助金等を交付された新技術に

関する研究開発の事業の成果に係るもの（当該事業の終了の日から起算

して２年以内に出願されたものに限る。）であって、当該指定補助金等

を交付された者であること。  

ｄ．その特許発明又は発明が中小企業等経営強化法第１５条第２項に規定

する承認経営革新計画に従って行われる経営革新のための事業の成果に
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係るもの（当該承認経営革新計画の終了の日から起算して２年以内に出

願されたものに限る。）又はその成果を実施するために必要となるもの

として当該承認経営革新計画に従って承継したものであって、当該経営

革新のための事業を行う者であること。  

２．申請書に添付する証明書注３  

特許庁長官が必要がないと認めるときは、申請書に証明書を添付することを

省略させることができる（特施規７４条の２柱書）。  

実務上、軽減の要件を満たす対象者が、特許法施行規則第７２条又は第７３

条の規定に従って適式に軽減に係る申請を行った場合は、証明書の添付の必要

がないと認め、これを省略させることができるものとして取り扱う。  

証明書を添付する場合においては以下のとおりとする。  

軽減に係る申請書に添付する証明書は、申請者が個人事業主、会社、組合等

の別によりそれぞれ中小事業者要件及び研究開発要件を満たすことを証明する

書面として、以下に掲げるものである（特施令１１条２項、手数料令１条の３

第２項、特施規７４条の２第３号から９号）。  

（１）個人事業主  

ア . 中小事業者 注 １であること  

常時使用する従業員の数を証する書面及び主たる事業を確認するための

書類（自社のパンフレット等）（→０７．５３「「表２」ア．」）  

イ . 研究開発要件を満たすこと（以下のａ．から d．までのいずれかの書面）  

ａ．前年（又は前々年）１年間の財務諸表等、試験研究費等比率を確認で

きる書類（税理士・公認会計士による証明書でも可）  

ｂ．事業開始日を証明する書面（事業開始届等）並びに常勤の研究者数及

び従業員数を確認できる書面（日本国内に住所若しくは居所又は主たる

事務所若しくは営業所の所在地を有しない者における研究者数比率につ

いては、特許管理人による証明書によるものとする。）  

ｃ．交付された指定補助金等により事業を行う者であることを証明する書

面（補助事業計画書の写し及び補助金交付決定通知書の写し）及びその

申請に係る特許発明又は発明が指定補助金等を交付された事業の成果に

係るものであることを証明する書面  

ｄ．経営革新計画の承認に基づく事業を行う者であることを証明する書面

（「経営革新計画」の写し及び承認書の写し）及びその申請に係る特許

発明又は発明が承認事業の成果に係るもの又はその成果を実施するため

に必要となるものとして当該承認経営革新計画に従って承継したもので

あることを証明する書面  

（２）会社  

ア . 中小事業者 注 １であること  

資本の額若しくは出資の総額を証明する書面（定款、法人登記事項証明

書 注 ４又は賃貸借対照表）又は常時使用する従業員の数を証する書面及び

主たる事業を確認できる書類（自社パンフレット等）（→０７．５３
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「「表２」ア．」）  

イ．研究開発要件を満たすこと（以下のａ．からｄ．までのいずれかの書面）  

ａ．前事業年度（又は前々事業年度）の財務諸表等、試験研究費等比率を

確認できる書類  

ｂ．設立年月日を証明する書面（法人登記事項証明書等 注 ４）並びに常勤

の研究者数、常勤の役員数及び従業員数を確認できる書面（日本国内に

住所若しくは居所又は主たる事務所若しくは営業所の有しない者におけ

る従業員数比率については、特許管理人による証明書によるものとす

る。）  

ｃ．交付された指定補助金等により事業を行う者であることを証明する書

面（補助事業計画書の写し及び補助金交付決定通知書又は委託契約書の

写し）及びその申請に係る特許発明又は発明が指定補助金等を交付され

た事業の成果に係るものであることを証明する書面  

ｄ．経営革新計画の承認に基づく事業を行う者であることを証明する書面

（「経営革新計画」の写し及び承認書の写し）及びその申請に係る特許

発明又は発明が承認事業の成果に係るもの又はその成果を実施するため

に必要となるものとして当該承認経営革新計画に従って承継したもので

あることを証明する書面  

（３）組合等  

ア . 中小事業者 注 １であること  

特許法施行令第１０条第１号チからタまでのいずれかに該当する組合等

は、中小事業者 注 １に該当する者であるため、当該証明書は不要。  

同号レ及びソに該当する組合等 注 ５は、資本の額若しくは出資の総額を

証明する書面又は常時使用する従業員の数を証する書面（→０７．５３

「「表２」ア．」）  

イ．研究開発要件を満たすこと（以下のａ．からｄ．までのいずれかの書面）  

ａ．前事業年度（又は前々事業年度）の財務諸表等、試験研究費等比率を

確認できる書類  

ｂ．設立年月日を証明する書面（法人登記事項証明書等 注 ４）並びに常勤

の研究者数、常勤の役員数及び従業員数を確認できる書面（日本国内に

住所若しくは居所又は主たる事務所若しくは営業所の有しない者におけ

る従業員数比率については、特許管理人による証明書によるものとす

る。）  

ｃ．交付された指定補助金等により事業を行う者であることを証明する書

面（補助事業計画書の写し及び補助金交付決定通知書又は委託契約書の

写し）及びその申請に係る特許発明又は発明が指定補助金等を交付され

た事業の成果に係るものであることを証明する書面  

ｄ．経営革新計画の承認に基づく事業を行う者であることを証明する書面

（「経営革新計画」の写し及び承認書の写し）及びその申請に係る特許

発明又は発明が承認事業の成果に係るもの又はその成果を実施するため
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に必要となるものとして当該承認経営革新計画に従って承継したもので

あることを証明する書面  

３．減免の適用件数の限度  

上記１．の減免の要件を満たす対象者に対しては、出願審査の請求の手数料

の減免の適用件数に上限が定められている（→０７．５０）。  

 

 

（改訂令和６・４）  

 

 
注 １  中小事業者とは、申請書を提出する日において特許法施行令第１０条第１号のいず

れかに該当する者をいう（→０７．５３「１．（２）」）。  
注 ２  手続補正書の提出により請求項の数を増加する補正をする場合にあっては当該手続

補正書、誤訳訂正書の提出により請求項の数を増加する補正をする場合にあっては当

該誤訳訂正書（特施規１１条４項、１１条の２第２項、２７条４項）。  
注 ３  同時に二以上の減免申請書の提出をする場合において提出すべき証明書の内容が同

一であり他の減免申請書に証明書の添付をするとき、又は既に他の減免申請書に証明

書を添付して提出した場合において証明書に記載した事項に変更がないときは、当該

減免申請書にその旨を記載して、当該証明書の添付を省略することができる（特施規

１０条１項、２項）。  
注 ４  情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成１４年法律第１５１号）

第１１条の規定に基づき、特許庁が電子情報処理組織を使用して、証明書面等により

確認すべき事項に係る情報を入手し、又は参照することができる場合には、添付する

ことを要しない。  
注５  特許法施行令第１０条第１号レ及びソに該当する組合等とは、従業員数又資本金

（出資額）の要件を満たす、酒造組合、酒造組合連合会、酒造組合中央会、酒販組

合、酒販組合連合会、酒販組合中央会及び特定非営利活動法人を指す（→０７．５

３「１．（２）ウ．ⅹ）」、「ⅺ）」及び「ⅻ）」）。  
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０７．５５  

 

大学、試験研究機関等を対象とした手数料

等の軽減について（特施令１０条３号）

（特） 

 

 

１．軽減の要件と内容  

軽減に係る申請書を提出する日において、次の（１）から（７）までのいず

れかに該当する大学、試験研究機関等は、自己の出願についての出願審査の請

求の手数料及び自己の特許権に係る第１年分から第１０年分までの特許料が１

／２に軽減される（特１０９条の２第１項、１９５条の２の２、特施令１０条

３号、１２条３項、手数料令１条の４第３項）。  

なお、軽減に係る申請書は、出願審査請求書 注 １又は特許料納付書の提出と

同時に提出しなければならない（特施規７２条２項、７３条２項）。  

（１）大学等研究者（特施令１０条３号イ）  

大学等研究者とは、次のア．からウ．までのいずれかに該当する者をいう。  

ア．学校教育法第１条に規定する大学（以下「大学」という。）の学長、副

学長、学部長、教授、准教授、助教、講師、助手若しくはその他の職員の

うち専ら研究に従事する者（大学と雇用関係を有するポストドクター等）  

イ．学校教育法第１条に規定する高等専門学校（以下「高等専門学校」とい

う。）の校長、教授、准教授、助教、講師、助手若しくはその他の職員の

うち専ら研究に従事する者  

ウ．国立大学法人法第２条第３項に規定する大学共同利用機関法人（以下

「大学共同利用機関法人」という。）の長若しくはその職員のうち専ら研

究に従事する者  

（２）大学等（特施令１０条３号ロ）  

大学等とは、次のア．又はイ．に該当する者をいう。  

ア．大学若しくは高等専門学校を設置する者  

イ．大学共同利用機関法人  

（３）承認ＴＬＯ（特施令１０条３号ハ）  

大学等技術移転促進法第４条第１項の承認を受けた実施計画（同法第５条

第１項の規定による変更の承認があったときは、その変更後のもの。）に係

る特定大学技術移転事業 注２を実施する者  

（４）試験研究独立行政法人又は試験研究特殊法人（特施令１０条３号ニ）  

試験研究独立行政法人とは、次に該当する者をいう。  

独立行政法人通則法第２条第１項に規定する独立行政法人であって特許法

施行令別表に掲げるもの  

試験研究特殊法人とは、次に該当する者をいう。  

法律により直接に設立された法人又は特別の法律により特別の設立行為を
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もって設立された法人であって、総務省設置法第四条第一項第八号の規定の

適用を受けるものであって、特許法施行令別表に掲げるもの  

（５）試験独法関連ＴＬＯ（特施令１０条３号ホ）  

特許法施行令別表に掲げる独立行政法人又は特殊法人の研究成果に係る特

許権等を移転する事業を行う者  

（６）公設試験研究機関（特施令１０条３号ヘ）  

公設試験研究機関（地方公共団体に置かれる試験所、研究所その他の機関

（学校教育法第２条第２項に規定する公立学校を除く。）であって、試験研

究に関する業務を行うもの）を設置する者（地方公共団体）  

（７）試験研究地方独立行政法人（特施令１０条３号ト）  

地方独立行政法人法第２条第１項に規定する地方独立行政法人（以下「地

方独立行政法人」という。）のうち、同法第６８条第１項に規定する公立大

学法人以外のものであって試験研究に関する業務を行うもの  

２．申請書に添付する証明書注 3 

特許庁長官が必要がないと認めるときは、申請書に証明書を添付することを

省略させることができる（特施規７４条の２柱書）。  

実務上、軽減の要件を満たす対象者が、特許法施行規則第７２条又は第７３

条の規定に従って適式に軽減の申請を行った場合は、証明書の添付の必要がな

いと認め、これを省略させることができるものとして取り扱う。  

証明書を添付する場合においては以下のとおりとする。  

軽減に係る申請書に添付する証明書は、１．の各要件に応じ、以下に掲げる

ものである（特施令１１条２項、手数料令１条の３第２項）。  

（１）大学等研究者（特施規７４条の２第１０号）  

大学等研究者であることを証明する書面  

（２）大学等（特施規７４条の２第１１号）  

大学等であることを証明する書面  

（３）承認ＴＬＯ（特施規７４条の２第１２号）  

特定大学技術移転事業 注２の実施に係るものであることを証明する書面  

（４）試験独法関連ＴＬＯ（特施規７４条の２第１３号）  

特許法施行令別表に掲げる独立行政法人又は特殊法人の研究成果に係る特

許権等を移転  

する事業の実施に係るものであることを証する書面  

（５）公設試験研究機関（特施規７４条の２第１４号）  

公設試験研究機関を設置する者であることを証する書面  

（６）試験研究地方独立行政法人（特施規７４条の２第１５号）  

以下のア．及びイの証明書を添付する。  

ア．地方独立行政法人であることを証する書面  

イ．業務として試験研究を行うものであることを証明する書面（定款等の

写し）  
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（改訂令和４・１０）  

 

 
注 １  手続補正書の提出により請求項の数を増加する補正をする場合にあっては当該手続

補正書、誤訳訂正書の提出により請求項の数を増加する補正をする場合にあっては当

該誤訳訂正書（特施規１１条４項、１１条の２第２項、２７条４項）。  
注 ２  特定大学技術移転事業の対象となる研究成果は、大学及び高等専門学校並びに大学

共同利用機関における技術に関する研究成果であって、国以外の者に属するものであ

る（大学等技術移転促進法２条１項）。  
注 3 同時に二以上の減免申請書の提出をする場合において提出すべき証明書の内容が同

一であり他の減免申請書に証明書の添付をするとき、又は既に他の減免申請書に証明

書を添付して提出した場合において証明書に記載した事項に変更がないときは、当該

減免申請書にその旨を記載して、当該証明書の添付を省略することができる（特施規

１０条１項、２項）。  



 

 

方式審査便覧 
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０７．５６  

 

小規模企業等を対象とした手数料等の軽減

について（特施令１０条４号）（特） 

 

 

１．軽減の要件と内容  

軽減に係る申請書を提出する日において、次の（１）又は（２）に該当する

者は、自己の特許出願についての出願審査の請求の手数料及び自己の特許権に

係る第１年分から第１０年分までの特許料が、１／３に軽減される（特１０９

条の２第１項、１９５条の２の２、特施令１０条４号、１２条４項、手数料令

１条の４第４項）。  

なお、軽減に係る申請書は、出願審査請求書 注 １又は特許料納付書の提出と

同時に提出しなければならない（特施規７２条２項、７３条２項）。  

（１）常時使用する従業員の数が２０人（商業又はサービス業に属する事業を

主たる事業として営む者にあっては５人）以下の個人事業主  

（２）常時使用する従業員の数が２０人（商業又はサービス業に属する事業を

主たる事業として営む者にあっては５人）以下であり、かつ、他の中小事

業者注２以外の法人による特定支配関係がない 注３法人  

２．申請書に添付する証明書 注 4 

特許庁長官が必要がないと認めるときは、申請書に証明書を添付することを

省略させることができる（特施規７４条の２柱書）。  

実務上、軽減の要件を満たす対象者が、特許法施行規則第７２条又は第７３

条の規定に従って適式に軽減に係る申請を行った場合は、証明書の添付の必要

がないと認め、これを省略させることができるものとして取り扱う。  

証明書を添付する場合においては以下のとおりとする。  

軽減に係る申請書に添付する証明書は、申請人が（１）又は（２）の別によ

り、「表」の右欄に掲げるものである（特施令１１条２項、手数料令１条の３

第２項、特施規７４条の２第１６号及び１７号）。  
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「表」  

要件  証明書  

（１）常時使用す

る従業員の数が２

０人以下の個人事

業主  

・常時使用する従業員の数を証する書面  

（２）常時使用す

る従業員の数が２

０人以下であり、

かつ、他の中小事

業者注２以外の法人

による特定支配関

係がない 注３  

会社（株式会社、特

例有限会社、合同会

社、合名会社、合資

会社）  

・常時使用する従業員の数を

証する書面  

・法人税確定申告書別表第２

の写し又は株主名簿若しくは

出 資 者 の 名 簿 （ ＊ １ ） （ ＊

２）  

協同組合（出資を有

する場合）  

・常時使用する従業員の数を

証する書面  

・法人税確定申告書別表第２

の写し又は出資者の名簿（＊

１）（＊２）  

資本金又は出資を有

しない法人（一般財

団法人、一般社団法

人等）  

・常時使用する従業員の数を

証する書面  

（＊１）法人税確定申告書については、軽減に係る申請書を提出する日に取得で

きる最新のものとする。  

（＊２）特定支配関係を持つている法人がある場合でも、当該法人が中小事業者
注２である場合には、中小事業者 注２に該当することを証する書面。  

 

（改訂令和４・１０）  

 

 
注 １  手続補正書の提出により請求項の数を増加する補正をする場合にあっては当該手続

補正書、誤訳訂正書の提出により請求項の数を増加する補正をする場合にあっては当

該誤訳訂正書（特施規１１条４項、１１条の２第２項、２７条４項）。  
注 ２  中小事業者とは、申請書を提出する日において特許法施行令第１０条第１号のいず

れかに該当する者をいう（→０７．５３「１．（２）」）。  
注 ３  「特定支配関係がない」とは、ａ .及びｂ .に該当していることを指す（手数料令１

条の２第２号ハ、特施令９条２号ハ、特施規７１条３項）。  

ａ．申請人以外の単独の法人が株式総数又は出資総額の１／２以上の株式又は出資

金を有していないこと。  

ｂ．申請人以外の複数の法人が株式総数又は出資総額の２／３以上の株式又は出資

金を有していないこと。  
注 4 同時に二以上の減免申請書の提出をする場合において提出すべき証明書の内容が同

一であり他の減免申請書に証明書の添付をするとき、又は既に他の減免申請書に証明

書を添付して提出した場合において証明書に記載した事項に変更がないときは、当該

減免申請書にその旨を記載して、当該証明書の添付を省略することができる（特施規

１０条１項、２項）。  
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０７．５７  

 

設立後１０年未満の企業等を対象とした手

数料等の軽減について（特施令１０条５

号）（特） 

 

 

１．軽減の要件と内容  

軽減に係る申請書を提出する日において、次の（１）又は（２）に該当する

者は、自己の特許出願についての出願審査の請求の手数料及び自己の特許権に

係る第１年分から第１０年分までの特許料が、１／３に軽減される（特１０９

条の２第１項、１９５条の２の２、特施令１０条５号、１２条４項、手数料令

１条の４第４項）。  

なお、軽減に係る申請書は、出願審査請求書 注１又は特許料納付書の提出と

同時に提出しなければならない（特施規７２条２項、７３条２項）。  

（１）その事業を開始した日以後１０年を経過していない個人事業主  

（２）資本金の額又は出資の総額が３億円以下で設立後１０年を経過しておら

ず、かつ、他の特定法人 注２以外の法人による特定支配関係がない 注３法人  

２．申請書に添付する証明書 注 4 

特許庁長官が必要がないと認めるときは、申請書に証明書を添付することを

省略させることができる（特施規７４条の２柱書）。  

実 務 上 、 軽 減 の 要 件 を 満 た す 対 象 者 が 、 特 許 法 施 行 規 則 第 ７２条又

は第７３条の規定に従って適式に軽減に係る申請を行った場 合 は 、 証 明 書 の

添 付 の 必 要 が な い と 認 め 、 こ れ を 省略させることができるものとして取り

扱う。  

証 明 書 を 添 付 す る 場 合 に お い て は 以 下 の と お り と す る 。  

軽減に係る申請書に添付する証明書は、申請人が（１）又は（２）の別によ

り、「表」の右欄に掲げるものである（特施令１１条２項、手数料令１条の３

第２項、特施規７４条の２第１８号及び１９号）。  
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「表」  

要件  証明書  

（１）その事業を

開始した日以後１

０年を経過してい

ない個人事業主  

・その事業を開始した日以後１０年を経過していな

いことを証する書面（事業開始届の写し）  

（２）資本金の額

又は出資の総額が

３億円以下で設立

後１０年を経過し

ておらず、他の特

定法人注２以外の法

人による特定支配

関係がない 注３法人  

 

会社（株式会社等）  

・定款又は法人の登記事項証

明書（＊１）（＊２）  

・法人税確定申告書別表第２

の写し又は株主名簿若しくは

出 資 者 の 名 簿 （ ＊ ３ ） （ ＊

４）  

協同組合（出資を有

する場合）  

・定款又は法人の登記事項証

明書（＊１）（＊２）  

・法人税確定申告書別表第２

の写し又は出資者の名簿（＊

３）（＊４）  

資本金又は出資を有

しない法人（一般財

団法人、一般社団法

人等）（＊５）  

・ 前 事 業 年 度 末 の 貸 借 対 照

表、定款（寄付行為）又は法

人の登記事項証明書（＊１）

（＊２）  

（＊１）定款については、申請をする時点において申請者が要件を満たす者であ

ることを証明する最新の内容であること。  

（＊２）法人登記事項証明書については、情報通信技術を活用した行政の推進等

に関する法律（平成１４年法律第１５１号）第１１条の規定に基づき、特許

庁が電子情報処理組織を使用して、証明書面等により確認すべき事項に係る

情報を入手し、又は参照することができる場合には、添付することを要しな

い。  

（＊３）法人税確定申告書については、軽減に係る申請書を提出する日に取得で

きる最新のものとする。  

（＊４）特定支配関係を持っている法人がある場合でも、当該法人が特定法人 注

２である場合には、特定法人 注２に該当することを証する書面。  

（＊５）資本金又は出資を有しない法人の場合については、前事業年度末の貸借

対照表に計上されている総資産の帳簿価額から当該貸借対照表に計上されて

いる総負債の帳簿価額を控除した金額（当該貸借対照表に、当該事業年度に

係る利益の額が計上されているときは、その額を控除した金額とし、当該事

業年度に係る欠損金の額が計上されているときは、その額を加算した金額と

する。）の６０／１００に相当する金額が３億円以下であること（特施令１

０条５号ロ、特施規７１条１項）。  

 

（改訂令和４・１０）  
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注 １  手続補正書の提出により請求項の数を増加する補正をする場合にあっては当該手続

補正書、誤訳訂正書の提出により請求項の数を増加する補正をする場合にあっては当

該誤訳訂正書（特施規１１条４項、１１条の２第２項、２７条４項）。  
注 ２  特定法人とは、資本金の額又は出資の総額が３億円以下の法人を指す（特施令９条

２号イ、１０条５号ロ）。  
注 ３  「特定支配関係がない」とは、ａ .及びｂ .に該当していることを指す（手数料令１

条の２第２号ハ、特施令９条２号ハ、特施規７１条３項）。  

ａ．申請人以外の単独の法人が株式総数又は出資総額の１／２以上の株式又は出資

金を有していないこと。  

ｂ．申請人以外の複数の法人が株式総数又は出資総額の２／３以上の株式又は出資

金を有していないこと。  
注 4 同時に二以上の減免申請書の提出をする場合において提出すべき証明書の内容が同

一であり他の減免申請書に証明書の添付をするとき、又は既に他の減免申請書に証明

書を添付して提出した場合において証明書に記載した事項に変更がないときは、当該

減免申請書にその旨を記載して、当該証明書の添付を省略することができる（特施規

１０条１項、２項）。  
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０７．５８  

 

福島復興再生特別措置法の認定福島復興再

生計画に基づいて事業を行う中小事業者を

対象とした手数料等の軽減について（特施

令１０条６号）（特）  

 

 

１．軽減の要件と内容  

軽減に係る申請書を提出する日において、福島復興再生特別措置法第８６条

に規定する認定福島復興再生計画 注 １（以下「認定福島復興再生計画」とい

う。）に基づく事業の成果に係る発明又は特許発明（いずれも、当該認定福島

復興再生計画に期間の定めがある場合にあっては、当該期間の終了日から起算

して２年以内に出願されたものに限る。）について、自己の特許出願に係る出

願審査の請求をする者又は自己の特許権に係る第１年から第１０年までの各年

分の特許料を納付すべき者が、同法第７条第６項に規定する福島国際研究産業

都市区域において当該事業を行う中小事業者 注 ２であるときは、出願審査の請

求の手数料又は特許料が１／４に軽減される（特１０９条の２第１項、１９５

条の２の２、特施令１０条６号、１２条５項、手数料令１条の４第５項）。  

なお、軽減に係る申請書は、出願審査請求書 注 ３又は特許料納付書の提出と

同時に提出しなければならない（特施規７２条２項、７３条２項）。  

２．申 請 書 に 添 付 す る 証 明 書 注 ４  

特許庁長官が必要がないと認めるときは、申請書に証明書を添付することを

省略させることができる（特施規７４条の２柱書）。  

実務上、軽減の要件を満たす対象者が、特許法施行規則第７２条又は第７３

条の規定に従って適式に軽減に係る申請を行った場合は、証明書の添付の必要

がないと認め、これを省略させることができるものとして取り扱う。  

証明書を添付をする場合においては以下のとおりとする。  

軽減に係る申請書に添付する証明書は、「表」の右欄に掲げるものである

（特施令１１条２項、手数料令１条の３第２項、特施規７４条の２第２０号）。  
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「表」  

 

要  件  

証  明  書  

個人事業主  法人  組合等  

ア．認定福島復興再生

計画に基づいて行う

事業の成果に係る発

明又は特許発明（認

定福島復興再生計画

に期間の定めがある

場合にあっては、当

該期間の終了日から

起算して２年以内に

出願されたものに限

る。）であること

（＊１）  

・認定福島復興再生計画に基づいて行う再生可能エネ

ルギー源の利用、医薬品、医療機器、廃炉等、ロボッ

ト及び農林水産業に関する研究開発を行う拠点の整備

を通じた新たな産業の創出及び産業の国際競争力の強

化に寄与する取組その他先導的な施策への取組の対象

とすべき分野における技術の高度化に関する研究開発

を行う事業であって、新たな産業の創出に寄与するも

のの内容及び実施主体並びにその他当該事業の実施に

関し必要な事項について定められたものに基づいて行

う事業の成果に係る発明又は特許発明であることを証

する書面  

イ．当該事業を行う者

であり、中小事業者 注２

であること  

（＊２）  

・常時使用する

従業員の数を証

する書面（→０

７．５３「「表

２」ア．」））  

 

・主たる事業を

確認するための

書類（自社パン

フレット等）  

・ 資 本 の 額 又 は

出 資 の 総 額 を 証

明 す る 書 面 （ 定

款 、 法 人 登 記 事

項 証 明 書 又 は 前

事 業 年 度 の 貸 借

対 照 表 ） 又 は 常

時 使 用 す る 従 業

員 の 数 を 証 す る

書 面 （ → ０ ７ ．

５ ３ 「 「 表 ２ 」

ア．」））  

 

・ 主 た る 事 業 を

確 認 す る た め の

書 類 （ 自 社 パ ン

フレット等）  

・特許法施行令

１０条第１号レ

及びソに該当す

る 組 合 等 注 ５ に

ついては、資本

の額若しくは出

資の総額を証明

する書面又は常

時使用する従業

員の数を証する

書面（→０７．

５３「「表２」

ア．」））  

（＊１）当該要件のうち、認定福島復興再生計画に基づいて行う事業であるこ

とは、一般財団法人福島イノベーション・コースト構想推進機構が発行す

る証明書によって確認する。  

（＊２）当該要件を満たす者であることの確認は、「表」の右欄に記載された

書面をもとに一般財団法人福島イノベーション・コースト構想推進機構が

行い、証明書を発行する。  
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（改訂令和４・１０）  

 

 

 
注 １  認定福島復興再生計画とは、福島県知事が、福島復興再生特別措置法第５条に規定

する福島復興再生基本方針に即して、再生可能エネルギー源の利用、医薬品、医療機

器、廃炉等、ロボット及び農林水産業に関する研究開発を行う拠点の整備を通じた新

たな産業の創出及び産業の国際競争力の強化に寄与する取組その他先導的な施策への

取組の重点的な推進に関する計画を作成し、内閣総理大臣による認定を受けたものを

いう（福島復興再生特別措置法７条２項６号、７条１４項、８６条）。  
注 ２  中小事業者とは、申請書を提出する日において特許法施行令第１０条第１号のいず

れかに該当する者をいう（→０７．５３「１．（２）」）。  
注 ３  手続補正書の提出により請求項の数を増加する補正をする場合にあっては当該手続

補正書、誤訳訂正書の提出により請求項の数を増加する補正をする場合にあっては当

該誤訳訂正書（特施規１１条４項、１１条の２第２項、２７条４項）。  
注 ４  同時に二以上の減免申請書の提出をする場合において提出すべき証明書の内容が同

一であり他の減免申請書に証明書の添付をするとき、又は既に他の減免申請書に証明

書を添付して提出した場合において証明書に記載した事項に変更がないときは、当該

減免申請書にその旨を記載して、当該証明書の添付を省略することができる（特施規

１０条１項、２項）。  
注 ５  特許法施行令第１０条第１号レ及びソに該当する組合等とは、従業員数又資本金

（出資額）の要件を満たす、酒造組合、酒造組合連合会、酒造組合中央会、酒販組

合、酒販組合連合会、酒販組合中央会及び特定非営利活動法人を指す（→０７．５３

「１．（２）ウ．ⅹ）」、「ⅺ）」及び「ⅻ）」）。  
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０７．６０  

 

手数料等の減免又は猶予の申請の取扱い

（実・商）  

 

 

１．手数料等の減免又は猶予の内容  

「表」の第１欄に掲げる手数料等について、同表の第２欄に掲げる者が申請

書に減免又は猶予を受けるための要件について証明する書面を添付して提出し

た場合に、それぞれ同表の第４欄に掲げる措置を行う。  

「表」  

手数料等  減免又は猶予の対象者  根拠規定  措置内容  

（ １ ） 実 用

新 案 技 術 評

価 の 請 求 の

手数料  

ア．生活保護法第１１条第

１項各号に掲げる扶助を

受けている者  

（→０７．６１）  

実用新案法５４条

８項  
免除  

イ．市町村民税非課税の者  

（→０７．６１）  

ウ．個人所得税非課税の者  

（→０７．６１）  

実用新案法５４条

８項  
１／２に軽減  

（ ２ ） 第 １

年 分 か ら 第

３ 年 分 ま で

の 実 用 新 案

登録料  

ア．生活保護法第１１条第

１項各号に掲げる扶助を

受けている者  

（→０７．６１）  

実用新案法３２条

の２  
免除  

イ．市町村民税非課税の者  

（→０７．６１）  

ウ．個人所得税非課税の者  

（→０７．６１）  

実用新案法３２条

の２  
３年間猶予  

（ ３ ） 地 域

団 体 商 標 登

録 出 願 の 手

数料  

ア．承認地域経済牽引事業

者  

（→０７．６３）  

地域未来投資促進

法２４条２項  

１／２に軽減  

イ．商品等需要開拓事業の

実施主体  

（→０７．６４）  

福島復興再生特別

措置法６４条３項  

 

ウ．商品等需要開拓事業の

実施主体  

（→０７．６５）   

アイヌ施策推進法

１８条３項  
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（ ４ ） 地 域

団 体 商 標 の

設 定 登 録 料

及 び 更 新 登

録料  

ア．承認地域経済牽引事業

者  

（→０７．６３）  

地域未来投資促進

法２４条１項  

１／２に軽減  

イ．商品等需要開拓事業の

実施主体  

（→０７．６４）  

福島復興再生特別

措置法６４条２項  

ウ．商品等需要開拓事業の

実施主体  

（→０７．６５）   

アイヌ施策推進法  

１８条２項  

 

２．手数料等の減免又は猶予に関する取扱い  

（１）要件を満たす場合の取扱い  

手数料等の減免又は猶予に関する申請手続が要件を満たすものであり、減

免又は猶予の措置を行うときは、減免又は猶予を認める旨の通知を行う。  

（２）要件を満たさない場合の取扱い  

当該手続が要件を満たさないときは、１．の実用新案法の規定による申請

にあっては、実用新案法第２条の２第４項、第２条の３又は第２条の５第２

項において準用する特許法第１８条の２を適用して処分を行うこととなるが、

１．の他の法令の規定による申請にあっては、それぞれの法令上に処分の規

定を設けていないことから、当該申請書を受理した上で処分は行わず、手数

料等の軽減の措置が認められないことを理由に、申請に係る手数料等を要す

る手続（商標登録出願、登録料の納付又は商標権存続期間更新登録申請）に

ついて、不足する手数料等の納付を求める手続の補正（更新登録料の納付の

場合は補充）を命ずることとする。  

なお、この場合の応答の手続として、不足する手数料等の納付に係る手続

補正書（更新登録料の納付の場合は補充書）の提出に代えて、手数料等の軽

減の申請書（補充）の提出により軽減申請に係る手続が補完された場合は、

手数料等の軽減を認めることとする。  

３．減免を受ける者を含む者の共有に係る減免の適用について  

実用新案法第３１条第３項又は第５４条第５項の規定により、国又は減免

を受ける者を含む者の共有に係る場合であって持分の定めがあるときは、持

分の割合に応じて減免が受けられる。これらの規定の適用を受けようとする

ときは、実用新案技術評価請求書、実用新案登録願等に、国を含む者の共有

に係るときは「【持分の割合】」の欄に国以外のすべての者の持分の割合を、

それ以外の減免を受ける者を含む者の共有に係るときは、「【その他】」の

欄に減免を受ける旨、減免を受ける者及びその者の持分の割合をそれぞれ記

載するとともに、正規の納付金額に対する登録料の金額（減免を受ける者に

あっては、その減免後の金額）に持分の割合を乗じて得た額を合算して得た
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額の割合を記載し、持分を証明する書面を添付して提出しなければならない。  
ただし、既に特許庁に持分を証明する書面を提出した者は、その事項に変

更が無いときは、当該持分を証明する書面の提出を省略することができる

（実用新案技術評価請求書：実施規２３条２項において準用する特施規２７

条４項、実施規様式第６備考９及び１０。実用新案登録願：実施規２１条３

項、様式第１備考２６及び２７）。  
（改訂令和３・１０）  
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０７．６１  

 

実用新案法の規定による実用新案技術評

価の請求の手数料等の減免又は登録料の

減免若しくは猶予について（実）  

 

 

１．減免又は猶予の要件及び内容  
「表１」の第１欄に掲げる手数料等について、同表の第２欄の要件に該当す

る者が減免又は猶予に係る申請書に減免又は猶予を受けるための要件について

証明する書面を添付して提出した場合に、それぞれ同表の第３欄に掲げる措置

を行う（実３２条の２、５４条８項、実施令２条、手数料令２条の２）。  
「 表 １ 」  

手数料等  要件  措置内容  

（１）実用新案技術

評価の請求の手数料  

ア .生活保護法第１１条第１項各号に掲

げる扶助を受けていること  

免除  

イ .市町村民税が課されていないこと  免除  

ウ .個人所得税が課されていないこと  １／２に軽減  

（２）第１年分から

第３年分までの実用

新案登録料  

ア .生活保護法第１１条第１項各号に掲

げる扶助を受けていること  

免除  

イ .市町村民税が課されていないこと  免除  

ウ .個人所得税が課されていないこと  ３年間猶予  

２ ． 申 請 書 に 添 付 す る 証 明 書 注 １  

「表２」の要件のいずれかに該当する者（注１）が、申 請 書 に 添 付 す べ

き 証 明 書 は 、 同表の右欄に掲げるものである（手数料令２条の２第２項、実

施令２条２項）。  

「表２」  

要 件 証 明 書 

ア．生活保護法第１１条第１項各号に掲げる扶

助を受けていること  

生活保護証明書  

（写しも可）  

イ．市町村民税が課せられていないこと  

（注２）  

市町村民税非課税証明書  

（写しも可）  

ウ．所得税が課せられていないこと  

（注３）  

所得税非課税証明書  

（写しも可）  

（注１）「表２」の左欄に掲げるいずれかの要件に該当する考案者又はその相

続人が対象となる。  

また、申請をする者が考案者の相続人の場合は、戸籍謄本及び住民票の

提出を要する。なお、複数の法定相続人がいる場合であって、出願をする

際に法定相続人の全員が出願人となっていないときは、出願前に遺産分割
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の協議が整った上での出願であるものとして、遺産分割協議書の提出は要

しない。  

（注２）所得税法第２条第１項第５号に規定する非居住者（以下「非居住者」

という。）については、同法第２３条から第３５条まで及び第６９条の規

定に準じて計算した各種所得の合算した金額が１５０万円以下であること。  

（注３）非居住者については、所得税法第２３条から第３５条まで及び第６９

条の規定に準じて計算した各種所得の合算した金額が２５０万円以下であ

ること。  

 

（改訂令和２・４）  
 

注 １  同時に二以上の減免申請書の提出をする場合において提出すべき証明書の内容が同

一であり他の減免申請書に証明書の添付をするとき、又は既に他の減免申請書に証明

書を添付して提出した場合において証明書に記載した事項に変更がないときは、当該

減免申請書にその旨を記載して、当該証明書の添付を省略することができる（実施規

２３条１項において読み替えて準用する特施規１０条１項及び２項）。  
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０７．６３  

 

地域未来投資促進法の規定による 

手数料等の軽減について（商） 

 

 

１．軽減の要件と内容  

地域未来投資促進法第１８条に規定する承認地域経済牽引事業 注 １に係る

商品又は役務に係る地域団体商標の商標登録について、当該地域団体商標の

商標登録を受けようとする者又は登録料を納付すべき者が当該商品又は役務

に係る承認地域経済牽引事業注 １の承認地域経済牽引事業者 注 ２であって、商

標法第７条の２第１項に規定する組合等 注 ３又は地域未来投資促進法第２３

条第１項及び第２項に基づき商標法第７条の２第１項に規定する「組合等」
注 ３とみなされた一般社団法人である場合には、承認地域経済牽引事業計画
注 ４の計画期間内に限り、商標登録出願の手数料、設定登録料又は更新登録

料が１／２に軽減される（地域未来投資促進法２４条１項、２項、地域未来

投資促進法施行令３条２項、４条２項）。  

２．申 請 書 に 添 付 す る 証 明 書  

軽減に係る申請書に添付すべき書類は、「表」の右欄に掲げるものである

（地域未来投資促進法施行令３条１項、４条１項）。  
「表」  

要件  証明書  

ア．承認地域経済牽引事業者注 ２である

こと  

イ．申請に係る地域団体商標の商標登

録について承認地域経済牽引事業注

１に係る商品又は役務に係るもので

あること  

ウ．承認地域経済牽引事業計画注 ４の計

画期間内に出願、設定登録のため

の納付又は更新登録の申請がされ

たものであること  

・承認地域経済牽引事業計画注 ４の

写し（地域経済牽引事業計画の

承認申請書の写し及び地域経済

牽引事業計画の承認に係る通知

書の写し）  

 

・申請に係る地域団体商標の商標

登録について、承認地域経済牽

引事業注 １に係る商品又は役務に

係るものであることを証する書

面  

 
（改訂令和３・４）  

 

注 1 承認地域経済牽引事業とは、地域未来投資促進法第１３条第４項又は第７項の承認

に係る地域経済牽引事業計画（同法第１４条第１項の規定による変更の承認があっ
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たときはその変更後のもの）に従って行われる地域経済牽引事業（地域未来投資促

進法２条１項）をいう（地域未来投資促進法１３条１項、１４条２項、１８条）  
注 ２承認地域経済牽引事業者とは、地域未来投資促進法第１３条第４項又は第７項の規

定による承認を受けた者をいう（地域未来投資促進法１３条１項、１４条１項）。  
注 ３商標法７条の２第１項に規定する組合等については「０１．６３」を参照。  

注 ４承認地域経済牽引事業計画とは、地域未来投資促進法第１３条第４項又は第７項の

承認に係る地域経済牽引事業計画であり、同法第１４条第１項の規定による変更の

承認があったときはその変更後のものをいう（地域未来投資促進法第１４条第２

項）。  
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０７．６４  

 

福島復興再生特別措置法の規定による 

手数料等の軽減について（商）  

 

 

１．軽減の要件と内容  

福島復興再生特別措置法第６４条第１項の認定を受けた福島復興再生計画 注

１に定められた商品等需要開拓事業 注 ２ に係る商品又は役務に係る地域団体商

標の商標登録について、当該地域団体商標の商標登録を受けようとする者又は

登録料を納付すべき者が当該商品等需要開拓事業注 ２の実施主体であって、商

標法第７条の２第１項に規定する組合等 注 ３である場合には、認定を受けた福

島復興再生計画注 １に記載された実施期間内に限り、商標登録出願の手数料、

設定登録料又は更新登録料が１／２に軽減される（福島復興再生特別措置法６

４条１項から６項、福島復興再生特別措置法施行令３９条２項、４０条２項）。  

２ ． 申 請 書 に 添 付 す る 証 明 書  

軽減に係る申請書に添付すべき証明書は、「表」の右欄に掲げるものである

（福島復興再生特別措置法施行令３９条１項、４０条１項）。  
「 表 」  

要件  証明書  

ア．商品等需要開拓事業注 ２の実施主体

であること（＊１）  

イ．申請に係る地域団体商標の商標登

録について認定を受けた福島復興

再生計画注 １に定められた商品等需

要開拓事業注 ２に係る商品又は役務

に係るものであること  

ウ．商品等需要開拓事業注 ２の実施期間

内に出願、設定登録のための納付

又は更新登録の申請がされたもの

であること（＊２）  

申請に係る地域団体商標の商標登録

について、認定を受けた福島復興再

生計画注 １に定められた商品等需要

開拓事業注 ２に係る商品又は役務に

係るものであることを証する書面  

（＊１）復興庁ホームページ上に公示された認定を受けた福島復興再生計画注

１の写しにより、出願人等が認定を受けた福島復興再生計画注 １に定められ

た商品等需要開拓事業注 ２の実施主体であることを確認する。  

（＊２）復興庁ホームページ上に公示された認定を受けた福島復興再生計画注

１の写しにより、商品等需要開拓事業注 ２の実施期間を確認し、申請に係る

出願、設定登録のための納付又は更新登録の申請が、実施期間内にされた
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ものであることを確認する。  

 
（改訂令和３・４）  

 

注 １  福島復興再生計画とは、福島県知事が、福島復興再生特別措置法第５条に規定する

福島復興再生基本方針に即して、復興庁令で定めるところにより、原子力災害からの

福島の復興及び再生を推進するために作成する計画であり、内閣総理大臣の認定を申

請することができる（福島復興再生特別措置法７条１項）。  
注 ２  商品等需要開拓事業とは、福島における地域の名称又はその略称を含む商標の使用

をし、又は使用をすると見込まれる商品又は役務の需要の開拓を行う事業であって、

福島の地域の魅力の増進に資するものをいう（福島復興再生特別措置法７条５項１号

イ）。  
注 ３  商標法７条の２第１項に規定する組合等については「０１．６３」を参照。  
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０７．６５  

 

アイヌ施策推進法の規定による 

手数料等の軽減について（商）  

 

 

１．軽減の要件と内容  

アイヌ施策推進法第１２条第１項に規定する認定アイヌ施策推進地域計画 注

１に記載された商品等需要開拓事業 注 ２ に係る商品又は役務に係る地域団体商

標の商標登録について、当該地域団体商標の商標登録を受けようとする者又は

登録料を納付すべき者が、当該商品又は役務に係る商品等需要開拓事業注 ２の

実施主体であって、商標法第７条の２第１項に規定する組合等 注 ３である場合

には、当該商品等需要開拓事業注 ２の実施期間内に限り、商標登録出願の手数

料、設定登録料又は更新登録料が１／２に軽減される（アイヌ施策推進法１８

条１項から６項、アイヌ施策推進法施行令９条２項、１０条２項）。  

２ ． 申 請 書 に 添 付 す る 証 明 書  

軽減に係る申請書に添付すべき証明書は、「表」の右欄に掲げるものである

（アイヌ施策推進法施行令９条１項、１０条１項）。  
「 表 」  

要件  証明書  

ア．商品等需要開拓事業注 ２の実施主体

であること（＊１）  

イ．申請に係る地域団体商標の商標登

録について認定アイヌ施策推進地

域計画注 １に記載された商品等需要

開拓事業注 ２に係る商品又は役務に

係るものであること  

ウ．商品等需要開拓事業注 ２の実施期間

内に出願、設定登録のための納付

又は更新登録の申請がされたもの

であること（＊２）  

申請に係る地域団体商標の商標登録

について、認定アイヌ施策推進地域

計画注 １に記載された商品等需要開

拓事業注 ２に係る商品又は役務に係

るものであることを証する書面  

（＊１）内閣府のホームページ上に公示された認定アイヌ施策推進地域計画注

１の写しにより、出願人等が認定アイヌ施策推進地域計画注 １に記載された

商品等需要開拓事業注 ２の実施主体であることを確認する。  

（＊２）内閣府のホームページ上に公示された認定アイヌ施策推進地域計画注

１の写しにより、商品等需要開拓事業注 ２の実施期間を確認し、申請に係る

出願、設定登録のための納付又は更新登録の申請が、実施期間内にされた
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ものであることを確認する。  

 
（新規令和２・４）  

注 １  認定アイヌ施策推進地域計画とは、市町村が、単独で又は共同して、アイヌ施策推

進法第７条に規定する基本方針に基づき（当該市町村を包括する都道府県の知事が同

法第８条に規定する都道府県方針を定めているときは、基本方針に基づくとともに、

当該都道府県方針を勘案して）、内閣府令で定めるところにより、当該市町村の区域

内におけるアイヌ施策を推進するための計画を作成し、内閣総理大臣の認定を受けた

ものをいう（アイヌ施策推進法１０条９項、１２条１項）。  
注 ２  商品等需要開拓事業とは、市町村における地域の名称又はその略称を含む商標の使

用をし、又は使用をすると見込まれる商品又は役務の需要の開拓を行う事業をいう

（アイヌ施策推進法１０条６項）。  
注 ３  商標法第７条の２第１項に規定する組合等については「０１．６３」を参照。  
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１１．５１  

 

共同出願又は共同審判における出願人等

の表示が甲「ほか何名」である場合の  

取扱い  

 

 

１．通常出願、変更出願、分割出願、補正却下後の新出願、実用新案登録に基づ

く特許出願、関連意匠出願、特許権の存続期間の延長登録出願及び防護標章登

録に基づく権利の存続期間の更新登録出願の手続において願書の出願人の表示

が甲「ほか何名」となっており、「ほか何名」に該当する出願人の具体的記載

がない場合には以下のとおりとする。  

（１）通常出願、変更出願、分割出願、補正却下後の新出願、実用新案登録に基

づく特許出願、関連意匠出願、特許権の存続期間の延長登録出願及び防護標

章登録に基づく権利の存続期間の更新登録出願については、願書に添付され

た書面（援用された書面を含む。）又は、原出願若しくは登録原簿に「ほか

何名」に該当する出願人と認定できる記載があるときは、方式上の不備があ

るものと認め、当該出願人全員を表示した書面を提出するよう手続の補正を

命ずる。  

（２）通常出願であって（１）の添付書面に出願人と認定できる記載がないとき

は、「ほか何名」の記載がないものとする。  

（３）変更出願、分割出願、補正却下後の新出願、実用新案登録に基づく特許出

願、関連意匠出願、特許権の存続期間の延長登録出願及び防護標章登録に基

づく権利の存続期間の更新登録出願の出願人であって、原出願の出願人又は

特許（実用新案、商標）登録原簿の権利者と出願人「甲」の部分とが一致す

るときは、「ほか何名」の記載がないものとする。  

２．中間書類については以下のとおりとする。  

（１）意匠における出願変更届において「出願人」の表示が甲「ほか何名」とな

っている場合であっても、出願人全員を記載した願書を添付したときには受

理する。  

（２）中間書類（（１）に掲げるものを除く。）において「手続をする者」の表

示が甲「ほか何名」となっている場合は、「ほか何名」の記載がないものと

する。  

ただし、中間書類の手続であっても出願の取下げ、出願の放棄、優先権主

張の取下げ、出願公開の請求、特許異議申立ての取下げ及び審判請求の取下

げについては、この限りでない。  

３．出願審査請求書の請求人の表示が甲「ほか何名」となっている場合は、「ほ

か何名」の記載がないものとする。  

４．拒絶査定不服審判、補正却下決定不服審判又は訂正審判に係る請求書の請求

人の表示が甲「ほか何名」となっている場合は、手続の補正を命ずるものとす
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る。（→２１．５３）  

５．「ほか何名」の記載がない場合であっても、添付書面を含めて全体から表示

された手続者以外の手続者の特定をすることができるときは、手続者の表示の

不備について手続の補正を命ずる。  

 

（改訂平成２７・４）  
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１１．５２  

 

願書、審判請求書等の住所又は居所の  

表示方法及び同一性の判断について  

 

 

１．国内の住所又は居所について  

（１）住所又は居所の表示方法  

住所又は居所の表示は、住居表示が実施されている地域については 住居表

示に関する法律 （昭和３７年法律第１１９号）に従って記載し、住居表示が

実施されていない地域については住民基本台帳、商業登記簿等の公簿上の表

示により記載する。  

なお、町名、街区符号及び住居番号に相当する数字又は記号を「連字符（ハ

イフン）」又は「の」をもって連結することは差し支えない。  

（２）願書と中間書類等との間における住所又は居所の同一性の判断  

住所又は居所の表示が 住居表示に関する法律 により住居番号まで正しく

記載されているときは、通称地名、団地名等の慣用表示、建築物・会社・団

体等の名称、家主・世帯主等の氏名等の表示による同一性の判断は行わない。 

２．外国の住所又は居所について  

（１）住所又は居所の表示方法  

外国の住所又は居所の表示は、国、行政区画、町名、街区符号、住居番号

の順に表音に従って、片仮名で記載する（ローマ字で表記できる場合は、【住

所又は居所原語表記】の欄を設けて、原語をなるべく記載する。）。  

ただし、社会通念上相当と解される訳語の記載又は明らかに記号と認めら

れる部分について記号をそのまま表示することを認める。  

また、漢字使用国であって住所又は居所を漢字で表示することができると

きは、漢字で記載することを認める。  

なお、外国の領域における住所又は居所の表示は、国名に代えて「○○国

領」のように領域名から記載する（例えば、「英国領  ケイマン」等）。（→

０１．２３） 。  

（２）願書と中間書類等の間における住所又は居所の同一性の判断  

単語間の区切り記号、郵便番号等の実質的に住所の一部でない部分につい

ては、その表示の有無又は相違による同一性の判断は行わない。  

また、表音又は訳語の記載に起因する表示の相違については、同一性を否

認しない。  

なお、郵便私書箱については、送付先として有効に機能することからその

表示を認め、住所に相当するものとして取り扱ってきたが、譲渡契約等にお

ける契約者の特定のために表示する住所として、郵便私書箱を表示すること

は一般的でないことから、中間手続又は証明書における住所の表示について

は、その有無に起因する不一致は不問とする。  
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ただし、郵便私書箱の表示がある場合でその内容が届出のもの又は証明書

と相違するときは、補正指令の対象とする。  

３．上記１．及び２．の共通事項  

住所又は居所に「番地」又は「街区符号」及び「住居番号」の記載がなく、

かつ、住所又は居所の末尾に「（番地なし）」の記載がない場合は、その住所

又は居所には「番地」又は「街区符号」及び「住居番号」がない住所又は居所

として取り扱う。  

 

（改訂令和２・４）  
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１１．５３  

 

願書、審判請求書等の住所又は居所、氏

名又は名称中の区切り記号及び連字符に

ついての取扱い  

 

 

１．願書、審判請求書等の出願人等の表示と添付書類（代理権を証明する書面、

法人証明書等）及び中間書類の表示の相違が、区切り記号（コンマ、ピリオド、

中点、句点、読点）及び連字符に係るものであるときは、補正を命ずることな

く受理することとする（登録申請書と添付書類及び特許登録原簿との相違の場

合も同様に取り扱うこととする。）。  

ただし、数字については、桁数の違いと区別できない場合は、本取扱いを適

用しない。  

２．特許権の存続期間の延長登録出願の出願人の表示と特許登録原簿上の特許権

者との相違が、区切り記号及び連字符に係るものであるときは、同一性を否認

しないこととする（特許出願等に基づく優先権の主張を伴う出願、変更出願、

分割出願、補正却下後の新出願、実用新案登録に基づく特許出願、関連意匠出

願及び防護標章登録に基づく権利の存続期間の更新登録出願についても、同様

に取り扱う。）。  

 

（改訂令和４・１）  
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１１．５４  

 

「国籍・地域」及び「住所又は居所」に

おける台湾の表示について  

 

 

１．台湾人が特許庁へ提出する願書等の書類の「国籍・地域」の欄には「台湾」

と記載する。  

また、出願人又は発明者の「住所又は居所」が台湾にある場合は「台湾○○

市○○」のように記載する。  

２．「中華民国」「中華民国台湾省」のような記載があったときは、これを「台

湾」と記載したものとみなし、特許公報類及び特許原簿等においては「台湾」

と掲載し、又は記録する。  

 

（説明）  

特許法等においては、願書等の書類の記載を職権により訂正する場合の規定が

設けられていないが、我が国としては「中華民国」という国家を認めず、政府関

係機関としてはこのような表現を用いることができない立場であるから、上記の

とおり取り扱うこととする。  

 

（改訂平成３１・４）  
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１１．５５  

 

受刑者の出願、審判請求、登録申請に  

ついて  

 

 

１．施設の長を代理人としてする受刑者の出願、審判請求、登録申請については、

施設の長の職名は記載しないこととする。  

２．施設の長の職名を記載してきたとき、又は発明者、出願人の住所に施設名を

記載してきたときは代理人に連絡し、その職名及び施設名を職権にて削除する。 

 

（改訂平成２３・１１）  
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１１．５８  

 

願書、審判請求書等の氏名又は名称の表

示において外国語の読み方に起因する  

表音のみが相違する場合の取扱い  

 

 

１．願書、審判請求書等に記載された出願人、請求人等の表示と添付書類（代理

権を証明する書面、法人証明書等の翻訳文）及び中間書類の表示が相違する場

合において、その相違が外国語の読み方に起因する表音のみの相違であって、

主体の相違でないと判断できるときは、補正を命ずることなく受理する（登録

申請書と添付書類及び登録原簿との相違の場合も同様に取り扱う。）。  

２．特許権の存続期間の延長登録出願の出願人の表示と特許登録原簿上の特許権

者との相違が、外国語の読み方に起因する表音のみの相違であると判断できる

ときは、同一性を否認しないこととする（変更出願、分割出願、補正却下後の

新出願、実用新案登録に基づく特許出願、関連意匠出願及び防護標章登録に基

づく権利の存続期間の更新登録出願についても、同様に取り扱う。）。  

 

（改訂平成２３・１１）  
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１３．２０  

 

外国語で記載された証明書等における  

国内法人名称の記載について  

 

 

外国法人から国内法人に特許権又は特許を受ける権利を譲渡した場合等におい

て、譲渡証書、代理権を証明する書面等に記載する国内法人の名称は、国内にお

ける名称の表音に従ってローマ字で記載されている場合はこれを認める。ただし、

その法人が英文名称等を定めており、かつ、その同一性を定款等によって証明で

きるときは、その英文名称等を記載して差し支えないものとする。  

 

（改訂平成２３・１１）  
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１３．３０  

 

証明書返還請求による証明書返還の  

取扱い  

 

 

提出された証明書の返還については、証明書の提出に係る手続が以下のいずれ

かに該当する場合で証明書に不備がある場合の証明書に限り、証明書返還請求書

（書式第３３）が提出された場合は、返還することとする。  

（１）手続の却下（特１８条 ※ 1、実２条の３）  

（２）不適法な手続の却下（特１８条の２第１項 ※ 2、１３３条の２第１項 ※ 3）  

（３）手続補正指令（特１７条３項 ※ 4、１３３条１項 ※ 5、２項 ※ 3、実２条の２第

４項）  

（４）却下理由通知（特１８条の２第２項 ※ 2、１３３条の２第２項 ※ 3）  

（５）方式に違反した場合の決定による却下（特１３３条３項 ※ 5）  

（６）不適法な審判請求の審決による却下（特１３５条 ※ 3）  

（７）行政指導の「受理しない旨の通知」  

 

（注）多件一通手続の場合は、全件が上記に該当するときにのみに適用する。  

（注）特例法施行規則第１３条第２項に規定する方法により、電子情報処理組織

を使用して提出された証明書には適用しない。  

 

（説明）  

証明書返還請求は、不備のある証明書を提出したときに、不適法な手続の却

下、補正指令、却下理由通知や行政指導の通知を受けた際、その不備のある証

明書の返還を受け、当該証明書の訂正等を行うことにより再提出を簡便にし、

手続者の便宜に資するものである。  

なお、証明書の写しの提出が許容される場合において、当該証明書の写しに

不備があるときは、手続者の保持する原本を訂正した上で原本又はその写しが

再提出されるべきであり、当該取扱いの趣旨から鑑みて、提出された証明書が

写しであることが明確な場合は、原則として返還しないものとする。  

また、特例法施行規則第１３条第２項に規定する方法により、電子情報処理

組織を使用して提出された証明書のうち、押印又は署名に代えて特許庁長官が

定める電子署名がされた証明書は、提出後にその内容が改変されたものは真正

な証明書として認められないため、不備の解消のために返還し、再提出を簡便

にするという本来の返還の趣旨にそぐわないうえに、返還の効果も実質的に無

いことから、押印又は署名を要さない証明書も含め、特例法施行規則第１３条

第２項に規定する方法により、電子情報処理組織を使用して提出された証明書

は、返還しないものとする。  
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（改訂令和６・１）  

 

 

 
※ 1  特１８条：意６８条２項、商７７条２項において準用  
※ 2  特１８条の２第１項、２項：実２条の５第２項、意６８条２項、商７７条２項、特

例法４１条２項において準用  
※ 3  特１３３条２項、１３３条の２第１項、第２項、１３５条：特７１条３項｛実２６

条、意２５条３項、商２８条３項〔商６８条３項〕｝、特１２０条の８第１項｛特１７

４条１項｝、実４１条、意５２条、５８条２項 {商６２条１項〔商６８条５項〕、商附

則２１条〔商附則２３条〕 }、意５８条３項 {商６２条２項〔商６８条５項〕 }、商５６

条１項｛商４３条の１５第１項〔商６０条の２第 1 項（商６８条５項）、商６８条４

項〕、商６８条４項｝、商附則１７条１項｛商附則２３条｝において準用  
※ 4  特１７条３項：意６８条２項、商７７条２項において準用  
※ 5 特１３３条１項、１３３条３項：特７１条３項｛実２６条、意２５条３項、商２８

条３項〔商６８条３項〕｝、特１２０条の５第９項｛特１７４条１項｝、特１２０条の

８第１項｛特１７４条１項｝、特１３４条の２第９項、特１７４条２項、１７４条３

項｛実４５条１項、意５８条４項、商６１条〔商６８条５項〕、商附則２０条〔商附則

２３条〕｝、特１７４条４項、実４１条、意５２条、５８条２項 {商６２条１項〔商６８

条５項〕、商附則２１条〔商附則２３条〕 }、意５８条３項 {商６２条２項〔商６８条

５項〕 }、商５６条１項｛商４３条の１５第１項〔商６０条の２第 1 項（商６８条５

項）、商６８条４項〕、商６８条４項｝、商附則１７条１項｛商附則２３条｝において準

用  

 
注記の準用条文は括弧を用いて記載されている。  

例「特５０条｛特６７条の４、１５９条２項〔特１７４条２項〕｝」は、「特５０条：

特６７条の４、１５９条２項（特１７４条２項において準用）において準用」を

表す。  
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１４．１０  

 

本人確認できる印の取扱い  

 

 

１．押印が必要な手続  

  以下（１）及び（２）に掲げる手続においては、申請書又は申請書に添付する

権利の承継若しくは登録の原因を証明する書面等（以下「添付の証明書類」とい

う。）に本人確認ができる印を押さなければならない。  

（１）申請書に提出者又は登録名義人の押印を要する手続（代理人により申請する

場合を除く。）  

ア．氏名（名称）変更届（特例施規４条２項、現金手続省令３条２項）  

  イ．住所（居所）変更届（特例施規４条２項、現金手続省令３条２項）  

ウ . 登録名義人等の表示変更（更正）登録申請（特登施規１０条４項 ※ 1、特登

施規様式第９備考４）  

（２）添付の証明書類に譲渡人等の押印を要する手続 注 1 

  ア．出願人名義変更届（特施規１２条 ※ 2、特施規様式第１８備考１９及び２０、

商施規様式第１１備考１７及び１８）  

  イ．特定承継による特許権等の移転登録申請（特登令２９条３項 ※ 3、特登施規

１０条１項 ※ 1、特登施規様式第７備考１５）  

  ウ．特許法第７４条第１項の規定による請求に基づく特許権移転登録申請（特

登施規１０条２項 ※ 1、特登施規様式第７の２備考２）  

  エ．一般承継による特許権等の移転登録申請（特登施規１０条３項 ※ 1、特登施

規様式第８備考３）  

  オ．専用実施（使用）権設定（変更）登録申請（特登令２９条３項 ※ 3、特登施

規１０条５項 ※ 1、特登施規様式第１０備考５、商登施規４条３項、商登施規

様式第８備考）  

  カ．仮専用実施権設定（変更）登録申請（特登令２９条３項 ※ 3、特登施規１０

条６項※ 1、特登施規様式第１１備考８）  

  キ．質権設定（変更）登録申請（特登令２９条３項 ※ 3、特登施規１０条７項 ※

1、特登施規様式第１２備考９）  

  ク．実用新案権抹消登録申請（実登令７条において準用する特登令２９条３

項、実登施規２条の３、実登施規様式第６備考１５）  

  ケ．商標権分割登録申請（商登施規４条１項、商登施規様式第６備考１７）  

  コ．商標権分割移転登録申請（商登令１０条において準用する特登令２９条  

３項、商登施規４条２項、商登施規様式第７備考６）  

サ．通常使用権設定（変更）登録申請（商登令１０条において準用する特登令

２９条３項、商登施規４条３項、商登施規様式第８備考１０）  

２．命令に基づく本人確認ができる印及びその証明  

（１）本人確認できる印  



 

 

方式審査便覧 

１４．１０ 

 

- 2 - 

命令に基づく本人確認できる印は、具体的には以下ア．又はイ．の印鑑を使

用するものとする。  

ア．実印（法人の場合は登記所に登録済みの印鑑、個人の場合は市区町村に

登録済みの印鑑。）  

イ．実印により証明された又は証明することが可能な法人の代表者印（特許

庁に対する手続において実印に代えて当該代表者印を使用する旨を（２）

イ．により証明された又は証明することができる印鑑。）  

（２）本人確認できる印であることの証明  

  申請書又は添付の証明書類に押された印については、各手続を行う代理人

（代理人によらない手続の場合は、手続者本人）の宣誓により、使用した印

鑑が、本人確認ができるものであることを確認できた場合は、上記（１）で定

める印が押されたものと認める。ただし、当該宣誓内容や使用された印鑑に

合理的疑義がある場合は、以下ア．又はイ．に記載する印鑑を証明する証明

書等（以下「印鑑証明書等」という。）の提出等、追加の本人確認措置を求め

る。  

なお、本人確認できる印であることの証明は、上記宣誓によらず、以下ア．

又はイ．に記載の印鑑証明書等の提出による場合も認める。  

ア．（１）ア．（実印）の場合  

印鑑証明書（住所地の市町村長（特別区の区長を含むものとし、地方自

治法第２５２条の１９第１項の指定都市にあっては、市長又は区長若しく

は総合区長とする。）又は登記官が作成するものに限る。作成後３箇月以

内のもの。（以下同じ。））  

イ．（１）イ．（実印により証明された又は証明することが可能な法人の代

表者印）の場合  

実印による証明書（代表者印を押印し、特許庁に対する手続において実

印に代えて当該代表者印を使用する旨を、証明する日、法人の住所、名称

及び代表者名を記載し、さらに実印を押印し証明するもの。）及び実印の

印鑑証明書  

 

 

 

（新規令和７・４）  

 

 
※ 1 特登施規１０条：実登施規３条３項（第６項を除く）、意登施規６条３項（第６項

を除く）、商登施規１７条３項（第２項、５項及び６項を除く）において準用  
※ 2 特施規１２条：実施規２３条１項  、意施規１９条１項において準用  
※ 3 特登令２９条：実登令７条、意登令７条、商登令１０条において準用  

 
注 1 １．（２）イ．、オ．～ク．、コ．及びサ．の手続において、登録の原因について
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第三者の許可、認可、同意又は承諾を要する場合であって、申請書にその第三者が記

名し、印を押したときは、第三者の許可等を証明する書面を添附することを要しない

（特登令２９条３項 ※ 3）。  
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１４．２０  

 

署名  

 

 

１．契約を証明する書面における日本人の署名  

日本人注 1 と法を異にする地に在る者の間で締結した契約の方式については、

法の適用に関する通則法（平成１８年法律第７８号）第１０条第４項において、

申込みの通知を発した地の法又は承諾の通知を発した地の法のいずれかの地の

法に適合する契約の方式は有効である旨規定されていることから、契約を証明

する書面を日本人又は日本法人の代表者が押印によらず署名のみで作成した場

合であっても、その署名は有効である。  

２．外 国 人 の 署 名  

外国人ノ署名捺印及無資力証明ニ関スル法律（明治３２年法律第５０号）第

１条第１項に法令の規定により署名、捺印すべき場合において、外国人は署名

することをもって足りる旨、同条第２項に捺印のみをなすべき場合において、

外国人は署名をもって捺印に代えることができる旨規定されていることから、

外国人については、押印に代えて、署名をすれば足りる。  

３．署名の本人確認措置  

署名を要する書面への署名については、各手続を行う代理人（代理人によら

ない手続の場合は、手続者本人）の宣誓により、記載された署名が署名者本人

のものであることを確認できた場合は、本人確認がされた署名として認める。

ただし、当該宣誓内容や署名に合理的疑義がある場合は、署名の本人確認をす

ることができる証明書の提出等、追加の本人確認措置を求める。  

なお、本人確認ができる署名であることの証明は、上記宣誓によらず、署名

証明書等の提出による場合も認める。  

 

 

（改訂令和７・４）  

 

 

 
注 1 日本に住む日本人に限る。  
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１５．２０  

 

不適法な出願書類等に係る手続の却下の

取扱い  

 

 

不適法な手続であって、その補正をすることができないものについては、その

手続を却下するものとする（特１８条の２第１項 ※ 1）。  

また、却下しようとするときは、その理由を通知し、弁明の機会を与えなけれ

ばならない（特１８条の２第２項 ※ 1）。  

不適法な出願書類等に係る手続の却下については、次のとおり取り扱う。  

なお、この取扱いに当たっては、下記事項に充分留意するものとする。  

 

（１）基準の運用に当たっては、当該出願書類等を総合的に検討し客観的に  

手続者の合理的意思を判断するよう努めるものとする。  

（２）形式的には以下に掲げる却下事項に該当する場合であっても、個別具  

体的な事例においては、必要に応じた取扱いを行うことにより、関係法  

令の適正かつ妥当な運用を図るものとする。  

 

１．出願手続の却下  

願書及びその添付書類が、次に掲げる事項に該当する場合には、特許法第１

８条の２第１項 ※ 1の規定により却下するものとする（特許法第３８条の２第１

項各号に該当するときは、同条第２項の規定により補完をすることができる旨

を通知し、規定する期間内にその補完をしないときは、同条第８項の規定によ

り却下するものとする。また、商標法第５条の２第１項各号に該当するときは、

同条第２項の規定により補完をすべきことを命じ、指定された期間内にその補

完をしないときは、同条第５項の規定により却下するものとする。）。  

（共通事項）  

（１）いずれの種類の出願であるか不明な出願をしたとき。  

（２）日本語で書かれていない書面をもって出願をしたとき（特許法施行規則

等で認められる願書様式、特許法第３６条の２第１項に規定する外国語書

面及び外国語要約書面を除く。）。（特施規２条１項 ※ 2）  

（３）在外者（在外者と日本国内に住所又は居所を有する者が共同して出願を

したときを含む。）が日本国内に住所又は居所を有する代理人によらないで

出願（特許出願（分割出願、変更出願及び実用新案登録に基づく特許出願

を除く。）を除く。）をしたとき。（特８条１項 ※ 3、特施令１条１号※ 4、２号）  

（４）原出願の出願人以外の者が、分割出願、変更出願若しくは補正却下後の

新出願をしたとき、又は基礎とされた実用新案登録の実用新案権者以外の

者が実用新案登録に基づく特許出願をしたとき（代理権が確認できる代理
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人又はもとの出願の代理人による手続であって、出願書面作成時に誤記し

たことが明らかな場合を除く。）。 ※ 5 

（５）分割出願、変更出願若しくは補正却下後の新出願において、原出願が共

同出願の場合で、原出願の出願人全員で行っていないとき、又は実用新案

登録に基づく特許出願において、基礎とされた実用新案権が共有に係る場

合で、共有者全員で行っていないとき（代理権が確認できる代理人又はも

との出願の代理人による手続であって、出願書面作成時に脱漏したことが

明らかな場合を除く。）。 ※ 5 

（６）出願をすることができる時又は期間が特許法、実用新案法、意匠法又は

商標法により定められている場合において、その時又は期間外に出願をし

たとき※ 6（特許出願の分割においては特許法第４４条第７項※ 7の規定が適

用される場合、実用新案登録出願又は意匠登録出願から特許出願への変更

においては同法第４６条第５項の規定が適用される場合、実用新案登録に

基づく特許出願においては同法第４６条の２第３項の規定が適用される場

合、特許権の存続期間の延長登録出願においては同法６７条の２第３項括

弧書又は特許法施行令第３条ただし書（改正前特許法施行令第３条ただし

書 注 1）の規定が適用される場合及び防護標章登録に基づく権利の存続期間

の更新登録出願においては商標法第６５条の３第３項の規定が適用される

場合を除く。）。  

（特許出願）  

（７） 先の特許出願を参照すべき旨を主張する方法による特許出願（以下「先

願参照出願」という。）をしようとする者が先の特許出願の出願時の特許出

願人、出願後の承継人又は出願前の権利者でないとき。（特３８条の３第１

項）  

（８）先願参照出願をしようとする旨を願書に記載して特許出願をする者が先

の特許出願をした国若しくは国際機関の名称、先の特許出願の出願日又は

出願番号を願書に記載して提出しないとき。（特３８条の３第２項、特施規

２７条の１０第１項）  

（９）先願参照出願をした者が、特許出願の日から４月以内に、当該特許出願

に係る願書に添付して提出すべき明細書及び必要な図面並びに先の特許出

願の認証謄本等又は先の特許出願の認証謄本等が外国語で記載されている

場合は日本語による翻訳文を提出しないとき。（特３８条の３第３項、特施

規２７条の１０第３項、４項）  

（実用新案登録に基づく特許出願）  

（１０）実用新案権の設定の登録がなされていない実用新案登録出願又は実用

新案権が消滅した実用新案登録を基礎として実用新案登録に基づく特許出

願をしたとき。（特４６条の２第１項）  

（１１）実用新案登録に基づく特許出願の際に、実用新案権の放棄による登録

の抹消の申請がなされていない又は当該申請が却下になった実用新案登録

を基礎として実用新案登録に基づく特許出願をしたとき。ただし、この場
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合において、当該出願に対する却下の処分を行おうとする際に、実用新案

権の放棄による登録の抹消の申請がなされているときは、却下の処分は行

わない。（特４６条の２第１項）  

（特許権の存続期間の延長登録出願）  

（１２）特許番号が記載されていない願書をもって特許権の存続期間の延長登

録出願をしたとき（願書に添付された書面全体から特定できるときを除

く。）。（特６７条の２第１項２号、特６７条の５第１項２号（改正前特６７

条の２第１項２号 注 1））  

（１３）特許法第６７条第４項（改正前特許法第６７条第２項 注 1）の政令で定

める処分の内容が記載されていない願書（延長の理由を記載した資料が添

付されているときを除く。）をもって特許権の存続期間の延長登録出願をし

たとき。（特６７条の５第１項４号（改正前特６７条の２第１項４号 注 1））  

（１４）特許法第６７条第４項（改正前特許法第６７条第２項 注 1）の政令で定

める処分（特施令２条）に該当しない処分が記載された願書（願書に添付

された書面全体から出願書面作成時に誤記したことが明らかな場合を除

く。）をもって特許権の存続期間の延長登録出願をしたとき。（特６７条の

５第１項４号（改正前特６７条の２第１項４号 注 1））  

（実用新案登録出願）  

（１５）明細書及び実用新案登録請求の範囲を添付しないで実用新案登録出願

をしたとき。（実５条２項）  

（１６）経済安全保障推進法第７０条第１項の規定により通知を受けた指定特

許出願人が、同法第７７条第２項の規定による保全指定の解除又は保全指

定の期間の満了の通知を受ける前に、実用新案法第１０条第１項に規定す

る実用新案登録出願に変更する出願をしたとき。（経済安全保障推進法７２

条２項）  

（意匠登録出願）  

（１７）図面を添付しないで意匠登録出願をしたとき（意匠法第６条第２項に

より図面に代えて写真、ひな形又は見本を提出するときを除く。）。（意６条

１項、２項）  

（１８）意匠に係る物品又は意匠に係る建築物若しくは画像の用途を記載しな

い書面をもって意匠登録出願をしたとき（願書に添付された書面全体から

特定できるときを除く。）。（意６条１項３号）  

（１９）経済安全保障推進法第７０条第１項の規定により通知を受けた指定特

許出願人が、同法第７７条第２項の規定による保全指定の解除又は保全指

定の期間の満了の通知を受ける前に、意匠法第１３条第１項に規定する意

匠登録出願に変更する出願をしたとき。（経済安全保障推進法７２条２項） 

（商標登録出願）  

（２０）団体商標登録出願において、商標法第７条第１項に規定する「一般社

団法人その他の社団（法人格を有しないもの及び会社を除く。）若しくは事

業協同組合その他の特別の法律により設立された組合（法人格を有しない
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ものを除く。）又はこれらに相当する外国の法人」以外の者が出願をしたと

き（願書に添付された書面全体から出願書面作成時に誤記したことが明ら

かな場合を除く。）。（商７条１項）  

（２１）地域団体商標登録出願において、商標法第７条の２第１項に規定する

「事業協同組合その他の特別の法律により設立された組合（法人格を有し

ないものを除き、当該特別の法律において、正当な理由がないのに、構成

員たる資格を有する者の加入を拒み、又はその加入につき現在の構成員が

加入の際に付されたよりも困難な条件を付してはならない旨の定めのある

ものに限る。）、商工会、商工会議所若しくは特定非営利活動促進法（平成

十年法律第七号）第二条第二項に規定する特定非営利活動法人又はこれら

に相当する外国の法人」（→０１．６３）以外の者（個人、会社等）が出願

をしたとき（願書に添付された書面全体から出願書面作成時に誤記したこ

とが明らかな場合を除く。）。（商７条の２第１項）  

（防護標章登録に基づく権利の存続期間の更新登録出願）（→３５．６０）  

（２２）防護標章登録の登録番号を記載しないで防護標章登録に基づく権利の

存続期間の更新登録出願をしたとき（願書に添付された書面全体から当該

登録番号が特定できるときを除く。）。（商６５条の３第１項２号）  

２．願書以外の出願書類の却下  

願書以外の出願書類が、次に掲げる事項に該当する場合には、特許法第１８

条の２第１項 ※ 1の規定により却下するものとする。  

（１）提出の趣旨の不明な書類その他の物件をもって手続をしたとき。  

（２）代表者選定の届出がされている場合において、代表者以外の者が手続を

したとき（手続の効果が本人にのみ及ぶ手続を除く。）。  

（３）出願人 注 2以外の者が手続をしたとき（代理権が確認できる代理人による

手続であって、手続書面作成時に誤記したことが明らかな場合又は他人に

よる出願審査請求等を除く。）。  

（４）査定謄本の送達後又は出願却下 ※ 8※ 9の処分の謄本の送達後に、意見書、

物件提出書、又は特徴記載書を提出したとき。  

（５）特許法第１８条の２第１項 ※ 1の規定により却下された出願について手続

をしたとき、出願が放棄され、取り下げられ、若しくは却下された後に手

続をしたとき、又は出願について拒絶査定が確定（審決の確定による場合

を含む。）し、若しくは設定の登録がされた後に手続をしたとき（設定の登

録後にした代理人選任等の届出、包括委任状の援用の制限の届出、情報の

提供、受託番号の変更の届出、実用新案技術評価の請求及び秘密意匠期間

の変更の請求を除く。）。  

（６）手続却下 ※ 8又は出願却下 ※ 9の処分の謄本送達後（同日含む）に当該手続

又は出願に対し手続補正書等を提出したとき（弁明等により手続却下の謄

本の送達前の提出であることを証明した場合を除く。）。（→４３．２１）  

（７）外国語書面出願又は外国語特許出願のいずれでもない出願（外国語書面

出願又は外国語特許出願をもとにした日本語による分割出願を含む。）に誤
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訳訂正書を提出したとき。（特３６条の２、１７条の２第２項、１８４条の

４、１８４条の１２第２項）  

（８）一の手続をもって足りる手続（外国語書面出願の翻訳文（特３６条の２

第２項）、明細書等提出書（特３８条の３第３項、特施規２７条の１０第５

項）、出願審査請求書（特４８条の３）等）が重ねて行われたとき。  

（９）法定期間若しくは指定期間につき延長を請求した場合において、その期

間の延長が法律上許されないものであるとき、又はその期間（特許法第５

条第３項※ 10の規定により期間の延長を請求することができる場合（→０４．

１０）は、延長を請求することができる期間）満了後に延長を請求したと

き。（特４条 ※ 1 1、５条※ 1 0、意１７条の４ ※ 12）  

（１０）特許法第３８条の２第３項又は第９項の規定により特許出願について

補完をする場合において、同条第４項に規定する手続補完書を特許法施行

規則第２７条の７又は同規則第２７条の９に規定する期間経過後に提出し

たとき。  

（１１）特許法第３８条の２第４項に規定する手続補完書により同法第３６条

第２項の必要な図面のみが提出されたとき。  

（１２）先願参照出願をした者が、当該特許出願に係る願書に添付して提出す

べき明細書及び必要な図面並びに先の特許出願の認証謄本等及び先の特許

出願の認証謄本等が外国語で記載されている場合にあってはその日本語に

よる翻訳文のいずれかを特許法施行規則第２７条の１０第３項に規定する

期間経過後に提出したとき。  

（１３）先願参照出願をした者が、特許法第３８条の３第３項に規定する明細

書等提出書で当該特許出願に係る願書に添付して提出すべき必要な図面の

みを提出したとき。  

（１４）特許法第３８条の４第２項又は第９項の規定により明細書又は図面の

一部の欠落を補完するために、特許法第３８条の４第３項に規定する明細

書等補完書を特許法施行規則第２７条の１１第１項又は第１２項に規定す

る期間経過後に提出したとき。  

（１５）明細書又は図面の一部の欠落を補完するための手続において、特許法

施行規則第２７条の１１第７項に規定する優先権主張基礎出願の写し又は

同項に規定する優先権主張基礎出願の日本語による翻訳文を、同項に規定

する期間経過後に提出したとき。  

（１６）明細書又は図面の一部の欠落を補完するための手続において、特許法

施行規則第２７条の１１第４項に規定する意見書を同項に規定する期間経

過後に提出したとき。  

（１７）明細書又は図面の一部の欠落を補完するための手続において、特許法

施行規則第２７条の１１第１０項に規定する期間経過後に特許法第３８条

の４第７項の規定による明細書等補完書の取下げをしたとき。  

（１８）発明の新規性の喪失の例外規定の適用を受けるための手続において、

特許法第３０条第３項※ 13（意４条３項）に規定する証明書を同項に規定す
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る期間経過後に提出したとき（特許法第３０条第４項 ※ 1 3（意４条４項）の

規定が適用された場合を除く。）。  

（１９）外国語書面出願において、特許法第３６条の２第２項に規定する翻訳

文を同項に規定する期間経過後に提出したとき（特許法第３６条の２第４

項又は第６項の規定が適用され、同条第７項の規定により同条第２項に規

定する期間が満了する時に提出されたものとみなす場合を除く。）。  

（２０）特許出願等に基づく優先権主張の手続において、特許法第４１条第１

項柱書き、同項第１号から第５号まで若しくは同条第４項に規定する要件

を満たしていないとき。（→２８．１２）（→２８．４１）  

（２１）パリ条約による優先権主張の手続において、特許法第４３条第１項 ※ 1 4

に規定する要件を満たしていないとき。（→２８．１１）（→２８．１２）  

（２２）パリ条約による優先権主張の手続において、特許法第４３条第２項※ 14

に規定する優先権証明書類等を同項に規定する期間経過後に提出したとき

（特許法第４３条第７項又は第８項 ※ 1 4の規定が適用された場合を除く。）。 

（２３）分割出願、変更出願又は実用新案登録に基づく特許出願において、原

出願で主張していない優先権の主張をしたとき（特許から実用新案への変

更出願、実用新案から特許への変更出願又は実用新案登録に基づく特許出

願に対し、原出願の日から１月以内に優先権主張書を提出した場合を除

く。）。  

（２４）出願審査の請求において、特許法第４８条の３第１項及び第２項に規

定する期間経過後に出願審査請求書を提出したとき（特許法第４８条の３

第５項が適用され、同条第６項の規定により同条第１項及び第７項で準用

する第２項に規定する期間が満了する時に提出されたものとみなす場合を

除く。）。  

（２５）特許権の存続期間の延長登録において、特許法第６７条の６第１項（改

正前特許法第６７条の２の２第１項 注 1）の規定による書面を同項に規定す

る期間経過後に提出したとき（特許法第６７条の６第４項（改正前特許法

第６７条の２の２第４項 注 1）の規定が適用された場合を除く。）。  

（２６）特許権の設定の登録を受けるための特許料の納付において、特許法施

行規則第６９条第１項（意施規１８条１項、商施規１８条１項）の規定に

よる特許料納付書を特許法第１０８条第１項（意４３条１項、商４１条１

項、４１条の２第１項、６５条の８第１項、２項）に規定する期間経過後

に提出したとき（特許法第１０８条４項（意４３条４項、商４１条３項、

４項、４１条の２第３項、４項、６５条の８第４項、５項）の規定が適用

された場合を除く。）。  

（２７）既納の特許料の返還において、特許法施行規則第７６条（実施規２１

条の２、意施規１８条の２、商施規１８条の３）に規定する既納特許料返

還請求書を特許法第１１１条第２項 ※ 15（実３４条２項、商４２条２項、６

５条の１０第２項）に規定する期間経過後に請求したとき（特許法第１１

１条第３項※ 1 5  （実３４条３項、商４２条３項、６５条の１０第３項）の規
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定が適用された場合を除く。）。  

（２８）外国語特許出願（外国語実用新案登録出願）において、特許法第１８

４条の４第１項（実４８条の４第１項）に規定する明細書の翻訳文並びに

同法第１８４条の４第１項及び第２項（実４８条の４第１項及び２項）に

規定する請求の範囲の翻訳文を国内書面提出期間（国内書面提出期間の満

了前２月から満了の日までに国内書面の提出があった場合は、翻訳文提出

特例期間。以下同じ。）経過後に提出したとき（特許法第１８４条の４第４

項（実４８条の４第４項）の規定が適用され、同法第１８４条の４第５項

（実４８条の４第５項）の規定により国内書面提出期間が満了する時に提

出されたものとみなす場合を除く。）。  

（２９）出願審査の請求の手数料（以下、「出願審査請求手数料」という。）又

は過誤納の手数料の返還について、特許法施行規則第７７条に規定する出

願審査請求手数料返還請求書、同規則第７８条（実施規２１条の３、意施

規１８条の４、商施規１８条の４）に規定する既納手数料返還請求書を特

許法第１９５条第１０項及び第１２項 ※ 1 6 （実５４条の２第１１項、意６

７条８項、商７６条８項）に規定する期間経過後に請求したとき（特許法

１９５条第１３項 ※ 16（実５４条の２第１２項、意６７条９項、商７６条９

項）の規定が適用された場合を除く。）。  

（３０）実用新案登録について、実用新案法施行規則第１０条第２項に規定す

る実用新案法第１４条の２第１項の訂正に係る訂正書を同法第１４条の２

第１項第１号又は第２号に規定する期間経過後に提出したとき（実用新案

法第１４条の２第５項、同条第６項の規定が適用された場合を除く。）。  

（３１）個別指定手数料の返還において、意匠法施行規則第１８条の５に規定

する個別指定手数料返還請求書を意匠法第６０条の２２第２項に規定する

期間経過後に提出したとき（意匠法第６０条の２２第３項の規定が適用さ

れた場合を除く。）。  

（３２）商標出願時の特例規定の適用を受けるための手続において、商標法施

行規則第６条の２で規定する出願時の特例証明書提出を商標法第９条第２

項で規定する期間経過後に提出したとき（商標法第９条第３項、同条第４

項の規定が適用された場合を除く。）。  

（３３）国際特許出願について発明の新規性の喪失の例外規定の適用を受ける

ための手続において、特許法第３０条第３項 ※ 1 3に規定する証明書を特許法

施行規則第３８条の６の３ ※ 17に規定する期間経過後に提出したとき（特許

法施行規則第３８条の６の３ただし書きの規定が適用された場合を除く。）。 

（３４）国際特許出願又は特許法第１８４条の２０第１項の申出をする場合に

おけるパリ条約による優先権主張の手続において、特許協力条約に基づく

規則１７．１（ a）に規定する優先権書類として優先権証明書類等を特許法

施行規則第３８条の１４第１項 ※ 18に規定する期間経過後に提出したとき

（特許法施行規則第３８条の１４第１項ただし書きの規定が適用された場

合を除く。）。  
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（３５）国際意匠登録出願について新規性の喪失の例外の規定の適用を受ける

ための手続において、意匠法第６０条の７第１項に規定する書面を意匠法

施行規則第１条の２に規定する期間経過後に提出したとき（証明書につい

ては意匠法施行規則第１条の２ただし書きの規定が適用される場合を除

く。）。  

（３６）実用新案法第６条の２の規定による補正を命じた場合において、その

指定した期間の経過後に明細書、実用新案登録請求の範囲又は図面につい

て補正をしたとき。  

（３７）実用新案登録を無効にすべき旨の審決（実用新案法第４１条において

準用する特許法第１２５条ただし書に規定する特許法第１２３条第１項第

７号（実用新案登録の後に権利享有できない者になったとき（実３７条１

項６号））に基づく無効に該当する場合を除く。）が確定した後に、実用新

案技術評価の請求がなされたとき。（実１２条２項）  

（３８）実用新案登録に基づく特許出願がされた後に、その基礎とされた実用

新案登録に実用新案技術評価の請求がなされたとき。（実１２条３項）  

（３９）意匠法第６条第２項の規定によるひな形又は見本を提出した日が、意

匠登録出願を電子情報処理組織を使用して提出した日と同日でないとき。

（特例施規１９条、２０条）  

（４０）手続が以下に該当するとき。  

ア．手続補正書が次に該当するとき。  

ａ．手続補正書（誤訳訂正書、手続補完書）に補正の内容（訂正の内

容、補完の内容）の記載がないとき（補正方法（訂正方法）が「削

除」のときを除く。）又は添付すべき書面が添付されていないとき

（物件の提出をその内容とする場合に限る。）。  

ｂ．外国語書面出願において、翻訳文提出書の提出前に明細書、特許請

求の範囲、図面又は要約書に係る補正をしたとき。  

ｃ . 通常出願をした後、当該出願を分割出願、変更出願又は実用新案登

録に基づく特許出願にすることを目的とする補正をしたとき。  

イ．意見書に意見の内容の記載がないとき。  

ウ．翻訳文提出書に翻訳文が添付されていないとき。  

エ．物件の提出を目的とする手続（優先権証明書提出書等）に物件が添付

されていないとき（援用により提出書面の省略がされた場合を除く。）。  

オ．代表者選定届に何人が代表者となったかの記載がないとき（手続書面

全体から特定することができるときを除く。）。  

カ．出願人名義変更届が、以下に該当するとき（手続書面全体から特定す

ることができるときを除く。）。  

ａ．出願人名義変更届に承継人の識別番号及び氏名又は名称のいずれも

記載がないとき。  

ｂ．特許を受ける権利の帰属について訴訟が係属中であることを特許庁

が知り得た後になされた手続であって、当該手続に係る者（出願人名
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義変更届の譲渡人、出願取下書の出願人等）が判決又はこれと同一の

効力を有する和解調書等により正当な出願人（正当に特許を受ける権

利を承継している者）でないことが判明したとき。  

ｃ．団体商標登録出願に提出された出願人名義変更届の承継人が、商標

法第７条第１項に規定する「一般社団法人その他の社団（法人格を有

しないもの及び会社を除く。）若しくは事業協同組合その他の特別の法

律により設立された組合（法人格を有しないものを除く。）又はこれら

に相当する外国の法人」以外の者であるとき。  

ｄ．地域団体商標登録出願に提出された出願人名義変更届の承継人が、

商標法第７条の２第１項に規定する「事業協同組合その他の特別の法

律により設立された組合（法人格を有しないものを除き、当該特別の

法律において、正当な理由がないのに、構成員たる資格を有する者の

加入を拒み、又はその加入につき現在の構成員が加入の際に付された

よりも困難な条件を付してはならない旨の定めのあるものに限る。）、

商工会、商工会議所若しくは特定非営利活動促進法（平成十年法律第

七号）第二条第二項に規定する特定非営利活動法人又はこれらに相当

する外国の法人」（→０１．６３）以外の者（個人、会社等）であると

き。  

キ．代理人受任の届出書に受任した代理人の識別番号及び氏名又は名称の

いずれも記載がないとき（手続書面全体から特定することができるとき

を除く。）。  

ク．代理人選任（代理人変更、代理権変更、代理権消滅）の届出書に選任

した代理人の識別番号及び氏名又は名称のいずれも記載がないとき（手

続書面全体から特定することができるときを除く。）。  

ケ．包括委任状援用制限届に援用を制限した代理人の記載がないとき。  

コ．特徴記載書に意匠の特徴の記載がないとき。  

サ．手続補足書に添付すべき物件が添付されていないとき。  

シ．受託番号変更届に新受託番号の記載がなく、添付すべき新受託番号を

証明する書面が添付されていないとき。  

ス．特許法第６７条の６第１項（改正前特許法第６７条の２の２第１項 注 1）

の書面に、特許番号又は特許法第６７条第４項（改正前特許法第６７条

第２項 注 1）の政令で定める処分の記載がないとき。  

（４１）手数料の補正のみをする手続補正書が、次に該当するとき。  

ア．予納を利用する場合  

ａ．予納台帳番号が記載されていないとき。  

ｂ．手続をする者（代理人があるときはその代理人）が手続補正書に記

載した予納台帳番号の予納台帳の予納者（特例法施行規則第４１条の

規定による代理人届が提出された者を含む。）でないとき。  

ｃ．予納台帳の残高が不足することにより、予納額から手数料の納付に

充てることが全くできないとき。  
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イ．特許印紙により納付する場合  

特許印紙を全く貼付しないで手続をしたとき。  

ウ．現金（電子現金）により納付する場合  

納付の事実が存在しない又は使用済み若しくは返還済みのとき。  

エ．口座振替により納付する場合  

ａ．書面による手続補正書において口座振替による納付の申出をしたと

き。  

ｂ．手続をする者（代理人によるときはその代理人）が手続補正書に記

載した振替番号を付与された者（特例法施行規則第４１条の規定によ

る代理人届が提出された者を含む。）でないとき。  

ｃ．預金口座又は貯金口座の残高の不足等により、手数料の振替ができ

ないとき。  

オ ． 指定立替納付者により納付する場合  

ａ．書面による手続補正書において指定立替納付者による納付の申出

をしたとき（当該申出を特許庁の窓口において手続に係る書面を提

出することにより行う場合を除く。）。  

ｂ．クレジットカードの有効期限が切れている等の事情により、手数

料が納付されていないとき。  

（４２）意匠登録出願と同時でない又は設定登録料納付と同時でないときに意

匠を秘密にすることの請求をしたとき。（意１４条）  

（４３）共同で行わなければならない手続において、出願人全員で行っていな

いとき（代理権が確認できる代理人による手続であって、手続書面作成時

に脱漏したことが明らかな場合を除く。）。（特１４条 ※ 3  ）  

（４４）出願公開の請求をする場合において、次に該当するとき。  

ア．出願公開請求書の提出以前に、出願公開されているとき。（特６４条の

２第１項１号）  

イ．パリ条約による優先権等の主張を伴う出願でその優先権証明書類等が

提出されていないとき。（特６４条の２第１項２号）  

ウ．外国語書面出願で外国語書面の翻訳文が提出されていないとき。（特６

４条の２第１項３号）  

ただし、却下の処分を行おうとする際に、上記イ．の場合においては優

先権証明書類等、上記ウ．の場合においては外国語書面の翻訳文が提出さ

れているときは、却下の処分は行わない。  

（４５）出願審査請求手数料の返還請求をする場合において、次に該当すると

き。  

ア．出願が放棄され又は取り下げられた日から６月を経過した後に返還請

求をしたとき。（特１９５条１０項）  

イ．出願審査請求手数料の納付に係る手続をした者以外の者が返還請求を

したとき（代理権が確認できる代理人による手続であって、手続書面作

成時に誤記したことが明らかな場合を除く。）。（特１９５条９項）  
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ウ．出願審査請求手数料を完納していない事件について返還請求をしたと

き。  

エ．審査の通知等に係る書類の到達後に出願の放棄又は取り下げがなされ

た事件について返還請求をしたとき。（特１９５条９項１号から４号まで） 

（４６）回復理由書が次に該当するとき。  

ア．救済手続期間 注 3外に提出されたとき。（特施規２５条の７第６項、２

７条の４の２第４項 ※ 19、３１条の２第５項、３８条の２第３項※ 20、３８

条の６の２第４項 ※ 1 7 、３８条の１４第３項※ 21、６９条の２第２項、実施

規２１条の４第１項、意施規１８条の６第１項、商施規２条１０項、１０

条４項、１８条の２第２項、２０条３項）  

イ．回復の理由の記載がされていないとき。  

ウ．所定の期間内に手続をしなかったことが故意によるものであると認め

られるとき。（特３６条の２第６項、４１条１項１号括弧書、４３条の２

第１項※ 2 2、４８条の３第５項 ※ 2 3、１１２条の２第１項、１８４条の４第

４項、１８４条の１１第６項 ※ 2 4、実８条１項１号括弧書、３３条の２第

１項、４８条の４第４項、意４４条の２第１項、商２１条１項、４１条

の３第１項 ※ 2 5、６５条の３第３項、商附則３条３項 ※ 2 6）  

エ．回復対象となる手続が提出されないとき。  

オ．回復対象となる手続をすることができる者以外の者が手続をしたとき。 

（４７）出願審査請求手数料又は特許料の軽減又は免除を受けようとする場合

（平成３１年４月１日以降に出願審査の請求をした特許出願に限る。）にお

いて、審査請求料減免申請書又は特許料減免申請書が、出願審査請求書（特

許法施行規則第１１条第４項（同規則第１１条の２第２項において準用する

場合を含む。）の補正に係る手続補正書を提出する場合にあっては当該手続

補正書。）又は特許料納付書の提出と同時に（特許料の免除を受ける者にあ

っては、特許法第１０８条第１項に規定する期間内（同条第４項の規定が適

用された場合を除く。））に提出されていないとき。（特施規７２条２項、７

３条２項）  

（４８）出願審査請求手数料の減免の適用件数の制限を受ける者（→０７．５

０）が件数の限度を超えた審査請求料減免申請書を提出したとき。   

（４９）複数意匠一括出願手続が終了（意施規２条の２第１１項）した後に、

複数意匠一括出願手続の番号が記載された手続書面を提出したとき。  

（５０）経済安全保障推進法第７０条第１項の規定により通知を受けた指定特

許出願人が、同法第７７条第２項の規定による保全指定の解除又は保全指

定の期間の満了の通知を受ける前に、出願放棄書または出願取下書を提出

したとき。（経済安全保障推進法７２条１項）  

（５１）１．出願手続の却下の（２）、（３）及び（６）は、願書以外の出願書

類に準用する。ただし、１．（３）について、以下の場合には適用しない。 

ア．在外者である国際特許出願人が国内処理基準時までに手続をする場合

（特１８４条の１１第１項 ※ 2 7）  
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イ．特許管理人を有する在外者が日本に滞在している場合（特施令１条１

号）  

ウ．先願参照出願をした者が、先の特許出願の認証謄本等を提出する場合

（特施令１条２号、特施規４条の４）  

エ．明細書又は図面の欠落を補完するための手続において優先権主張基礎

出願の写しを提出する場合（特施令１条２号、特施規４条の４）  

オ．特許出願（分割出願、変更出願及び実用新案登録に基づく特許出願を

除く。）と同時に提出することができる書面を出願と同時に提出する場合

（願書に必要事項を記載してその提出を省略する場合を含む。）  

カ．特許出願における手続において却下の処分を行おうとする際に特許管

理人選任の届出がされている場合  

 

（改訂令和７・１）  

 

 

 
※ 1  特１８条の２第１項、第２項：実２条の５第２項、意６８条２項、商７７条２項、

商附則２７条２項（商附則２３条において準用）、特例法４１条２項、現金手続省令

８条において準用  
※ 2  特施規２条１項：実施規２３条１項、意施規１９条１項、商施規２２条１項におい

て準用  
※ 3  特８条１項、１４条：実２条の５第２項、意６８条２項、商７７条２項、商附則２

７条２項（商附則２３条において準用）、特例法４１条２項、国際出願法１９条１項

において準用  
※ 4  特施令１条１号：実施令４条１項、意施令２条１項、商施令７条１項において準用  
※ 5  特４４条１項（実１１条１項において準用）、特４６条１項、２項、特４６条の２

第１項、実１０条１項、２項、意１０条の２第１項、１３条１項、２項、１７条の３

第１項（商１７条の２第１項（商６８条２項において準用）において準用）、商１０

条１項、１１条１項、２項、３項、１２条１項、６５条１項、６８条１項、平成１０

年改正前意１０条の２第１項、１１条１項、１２条１項、２項、１３条１項、２項、

１７条の３第１項  
※ 6  特４４条１項（実１１条１項において準用）、特４４条５項、６項、４６条１項か

ら３項まで、４６条の２第１項、３項、６７条２項、６７条の２第３項、６７条の５

第３項（改正前６７条の２第３項 注 1）、６７条の６第２項（改正前６７条の２の２第

２項 注 1）、実１０条１項、２項、６項、７項、意１０条の２第１項、１３条１項から

３項まで、１７条の３第１項（商１７条の２第１項（商６８条２項において準用）に

おいて準用）、意１７条の４第１項（商１７条の２第２項（商６８条２項において準

用）において準用）、商１０条１項、１１条４項、１２条２項、６５条２項、６５条

の３第２項、３項、平成１０年改正前意１０条の２第１項、１１条１項、１２条３

項、１３条１項から３項まで、１７条の３第１項、特施令３条  
※ 7  特４４条７項：実１１条１項において準用  
注 1 令和２年３月９日までの出願については、環太平洋パートナーシップ協定の締結及び

環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定の締結に伴う関係法律の

整備に関する法律（平成２８年法律第１０８号）附則第２条の経過措置の規定により、

改正前の法令が適用される。  
注 2  特許法第６７条の６第１項〔改正前特許法第６７条の２の２第１項 注 １〕の規定によ

る書面の場合は、特許権者とする。  
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※ 8  特１８条１項（意６８条２項、商７７条２項、商附則２７条２項（商附則２３条に

おいて準用）、特例法４１条２項、現金手続省令８条において準用）、実２条の３  
※ 9  特１８条２項、１８４条の５第３項（実４８条の５第３項において準用）  
※ 1 0 特５条：実２条の５第１項、意６８条１項、商７７条１項、商附則２７条１項（商

附則２３条において準用）において準用  
※ 1 1 特４条：実１４条の２第５項、３９条の２第４項、４５条２項、５４条の２第５

項、意６８条１項、商７７条１項、商附則２７条１項（商附則２３条において準用）

において準用  
※ 1 2  意１７条の４：商１７条の２第２項において準用  
※ 1 3  特３０条３項、４項：実１１条１項において準用  
※ 1 4  特４３条１項、２項、７項、８項：特４３条の２第２項（特４３条の３第３項（実

１１条１項、意１５条１項において準用）において準用）、特４３条の３第３項（実１

１条１項、意１５条１項において準用）、実１１条１項、意１５条１項、６０条の１０

第２項、商１３条１項（商６８条１項において準用）において準用  
※ 1 5  特１１１条２項、３項：意４５条において準用  
※ 1 6  特１９５条１１項、１２項、１３項：国際出願法１８条３項、国際出願法施規８２

条２項において準用  
※ 1 7  特施規３８条の６の２第４項、３８条の６の３：実施規２３条４項において準用  
※ 18  特施規３８条の１４第１項：実施規２３条７項において準用  
注 3  手続をすることができるようになった日から２月以内で所定の期間の経過後１年

（商標に関しては６月）以内（特３６条の２第６項、４８条の３第５項、１１２条の

２第１項、１８４条の４第４項、実３３条の２第１項、４８条の４第４項、意４４条

の２第１項、商２１条第１項、６５条の３第３項、商附則３条３項（商附則２３条に

おいて準用））。  
※ 1 9  特施規２７条の４の２第４項：特施規２７条の４の２第９項、実施規２３条第２項

において準用  
※ 2 0  特施規３８条の２第３項：実施規２３条３項において準用  
※ 2 1  特施規３８条の１４第３項：特施規３８条の１４第８項、実施規２３条７項におい

て準用  
※ 2 2  特４３条の２第１項：特４３条の３第３項、実１１条１項、意１５条１項において  

準用  
※ 2 3  特４８条の３第５項：同条７項において準用  
※ 2 4  特１８４条の１１第６項：実４８条の１５第２項において準用  
※ 2 5  商４１条の３第１項：商４１条の３第３項において準用  
※ 2 6  商附則３条３項：商附則２３条において準用  
※ 2 7  特１８４条の１１第１項：実４８条の１５第２項において準用  
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１６．０６ 

 

設定登録の特許（登録）料納付書の却下

等の取扱い 

 

 

１．次に該当する場合には、納付書を却下するものとする（手続書類に添付した

書面全体から特定することができるときを除く。）。 

（１）提出の趣旨の不明な納付書で手続をしたとき。 

（２）在外者（在外者と日本国内に住所又は居所を有する者が共同して納付をし

たときを含む。）が日本国内に住所又は居所を有する代理人によらないで手

続をしたとき（特許管理人を有する在外者が日本国に滞在している場合にす

るときを除く。）。 

（３）既に納付済の特許（登録）料を重ねて納付したとき。 

（４）納付すべき特許（登録）料として特許印紙が全く貼られていないとき（現

金納付に係る納付済証の添付がないときを含む。）。 

（５）予納を利用する場合において、予納台帳の残高が不足することにより予納

額から特許（登録）料の納付に充てることが全くできないとき。 

（６）口座振替により納付する場合において次に該当するとき。 

ア．書面による納付書において、口座振替による納付の申出をしたとき。 

イ．振替番号の記載がないとき。 

ウ．預金口座又は貯金口座の残高の不足等により、特許（登録）料の振替が

できないとき。 

（７）指定立替納付者により納付する場合において次に該当するとき。 

ア．書面による納付書において、指定立替納付者による納付の申出をしたと 

き（当該申出を特許庁の窓口において手続に係る書面を提出することによ

り行う場合を除く。）。 

イ．クレジットカードの有効期限が切れている等の事情により、特許（登録）

料が納付されていないとき。 

（８）電子現金納付を利用する場合において、取得した納付番号による納付が全

くないとき。 

（９）特許（登録）をすべき旨の査定又は審決の謄本の到達前に納付したとき。 

（１０）出願却下処分の謄本の到達後（同日含む（弁明等により出願却下処分の

謄本の到達前の納付であることを証明した場合を除く。）。）に納付したと

き。 

（１１）関連意匠の意匠登録出願の納付書について、関連意匠の意匠権の設定の

登録の際に、本意匠の意匠登録出願が、放棄されているとき、取り下げられ

ているとき若しくは却下されているとき、本意匠の意匠権が、意匠法第４４

条第４項注 １の規定により消滅しているとき、無効にすべき旨の審決が確定し

ているとき、放棄されているとき若しくは専用実施権が設定されているとき、
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又は本意匠の意匠権者と関連意匠の意匠登録出願人が一致しないとき。 

（１２）第１年分の登録料の納付と同時に意匠を秘密にすることを請求した場合

であって、登録料及び手数料の合算額の納付が全くないとき。 

ただし、上記（４）から（８）までに該当するときであって、期間の定めの

ため却下とすることが著しく不合理な結果となる場合は補充を指令する。 

２．次に該当する場合には、補充を指令する。 

（１）納付書に出願番号の記載がないとき、又は不明なとき。 

（２）納付書記載の納付年分の特許（登録）料、商標については一括納付又は分

割納付の別による登録料と納付額が一致しないとき。 

（３）予納を利用する場合において、次に掲げる事項に該当するとき。 

ア．予納台帳番号が記載されていないとき。 

イ．納付者（代理人があるときはその代理人）が納付書に記載した予納台帳

番号の予納台帳の予納者（特例法施行規則第４１条の規定による代理人届

が提出された者を含む。）でないとき。 

（４）口座振替により納付する場合において、納付者（代理人があるときはその

代理人）が、納付書に記載した振替番号を付与された者（特例法施行規則第

４１条の規定による代理人届が提出された者を含む。）でないとき。 

（５）電子現金納付を利用する場合において、次に掲げる事項に該当するとき。 

ア．納付番号が記載されていないとき。 

イ．納付番号が、納付者（代理人があるときはその代理人）が取得した納付

番号でないとき。 

（６）特許（登録）料の減免を受ける場合において、納付書に記載すべき事項の

記載に不備があるとき。 

（７）防護標章更新登録の登録料又は重複登録に係る商標権の存続期間の更新登

録の登録料の納付書であって、登録番号が当該出願に係るものと相違すると

き。 

（８）納付書に請求項の数又は商品及び役務の区分の数の記載がないとき、又は

当該出願の請求項の数又は商品及び役務の区分の数と相違するとき。 

（９）納付書に出願人の氏名又は名称の記載がないとき。 

（１０）出願人の氏名又は名称が識別番号付与時若しくは氏名（名称）変更届の

もの又は願書等既に提出された書面のものと相違するとき。 

（１１）納付書に納付者の氏名又は名称の記載がないとき。 

（１２）納付者の住所若しくは居所又は氏名若しくは名称が識別番号付与時、住

所（居所）変更届若しくは氏名（名称）変更届のもの又は願書等既に提出さ

れた書面のものと相違するとき。 

ただし、納付者が行政区画及び地番変更、住居表示の実施並びに土地の名

称の変更である旨の記載をした場合を除く。 

（１３）納付書の出願人と納付者が異なる場合であって、納付者の住所若しくは

居所又は氏名若しくは名称の記載に不備があるとき。 

（１４）納付書に納付年分の記載がないとき。 
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（１５）必要な納付年分の納付のないとき、又は存続期間を超える年分の特許（登

録）料を納付したとき。 

（１６）防護標章登録の登録料又は重複登録に係る商標権の存続期間の更新登録

の登録料の納付書に記載された出願人と原商標の原簿上の権利者の表示が相

違するとき（類似意匠も準ずる。）。 

（１７）特許印紙（現金納付に係る納付済証を含む。）ではなく、収入印紙、切

手、証紙、小切手等により納付した場合には、それらを還付し、補充を指令

する。 

（１８）第１年分の登録料の納付と同時に意匠を秘密にすることを請求した場合

であって、次に掲げる事項に該当するとき。 

ア．納付年分に係る登録料及び秘密請求に係る手数料の合算額が納付金額と

一致しないとき。 

イ．新たな代理人により請求した場合であって、当該代理人の代理権が証明

されていないとき。 

ウ．利害関係人が意匠を秘密にすることを請求したとき。 

エ．意匠を秘密にする期間が３年を超えているとき、又は当該期間の記載が

ないとき。 

オ．出願時に既に意匠を秘密にすることを請求していたとき。 

カ．平成１９年３月３１日以前の意匠登録出願について、意匠を秘密にする

ことを請求したとき。 

ただし、上記補充の指令に対し、指定された期間内に応答をしないときは特

許法第１８条の２の規定により却下する。 

 

（改訂令和４・４）  
 

 
注 １  本意匠の意匠権が意匠法第６０条の１４第２項に規定する国際登録を基礎とした意

匠権である場合にあっては意匠法第６０条の１４第２項（意６０条の８第２項）。  



 
 

方式審査便覧 
１６．０７ 

- 1 - 

１６．０７ 

 

設定登録後の特許（登録）料納付書の 

却下等の取扱い 

 

 

１．次に該当する場合には、納付書を却下するものとする（手続書類に添付した

書面全体から特定することができるときを除く。）。 

（１）提出の趣旨の不明な納付書で手続をしたとき。 

（２）在外者（在外者と日本国内に住所又は居所を有する者が共同して納付をし

たときを含む。）が日本国内に住所又は居所を有する代理人によらないで手続

をしたとき（特許管理人を有する在外者が日本国に滞在している場合にする

とき及び特許法第１０７条第１項の規定による第４年以後の各年分の特許料

を納付するときを除く。）。 

（３）権利消滅後若しくは権利の存続期間の終了後に手続をしたとき、又は追納

期間（特１１２条１項、実３３条１項、意４４条１項、商４１条の２第５項、

８項）経過後に手続をしたとき（特許法第１１２条の２第１項、実用新案法

第３３条の２第１項、意匠法第４４条の２第１項又は商標法第４１条の３第

１項若しくは第３項の規定が適用される場合を除く。）。 

（４）納付すべき特許（登録）料として特許印紙が全く貼られていないとき（現

金納付に係る納付済証の添付がないときを含む。）。 

（５）既に納付済の年分の特許（登録）料を重ねて納付したとき。 

（６）併合納付（→１２２．０２）の手続により行われたものが、同一法域内又

は同一権利者でないとき（この場合において、納付書に記載されている法域

又は権利者が同一に係るものについては受理し、納付書に記載されていない

法域又は権利者に係るものについてのみ却下とする。）。 

（７）存続期間を超える年分の特許（登録）料を納付したとき。 

（８）予納を利用する場合において、予納台帳の残高が不足することにより予納

額から特許（登録）料の納付に充てることが全くできないとき。 

（９）口座振替により納付する場合において次に該当するとき。 

ア．書面による納付書において、口座振替による納付の申出をしたとき。 

イ．振替番号の記載がないとき。 

ウ．預金口座又は貯金口座の残高の不足等により、特許（登録）料の振替が

できないとき。 

（１０）指定立替納付者により納付する場合において次に該当するとき。 

ア．書面による納付書において、指定立替納付者による納付の申出をしたと

き（当該申出を特許庁の窓口において手続に係る書面を提出することによ

り行う場合を除く。）。 

イ．クレジットカードの有効期限が切れている等の事情により、特許（登録）

料が納付されていないとき。 
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（１１）電子現金納付を利用する場合において、取得した納付番号による納付が

全くないとき。 

（１２）在外者が第４年以後の各年分の特許料を現金により納付する場合におい

て、当該特許料を出納官吏事務規程（昭和２２年大蔵省令第９５号）第１条

第３項に規定する収入官吏（特許庁に置かれるものに限る。）の口座（以下、

「収入官吏口座」という。）に払い込んでいないとき。 

（１３）日本国内に住所又は居所を有する者が、収入官吏口座に特許（登録）料

を払い込み、納付手続をおこなったとき。 

ただし、上記（４）、（６）及び（８）から（１３）までに該当するときであ

って、期間の定めのため却下とすることが著しく不合理な結果となる場合は補

充を指令する。 

２．次に該当する場合には、補充を命ずる。 

（１）納付書に特許（登録）番号の記載がないとき。 

（２）特許（登録）番号以外の番号を表示した納付書で手続をしたとき。 

（３）納付書に納付者の氏名又は名称の記載がないとき。 

（４）特許（登録）料を他法域納付書等により納付したとき（ただし、法別に係

る記載事項を訂正した場合に限る。）。 

（５）納付書の納付年分の欄に記載した内容に不備があるとき。 

（６）特許（登録）料の減免を受ける場合において、納付書に記載すべき事項の

記載に不備があるとき。 

（７）納付書記載の納付年分の特許（登録）料又は商標については一括納付若し

くは分割納付の別による登録料と納付額が一致しないとき。 

（８）予納を利用する場合において、次に掲げる事項に該当するとき。 

ア．予納台帳番号が記載されていないとき。 

イ．納付者（代理人があるときはその代理人）が納付書に記載した予納台帳

番号の予納台帳の予納者（特例法施行規則第４１条の規定による代理人届

が提出された者を含む。）でないとき。 

（９）口座振替により納付する場合において、納付者（代理人があるときはその

代理人）が、納付書に記載した振替番号を付与された者（特例法施行規則第

４１条の規定による代理人届が提出された者を含む。）でないとき。 

（１０）電子現金納付を利用する場合において、次に掲げる事項に該当するとき。 

ア．納付番号が記載されていないとき。 

イ．納付番号が、納付者（代理人があるときはその代理人）が取得した納付

番号でないとき。 

（１１）特許（登録）番号が他の記載事項から判断して相違すると考えられると

き。 

（１２）納付書に特許（登録）権者の氏名又は名称の記載がないとき、又は特許

（登録）権者が他の記載事項から判断して相違すると考えられるとき。 

（１３）納付者の住所若しくは居所又は氏名若しくは名称が識別番号付与時又は

住所（居所）変更届若しくは氏名（名称）変更届のものと相違するとき。 
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（１４）特許（登録）権者と納付者が異なる場合であって、納付者の住所若しく

は居所又は氏名若しくは名称の記載に不備があるとき。 

（１５）特許印紙（現金納付に係る納付済証を含む。）ではなく、収入印紙、切手、

証紙、小切手等により納付した場合には、それらを還付し、補充を指令する。 

（１６）在外者が第４年以後の各年分の特許料を現金により納付する場合におい

て、特許料納付書に収入官吏口座に振り込んだことを証明する書面の添付が

ないとき。 

ただし、上記補充の指令に対し、指定された期間内に応答をしないときは特

許法第１８条の２※ 1の規定により却下する。 

 

（改訂令和４・４）  
 

 
※ 1  特１８条の２：実２条の５第２項、意６８条２項、商７７条２項において準用 
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１６．０８ 

 

商標権存続期間更新登録申請書の却下等

の取扱い（商） 

 

 

１．次に該当する場合には、更新登録申請書を却下するものとする（手続書類に

添付した書面全体から特定することができるときを除く。）。 

（１）提出の趣旨の不明な申請書で手続をしたとき。 

（２）更新登録申請書に商標登録番号の記載がないとき。 

（３）在外者（在外者と日本国内に住所又は居所を有する者が共同して申請をし

たときを含む。）が日本国内に住所又は居所を有する代理人によらないで手続

をしたとき（商標管理人を有する在外者が日本国に滞在している場合にする

ときを除く。）。 

（４）更新登録申請のできる期間（商２０条２項、３項、商施規１０条２項）外

に申請をしたとき（商標法第２１条第１項の規定が適用される場合を除く。）。 

（５）更新登録申請書に記載された申請人と商標権者が一致しないとき（明らか

に誤記と認められる場合を除く。）。 

（６）重ねて更新登録申請を行ったとき。 

（７）商標権者が共有の場合で権利者全員で手続をしていないとき（代理権が確

認できる代理人による手続であって、申請書面作成時に脱漏したことが明ら

かな場合を除く。）。 

２．次に該当する場合には、補充を命ずる。 

（１）商標登録番号以外の番号を表示した更新登録申請書で手続をしたとき。 

（２）更新登録申請を商標登録納付書により請求したとき。 

（３）更新登録申請書の一括納付又は分割納付の別による登録料と納付額が一致

しないとき。 

（４）予納を利用する場合において、次に該当するとき。 

ア．予納台帳番号が記載されていないとき。 

イ．更新登録申請人（代理人があるときはその代理人）が申請書に記載した

予納台帳番号の予納台帳の予納者（特例法施行規則第４１条の規定による

代理人届が提出された者を含む。）でないとき。 

（５）口座振替により納付する場合において、次に該当するとき。 

ア．更新登録申請人（代理人があるときはその代理人）が、申請書に記載し

た振替番号を付与された者（特例法施行規則第４１条の規定による代理人

届が提出された者を含む。）でないとき。 

イ．書面による申請書において、口座振替による納付の申出をしたとき。 

（６）書面による申請書において、指定立替納付者による納付の申出をしたとき

（当該申出を特許庁の窓口において手続に係る書面を提出することにより行

う場合を除く。）。 
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（７）電子現金納付を利用する場合において、次に該当するとき。 

ア．納付番号が記載されていないとき。 

イ．納付番号が、更新登録申請人（代理人があるときはその代理人）が取得

した納付番号でないとき。 

（８）商標登録番号が登録原簿に存在しないとき。 

（９）更新登録申請書に記載した更新登録申請人を誤記したとき。 

（１０）納付すべき更新登録料として 

ア．特許印紙が全く貼られていないとき又は不足するとき。 

イ．現金納付の場合において、納付済証（特許庁提出用）の提出がないとき

又は当該納付書番号による納付の事実がない若しくは使用（返還）済み若

しくは納付金額が不足するとき。 

ウ．電子現金納付の場合において、取得した納付番号による納付がないとき

又は納付金額が不足するとき。 

エ．予納を利用する場合であって予納台帳の残高が不足するとき。 

オ．口座振替により納付する場合において、預金口座又は貯金口座の残高の

不足等により、登録料の振替ができないとき又は納付金額が不足するとき。 

カ．指定立替納付者により納付する場合において、クレジットカードの有効

期限が切れている等の事情により、更新登録料の納付がないとき。 

（１１）更新登録の申請において商品及び役務の区分単位でなく指定商品（指定

役務）を減縮したとき。 

ただし、上記補充の指令に対し、指定された期間内に応答をしないときは、

商標法第７７条第２項において準用する特許法第１８条第１項の規定により却

下する。 

 

（改訂令和４・４）  
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２１．５０  

 

発明者の補正について（特・実・意）  

 

 

願書に記載された発明者（考案者及び創作をした者を含む。以下同じ。）の補

正は、出願が特許庁に係属している場合に限り、認める。  

ただし、下記の書面を添付した手続補正書が提出された場合に限る。  

電子情報処理組織を使用して手続補正書を提出する場合、下記の書面は手続補

足書に添付して提出する。  

１．誤記の訂正が発明者自体の変更になる場合  

（１）発明者相互の宣誓書（変更前の願書の発明者の欄に記載のある者と補正後

の同欄に記載される者の全員分の真の発明者である旨又はない旨の宣誓がさ

れた書面）又はその写し  

（２）変更（追加、削除）の理由を記載した書面  

２．発明者の表示の誤記を訂正する場合  

誤記の理由を記載した書面  

なお、誤記の訂正が発明者自体の変更のおそれがある場合（例えば、姓及び

名又は姓及び住所を同時に訂正する場合等）には宣誓書又はその写しの提出を

求める。  

３．発明者の記載順序を変更する場合  

発明者の順序の変更（発明者の記載内容に変更なし）である旨を記載した書

面  

なお、１．（２）の「変更（追加、削除）の理由を記載した書面」、２．の「誤

記の理由を記載した書面」又は３．の「発明者の順序の変更である旨を記載した

書面」については、当該書面に記載すべき事項を手続補正書の【その他】の欄に

記載した場合は、添付を省略することができるものとする。  

 

 

（改訂令和４・１０）  
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２１．５１  

 

発明者等の住所の記載について  

（特・実・意）  

 

 

願書の発明者、考案者又は意匠の創作をした者の住所の末尾が会社、団体等の

名称で終わる場合については、それらの記載の次に「◯◯内」となるべく記載す

る。ただし、寮、支店、事務所、工場等のように「◯◯内」の記載がなくてもそ

の発明者等が明らかに自然人と判断できる場合にはこの限りでない。  

 

（改訂平成２３・１１）  
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２１．５２  

 

出願人の表示の訂正について  

 

 

１．出願人の表示の訂正について  

願書に記載された出願人を変更（追加、削除）する補正は、出願の主体の変

更となるので認めない。  

ただし、出願人の表示の誤記（脱漏を含む）を訂正する場合において、誤記

の理由を記載した書面を添付した手続補正書が提出されたときは、書類全体か

ら判断し、出願の主体の変更とならない場合に限り、その補正を認める。  

なお、合併により消滅した法人又は死者の名義により出願をした場合は、誤

記の理由を記載した書面に加えて、登記事項証明書又は戸籍謄本及び住民票の

提出をそれぞれ求める。  

２．出願人の記載順序の変更について  

出願人の記載順序を変更する場合において、出願人の順序の変更（出願人の

記載内容に変更なし）である旨を記載した書面を添付した手続補正書が提出さ

れたときは、その補正を認める。  

 

（注）電子情報処理組織を使用して手続補正書を提出する場合、上記の書面は手

続補足書に添付して提出する。ま た 、「誤記の理由を記載した書面」又は「出

願人の順序の変更である旨を記載した書面」については、当該書面に記載すべ

き事項を手続補正書の【その他】の欄に記載した場合は、添付を省略すること

ができるものとする。  

 

 

 

（改訂令和４・１０）  



 
 

方式審査便覧 
２１．５３ 

- 1 - 

２１．５３  

 

出願人の氏名又は名称が不明な出願の  

取扱い  

 

 

出願人としての法的地位は、願書に出願人として表示して初めて生ずるもので

あるから、願書に記載されていない者は、出願人として認められないのが原則で

あるが、願書のみでは出願人の氏名又は名称が不明な場合であっても、願書及び

願書に添付された書面全体からみて出願人をうかがい知ることができる場合は、

補完指令（特・商）又は却下処分（実・意）とはせず、特許法第１７条第３項 ※

1 又は実用新案法第２条の２第４項の規定により手続の補正を命ずるものとする

（→１１．５１）。  

 
（改訂平成２８．４）  

 
 
 
 

※ 1  特１７条３項：意６８条２項、商７７条２項において準用  
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２１．５４  

 

個人事業者が商号等の名義により出願  

したときの出願人の補正について  

 

 

個人事業者が商号等の名義により出願したときは、願書の記載事項及び提出書

類の全体観察により、当該個人事業者の商号等であることが確認できる場合に限

り、その名義を当該個人事業者の氏名に補正することを認める。  

この場合には手続補正書に誤記の理由を記載した書面を添付しなければならな

い（→２１．５２）。  

 

（説明）  

個人事業者は、慣習上、商号等をもって取引を行うのが通例であるが、その場

合の権利義務の主体は個人事業者であることから、当該商号等の名義により出願

した場合にこれを個人事業者自身に補正することは、出願の主体の変更とはなら

ないと解されるので本文のとおり取り扱う。  

 

（改訂平成２３・１１）  
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２１．５５  

 

発明者等の氏名の表示について（特・

実・意）  

 

 

願書等に記載する発明者、考案者又は意匠の創作をした者の氏名の表示は、

自然人のものに限られると解され、その氏名は戸籍上のものを記載する。  

また、外国人の氏名の表示は、表音に従って、片仮名で記載する。ただし、

その氏名中に社会通念上相当と解される訳語の記載は認める。さらに、漢字使

用国の外国人であって氏名を漢字で表示することができるときは、漢字で記載

することを認める。  

なお、書面に記載する氏名については、法令に別段の定めがある場合を除き、

氏に続けて旧氏注 １を括弧書で併せて記載することができる（特施規１条４項 ※

１、特登施規１０条９項 ※ ２）。  

 
（新規令和３・１０）  

 
 
 

注 １旧氏とは、住民基本台帳法施行令第３０条の１３に規定する旧氏をいい、外国人に

あっては、当該国においてこれに相当するものをいう。  
※ １特施規１条４項：実施規２３条１項、意施規１９条１項、特例施規６１条１項にお

いて準用  
※ ２  特登施規１０条９項：実登施規３条３項、意登施規６条３項において準用  
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２１．６０  

 

商標（防護標章）登録出願の出願日の  

認定の取扱い（商）  

 

 

１．出願日の認定  

下記の（１）から（５）に該当する場合を除き、商標（防護標章）登録出願

に係る願書を提出した日を商標（防護標章）登録出願の日として認定しなけれ

ばならない（商５条の２第１項 ※ 1）。  

（１）商標（防護標章）登録を受けようとする旨の表示が明確でないと認められ

るとき。  

（２）商標（防護標章）登録出願人の氏名若しくは名称の記載がなく、又はその

記載が商標（防護標章）登録出願人を特定できる程度に明確でないと認めら

れるとき。  

（３）願書に商標（防護標章）登録を受けようとする商標（標章）の記載がない

とき。  

（４）指定商品又は指定役務の記載がないとき。  

「指定商品又は指定役務の記載がないとき」には、「【指定商品（指定役

務）】」の欄に記載が全くない場合（欄自体がない場合を含む。）に加え、

「【指定商品（指定役務）】」の欄に類似群コードのみが記載されている場

合等、何らかの記載はあるものの、それが指定商品又は指定役務（以下「指

定商品等」という。）を記載したものと認められない場合が含まれる。なお、

類のうちの一つに指定商品等の記載がなかったとしても、他の類において指

定商品等の記載がある場合は除く。  

（５）防護標章登録出願に係る商標登録の登録番号の記載がないとき。  

２．補完指令  

上記（１）から（５）のいずれかに該当するときは、出願人に対し、相当の

期間を指定して、商標（防護標章）登録出願について補完をすべきことを命じ

なければならない（商５条の２第２項 ※ 1）。ただし、出願人に連絡することを

可能とする表示がされなかった場合を除く。  

３．補完指令に対する応答期間（→０４．１０）  

国内居住者  １月  （遠隔地等１５日の期間延長）  

在外者    ２月   

４．手続補完書による補完  

商標（防護標章）登録出願について補完をするには、手続補完書を提出しな

ければならない（商５条の２第３項 ※ 1）。  

５．出願日の認定  

補完指令に対し、指定された期間内に補完（自発補完を含む。）をしたとき

は、手続補完書を提出した日を商標（防護標章）登録出願の日として認定しな
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ければならない（商５条の２第４項 ※ 1）。  

この場合において、認定した出願日を出願人に通知する。  

６．出願の却下  

補完指令に対し、指定された期間内にその補完をしないときは、当該商標（防

護標章）登録出願を却下することができる（商５条の２第５項 ※ 1）。  

７．却下処分  

商標法第５条の２第５項 ※ 1 では「却下することができる。」と規定しており、

却下するか否かは特許庁長官の裁量権に属するものである。したがって、例え

ば、指定期間が経過した翌日に手続の補完がされたような場合でも、その補完

がされた状態において商標（防護標章）登録出願の日を認定することが諸般の

事情から何ら支障がないようなときは、却下することなく補完を認めて商標（防

護標章）登録出願の日を認定することもできる。却下処分の効力は、それを出

願人等に告知することにより生ずる（→４３．２１）。  

 

（改訂令和５・７）  

 

 

 

 

 
※ 1  商５条の２：商６８条１項において準用  
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２１．６１  

 

特許出願の出願日の認定の取扱い（特）  

 

 

１．出願日の認定  

下記の（１）から（３）までに該当する場合を除き、特許出願に係る願書を

提出した日を特許出願の日として認定しなければならない（特３８条の２第１

項）。  

（１）特許を受けようとする旨の表示が明確でないと認められるとき。  

（２）特許出願人の氏名若しくは名称の記載がなく、又はその記載が特許出願人

を特定できる程度に明確でないと認められるとき。  

（３）明細書（外国語書面出願にあっては、明細書に記載すべきものとされる事

項を英語その他の外国語（特３６条の２第１項、特施規２５条の４）で記載

した書面。）であると外見上認められる部分が添付されていないとき（先の

特許出願を参照すべき旨を主張する方法により特許出願をするときを除く。）。 

２．補完指令  

上記（１）から（３）のいずれかに該当するときは、特許を受けようとする

者に対し、特許出願について補完をすることができる旨を通知しなければなら

ない（特３８条の２第２項）。ただし、出願人に連絡することを可能とする表

示がされなかった場合を除く。  

３．補完をすることができる期間  

上記２．の補完をすることができる旨の通知の日から２月以内（特３８条の

２第３項、特施規２７条の７）  

  通知を受ける前に補完（自発補完）をする場合には、特許出願として提出さ

れた書類が特許庁に到達した日から２月以内（特３８条の２第９項、特施規２

７条の９）  

４．手続補完書による補完  

特許出願について補完をするには、手続補完書（特施規様式第３７）を提出

しなければならない。ただし、明細書について補完をする場合には、手続補完

書の提出と同時に明細書を提出しなければならない（特３８条の２第４項）。

明細書について補完をする場合には、手続補完書の提出と同時に必要な図面（外

国語書面出願にあっては、必要な図面でこれに含まれる説明を英語その他の外

国語（特３６条の２第１項、特施規２５条の４）で記載したもの。）を提出す

ることができる（特３８条の２第５項）。  

なお、願書に添付すべき特許請求の範囲や要約書を提出する場合には、手続

補完書ではなく、手続補正書に記載して提出する。  

５．出願日の認定  

補完をすることができる旨の通知を受けた者が期間内にその補完（自発補完

を含む。）をしたときは、その特許出願は、手続補完書を提出した時にしたも
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のとみなす。この場合において、特許庁長官は手続補完書を提出した日を特許

出願の日として認定し（特３８条の２第６項）、認定した出願日を出願人に通

知する。手続補完書の提出と同時に提出された明細書及び図面は願書に添付し

て提出したものとみなす（特３８条の２第７項）。  

６．出願の却下  

補完をすることができる旨の通知の日から２月以内にその補完をしないとき

は、当該特許出願を却下することとする（特３８条の２第８項）（→１５．２

０）。  

 
（新規平成２８・４）  
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２１．６２  

 

先の特許出願を参照すべき旨を主張する

方法による特許出願（特）  

 

 

１．先の特許出願を参照すべき旨を主張する方法による特許出願（先願参照出願）  

特許を受けようとする者は、外国語書面出願をする場合を除き、特許法第３

６条第２項の規定にかかわらず、願書に明細書及び必要な図面を添付すること

なく、その者がした特許出願（外国においてしたものを含む。以下「先の特許

出願」という。）を参照すべき旨を主張する方法により、特許出願をすること

ができる。ただし、その特許出願が下記の（１）又は（２）に該当する場合は、

この限りでない（特３８条の３第１項）。また、分割出願、変更出願及び実用

新案登録に基づく特許出願を除く（特３８条の３第６項）。  

（１）特許を受けようとする旨の表示が明確でないと認められるとき。  

（２）特許出願人の氏名若しくは名称の記載がなく、又はその記載が特許出願人

を特定できる程度に明確でないと認められるとき。  

２．先の特許出願を参照すべき旨を主張する方法  

（１）先の特許出願を参照すべき旨を主張する方法により特許出願をしようとす

る旨及び下記アからウに掲げる事項を願書に記載して提出する（特３８条の

３第２項、特施規２７条の１０第１項、第２項）。  

 ア．先の特許出願をした国又は国際機関の名称  

 イ．先の特許出願の出願日  

 ウ．先の特許出願の出願番号  

   なお、先の特許出願をした国又は国際機関の認証があるその出願の際の書

類で明細書、特許請求の範囲及び図面に相当するものの謄本（電磁的方法に

より提供されたものを含む。）又はその写し（以下「先の特許出願の認証謄

本等」という。）における特許出願人と先願参照出願の願書に記載した出願

人が相違するときは、願書に【その他】の欄を設けて、「先願参照出願の出

願人は、先の特許出願の認証謄本における特許出願人からその発明について

特許を受ける権利を承継した者である。」のように記載する。  

（２）特許出願の日から４月以内（特施規２７条の１０第３項）に下記ア及びイ

を提出しなければならない（特３８条の３第３項）。  

ア．明細書等提出書（特施規様式第３７の２）により、当該特許出願に係る願

書に添付して提出すべき明細書及び必要な図面（特施規２７条の１０第５項） 

  なお、願書に添付すべき特許請求の範囲や要約書を提出する場合には、明

細書等提出書ではなく、手続補正書に記載して提出する。  

イ．物件提出書（特施規様式第２２）により、先の特許出願の認証謄本等及び

先の特許出願の認証謄本等が外国語で記載されている場合にあってはその日

本語による翻訳文（特施規２７条の１０第４項、６項）  
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  ただし、先の特許出願の認証謄本等又はこれに相当する書類を既に提出済

みである場合（優先権証明書類等を電子的交換することで提出したものとみ

なされている場合を含む。）及び先の特許出願が日本国においてしたもので

ある場合にあっては、先の特許出願の認証謄本等の提出を省略することがで

きる（特施規２７条の１０第５項）。先の特許出願の認証謄本等の提出を省

略するときは、願書又は明細書等提出書に【その他】の欄を設けて、「先の

特許出願の認証謄本は、特願○○○○－○○○○○○について、既に提出済

みである。」のように記載する。  

３．明細書等提出書が提出された場合の出願日  

明細書等提出書により提出された明細書及び図面は、願書に添付して提出し

たものとみなす（特３８条の３第５項）。ただし、明細書等提出書により提出

された明細書及び図面に記載した事項が、主張に係る先の特許出願の願書に添

付した明細書、特許請求の範囲又は図面（当該先の特許出願が、外国語書面出

願である場合にあっては外国語書面、外国においてしたものである場合にあっ

てはその出願に際し提出した書類であって明細書、特許請求の範囲又は図面に

相当するもの）に記載した事項の範囲内にない場合は、その特許出願は明細書

等提出書により明細書及び図面を提出した時にしたものとみなす（特３８条の

３第４項）。  

４．出願の却下  

以下の（１）から（４）までのいずれかの場合には、特許法第１８条の２の

規定によりその特許出願を却下するものとする。（→１５．２０）  

（１）特許を受けようとする者が先の特許出願の出願時の特許出願人、出願後

の承継人又は出願前の権利者でないとき。  

（２）上記２．（１）アからウに掲げる事項のいずれかが願書に記載されてい

ないとき。なお、全事項が記載されており、かつ、当該記載と先の特許出願

の認証謄本等の記載との間の同一性が認められる場合には、その補正を認め

る。（→２８．１１）  

（３）特許出願の日から４月以内に明細書等提出書により当該特許出願に係る

願書に添付して提出すべき明細書及び必要な図面が提出されていないとき。  

（４）特許出願の日から４月以内に物件提出書により先の特許出願の認証謄本

等（提出を省略できる場合（２．（２）イ．ただし書）を除く。）又はその

日本語による翻訳文が提出されていないとき。  

 

（改訂令和６・１）  
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２３．２０  

 

明細書、特許請求の範囲又は図面に関す

る手続の補正について（特・実）  

 

 

明細書、特許請求の範囲（実用新案登録請求の範囲）及び図面が特許法施行規

則第２４条、第２４条の４、第２５条、第２５条の７第２項（実施規２条、４条

の２、５条）で定めている様式（方式事項）に違反する場合には、特許法第１７

条第１項ただし書（実２条の２第１項ただし書）の規定により明細書、特許請求

の範囲（実用新案登録請求の範囲）又は図面について補正をすることができない

とされる場合においても、特許庁長官又は審判長は、同法第１７条第３項（実２

条の２第４項）又は第１３３条第２項 ※ 1 の規定に基づき相当の期間を指定して手

続の補正を命ずることができる。  

 

（説明）  

明細書、特許請求の範囲又は図面については、特許法第１７条第１項ただし書

の規定により、同法第１７条の２及び第１７条の５の規定により補正をすること

ができる場合を除き、手続の補正をすることができないとされている。この同法

第１７条第１項ただし書の規定は、明細書、特許請求の範囲及び図面の実体補正

を制限したものであり、明細書、特許請求の範囲及び図面が特許法施行規則第２

４条、第２４条の４、第２５条、第２５条の７第２項で定める様式（方式事項）

に違反したものについて、特許庁長官は特許法第１７条第３項（実２条の２第４

項）の規定に基づき、また、審判長は同法第１３３条第２項 ※ 1 の規定に基づき、

それぞれ手続の補正を命ずることができる。  

 

（改訂令和５・７）  

 

 

 
※ 1 特１３３条２項：特１２０条の８第１項（特１７４条１項において準用）、特１７

４条２項、３項（実４５条１項において準用）、４項、実４１条において準用  
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２３．２１  

 

平成１５年７月１日以後にされた出願に

際して願書に改正前の方式で作成された

明細書が添付されている場合等の取扱い

（特・実）  

 

 

１．改正前の方式でなされた出願の取扱い  

特許法等の一部を改正する法律（平成１４年法律第２４号。以下「平成１４

年改正法」という。）附則第１条第２号の規定による法施行日（平成１５年７

月１日。以下「施行日」という。）以後にされた特許出願及び実用新案登録出

願（施行日以後にする出願であって、特許法第４４条第２項 ※ 1 及び実用新案

法第１０条第３項の規定により施行日前にしたものとみなされるものを含む。）

に際して、改正前の特許法第３６条第３項（実５条３項）の規定による方式に

基づいて作成された特許請求の範囲（実用新案登録請求の範囲）を含む明細書

が添付されている場合は、特許法第１７条第３項（実２条の２第４項）の規定

による手続補正指令の対象とはしない。  

この場合において、改正前の方式に基づいて作成された明細書に記載された

特許請求の範囲（実用新案登録請求の範囲）は、改正後の特許法第３６条第２

項（実５条２項）に規定する願書に添付して提出された特許請求の範囲（実用

新案登録請求の範囲）として取り扱う。  

２．平成１５年６月３０日以前にされた外国語書面出願について施行日以後に改

正後の方式で翻訳文が提出された場合の取扱い（特）  

平成１５年６月３０日以前にされた改正前の特許法第３６条の２第１項の外

国語書面出願について、施行日以後に改正後の特許法第３６条の２の規定によ

る方式に基づいて作成された外国語書面の翻訳文が提出された場合は、特許法

第１７条第３項の規定による手続補正指令の対象とはしない。  

この場合において、改正後の方式に基づいて作成された外国語書面の翻訳文

に記載された特許請求の範囲は、改正前の特許法第３６条の２第４項の規定に

より改正前の特許法第３６条第２項に規定する願書に添付して提出されたもの

とみなされる明細書に記載された特許請求の範囲として取り扱う。  

なお、平成１４年改正法附則第３条第１項の経過措置により施行日前にされ

た外国語書面出願について施行日以後に提出される外国語書面の翻訳文につい

ては、改正前の方式が適用される。  

３．電子情報処理組織を使用して改正前の方式でした出願等の補正の取扱い  

施行日以後に電子情報処理組織を使用して行った出願に際して、改正前の方

式に基づいて作成した明細書を添付した場合（施行日から２月の間に出願を行

うものに限る。）、その明細書の補正については、改正前の手続補正書の記載

要領に従って行うものとする。  
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また、施行日前にした外国語書面出願について施行日以後に改正後の方式に

基づいて作成された外国語書面の翻訳文を提出した場合には、その明細書の補

正については、改正後の手続補正書の記載要領に従って行うものとする。  

４．書面により改正前の方式でなされた出願の取扱い  

施行日以後に書面の提出により行われた出願に際して、改正前の方式に基づ

いて作成された明細書が添付されている場合には、ファイルへの記録時に職権

で改正後の方式に基づく明細書及び特許請求の範囲（実用新案登録請求の範囲）

に訂正を行い、出願人にその旨の通知を行うものとする。  

 
（改訂平成２３・１１）  

 
 
 
 

※ 1  特４４条２項：特４６条５項、実１１条１項において準用  
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２３．２２  

 

明細書又は図面の一部の補完（欠落補

完）について（特）  

 

 

 願書に添付されている明細書又は図面（外国語書面を含む）について、その一

部の記載が欠けているとき（願書に添付すべき図面の全てが欠けているときを含

む。）には、明細書等補完書により補完をすることができる。（分割出願、変更

出願及び実用新案登録に基づく特許出願を除く。）。補完をしたときは、その補

完が国内優先権主張又はパリ条約による優先権の主張若しくはパリ条約の例によ

る優先権の主張を伴う出願であって、かつ、明細書等補完書に記載した内容が優

先権の主張の基礎とした出願（以下「優先権主張基礎出願」という。）に完全に

記載されているとき（以下「引用補完」という。）を除き、その特許出願は明細

書等補完書を提出した時にしたものとみなされる。（特３８条の４、特施規２７

条の１１）  

 

１．明細書又は図面の一部が欠けている場合の通知  

特許庁長官は、特許出願の日の認定に際して、願書に添付されている明細書

又は図面（外国語書面を含む。）について、その一部の記載が欠けていること

を発見したときは、その旨を特許出願人に通知する（特３８条の４第１項）。 

２．明細書又は図面の一部の補完手続  

（１）補完をすることができる期間  

ア．特許法第３８条の４第１項の規定による通知を受けた者  

通知の日から２月（特３８条の４第２項、特施規２７条の１１第１項）  

  イ．特許法第３８条の４第１項の規定による通知を受けていない者  

   特許出願として提出された書類が特許庁に到達した日から２月（特３８条

の４第９項、特施規２７条の１１第１２項）  

（２）補完をするための提出書類  

   上記（１）の期間内に以下の書類を提出しなければならない。  

ア．明細書等補完書（特施規様式第３７の３）（特３８条の４第３項、特施

規２７条の１１第２項）  

  明細書等補完書の【補完の内容】の欠落を補完した後の内容は、願書に

添付されている明細書の言語（外国語書面の場合は当該外国語）で記載す

ること。また、引用補完に該当する場合にあっては、優先権主張基礎出願

又はその翻訳文に記載された文言と完全に同じ記載をし、【補完の内容】

の欄の次に【記載が欠けている箇所の表示】の欄を設け、優先権主張基礎

出願において明細書又は図面の欠けている部分が記載されている箇所の説

明を記載すること。  

イ．引用補完に該当する場合にあっては、物件提出書（特施規様式第２３）
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により優先権主張基礎出願の写し（特施規２７条の１１第７項、８項）。  

ただし、優先権主張基礎出願の写し又はこれに相当するものを特許庁長

官に既に提出済みである場合（優先権証明書類等を電子的に交換すること

で提出したものとみなされている場合を含む。）又は当該優先権主張基礎

出願が日本国においてした特許出願又は実用新案登録出願である場合は、

提出を省略することができる（特施規２７条の１１第９項）。優先権主張

基礎出願の写しの提出を省略するときは、明細書等補完書に【その他】の

欄を設けて、「優先権主張基礎出願の写しは、特願○○○○－○○○○○

○について、既に提出済みである。」のように記載する。  

ウ．引用補完に該当する場合であって、優先権主張基礎出願の願書に添付さ

れた明細書又は図面が外国語で記載されている場合にあっては、物件提出

書（特施規様式第２３）により優先権主張基礎出願の日本語による翻訳文

（特施規２７条の１１第７項、８項）  

３．明細書等補完書が提出された場合の出願日  

補完をすることができる期間内に補完をしたときは、その特許出願は、特許

法第３８条の２第１項又は第６項の規定にもとづく特許出願の日の認定にかか

わらず、明細書等補完書を提出した時にしたものとみなす。ただし、その補完

が国内優先権主張又はパリ条約による優先権の主張若しくはパリ条約の例によ

る優先権の主張を伴う特許出願に係るものであって、かつ、明細書等補完書に

記載した内容が優先権主張基礎出願に完全に記載されている（引用補完に該当

する）ときは、この限りでない（特３８条の４第４項ただし書、特施規２７条

の１１第６項）。また、補完をすることができる期間内に優先権主張基礎出願

の写し又は優先権主張基礎出願の日本語による翻訳文が提出されない場合にあ

っても、その特許出願は明細書等補完書を提出したときにしたものとみなす。  

なお、その特許出願が、特許法第３８条の２第１項第１号又は第２号に該当

する場合にその補完に係る手続補完書を、明細書等補完書を提出した後に提出

したときは、その特許出願は当該手続補完書を提出した時にしたものとみなす

（特３８条の４第５項）。  

特許庁長官は、その特許出願を、明細書等補完書を提出したときにしたもの

とみなしたときは、その旨を特許出願人に通知する（特施規２７条の１１第３

項）。通知があったときは、特許出願人は、当該通知の日から１月以内に限り、

特許庁長官に意見書（特施規様式第３７の４）を提出することができる（特施

規２７条の１１第４項、５項）。  

また、特許出願人は、同期間内に限り、明細書等補完書取下書（特施規様式

第３７の５）により、明細書等補完書を取り下げることができる（特３８条の

４第７項、特施規２７条の１１第１０項、１１項）。   

明細書等補完書の取下げがあったときは、その補完は、されなかったものと

みなす（特３８条の４第８項）。  

４．補完の効果  

  補完をした明細書又は図面は、願書に添付して提出したものとみなす（特３
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８条の４第６項）。  

（改訂令和６・１）  
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２４．１０  

 

図面中に記入された「図面に関する説明」

の取扱い（特・実）  

 

 

１．図面に関する説明は、明細書の中に記載する。ただし、図表、線図等に欠く

ことができない表示、切断面の表示及び図の主要な部分の名称については、次

の要領で図面の中に記入することができる（特施規様式第３０備考１２、実施

規様式第４備考１２）。  

（１）用語は、明細書又は特許請求の範囲（実用新案登録請求の範囲）において

使用した用語と同一のものを用いる。  

（２）文字は、図中のいずれの線にも掛かることなく記入する。  

（３）図の主要な部分の名称は、なるべく符号と共に記入する。  

２．上記１により図面中に記入する「図面に関する説明」は、次の（１）～（５）

を満たしていなければならない。  

（１）黒色で鮮明であり、かつ容易に消すことができないこと。  

（２）記号、略号を除き日本語であること。  

（３）簡潔かつ明瞭であり、原則として名詞形で終わること。  

（４）文字の大きさは、約５ｍｍ平方とし、文字と文字との間隔を十分とること

（４分の１の面縮尺による写真複製をした場合に明瞭に識別できるようなも

のであること。）。  

（５）図の主要な部分、例えば特許請求の範囲の記載と関連のある部分の名称は、

引出し線を用いて付した符号の近傍に記入する。また、図の近傍に適当な余

白がある場合には符号と名称とをまとめて記載することができる。  

３．図面の中に記入する「図面に関する説明」として認められるものを、以下に

例示する（例は公報等により引用したものもあるので、原寸大ではない。）。  
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（２）切断面の表示  

断面図と共に例示する。ア～エ参照。  

 
ア．  

 

 

イ．  
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ウ．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ．  
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（３）図表、線表等及び特殊図面に関する記載  

ア．グラフ（例１～６参照）  

ａ．縦軸及び横軸の説明  
ｂ．線の説明  
ｃ．領域の説明  

イ．行程図（例７、８参照）  

ａ．ブロック内に記載したブロックの説明  
ｂ．原料及び生成物の表示  

ウ．回路図（例９～１５参照）  

ａ．ブロック内に記載したブロックの説明（ブロック内に記載できない場

合はブロック外に記載してもよい。）  
ｂ．信号及び電源の表示  
ｃ．ＩＣ、トランジスタ、抵抗等を表す記号  

エ．波形図（例１６～１８参照）  

ａ．波形の説明  
ｂ．波形を表す式  

オ．フローチャート（例１９参照）  

ａ．ブロック内に記載したブロックの説明（上記２（３）にかかわらず名

詞形で終わらなくてもよい。）  
ｂ．論理判断の基準  

カ．状態図（例２０～２２参照）  

ａ．座標軸の説明  
ｂ．線の説明  
ｃ．領域の説明  

キ．ベクトル図（例２３、２４参照）  

ａ．ベクトルの説明  
ｂ．座標軸の説明  

ク．光路図（例２５参照）  

ａ．光の成分の表示  
ｂ．位相差、角度、距離の表示  
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ア．グラフ  

例１              例３  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例２             例４（ａ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

例４（ｂ）  
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例５  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例６  
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イ．行程図  

例７  
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例８  
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ウ．回路図  

例９  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例１０  
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例１１  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

例１２  
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例１３  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例１４  

 

 

 

 

 

 

 

例１５  
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エ．波形図  

例１６  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
例１７  

 

 

 

 

 

 

 

 
例１８  
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オ．フローチャート  

例 １９  
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カ．状態図  

例２０  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例２１  
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例２２  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キ．ベクトル図  

例２３  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例２４  
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ク．光路図  

例２５  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（改訂平成２３・１１）  
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２４．１１  

 

図面に代えて願書等に添付された写真の

取扱い（特・実）  

 

 

１．図面は製図法に従って描くこととされているが（特施規様式第３０備考４、

実施規様式第４備考４）、図面に示す対象が顕微鏡写真、Ｘ線写真、結晶構造、

金属組織、繊維の形状、粒子構造、生物の形態、オシロ波形、電気泳動、セラ

ミック材料の組織、コロイド、薄膜、クロマトグラフ、基板上に形成された微

細なパターン、ディスプレー上に表示した中間調画像及びガラスの切断面の状

態を表しているものについては、製図法に従って描くことが極めて困難である

ので、その写真をもって図面に代えることができる。  

この場合、明細書の図面の簡単な説明の欄には、それらの写真（図面代用写

真）である旨を明記する。ただし、写真は明瞭であって、かつ、公報の掲載に

支障のないものに限る。  

なお、色彩写真は審査の参考に資する場合を除き認めない。  

図面代用写真については、審査官が不備を是正させる必要があると判断し、

かつ、方式違反になる事項が存在するときのみ、特許法第１７条第３項又は実

用新案法第２条の２第４項の規定により手続の補正を命ずる。  

２．上記１の写真には、写真印刷したものを含む。  

 

（改訂平成２３・１１）  
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２８．０１  

 

パリ条約による優先権又はパリ条約の例

による優先権主張の手続  

 

 

１．優先権主張の申立て  

パリ条約第４条Ｄ（１）の規定により特許出願について優先権を主張しよう

とする者は、その旨並びに最初に出願をし若しくは同条Ｃ（４）の規定により

最初の出願とみなされた出願をし又は同条Ａ（２）の規定により最初に出願を

したものと認められたパリ条約の同盟国の国名及び出願の年月日を記載した

書面（以下「優先権主張書」という。）を経済産業省令で定める期間内に特許庁

長官に提出しなければならない（特４３条１項 ※ 1）。ただし、国際特許出願につ

いては、特許法第４３条（特４３条の２第２項（特４３条の３第３項において

準用する場合を含む。）及び特４３条の３第３項において準用する場合を含む。）

の規定は適用されないため、当該「優先権主張書」による手続は認められない

（特１８４条の３第２項（実４８条の３第２項において準用））。  

特許法第４３条第１項の「経済産業省令で定める期間」は、以下のとおりで

ある。  

（１）特許  

特許法第４１条第１項、同法第４３条第１項、同法第４３条の２第１項（同

法第４３条の３第３項において準用する場合を含む。）又は同法第４３条の

３第１項若しくは第２項の規定による優先権の主張の基礎とした出願の日

のうち最先の日（以下「優先日」という。）から１年４月の期間が満了する日

又はこれらの規定による優先権主張を伴う特許出願の日から４月の期間が

満了する日のいずれか遅い日までの間（出願審査の請求又は出願公開の請求

があった後の期間は除く。）（特施規２７条の４の２第３項１号）。  

なお、ここで優先日は、優先権主張書を提出することにより優先日につい

て変更が生じる場合には、変更前の優先日又は変更後の優先日のいずれか早

い日である（特施規２７条の４の２第３項１号）。  

（２）実用新案  

実用新案登録出願の日から１月（特施規２７条の４の２第３項１号を読み

替えて準用する実施規２３条２項）。  

（３）意匠  

意匠登録出願と同時（特４３条１項を読み替えて準用する意１５条１項）。 

（４）商標  

商標登録出願と同時（特４３条１項を読み替えて準用する商１３条１項）。 

２．優先権主張書の記載事項（特４３条１項 ※ 1）  

書面に記載する必要事項は以下のとおりである。  
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（１）パリ条約による優先権を主張する旨の表示  

（２）優先権の基礎となる出願をした同盟国の国名  

（３）優先権の基礎となる出願の出願年月日  

ただし、優先権主張書に代えて、当該特許出願の願書に（１）から（３）ま

での事項を記載して書面の提出を省略することができる（特施規２７条の４第

３項 ※ ２）。  

なお、電子情報処理組織を使用して特許出願、実用新案登録出願、意匠登録

出願、商標登録出願又は防護標章登録出願と同時に優先権主張を行う場合は、

願書に必要事項を記録しなければならない。（特例施規１２条）  

３．優先権証明書類等の提出  

（１）特許・実用新案  

ア．特許法第４３条第１項 ※ 1の規定による優先権の主張をした者は、最初に

出願をし、若しくはパリ条約第４条Ｃ（４）の規定により最初の出願とみ

なされた出願をし、若しくは同条Ａ（２）の規定により最初に出願をした

ものと認められたパリ条約の同盟国の認証がある出願の年月日を記載した

書面、発明の明細書及び図面の謄本若しくはこれらと同様の内容を有する

公報若しくは証明書であってその同盟国の政府が発行したもの（電磁的方

法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚によっては認識することがで

きない方法をいう。特許法第４３条第５項※ 3及び第４４条第４項※ 4におい

て同じ。）により提供されたものを含む。）又はこれらの写し（以下「優先

権証明書類等」という。）を、次のａからｃまでに掲げる日のうち最先の日

から１年４月以内に特許庁長官に提出しなければならない（特４３条２項
※ 5）。  

ａ．当該最初の出願若しくはパリ条約第４条Ｃ（４）の規定により当該

最初の出願とみなされた出願又は同条Ａ（２）の規定により当該最初

の出願と認められた出願の日  

ｂ．その特許出願が特許法第４１条第１項の規定による優先権の主張を

伴う場合における当該優先権の主張の基礎とした出願の日  

ｃ．その特許出願が特許法第４３条第１項 ※ 1、同法第４３条の２第１項
※ 6（同法第４３条の３第３項において準用する場合を含む。）又は同法

第４３条の３第１項※ 7若しくは第２項※ 8の規定による他の優先権の主

張を伴う場合における当該優先権の主張の基礎とした出願の日  

また、電磁的方法によって優先権証明書類等に記載されている事項をパ

リ条約の同盟国の政府又は工業所有権に関する国際機関との間で交換する

ことができる場合（特施規２７条の３の３第２項 ※ 9）において、特許法第

４３条第１項 ※ 1の規定による優先権主張をした者が、特許法第４３条第２

項※ 2に規定する優先権証明書類等の提出期間内に当該出願の番号その他当

該事項を交換するために必要な事項（特施規２７条の３の３第３項 ※ 9）を

記載した書面を特許庁長官に提出したときは、優先権証明書類等を提出し

たものとみなされる（特４３条５項 ※ 3）。  
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イ．特許庁長官は、上記ア．に規定する期間内に優先権証明書類等又は特許

法第４３条第５項に規定する書面の提出がなかったときは、優先権の主張

をした者に対し、その旨を通知する（特４３条６項 ※ 10）。通知を受けた者

は、その通知の日から２月以内に限り、優先権証明書類等又は同法第４３

条第５項に規定する書面を提出することができる（特４３条７項※ 11、特施

規２７条の３の３第５項 ※ 9）  

ウ．特許法第４３条第６項の通知を受けた者がその責めに帰することができ

ない理由により、その通知を受けた日から２月以内に優先権証明書類等又

は特許法第４３条第５項に規定する書面を提出することができないときは、

以下の期間に、優先権証明書類等又は特許法第４３条第５項に規定する書

面を提出することができる（特４３条８項 ※ 5）。  

ａ．優先権証明書類等を、発行すべき政府による当該書類の発行に関す

る事務の遅延により提出をすることができなかった場合、その者が当

該書類を入手した日から１月（在外者にあっては、２月）（特施規２７

条の３の３第６項１号）。（→２８．２１）  

ｂ．上記ａ．に掲げる場合以外の場合、優先権証明書類等又は特許法第

４３条第５項に規定する書面を提出することができなかった理由がな

くなった日から１４日（在外者にあっては、２月）。ただし、当該期間

が同法第４３条第７項に規定する期間（上記イ．の期間）の経過後６

月を越えるときは、同項に規定する期間の経過後６月（特施規２７条

の３の３第６項２号）。  

エ．パリ条約による優先権の主張を伴う国際特許出願（又は特１８４条の２

０第１項の申出）をする者は、国内書面提出期間が満了する時の属する日

後（特１８４条の２０第４項の規定により特許出願とみなされた国際出願

についてはその決定の後）２月以内に、特許協力条約に基づく規則１７．

１（ａ）に規定する優先権書類として優先権証明書類等を提出することが

できる（特施規３８条の１４第１項 ※ 12）。ただし、その国際特許出願の出

願人がその責めに帰することができない理由により当該期間内に当該優先

権証明書類等を提出することができないときは、その理由がなくなった日

から１４日（在外者にあっては、２月）以内でその期間経過後６月以内に

当該優先権証明書類等を提出することができる（特施規３８条の１４第１

項※ 12）。  

（２）意匠  

ア．意匠法第１５条第１項において準用する特許法第４３条第１項 ※ 1の規定

による優先権の主張をした者は、優先権証明書類等を、意匠登録出願の日

から３月以内に特許庁長官に提出しなければならない（特４３条２項を読

み替えて準用する意１５条１項）。  

また、ジュネーブ改正協定第６条（１）（ａ）の規定による優先権の主張

をした者は、経済産業省令で定める期間（意匠法第６０条の６第１項に規

定する国際公表があった日から３月）以内に、優先権証明書類等を提出し
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なければならない（意６０条の１０第２項において読み替えて準用する特

４３条２項、意施規１２条の２）。  

また、電磁的方法によって優先権証明書類等に記載されている事項をパ

リ条約の同盟国の政府又は工業所有権に関する国際機関との間で交換する

ことができる場合（意施規１９条３項において準用する特施規２７条の３

の３第２項１号）において、意匠法第１５条第１項において準用する特許

法第４３条第１項 ※ 1の規定による優先権主張をした者が意匠登録出願の日

から３月以内に、又はジュネーブ改正協定第６条（１）（ａ）の規定による

優先権主張をした者が国際公表があった日から３月以内に、当該出願の番

号その他当該事項を交換するために必要な事項（意施規１９条３項におい

て準用する特施規２７条の３の３第３項）を記載した書面を特許庁長官に

提出したときは、優先権証明書類等を提出したものとみなされる（意１５

条１項、６０条の１０第２項において準用する特４３条５項 ※ 3）。  

イ．特許庁長官は、上記ア．に規定する期間内に優先権証明書類等又は意匠

法第１５条第１項及び意匠法第６０条の１０第２項において準用する特許

法第４３条第５項に規定する書面の提出がなかったときは、優先権の主張

をした者に対し、その旨を通知する（意１５条１項、６０条の１０第２項

において準用する特４３条６項）。通知を受けた者は、その通知の日から２

月以内に限り、優先権証明書類等又は意匠法第１５条第１項及び意匠法第

６０条の１０第２項において準用する特許法第４３条第５項に規定する書

面を提出することができる（意１５条１項、６０条の１０第２項において

準用する特４３条７項、意施規１９条において準用する特施規２７条の３

の３第５項）。  

ウ．意匠法第１５条第１項及び意匠法第６０条の１０第２項において準用す

る特許法第４３条第６項の通知を受けた者がその責めに帰することができ

ない理由により、その通知を受けた日から２月以内に優先権証明書類等又

は意匠法第１５条第１項及び意匠法第６０条の１０第２項において準用す

る特許法第４３条第５項に規定する書面を提出することができないときは、

以下の期間に、優先権証明書類等又は意匠法第１５条第１項及び意匠法第

６０条の１０第２項において準用する特許法第４３条第５項に規定する書

面を提出することができる（意１５条１項、６０条の１０第２項において

準用する特４３条８項※ 5）。  

ａ．優先権証明書類等を、発行すべき政府による当該書類の発行に関す

る事務の遅延により、提出をすることができなかった場合、その者が

当該書類を入手した日から１月（在外者にあっては、２月）（意施規１

９条３項において準用する特施規２７条の３の３第６項１号）。（→２

８．２１）  

ｂ．上記ａ．に掲げる場合以外の場合、優先権証明書類等又は意匠法第

１５条第１項及び意匠法第６０条の１０第２項において準用する特許

法第４３条第５項に規定する書面を提出することができなかった理由
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がなくなった日から１４日（在外者にあっては、２月）以内でその期

間の経過後６月以内（意施規１９条３項において準用する特施規２７

条の３の３第６項２号）。  

（３）商標  

ア．商標法第１３条第１項（商６８条１項において準用する場合を含む。）に

おいて準用する特許法第４３条第１項 ※ 1の規定による優先権の主張をした

者は、優先権証明書類等を、商標登録出願の日から３月以内に特許庁長官

に提出しなければならない。  

イ．優先権証明書類等を提出する者は、上記期間内に優先権証明書類等を提

出することができないときは、期間の経過後２月以内に限り、期間延長請

求書（期間徒過）を提出することにより、優先権証明書類等を提出するこ

とができる（商１３条１項（商６８条１項において準用する場合を含む。）

において準用する特４３条７項、商施規７条の２第１項、第２項）。  

ウ．優先権証明書類等を提出する者が、その責めに帰することができない理

由により所定の期間内に提出することができないときは、以下の期間にそ

の書類を提出することができる（商１３条１項（商６８条１項において準

用する場合を含む。）において準用する特４３条８項 ※ 5）。  

ａ．優先権証明書類等を、発行すべき政府による当該書類の発行に関す

る事務の遅延により、提出することができなかった場合、その者が当

該書類を入手した日から１月（在外者にあっては２月）以内（商施規

７条の２第３項１号）。（→２８．２１）  

ｂ．上記ａ．に掲げる場合以外の場合、優先権証明書類等を提出するこ

とができなかった理由がなくなった日から１４日（在外者にあっては

２月）以内でその期間の経過後６月以内（商施規７条の２第３項２号）。 

４．優先権の主張の基礎とした出願の番号を記載した書面の提出  

特許法第４３条第１項 ※ 1の規定による優先権の主張をした者は、最初の出願

若しくはパリ条約第４条Ｃ（４）の規定により最初の出願とみなされた出願又

は同条Ａ（２）の規定により最初の出願と認められた出願の番号を記載した書

面を優先権証明書類等とともに特許庁長官に提出しなければならない。ただし、

優先権証明書類等の提出前にその番号を知ることができないときは、当該書面

に代えてその理由を記載した書面を提出し、かつ、その番号を知ったときは、

遅滞なく、その番号を記載した書面を提出しなければならない（特４３条３項
※ 5）。  

なお、以下の方法をとるときは、優先権の主張の基礎とした出願（以下「優

先権基礎出願」という。）の番号を記載した書面の提出を省略することができる

（特施規２７条の４第４項 ※ 2）。  

（１）優先権基礎出願の番号が、優先権主張を申し立てるときに判明している

場合は、願書又は優先権主張書に当該優先権基礎出願の番号及び必要な事

項を記載する。  

（２）優先権基礎出願の番号が、優先権証明書類等を提出するときに判明した
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場合には、優先権証明書提出書（特許法第４３条第５項 ※ 3に該当する場合

は手続補正書）に当該優先権基礎出願の番号及び必要な事項を記載する。  

５．分割若しくは変更に係る新たな出願又は実用新案登録に基づく特許出願の優

先権主張の手続  

（１）優先権主張書又は優先権証明書類等の提出  

特許法第４３条第１項 ※ 1の規定による優先権の主張を伴う出願をもとの出

願（以下「もとの出願」という。）として分割に係る新たな出願（以下「分割

出願」という。）、変更に係る新たな出願（以下「変更出願」という。）又は実

用新案登録に基づく特許出願（以下「新特許出願」という。）をする場合にお

いて、パリ条約による優先権の主張をするためには、もとの出願について優

先権の利益を享受していなければならず、もとの出願に優先権主張書又は優

先権証明書類等の提出をしていない場合には、分割出願、変更出願又は新特

許出願で優先権の主張をすることはできない（パリ条約４条Ｇ、→１５．２

０「２．（２３）」）。また、原則として、分割出願、変更出願又は新特許出

願についても優先権主張書及び優先権証明書類等を提出する必要がある（特

４４条３項、特施規２７条の４の２第３項）。ただし、もとの出願に対して提

出された書面又は書類（願書に記載して提出を省略したものを含む）であっ

て、分割出願、変更出願又は新特許出願について提出しなければならない優

先権主張書又は優先権証明書類等は、当該分割出願、変更出願又は新特許出

願と同時に提出されたものとみなされる（特４４条４項 ※ 4、実１０条８項、

意１０条の２第３項 ※ 13）。分割出願後にもとの出願を取り下げた場合、変更

出願をしたことによりもとの出願を取り下げたとみなされた場合（特４６条

４項、実１０条５項、意１３条４項及び商１１条５項 ※ 1 4）、又は新特許出願

をするためにもとの実用新案権を放棄した場合（特４６条の２第１項）は、

もとの出願が特許庁に係属していないため、もとの出願に優先権主張書又は

優先権証明書類等を提出することができず、分割出願、変更出願又は新特許

出願について優先権主張の手続きを完備することができない。そのため、以

下の（２）から（４）の場合の各期間に限り、分割出願、変更出願又は新特

許出願に対する優先権主張書又は優先権証明書類等の提出を認める。  

（２）もとの出願に優先権主張書又は優先権証明書類等を提出しないまま、分割

出願をした場合  

分割出願をする場合においては、もとの出願に優先権主張書又は優先権証

明書類等を提出する前に分割した場合であっても、もとの出願に対して所定

の期間内に優先権主張書又は優先権証明書類等を提出し、優先権主張の手続

を完備しておく必要がある。仮に、もとの出願に対して優先権主張書又は優

先権証明書類等の提出がない場合は、原則分割出願のみに対する優先権主張

書又は優先権証明書類等の提出は認められない。ただし、もとの出願に対し

て優先権主張書を提出している場合であって、優先権証明書類等の提出の時

点においてもとの出願が取下等により特許庁に係属しておらず、優先権証明

書類等を提出することができない場合は、もとの出願についての優先権証明
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書類等の所定の提出期間内に限り、分割出願に対する優先権証明書類等の提

出を認める。なお、分割出願時よりも後に「もとの出願」に提出された書面

又は書類であっても、それが期間内に提出されている限り、分割出願と同時

に提出された書面又は書類とみなされる 注 ¹（特４４条４項、実１１条１項、

意１０条の２第３項）。  

（３）もとの出願に優先権主張書を提出しないまま、変更出願又は新特許出願を

した場合  

変更出願又は新特許出願は、分割出願と異なり、出願形式の変更であって、

もとの出願から派生した新たな出願ではないことから、みなし取下げ又は放

棄されたもとの出願に代わって、もとの出願の優先権主張書の提出期間内に

限り、変更出願又は新特許出願に対し優先権主張書が提出できるものとする。 

ただし、特許出願又は実用新案登録出願をもとに意匠登録出願に変更した

場合は、意匠登録出願に対する優先権主張書の提出時期は「出願と同時」で

あり、出願後に優先権の主張の手続をすることはできないため、たとえもと

の出願の優先権主張書の提出期間内であったとしても、変更出願に対し優先

権主張書を提出することは認めない。また、同様に特許出願をもとに実用新

案登録出願に変更した場合は、実用新案登録出願に対する優先権主張書の提

出時期は「出願の日から１月」であるため、たとえもとの出願の優先権主張

書の提出期間内であったとしても、変更出願に対する優先権主張書の提出は

もとの特許出願の日から１月に限られる。  

以上により、もとの出願に優先権主張書を提出しないまま、変更出願又は

新特許出願をした場合、次の期間内に限り、変更出願又は新特許出願に優先

権主張書を提出できるものとする。  

ア．実用新案登録出願から特許出願に変更する場合  

もとの実用新案登録出願の日（遡及した日）から１月  

イ．実用新案登録に基づき新特許出願をする場合  

もとの実用新案登録出願の日（遡及した日）から１月  

  ウ．特許出願から実用新案登録出願に変更する場合  

もとの特許出願の日（遡及した日）から１月   

（４）もとの出願に優先権証明書類等を提出しないまま、変更出願又は新特許出

願をした場合  

もとの出願に対して提出しなければならなかった優先権証明書類等は変

更出願又は新特許出願に対して提出するものとし、この優先権証明書類等は、

もとの出願について適用される提出期間内に提出できるものとする。  

ただし、特許出願又は実用新案登録出願をもとの出願として意匠登録出願

に変更した場合は、意匠登録出願の優先権証明書類等の提出期間である「出

願の日から３月以内」（意１５条１項）を適用する。  

以上により、変更出願又は新特許出願をする場合に、もとの出願又はもと

の実用新案登録に係る実用新案登録出願に対して優先権証明書類等を提出

することができないときは、変更出願又は新特許出願に対し、次の期間内に



 

 

 

方式審査便覧 

２８．０１ 

- 8 - 

限り、優先権証明書類等を提出できるものとする。  

ア．特許出願に変更する場合又は新特許出願をする場合  

ａ．もとの出願が実用新案登録出願である場合又は実用新案登録を基礎

とする場合は、優先日から１年４月  

ｂ．もとの出願が意匠登録出願である場合は、当該もとの出願の日から

３月  

イ．実用新案登録出願に変更する場合  

ａ．もとの出願が特許出願である場合は、優先日から１年４月  

ｂ．もとの出願が意匠登録出願である場合は、当該もとの出願の日から

３月  

ウ．意匠登録出願に変更する場合  

もとの出願が特許出願又は実用新案登録出願である場合は、当該もと

の出願の日から３月（優先日から６月以内にもとの出願をしている場合

に限る。）  

エ．商標登録出願又は防護標章登録出願に変更する場合  

もとの出願の日から３月  

６．パリ条約の例による優先権主張の手続  

（１）特許法第４３条の２第１項 ※ 6の規定によるパリ条約の例による優先権主張

の手続（特・実・意）  

    パリ条約第４条Ｄ（１）の規定により特許出願について優先権を主張しよ

うとしたにもかかわらず、同条Ｃ（１）に規定する優先期間内に優先権の主

張を伴う特許出願ができなかった者は、経済産業省令で定める期間（パリ条

約第４条Ｃ（１）に規定する優先期間経過後２月）内に経済産業省令で定め

るところ（回復理由書の提出）によりその特許出願をしたときは、優先期間

の経過後であっても、パリ条約第４条の規定の例により、その特許出願につ

いて優先権を主張することができる（特４３条の２第１項 ※ 6、特施規２７条

の４の２第２項 ※ 9）。ただし、故意に、優先期間内にその特許出願をしなかっ

たと認められる場合は、この限りでない。  

ア．優先権主張の申立て  

    優先権主張の申立て期間は、当該優先権の主張に係るパリ条約第４条Ｃ

（１）に規定する優先期間の経過後２月以内である（特施規２７条の４の

２第３項４号 ※ 7）。  

イ．回復理由書の提出   

優先権主張の申立て期間内に、回復理由書を提出しなければならない

（特施規２７条の４の２第９項※ 9において読み替えて準用する特施規２７

条の４の２第４項 ※ 9）。  

特許庁長官は、回復理由書に記載された事項について必要があると認め

るときは、これを証明する書面の提出を命ずることができる（特施規２７

条の４の２第９項 ※ 9において読み替えて準用する特施規２７条の４の２

第５項※ 9）。  
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ウ．手続をする者の責めに帰することができない理由による回復  

手続をする者の責めに帰することができない理由により特許法第４３

条の２第１項の規定による手続をすることとなった者は、回復理由書の提

出と同時に提出する上申書又は回復理由書の【その他】の欄に当該手続を

することができなかった理由が「手続をする者の責めに帰することができ

ない理由」に該当することを具体的かつ十分に記載し、回復理由書を提出

した日から２月以内に、その記載した事実を証明する書面を提出しなけれ

ばならない。ただし、その記載した事実を裏付ける証拠書類は、特許庁長

官が、その必要がないと認めるときは、この限りでない（特施規２７条の

４の２第９項 ※ 7において読み替えて準用する特施規２７条の４の２第６

項、第７項）。  

エ．優先権証明書類等の提出  

    優先権証明書類等の提出期間は、パリ条約による優先権主張の場合と同

様である（特４３条の２第２項において準用する特４３条２項 ※ 5）。  

（２）特許法第４３条の３第１項 ※ 7若しくは第２項※ 8、商標法第９条の２ ※ 15又は

９条の３の※ 15規定によるパリ条約の例による優先権主張の手続  

パリ条約による優先権主張の場合と同様である。  

 

（改訂令和６・１）  

 

 
※ 1  特４３条１項：特４３条の２第２項（特４３条の３第３項、実１１条１項、意１５

条１項において準用）、特４３条の３第３項（実１１条１項、意１５条１項、商１３条

１項（商６８条１項において準用）において準用）、実１１条１項、意１５条１項、商

１３条１項（商６８条１項において準用）において準用  
※ 2  特施規２７条の４第３項、４項：実施規２３条２項、意施規２条の２第１２項及び

１９条３項、商施規２２条２項において準用  
※ 3  特４３条５項：特４３条の２第２項（特４３条の３第３項、実１１条１項、意１５

条１項において準用）、４３条の３第３項（実１１条１項、意１５条１項において準

用）、実１１条１項、意１５条１項において準用  
※ 4  特４４条４項：特４６条６項、４６条の２第５項、実１１条１項において準用  
※ 5  特４３条２項、３項、８項：特４３条の２第２項（特４３条の３第３項、実１１条

１項、意１５条１項において準用）、特４３条の３第３項（実１１条１項、意１５条１

項、商１３条１項（商６８条１項において準用）において準用）、実１１条１項、意１

５条１項、６０条の１０第２項、商１３条１項（商６８条１項において準用）におい

て準用  
※ 6 特４３条の２：特４３条の３第３項（実１１条１項、意１５条１項において準用）、

実１１条１項、意１５条１項において準用  
※ 7 特４３条の３第１項：実１１条１項、意１５条１項において準用  
※ 8 特４３条の３第２項：実１１条１項、意１５条１項、商１３条１項（商６８条１項

において準用）において準用  
※ 9 特施規２７条の３の３第２項、３項、５項、特施規２７条の４の２第２項、３項、

４項、５項、９項：実施規２３条２項、意施規２条の２第１２項及び１９条３項（特

施規２７条の３の３第２項２号及び特施規２７条の４の２第３項を除く）において準

用  
※ 1 0  特４３条６項：特４３条の２第２項（特４３条の３第３項、実１１条１項、意１５
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条１項において準用）、４３条の３第３項（実１１条１項、意１５条１項において準

用）、実１１条１項、意１５条１項において準用  
※ 1 1  特４３条７項：特４３条の２第２項（特４３条の３第３項、実１１条１項、意１５

条１項において準用）、４３条の３第３項（実１１条１項、意１５条１項において準

用）、実１１条１項、意１５条１項、商１３条１項（商６８条１項において準用）にお

いて準用  
※ 1 2 特施規３８条の１４第１項：実施規２３条７項において準用  
※ 1 3 意１０条の２第３項：意１３条６項において準用  
※ 1 4 商１１条５項：商１２条３項、６５条３項において準用  
※ 1 5 商９条の２、９条の３：商６８条１項において準用  
注 ¹  特許庁編工業所有権法（産業財産権法）逐条解説特４４条４項参照  
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２８．０２  

 

パリ条約による優先権等の主張の  

取下げ・放棄の取扱い  

 

 

特許法第４３条第１項 ※ 1、第４３条の２第１項 ※ 2、第４３条の３第１項 ※ 3若し

くは第２項 ※ 4、商標法第９条の２ ※ 5又は第９条の３※ ５の規定による優先権の主

張（以下「パリ条約による優先権等の主張」という。）の取下げ又は放棄につい

ては、認めないこととする。  

 

（説明）  

１．「パリ条約による優先権等の主張の取下げ又は放棄について、特許法には、

その手続の要件・効果等に関する規定は設けられていない（国際出願において

申し立てた主張については、特許協力条約に基づく規則９０の２．３に優先権

の主張の取下げに関する規定が設けられている。）。  

２．裁判所においては、特許法第４３条第１項※ 1の規定による優先権の主張につ

いて、次のように解釈されている。  

「出願と同時に、優先権を主張する特許法第４３条第１項所定の書面が特許庁

長官に提出されることにより、特許庁の何らの応答行為を要せず、直ちに、第

二国の出願日が、先後願関係及び新規性等の判断の場合には、第一国出願の日

になされたと同様の取扱いを受けるという効果を生ずる。そして、優先権主張

は、同条第４項によってその効力を失わない限り、この効果の発生によって目

的を達し、爾後は第二国出願手続に吸収され、その一部となる。」（昭和４８

年９月２７日東京高裁判決昭和４５年（行コ）第８１号）  

この解釈に従い、優先権主張の取下げを認めるためには、「吸収され、一部」

となっているものを分離し、独立に扱う旨の規定（取り下げることができる旨

の規定）を必要とする（「国際出願と国内優先権」後藤晴男著）と考える。  

３．出願の審査に際しては、先後願関係及び新規性等の判断の基準日を確定させ

ておくことが不可欠であり、優先権の主張の取下げを認めるとすれば、時期的

制限を必要とする。さらに、その取下げは、優先権の主張の効力を失わせる不

利益行為となることから、代理について特別授権事項に関する規定を必要とす

ると考えられるが、その規定がない以上、特許法上、パリ条約による優先権等

の主張の取下げ・放棄を認めていないと解される。  

４．なお、特許法第１７条の４又は実用新案法第２条の２第１項の規定による特

許法第４３条第１項（第４３条の２第２項（第４３条の３第３項において準用

する場合を含む。）及び第４３条の３第３項において準用する場合を含む。）

に規定する書面（以下「優先権主張書」という。）の補正において、方式上不

備のない優先権主張の全部又は一部を削除することは、優先権主張書の不備若

しくは誤記の訂正又は記載事項の補充のいずれにも該当しないから、認めない。

（→２８．１２）  
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（改訂令和３・４）  
 

※ 1  特４３条１項：特４３条の２第２項（特４３条の３第３項（実１１条１項、意１５

条１項において準用）、実１１条１項、意１５条１項において準用）、特４３条の３第

３項（実１１条１項、意１５条１項、商１３条１項（商６８条１項において準用）に

おいて準用）、実１１条１項、意１５条１項、商１３条１項（商６８条１項において準

用）において準用  
※ 2  特４３条の２第１項：特４３条の３第３項（実１１条１項、意１５条１項において

準用）、実１１条１項、意１５条１項において準用  
※ 3  特４３条の３第１項：実１１条１項、意１５条１項において準用  
※ 4  特４３条の３第２項：実１１条１項、意１５条１項、商１３条１項（商６８条１項

において準用）において準用  
※ 5  商９条の３：商６８条１項において準用  
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２８．１０  

 

パリ条約第４条Ａ（２）の正規の国内  

出願を基礎とする優先権主張の手続の  

取扱い  

 

 

１．パリ条約第４条Ａ（２）の規定により二国間又は多数国間の条約により正規

の国内出願とされる出願を基礎として優先権を主張する出願の手続において、

特許法第４３条第１項 ※ 1の規定に基づき記載するパリ条約の同盟国の国名につ

いては、次のとおり記載すれば足りるものとする。  

（１）二以上の国において効力を有する特許（広域特許）の出願（以下「広域出

願」という。）である場合には、当該広域特許を付与する権限を有する機関 注

1の名称又は当該広域出願における指定国のうちの一の国の国名  

（２）特許協力条約に基づく国際出願である場合には、「世界知的所有権機関」又

は当該国際出願における指定国のうちの一の国の国名  

ただし、特許法第４３条第５項 ※ 2の規定の適用（特許法第４３条第２項※ 1に

規定する優先権証明書類等に記載されている事項の電磁的方法による交換）を

受けようとする者が、広域出願に基づきパリ条約の規定による優先権の主張を

しようとするときは、同条第１項に基づき記載するパリ条約の同盟国の国名に

ついては当該広域出願に係る広域特許を付与する権限を有する機関（すなわち

「欧州特許庁」）の名称を記載しなければならない（特施規２７条の３の３第４

項※ 3）。  

２．「最初に出願をし、若しくはパリ条約第４条Ｃ（４）の規定により最初の出願

とみなされた出願をし、若しくは同条Ａ（２）の規定により最初に出願をした

ものと認められたパリ条約の同盟国の認証がある出願の年月日を記載した書面、

その出願の際の書類で明細書、特許請求の範囲若しくは実用新案登録請求の範

囲及び図面に相当するものの謄本」は、最初の出願を受理した主管庁が認証し

たものとする（パリ条約第４条Ｄ（３））。  

この場合、「最初の出願を受理した主管庁」には、最初の出願が広域出願であ

る場合には当該広域出願を受理した機関 注 1、最初の出願が国際出願である場合

には当該国際出願を受理した機関 注 1又は世界知的所有権機関（ＷＩＰＯ）国際

事務局も含まれる。  

（改訂令和６・１）  

 

 

 
※ 1  特４３条１項、２項：特４３条の２第２項（特４３条の３第３項（実１１条１項、

意１５条１項において準用）、実１１条１項、意１５条１項において準用）、特４３条

の３第３項（実１１条１項、意１５条１項、商１３条１項（商６８条１項において準

用）において準用）、実１１条１項、意１５条１項、商１３条１項（商６８条１項に
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おいて準用）において準用  

 
注 1  例えば「欧州特許庁」  
※ 2  特４３条５項：特４３条の２第２項 {特４３条の３第３項〔実１１条１項、意１５

条１項〕、実１１条１項、意１５条１項 }、特４３条の３第３項〔実１１条１項、意１

５条１項〕、実１１条１項、意１５条１項において準用  
※ 3  特施規２７条の３の３第４項：実施規２３条２項、意施規第１９条３項において準

用  
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２８．１１  

 

優先権主張に係る表示に関する取扱い  

 

 

特許法第１７条の４又は実用新案法第２条の２第１項に規定する補正ができる

期間を除き、特許法第４３条第１項 ※ 1に規定する書面（願書に記載して提出を省

略した場合には願書）及び同条第２項 ※ 1に規定する優先権証明書類等については、

次に掲げる場合には、補正を認める。  

１．書面に記載された第一国の出願の年月日（以下「書面の年月日」という。）

と優先権証明書類等に記載された第一国の出願の年月日（以下「証明書類等の

年月日」という。）が相違する場合において、書面の年月日と証明書類等の年

月日とを合致させるとき  

２．書面の年月日と証明書類等の年月日が一致しているが、その年月日が誤りで

あった場合において、訂正に係る優先権証明書類等を提出し、書面の年月日を

訂正に係る証明書類等の年月日に合致させるとき  

３．書面に記載された第一国の国名（以下「書面の国名」という。）と優先権証

明書類等に記載された第一国の国名（以下「証明書類等の国名」という。）が

相違する場合において、書面の国名を証明書類等の国名に合致させるとき  

上記１．から３．までに掲げる場合の手続の補正は、手続補正書に理由書（誤

記の原因、誤記が意図としたものでないことの釈明等を記載した書面）を添付し

て提出しなければならない。  

 

（説明）  

優先権の主張は、そのもたらす効果の第三者に及ぼす影響が大であることから、

その主張の効果を判断するに当たっては、特許法第４３条第１項 ※ 1に規定する書

面についての記載は厳格に解釈すべきことは当然であり、法律で規定する期間を

除いては原則として補正を認めない。しかしながら、明らかな誤記と認められる

場合には、法律に特段の規定がなくとも出願人の申立てにより誤記の訂正をなす

ことができるとするのが判例 注 1であり、書面の記載と優先権証明書類等の記載と

の間の同一性が認められる場合には、上記のように明らかな誤記として、その補

正を認めることとする。  

なお、書面の記載と優先権証明書類等の記載との間において第一国の出願の年

月日及び国名のいずれもが相違している場合には、優先権主張の同一性は認めら

れず、明らかな誤記とは認められない。  

（改訂令和６・１）  

 

 

 
※ 1  特４３条１項、２項：特４３条の２第２項（特４３条の３第３項、実１１条１項、
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意１５条１項において準用）、特４３条の３第３項（実１１条１項、意１５条１項、商

１３条１項（商６８条１項において準用）において準用））、実１１条１項、意１５条

１項、商１３条１項（商６８条１項において準用）において準用  

 
注 1  昭和４８年７月２４日東京高裁判決・昭和４７年（行ケ）第１２８号  
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２８．１２  

 

特許法第１７条の４又は実用新案法第２

条の２第１項の規定に基づく優先権主張

書の補正の取扱い（特・実）  

 

 

特許法第１７条の４（実用新案法第２条の２第１項）の規定による同法第４１

条第４項（実用新案法第８条４項）又は同法第４３条第１項（同法第４３条の２

第２項（同法第４３条の３第３項において準用する場合を含む。）及び同法第４

３条の３第３項において準用する場合を含む。）に規定する書面（以下「優先権

主張書」という。）の補正は、原則として優先権に係る記載の誤記の訂正に限ら

れ、補正により優先権を追加する（優先権の数を増やす）ことや方式上不備のな

い優先権主張の全部又は一部を削除することは認めない。  

 なお、願書に「先の出願に基づく優先権の主張」の欄又は「パリ条約による優

先権等の主張」の欄を設け、必要な事項を記載して、優先権主張書の提出を省略

した場合（特施規２７条の４第３項 ※１）の願書の補正も、同様である。  

 

（説明）  

 特許法第１７条の４（実用新案法第２条の２第１項）の規定による優先権主張

書の補正とは、優先権主張書に不備若しくは誤記がある場合に、これを訂正し、

記載事項の一部を補充することにより、当該優先権主張を適式なものとすること

を目的とする。  

これに対し、出願後に優先権を追加する場合は、そもそも適式なものとする優

先権主張がないから、その補正はできず、優先権主張書（特施規２７条の４第２

項）を提出しなければならない。  

また、先の出願に基づく優先権主張に限り、優先権主張の取下げができるが、

この場合、先の出願に基づく優先権主張取下書（特施規２８条の４）を提出しな

ければならない。優先権主張書の補正により、方式上不備のない優先権主張の一

部又は全部を削除することは、優先権主張書の不備若しくは誤記の訂正又は記載

事項の補充のいずれにも該当しないから、認めない。  

なお、パリ条約の規定による優先権の主張（特許法第４３条の２第１項 ※ ３及

び同法第４３条の３第１項 ※ ４及び第２項 ※ ４の規定によるパリ条約の例による優

先権の主張）については、法律に規定がないため、その取下げもできない（→２

８．０２）。  

 

 

（改訂令和４・１０）  
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※ １特施規２７条の４第３項：実施規２３条２項、意施規１９条３項、商施規２２条

２項において準用  
※ ３特４３条の２第１項：特４３条の３第３項（実１１条１項において準用）、実１１

条１項において準用  
※ ４特４３条の３第１項、第２項：実１１条１項において準用  
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２８．２１  

 

優先権証明書類等発行事務の遅延による  

提出期間徒過に関する取扱い  

 

 

特許法第４３条第２項※ 1の規定により提出すべき優先権証明書類等の提出期間

の徒過が、優先権証明書類等を発行すべき政府による当該書類の発行に関する事

務の遅延によるものであって、特許法条約第１３条（３）及び特許法条約に基づ

く規則第１４規則（６）（７）に規定する要件に準じた以下の要件を満たした場合

には、出願人の責めに帰することのできない理由により期間内に手続ができなか

ったものとし、期間徒過後の提出を認める（特４３条８項 ※ 1、特施規２７条の３

の３第６項１号 ※２、商施規７条の２第３項１号）。  

ただし、個別具体的な事例において形式的には当該要件を満たさない場合であ

っても、総合的に勘案して判断を行う。  

 

（ 要 件 ）  

１．特許法第４３条第２項 ※ 1に規定する優先権証明書類等提出期間満了の２月前

までに、先の出願がされた官庁へ優先権証明書類等発行の請求をすること。  

２．特許法第４３条第７項※ 1の規定により優先権証明書類等を提出することがで

きる期間（特施規２７条の３の３第５項 ※ 2、商施規７条の２第１項）内に、上

申書に、優先権証明書類等発行の請求を行った官庁及びその申請日を記載し

特許庁長官へ提出すること。併せて、１．の事実（先の出願がされた官庁に対

し優先権証明書類等提出期間満了の２月前まで優先権証明書類等発行の請求

をしたこと）を裏付ける証拠書類又は宣言書を特許庁長官へ提出すること。  

３．先の出願がされた官庁より優先権証明書類等を入手してから１月（在外者に

あっては２月）以内に特許庁長官へ提出すること。その際、優先権証明書提出

書の【その他】欄に、「特許法第４３条第８項 ※ 1の規定による優先権証明書類

等の提出」である旨を記載すること。  

（改訂令和６・１）  

 
※ 1  特４３条２項、７項、８項：特４３条の２第２項（特４３条の３第３項、実１１条

１項、意１５条１項において準用）、特４３条の３第３項（実１１条１項、意１５条１

項、商１３条１項（商６８条１項において準用）において準用））、実１１条１項、意

１５条１項、６０条の１０第２項、商１３条１項（商６８条１項において準用）にお

いて準用  
※ ²  特施規２７条の３の３第５項、６項１号：実施規２３条２項、意施規２条の２第１

２項、１９条３項において準用  
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２８．４１  

 

方式上の不備がある特許出願等に基づく

優先権主張の取扱い（特・実）  

 

 

特許出願等に基づく優先権の主張は、その旨及び先の出願の表示を記載した

書面（以下「優先権主張書」という。）を提出することにより行うが（特４１条

４項、実８条４項）、次のいずれかに該当する場合は、当該優先権の主張（願書

に「先の出願に基づく優先権の主張」の欄を設け、優先権主張書の提出を省略し

た場合を含む。）を却下するものとする（特１８条の２第１項 ※ 1）。  

なお、優先権主張の手続に関する代理人の特別授権が、先の出願において若

しくは後の出願に際して書面（委任状については、その写しを含む。）をもって

証明されていないとき（特９条 ※ 2、特施規４条の３第１項柱書 ※ ３）又は先の出

願に仮専用実施権を有する者がある場合であって、後の出願の際に、その承諾を

得た書面（承諾書）の添付がないとき（特４１条１項ただし書、実８条１項ただ

し書、特施規６条 ※ 3）は、当該優先権主張の手続の補正を命じる（特１７条３項

１号）。  

１．優先権主張書の記載  

（１）先の出願の番号の記載がなく、優先権主張書の補正をすることができる期

間（特１７条の４、実２条の２第１項）を経過しても、当該記載事項を補

充する補正がなされないとき。（特４１条４項、実８条４項）  

（２）先の出願の番号が誤って記載されており、優先権主張書の補正をすること

ができる期間（特１７条の４、実２条の２第１項）を経過しても、当該記

載事項の補正がなされないとき。（特４１条４項、実８条４項）  

２．先の出願の要件に関する事項  

（１）先の出願が、特許出願又は実用新案登録出願でないとき。（特４１条１項

柱書、実８条１項柱書）  

（２）先の出願が、特許法第３８条の２第８項の規定により却下されたものであ

るとき又は不適法な手続として特許法第１８条の２第１項を準用する実用

新案法第２条の５第２項の規定により却下されたものであるとき（出願日

の認定がされたものである場合を除く。）。（特４１条１項柱書、実８条１項

柱書）  

（３）先の出願が、後の出願の日前１年以内にされたものでないとき（その出願

が故意に先の出願の日から１年以内にされなかったものでないと認められ

る場合であって、かつ、その出願が当該優先権の主張を伴う特許出願をす

ることができる期間の経過後２月以内にされたものである場合を除く。）。

（特４１条１項１号、特施規２７条の４の２第１項 ※ 4、実８条１項１号）  

（４）先の出願が、特許法第４４条第１項の規定による特許出願の分割に係る新

たな特許出願であるとき。（特４１条１項２号、実８条１項２号）  
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（５）先の出願が、特許法第４６条第１項又は第２項の規定による出願の変更に

係る特許出願であるとき。（特４１条１項２号、実８条１項２号）  

（６）先の出願が、特許法第４６条の２第１項の規定による実用新案登録に基づ

く特許出願であるとき。（特４１条１項２号、実８条１項２号）  

（７）先の出願が、実用新案法第１１条第１項において準用する特許法第４４条

第１項の規定による実用新案登録出願の分割に係る新たな実用新案登録出

願であるとき。（特４１条１項２号、実８条１項２号）  

（８）先の出願が、実用新案法第１０条第１項又は第２項の規定による出願の変

更に係る実用新案登録出願であるとき。（特４１条１項２号、実８条１項２

号）  

（９）先の出願が、後の出願の際に既に放棄されているとき。（特４１条１項３

号、実８条１項３号）  

（１０）先の出願が、後の出願の際に既に取り下げられているとき。（特４１条

１項３号、実８条１項３号）  

（１１）先の出願が、後の出願の際に既に特許法第１８条第１項若しくは第２項、

同法第１８条の２第１項又は実用新案法第２条の３の規定により却下され

ているとき（出願日の認定がされたものに限る。）。（特４１条１項３号、実

８条１項３号）  

（１２）先の出願について、後の出願の際に既に査定又は審決が確定していると

き。（特４１条１項４号、実８条１項４号）  

（１３）先の出願について、後の出願の際に実用新案法第１４条第２項に規定す

る設定の登録がされているとき。（特４１条１項５号、実８条１項５号）  

３．主張適格に関する事項  

（１）先の出願と後の出願の出願人が相違するとき。（特４１条１項柱書、実８

条１項柱書）  

（２）先の出願の出願人が全員で後の出願の出願をしていないとき。（特４１条

１項柱書、実８条１項柱書）  

（３）先の出願の出願人でない者が、後の出願を共同でしているとき。（特４１

条１項柱書、実８条１項柱書）  

ただし、上記（１）から（３）までの場合について、代理権が確認できる

代理人又は先の出願の代理人の手続であって、出願書面作成時に誤記又は脱

漏したことが明らかなときは、後の出願の主張適格の要件を満たす補正を認

めるものとする。  

４．優先権主張書の提出期間  

  優先権主張書がその提出期間外に提出されたとき。（特４１条４項、実８条

４項）  

５．共同手続の要件    

後の出願の出願人の全員が優先権主張の手続を行っていないとき。（特１４

条※ 5）  

６．後の出願が故意に先の出願の日から１年以内にされなかったものでない  
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として優先権の主張がされた場合  

（１）後の出願が故意に先の出願の日から１年以内にされなかったものでないと

認められないとき。（特４１条１項１号括弧書、実８条１項１号括弧書）  

（２）優先権主張を伴う特許出願をすることができる期間の経過後２月以内に当

該出願及び優先権の主張がされていないとき。（特４１条１項１号括弧書、

特施規２７条の４の２第１項 ※ 4、実８条１項１号括弧書）  

 

（改訂令和５・４）  

 

 

 
※ 1  特１８条の２第１項、第２項：実２条の５第２項、意６８条２項、商７７条２項、

商附則２７条２項（商附則２３条において準用）、特例法４１条２項、現金手続省令

８条において準用  
※ 2 特９条、１８条の２第１項：実２条の５第２項において準用  
※ 3 特施規４条の３第１項柱書、６条：実施規２３条１項において準用  
※ 4 特施規２７条の４の２第１項：実施規２３条２項において準用   
※ 5 特１４条：実２条の５第２項において準用  
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３１．３２  

 

拒絶査定のあった特許出願について拒絶

査定不服審判の請求とともに出願の変更

が行われた場合の取扱い（特・実・意）  

 

 

拒絶査定のあった特許出願について、拒絶査定不服審判の請求とともに実用新

案登録出願への出願の変更が行われた場合（特４６条２項、実１０条１項、２項、

意１３条１項）には、これらの手続が形式的に適法である限りそのいずれをも受

理し、変更した出願について審査を行う。  

審判の請求については、実用新案登録出願への出願の変更によりもとの特許出

願は取り下げたものとみなされる（特４６条４項、実１０条５項、意１３条４項）

ため、審理の目的物（対象）の喪失によって当然に終了する。（→審判便覧６１

－１０）  

 

（改訂平成２３・１１）  
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３１．３３  

 

補正却下後の新たな意匠（商標）登録出

願が、却下された複数の補正のいずれに

基づくものであるか不明な場合の方式上

の取扱い（意・商）  

 

 

却下された補正が複数であって、補正却下後の新たな意匠（商標）登録出願が、

却下された複数の補正のいずれに基づくものであるか不明な場合は、手続の補正

を命ずる。  

 

（説明）  

補正却下後の新出願（意１７条の３第１項 ※ 1 ）の願書には、却下された補正

についての手続補正書の提出年月日を記載することとなっている（意施規様式第

５備考１、商施規様式第９備考２）。  

却下された補正が複数ある場合で、却下された補正のいずれに基づく新たな出

願であるか願書に記載がないとき、又は複数記載されているときは、方式上の不

備に限らず実体審査における新たな出願の出願日の遡及の認否の判断も不可能で

あるから、願書の記載の不備として上記のように取り扱う。  

 
（改訂平成２３・１１）  

 
 
 
 

                                                
※ 1  意１７条の３第１項：商１７条の２第１項（商６８条２項において準用）において準

用  
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３３．４１  

 

類似の意匠の意匠登録出願における本意

匠の表示（登録番号又は出願番号）の  

訂正の取扱い（意）  

 

 

類似意匠の意匠登録出願における本意匠の表示（登録番号又は出願番号）の訂

正は手続補正書により行うことを認めることとする。  

 

（改訂平成２３・１１）  
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３５．６０  

 

防護標章登録に基づく権利の存続期間更

新登録出願の願書に記載された登録番号

に関する方式違反の取扱い（商）  

 

 

標記についての取扱いは、下記のように取り扱う。  

１．登録番号でなく出願番号等が記載されていたときは補正を命ずる。  

２．存在しない登録番号（原簿上既に権利抹消している場合も含む。）が記載さ

れていたときは補正を命ずる。  

３．登録番号の記載がない場合は却下する（商７７条２項において準用する特１

８条の２第１項）。ただし、願書に添付されている委任状等の書面全体から当

該登録番号が特定できるときは補正を命ずる（→１５．２０「１．（２０）」）。 

 

（改訂平成２３・１１）  
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３９．２０  

 

書換登録申請書等の取扱い（商）  

 

 

１．不適法な手続の却下  

不適法な手続であって、その補正をすることができない書換登録に関する手

続については、その手続を却下するものとする（商附則２７条２項 ※ 1 におい

て準用する特１８条の２第１項）。  

また、却下しようとするときは、その理由を通知し、弁明の機会を与えなけ

ればならない（商附則２７条２項 ※ 1において準用する特１８条の２第２項）。 

なお、基準の運用に当たっては、書換登録申請書類等を総合的に検討し、客

観的に手続者の合理的意思を判断するよう努めるとともに、形式的には以下に

掲げる却下事項に該当する場合であっても、個別的具体的な事例においては、

必要に応じた取扱いを行うことにより、関係法令の適正かつ妥当な運用を図る

ものとする。  

（１）書換登録申請書の却下  

書換登録申請書及びその添付書類が、次に掲げる事項に該当する場合には

商標法附則第２７条第２項 ※ 1 において準用する特許法第１８条の２第１項

の規定によりその手続を却下するものとする。  

ア．日本語で書かれていない書面をもって申請をしたとき（商施規２２条１

項において準用する特施規２条１項）。  

イ．在外者（在外者と日本国内に住所又は居所を有する者が共同して申請を

したときを含む。）が日本国内に住所又は居所を有する代理人によらないで

申請をしたとき（商標管理人を有する在外者が日本国に滞在している場合

にするときを除く。）（商附則２７条２項 ※ 1において準用する特８条１項）。 

ウ．書換登録の申請ができる期間（商附則３条２項 ※ 1）外に申請をしたとき

（商標法附則第３条第３項 ※ 1の規定が適用される場合を除く。）。  

エ．商標権の指定商品を書き換えた旨の登録後重複して書換登録の申請をし

たとき。  

オ．商標権の消滅後に書換登録の申請をしたとき。  

（２）書換登録申請書以外の手続の却下  

書換登録申請書以外の手続が、不適法な手続であって、その補正をするこ

とができないものについては、商標法附則第２７条第２項 ※ 1において準用す

る特許法第１８条の２第１項の規定によりその手続を却下するものとする

（→１５．２０「２．」）。  

２．補正指令  

方式上欠陥のある書換登録に関する手続については、補正を命ずる（商附則

２７条２項 ※ 1において準用する特１７条３項）。  

指定された期間内にその補正をしないときは、その手続を却下する（商附則
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２７条２項 ※ 1において準用する特１８条１項）。  

（１）書換登録申請書の補正指令  

書換登録申請書及びその添付書類が、次に掲げる事項に該当する場合には

商標法附則第２７条第２項 ※ 1 において準用する特許法第１７条第３項の規

定により補正を命ずる。  

ア．登録番号の記載がないとき、又は出願番号等が記載されているとき。  

イ．存在しない登録番号（原簿上既に権利抹消している場合も含む。）が記載

されているとき。  

ウ．書換登録を受けようとする指定商品並びに商品及び役務の区分の記載が

ないとき。  

エ．書換登録の申請に係る商標権に専用使用権者、通常使用権者、又は質権

者がある場合において、これらの者の承諾を証明する書面が添付されてい

ないとき。  

（２）書換登録申請書以外の補正指令  

書換登録申請書以外の書類が、次に掲げる事項に該当する場合には商標法

附則第２７条第２項 ※ 1 において準用する特許法第１７条第３項の規定によ

り補正を命ずる。  

ア．書換登録の申請の際に使用権者等から書換について包括的な承諾を得て

いない場合において、指定商品を減縮する手続補正書に使用権者等の承諾

を証明する書面が添付されていないとき。  

イ．その他は、「願書以外の出願書類の補正指令」に準じて扱う。  

 

（改訂平成２８・４）  
 

 

 

 

※ 1  商附則３条、２７条２項：商附則２３条において準用  
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４１．６１  

 

組織変更の取扱い  

 

 

会社がその組織を変更した場合は、組織変更届（書式第９の２）を提出するも

のとする。  

 

（説明）  

組織変更とは、会社が法人格の同一性を保ちながら、組織を変更して、他の種

類の会社になることをいう。既に存在する会社を解散して清算手続をなし、改め

て他の種類の会社を設立するという二重の手続から生ずる無駄と煩雑さを回避す

ることを目的とするもので、企業維持の精神から認められたものである。すなわ

ち、組織変更の前後を通じて権利義務の主体としての同一性を保持することがで

きる点に組織変更の意義及び効用がある。  

したがって、組織変更は実体的な権利義務の移転を生ずるものでないことから、

本文のとおり取り扱う。  

ただし、組織変更届に合理的疑義がある場合は、新たな会社を設立した旨の記

載がある組織変更後の会社の登記事項証明書を求める。  

なお、特許権等についても同様の考え方から、移転登録申請ではなく表示変更

登録申請によるものとする。  

 

（改訂平成２５・６）  
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４３．２０  

 

特許庁長官による補正指令に対し出願人

が行った補正が、要旨を変更するものと

して審査官の決定により却下された場合

の取扱い（特・意・商）  

 

 

１．特許庁長官による補正指令（平成５年改正前特１７条２項、意６８条２項及

び商７７条２項において準用する特１７条３項）に対し、出願人が行った補正

を適式なものとして受理した後に、要旨を変更するものとして補正が審査官の

決定により却下された場合（平成５年改正前特５３条、意１７条の２第１項、

商１６条の２第１項）には、当該出願はいったん補正された方式上の欠陥を再

び有することとなる。したがって、方式上の欠陥を補正する手続が補正却下の

決定の謄本の送達後３月以内になされない場合、又は補正却下決定不服審判請

求（平成５年改正前特１２２条、意４７条１項、商４５条１項）が認められな

かった場合には、従前の補正指令に対する応答がなかったものとして、特許法

第１８条第１項 ※ 1 の規定により出願を却下する。なお、出願を却下する場合

には、従前の補正指令に対する手続補正書の提出が必要な旨の通知（従前の手

続補正指令書の複写を添付したもの）を事前に行うものとする。  

２．上記１．の取扱いは、補正が要旨を変更するものとして却下され、それが同

時に方式上の欠陥となる場合の取扱いであり、補正が要旨を変更するものとし

て却下されても、それが同時に方式上の欠陥とならない場合は適用されない。  

３．補正却下後の新出願がされた場合（意・商）  

なお、意匠登録出願又は商標登録出願について補正却下後の新出願がされた

場合には、もとの出願についての手続補正書が提出された時に新出願がされた

ものとみなされ、もとの出願は取り下げられたものとみなされる（意１７条の

３ ※ 2 ）。したがって、その場合には、もとの出願は却下しない。  

 

（改訂平成２３・１１）  
 

 

 

 

※ 1  特１８条１項：意６８条２項、商７７条２項において準用  
※ 2  意１７条の３：商１７条の２において準用  
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４３．２１  
 

出願却下処分の謄本の到達前に差し出

された手続補正書の取扱い  
 
 

特許法第１８条第１項 ※ 1 又は実用新案法第２条の３の規定による出願却下処

分の謄本が出願人へ到達 注 1 する前に、手続補正書（実用新案法第６条の２の規

定による補正指令に対する補正であって、その指定した期間の経過後に差し出さ

れたものを除く。）が差し出されており、これにより出願の欠陥が補正される場合

には、出願却下処分を取り消し、手続補正書を受理する（→１５．２０）。  
手続補正書の差出日が不明な場合であって、手続補正書の差出日と出願却下処

分の謄本の送達日の前後が問題となるときは、出願人が、書留郵便物受領書、特

定記録郵便受領証等によりこれを証明しなければならない（→０３．１０）。  
 

（ 改 訂 平 成 ２ ３ ・ １ １ ）  
 
 
 
 

※ 1  特 １８条 １項： 意 ６８条２ 項、商 ７７ 条２項、 商附則 ２７ 条２項に おいて 準用  
 
注 1  特許 庁内部 的に成 立した特 許出願 人を 相手方と する行 政処 分につい て、特 許出

願人に対 して効 力を 生ずるた めには 、特 許出願人 に告知 する ことが必 要であ り、 行

政処分と しての 効力 を発生す るに至 って いない告 知前の 時点 において 、補正 がさ れ

手続の瑕 疵が治 癒さ れた場合 には、 特許 庁長官は 当該行 政処 分を撤回 し、手 続を 続

行すべき である と解 する旨、 判示さ れて いる（昭 和５０ 年４ 月３０日 東京地 裁判

決・昭和 ４９年 （行 ウ）第３ ９号 ）。  
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４３．２２  

 

方式上の欠陥が補正されていない出願に

対し、補正指令の趣旨と無関係な自発の

手続補正書等が提出された場合の取扱い  

 

 

方式上の欠陥が補正されていない出願に対し、補正指令（特１７条３項 ※ 1 、

実２条の２第４項、６条の２）の趣旨と無関係な自発の手続補正書等が提出され

た場合には、願書との表示の同一性が認定できるものに限り、受理する。  

なお、特許出願、商標登録出願又は防護標章登録出願において、出願日が認定

されていない出願に対し、補完指令（特３８条の２第２項、商５条の２第２項 ※

2 ）の趣旨と無関係な手続補正書等が提出された場合には、願書との表示の同一性

が認定できるものに限り、受理する。  

 

（改訂平成２８・４）  
 

 

 

 

※ 1  特１７条３項：意６８条２項、商７７条２項において準用  
※ 2  商５条の２第２項：商６８条１項において準用  
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４３．２４  

 

二以上の事項について補正を命じた場合

に複数の手続補正書をもって補正が行わ

れたときの手続補正書の取扱い  

 

 

一の手続補正指令書により二以上の事項について補正を命じた場合において、

補正を命じた全事項について、同時に複数の手続補正書をもって補正が行われた

場合は、一部の手続補正書を不適法な手続として却下（特１８条の２第１項 ※ 1 ）

するときであっても、他の欠陥の補正と独立して補正が可能な欠陥についての手

続補正書は受理する。  

また、複数の手続補正書が異なった日に提出された場合においても、先に提出

された手続補正書を不適法な手続として却下としていないときについても同様に

取り扱う。  

なお、これらの場合は、その却下理由通知書において他の手続補正書は受理し

た旨を「なお書き」で記載する。  

 

（改訂平成２３・１１）  
 

 

 

 

※ 1  特１８条の２第１項：実２条の５第２項、意６８条２項、商７７条２項、商附則２

７条２項において準用  
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４３．２５  

 

公開公報を引用して、補正箇所を特定し

た手続補正書の取扱い（特）  

 

 

公開公報を引用して補正箇所を特定した手続補正書が提出された場合には、特

許請求の範囲、明細書及び図面を引用して補正箇所を特定するように手続の補正

を命ずる（特１７条３項、特施規１１条１項、様式第１３）。  

 

 

（改訂平成２３・１１）  
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４３．２６  

 

願書に記載した持分の補正について  

 

 

共同出願の願書に記載した持分について、出願前に定めた持分を誤記したこと

が出願前に作成した持分の定めの事実を証明する書面（持分契約書等）により証

明できるときは、持分の補正を目的とした出願人欄の補正をすることができる。  

出願前に持分を定めているにもかかわらず持分を記載していない出願に持分の

表示をするとき、又は新たに持分を定めるときは、持分の届出をする者について

出願人名義変更届の承継人欄に持分を記載するとともに、持分の定めの事実を証

明する書面を添付して提出しなければならない。なお、この持分の届出にあって

は、新たに権利の承継としての出願人名義変更届を提出する際に、当該権利の承

継と併せて持分の定めを記載して届出ることができる。（特施規２７条１項 ※ 1）

（→４５．２０）。  

 

（改訂令和３・１０）  
 

 

 

 

※ 1  特施規２７条１項：実施規２３条２項、意施規２条の２第１２項及び１９条３項、

商施規２２条２項において準用  
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４５．２０  

 

出願人名義変更届の取扱い  

 

 

１．届出書と証明書との関係について  

届出書に記載された事項と証明書に記載された事項が一致しない場合は、届

出の内容を証明する正確な証明書を提出すべき旨の補正を命ずる。なお、手続書

面の全体を勘案して証明書が正確で届出書の誤記と認められる場合は、届出書

について補正をすべき旨のなお書きを追加する。  

なお、以下に掲げる記名押印を要する証明書に記名押印がない場合は補正を

命ずる（特施規様式第１８備考１９、２０、商施規様式第１１備考１７、１８）。  

２．権利の承継を証明する書面について  

（１）譲渡証書等には、譲渡に係る出願の番号等の記載、譲渡人及び譲受人双方の

記名、譲渡人の押印を求める。  

（２）譲渡人及び譲受人双方で届出がされている場合であっても、譲渡証書等を添

付させる。  

（３）同一譲渡人、同一譲受人の場合、一の譲渡証書等による複数件の譲渡に係る

証明書の提出は認める。  

（４）相続の場合には次の書面を添付させる。  

ア．被相続人の死亡の事実及び相続人であることを証明する書面 (戸籍謄本 ) 

イ．被相続人又は相続人の本籍と現住所が相違する場合は、その同一性を証明

する書面（住民票、戸籍の附票等）  

ウ．相続人の間で遺産分割の協議をした場合は、民法第９０７条の遺産分割協

議書  

エ．その他の必要な書面  

被相続人と相続人の本籍が相違する場合における相続人の転籍等を証明

する書面（ただし、上記ア、イの書面に記載された相続人の氏名及び生年月

日が同一であるときは、必要としない。）、相続人である親権を行う父又は

母とその子の利益が相反する場合には、民法第８２６条の規定による家庭裁

判所が選任した特別代理人であることを証明する書面、家庭裁判所で遺産分

割の審判又は調停がなされたときは、その審判又は調停書の正本等  

（５）法人の合併の場合には、登記事項証明書 注 1注 2を添付させる。  

（６）会社分割の場合には、登記事項証明書 注 1注 2及び被承継人が記名押印した承継

する権利を特定した証明書を添付させる。  

３．同意書について  

特許を受ける権利等が共有に係るときは、各共有者は他の共有者の同意を得

なければ、その持分を譲渡することができない（特３３条３項 ※ 1）から、作成者

（同意者）が記名押印した同意書の添付が必要である（特施規様式第１８備考２

０、商施規様式第１１備考１８）。ただし、次の場合は他の共有者の同意があっ
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たものとして取り扱い、同意書の添付は要しない。  

（１）全ての共有者が同一の他人に譲渡した場合。  

（２）一部共有者が他の全ての共有者に譲渡した場合。  

（３）共有者がそれぞれ別の他人に譲渡した場合であっても、譲渡証書等が一通で

作成されている場合。  

４．持分の定めを証明する書面について  

届出書に持分の定めを記載した場合は、持分の定めの事実を証明する書面又

は譲渡証書等の文中において持分の定めについて明らかに記載し作成者（持分

の定めの事実を証明する書面においては権利者全員、譲渡証書等においては譲

渡人）が記名押印したものを添付させる（特施規様式第１８備考２０、商施規様

式第１１備考１８）。  

５．代理権を証明する書面について  

（１）譲渡による権利の承継（特定承継）の場合は特許法施行規則第４条の３第１

項第２号※ 2の規定により代理人の代理権は書面（委任状については、その写し

を含む。以下同じ。）をもって証明する。ただし、権利の承継の届出を行う譲

渡人代理人が届出前の代理人と同じ場合は、その代理人の代理権は書面をも

って証明することを要しない。  

（２）本人の死亡若しくは本人である法人の合併による権利の承継（一般承継）の

場合は特許法第１１条 ※ 3の代理権の不消滅の規定により届出前の代理人と同

じ場合は、その代理人の代理権は書面をもって証明することを要しない。  

（３）会社分割による権利の承継の場合は会社の組織的行為として一般承継の形

態を採っているが、特許法第１１条 ※ 3の代理権の不消滅には該当せず、特許法

施行規則第４条の３第１項第２号 ※ 2の規定により代理人の代理権は書面をも

って証明する。  

６．持分の届出又は持分の変更に伴う出願人名義変更届  

（１）出願時に持分を届け出てなかった場合で、その後持分を届け出るときは、持

分の定めの事実を証明する書面（持分契約書等）を添付して、出願人名義変更

届の承継人欄に持分を記載する。  

（２）出願時に届け出た持分を変更するときは、その事実を証明する書面（持分変

更契約書又は持分の一部譲渡契約書等）を添付して、出願人名義変更届の承継

人欄に持分を記載する。  

（３）上記（１）又は（２）の場合の届出は、新たに権利の承継としての出願人名

義変更届を提出する際に、持分の届出をする者についてその承継人欄に持分

を記載するとともに持分を証明する書面を提出することにより行うことがで

きる。  

７．省令に基づく押印及び署名  

（１）押印を要する証明書に押す印は、特許法施行規則様式第１８備考１９及び２

０並びに商標法施行規則様式１１備考１７及び１８の規定により、本人確認

できるものでなければならない（→１４．１０）。  

（２）押印を要する証明書を特例法施行規則第１３条第２項に規定する方法で電
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子計算機から入力することにより、特定手続とともに特許庁長官に提出する

場合は、特許法施行規則様式第１８備考１９及び２０並びに商標法施行規則

様式第１１備考１７及び１８の規定による押印に代えて、特許庁長官が定め

る電子署名を行わなければならない（特例施規１３条の２第１項）。  

（３）外国人 注 3は、特許法施行規則様式第１８備考１９及び２０並びに商標法施   

行規則様式第１１備考１７及び１８の規定による押印に代えて署名をするこ

とができるが、当該署名は本人確認できるものでなければならない（→１４．

２０）。        

 

（改訂令和７・４）  

 

 
※ 1  特３３条３項：実１１条２項、意１５条２項、商１３条２項において準用  
※ 2  特施規４条の３第１項第２号：実施規２３条１項、意施規１９条１項、商施規２２条

１項において準用  
※ 3  特１１条：実２条の５第２項、意６８条２項、商７７条２項、商附則２７条２項にお

いて準用  

 
注 1  情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成１４年法律第１５１号）第

１１条の規定に基づき、特許庁が電子情報処理組織を使用して、証明書面等により確認

すべき事項に係る情報を入手し、又は参照することができる場合には、添付することを

要しない。また、【承継人】の欄に記載した法人以外の法人に係る「登記事項証明書」に

ついて添付することを要しないこととする場合には、届出書において、当該法人に係る

商号若しくは名称及び本店若しくは主たる事務所の所在地又は商業登記法第７条に規定

する会社法人等番号を記載する。（特施規様式第１８備考２１、商施規様式第１１備考１

９）  
注 2  被承継人と承継人との間に合併及び分割又は複数の分割の事実があるときは、届出書

において、当該届出に係る承継の事実を「令和○○年○○月○○日の会社分割による承

継」のように記載する。（特施規様式第１８備考２２、商施規様式第１１備考２０）  
注 3  外国に住む日本人についても同様とする。  
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４５．２１  

 

共同出願人のうち一部の者が持分を放棄

した場合の取扱い  

 

 

共同出願人のうちの一部の者が特許を受ける権利等を放棄する場合の届出は、

出願人名義変更届に放棄をする者の記名押印のある放棄書を添付して提出させる。

この場合、持分放棄をした者だけで届け出たときは、承継人（持分を放棄した者

以外の出願人）にその旨を通知することとする。  

 

（説明）  

特許法施行規則第５条第１項 ※ 1 に「特許を受ける権利の承継を届け出るとき

は、その権利の承継を証明する書面を提出しなければならない。」と規定してい

ることから、譲渡の場合は、譲り渡した事実及び譲り受けた事実が手続書面全体

から判断できる必要があるのに対し、持分の放棄については、民法第２５５条に

「共有者の一人がその持分を放棄したるときは・・・その持分は他の共有者に帰

属する」と規定しているので、その承継を証明する書面は、持分放棄書で足りる。  

ただし、承継人がその権利の承継の事実を知らない場合には、何らかの不都合

（例えば、出願審査請求の懈怠等）も考えられることから、その事実について通

知しておく必要がある。  

 

（改訂平成２３・１１）  
 
 
 
 

※ 1  特施規５条１項：実施規２３条１項、意施規１９条１項、商施規２２条１項におい

て準用  
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４５．２３ 

 

数次の譲渡がなされた場合において、最

終の承継人又は譲渡人が提出した出願人

名義変更届の取扱い 

 

 

出願後に、特許（登録）を受ける権利又は商標登録出願により生じた権利に関

し、特許庁長官に届け出ていない数次の譲渡（譲渡された権利をさらに譲渡する

ような連続した権利の譲渡）がなされた場合において、最終の承継人又は譲渡人

が提出した出願人名義変更届は、各次の承継の全てについて「権利の承継を証明

する書面」を添付したときに限り受理する。 

ただし、本取扱いの適用は、数次の譲渡の過程において個々の権利の全てが譲

渡されたことが当事者において明白に確認できる場合に限るため、譲渡人に持分

が残る譲渡が含まれる場合、又は一の譲渡人からの複数の譲渡若しくは一の承継

人への複数の承継が含まれる場合（譲渡人の特許を受ける権利の全てが承継人に

承継されたことの証明が一の譲渡証書（又は複数の譲渡証書であっても当該権利

について同日付にて譲渡が行われていることが確認できるもの）によりされてい

る場合を除く。）のように各次の譲渡に係る持分に変動がある場合は、適用除外

とする。 

 

（説明） 

出願後における特許（登録）を受ける権利又は商標登録出願により生じた権利

の承継については、特許庁長官への届出をもって、その効力発生要件とされてい

る（特許法第３４条第４項 ※ 1）が、出願人（Ａ）→譲受人（Ｂ）→譲受人（Ｃ）

のように、譲受人（Ｂ）への特定承継の届出がされる前に更に譲受人（Ｃ）への

特定承継があった場合は、既に特許を受ける権利を有しない者（Ｂ）からの届出

を求めることは、最終の承継人（Ｃ）に過度の負担を強いる恐れがある。そのた

め、標記の届出により数次の譲渡について、包括的に届出がなされ包括的に権利

の承継の効力が生ずるものと解し、本文のとおり取り扱う。 

ただし、本取扱いについては、上述のとおり、特許庁長官への届出をもってそ

の効力発生要件とする特許法第３４条第４項 ※ １の例外的な取扱いであることか

ら、数次の譲渡がされる過程において個々の権利の全てが譲渡されたことが当事

者において明白に確認できる場合に限定する。 

 

なお、相続その他の一般承継については、本取扱いの適用除外とする。一般承

継については、その届出を怠っていたとしても、相続等の事実の発生によって権

利の承継の効力が生じており、数次にわたる権利の承継があった場合であっても、

最新の承継人がその届出を行うことになる。 

出願人（Ａ）→譲受人（Ｂ）→一般承継人（Ｂ’）のように譲受人（Ｂ）への
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特定承継の届出がされる前に相続その他の一般承継があった場合は、最新の承継

人（Ｂ’）が包括的に届出をするときであっても、届出書の書類名は「出願人名

義変更届」とし、規定の手数料を納付して行うこととする。 

 

（改訂令和４・４）  
 

 
※ 1 特３４条４項：実１１条２項、意１５条２項、商１３条２項において準用 
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４５．２５  

 

確認判決書を添付した出願人名義変更届

の取扱い  

 

 

出願人名義変更届に確認判決書（正本）及びその判決が確定していることを証

明する書面（確定証明書）が添付されている場合は、これを権利の承継を証明す

る書面として容認し、この届出を受理する。  

 

（説明）  

確認判決とは、確認訴訟（一定の権利又は法律関係が存在するかどうかの主張

について判決を求める訴え）における判決をいい、その確定による既判力によっ

て、現在の権利関係が確定される。  

特許出願に係る「特許を受ける権利」についても、その権利関係は確認判決に

よって確定されるところ、特許を受ける権利の承継の届出である出願人名義変更

届の際に必要とされる「権利の承継を証明する書面」について特許法等施行規則

は判決書を例示していない。  

しかし、「権利の承継を証明する書面」とは、承継の事実が明確かつ客観的に

判断できれば足りるものであるから、前述の確認判決の効力に鑑みれば、出願人

名義変更届に確認判決書（正本）及び確定証明書が添付されている場合はこれを

受理して差し支えない。また、裁判において成立した和解及び調停等の調書につ

いても同様の取扱いとするが、調書はその作成と同時に確定するものであること

から、確定していることを証明する書面（確定証明書）の提出の必要はない。  

 

（改訂平成２３・１１）  
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４８．２０  

 

出願の方式上の方式的な不備が解消され

ていないときになされた出願の取下げ  

及び放棄の手続に関する取扱い  

 

 

出願の方式的な不備が解消されていない場合においてもその出願取下書又は出

願放棄書は、受理する。  

ただし、出願人が取下げ又は放棄の手続をする場合において、出願人に係る方

式的な不備が解消されていないとき又は委任による代理人が取下げ又は放棄の手

続をする場合において、出願人若しくは代理人に係る方式上の不備が解消されて

いないときは、方式的な不備の解消を待って受理するものとする。  

 

（説明）  

出願の取下げ及び放棄は、その出願について、拒絶査定若しくは審決が確定す

るまで又は設定登録までは、出願人の自由意思によりいつでもなし得るものと解

する 注 1 。  

しかしながら、出願の方式上の不備が出願人若しくは代理人に係る場合又は代

理権に係る場合は、出願の取下げ又は放棄の手続をする者と出願人若しくは代理

人との同一性又は代理権の存在を認定することができないような不都合が生ずる。 

よって本文のとおり取り扱う。  

 

（改訂平成２５・６）  
 
 
 
 

注 1 特許出願は、拒絶査定が確定するまで又は特許権の設定の登録がされるまでは取り

下げることができる旨、判示している（昭和４５年７月９日東京高裁判決・昭和４４

年（行ケ）第５８号）。  
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５４．５０  

 

特許公報等の掲載事項に誤りがあった場

合の取扱い  

 

 

特許公報等の掲載事項に誤りがあった場合は、速やかに全文訂正を掲載する。  

ただし、紙媒体で発行している特許庁公報の掲載事項に誤りがあった場合は、

正誤訂正を掲載する。  

 

（改訂平成２５・６）  
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５４．５１  

 

出願公開又は実用新案登録前に出願が取

下げ、放棄若しくは却下され又は拒絶査

定が確定している場合の公報の取扱い

（特・実・商）  

 

 

出願公開又は実用新案登録前に出願が取下げ、放棄又は却下され若しくは拒絶

査定が確定している場合には、原則、その公報は発行しないものとする。  

ただし、公報発行準備中であって、公報発行を中止することができない場合及

び出願公開の請求があったものについてはこの限りでない。  

 

（説明）  

出願公開又は実用新案登録前に出願が取下げ、放棄又は却下され若しくは拒絶

査定が確定している場合には、既に出願が特許庁に係属していないのであるから、

原則、その公報を発行する必要はなく、また出願人にとってもその公報が発行さ

れることは不利益となることが予想されるので、その公報を発行することは極力

避けなければならない。  

しかしながら、当該出願が既に公報発行の準備中の場合は、一律に公報発行を

中止することは公報発行計画上の発行日を遵守できなくなり、全体の作業能率及

び定期的な公報発行に非常に大きな影響を与えることとなる。  

そこで、当該公報発行が中止可能か否か等を総合的に判断し、公報発行を中止

することができない場合には、そのまま作業を進めることとする。  

また、出願公開の請求があったときも直ちに公開準備に入るため、同様に扱う。  

 

（改訂平成２３・１１）  
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５４．５３  

 

秘密でなくなった登録意匠を公報に掲載

する場合の取扱い（意）  

 

 

秘密とされていた登録意匠が秘密でなくなった場合には、次の要領で意匠公報

に掲載する。  

１．目次には「秘密解除である」旨のマークを表示する。  

２．本文は登録番号順に掲載するが、別段の表示は行わない。  

３．秘密期間満了前に意匠権が消滅した場合には、意匠公報に意匠法第２０条第

３項に規定する事項を掲載し、目次には「秘密期間満了前に権利が消滅した秘

密意匠である」旨のマークを表示する。  

 

（改訂平成２５・６）  
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５８．２０  

 

書類、ひな形及び見本の閲覧等につい

て  

 

 

何人も、特許庁長官に対し、特許、実用新案登録、意匠登録、商標登録又は

防護標章登録に関し、証明、書類の謄本若しくは抄本の交付、書類、ひな形、

見本若しくは商標法第５条第４項の物件（以下「書類等」という。）の閲覧若

しくは謄写又は特許原簿、実用新案原簿、意匠原簿若しくは商標原簿のうち磁

気テープをもって調製した部分に記録されている事項を記載した書類の交付

（以下「閲覧等」という。）を請求することができる 注 1（特許庁において廃棄

処分とされたものを除く。）。  

ただし、以下の１．から８．までに掲げるとおり特許庁長官が秘密を保持す

る必要があると認めるときは、上記の限りではない。  

なお、特許庁長官は、閲覧等の請求を認めるに当たり、執務に支障あるとき

は、閲覧等の請求者に対し、閲覧等の日時を別に指定することとする。  

 特許庁長官は、特許法第１８６条第２項（実用新案法第５５条第１項におい

て準用）、意匠法第６３条第２項及び商標法第７２条第２項に基づき、特許法

第１８６条第１項第１号から第６号まで（実用新案法第５５条第１項において

準用 注 2）、意匠法第６３条第１項第１号から第７号まで及び商標法第７２条第

１項第１号から第３号までに掲げる書類について閲覧等の請求を認めるとき

は、当該書類等の提出者に対し、その旨及びその理由を通知する。  

１．公の秩序又は善良の風俗を害するおそれがあるものは、当該書類等を提出

した者でなければ当該書類等（書類等の一部にその旨の記載又は添付書類が

ある場合は当該箇所又は当該添付書類。以下４．において同じ。）の閲覧等

を請求することができない。  

  ただし、「登録商標」についてはこの限りでない。  

２．無効審判、商標登録取消審判又はこれらの審判の確定審決に対する再審に

係る書類であって、当事者又は参加人から当該当事者又は参加人の保有する

営業秘密が記載された旨の申出があったもの、又は判定に係る書類であって、

当事者から当該当事者の保有する営業秘密が記載された旨の申出があった

ものは、明らかに秘密を保持する必要がないと認められるものを除き、当事

者、参加人又は提出者の同意を得た者でなければ当該書類（書類の一部にそ

の旨の記載又は添付書類がある場合は当該箇所又は当該添付書類）の閲覧等

を請求することができない。  

３．裁定に係る書類であって、当事者、当事者以外の者であってその特許、実

用新案登録若しくは意匠登録に関し登録した権利を有する者又は特許法第

８４条の２ ※ 1の規定により意見を述べた通常実施権者から、これらの者の保

有する営業秘密が記載された旨の申出があったものは、明らかに秘密を保持
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する必要がないと認められるものを除き、当事者、当事者以外の者であって

その特許、実用新案登録若しくは意匠登録に関し登録した権利を有する者又

は提出者の同意を得た者でなければ、当該書類（書類の一部にその旨の記載

又は添付書類がある場合は当該箇所又は当該添付書類）の閲覧等を請求する

ことができない。  

４．個人の名誉又は生活の平穏を害するおそれがあるものは、当該書類等の提

出者又は提出者の同意を得た者でなければ当該書類等の閲覧等を請求する

ことができない。  

５．特許、実用新案登録若しくは意匠登録に係る出願書類等又は当該出願の審

査に係る書類（以下「出願関係書類等」という。）及び特許若しくは意匠登

録に関する拒絶査定不服審判又は意匠登録に関する補正却下決定不服審判

に係る書類等（以下「査定系審判等に係る書類等」という。）については、出

願人、出願人代理人、審判請求人、審判請求人代理人及び下記６．の利害関

係を証した者でなければ当該書類等の閲覧等を請求することができない。  

  ただし、出願公開されているもの、設定登録されているもの、協議不成立

意匠出願公報に掲載されたもの、及び秘密にすることを請求した意匠にあっ

ては秘密が解除されているものについては、この限りではない。  

なお、特許出願等に基づく優先権主張を伴う出願の基礎とされた先の出願

又は出願の変更に係る出願のもとの出願に係る出願関係書類等及びこれら

の査定系審判等に係る書類等について、特定の者でなければ閲覧等を請求す

ることができない場合であっても、当該特許出願等に基づく優先権主張を伴

う出願又は出願の変更に係る出願が、出願公開された場合、設定登録された

場合、協議不成立意匠出願公報に掲載された場合、若しくは秘密にすること

を請求した意匠にあっては秘密が解除された場合には、何人も当該優先権の

主張の基礎とされた先の出願又は出願変更のもとの出願に係る出願関係書

類等及びこれらの査定系審判等に係る書類等の閲覧等を請求することがで

きる。  

６．５．において利害関係を証した者とは、以下に該当することを書面をもっ

て証明した者をいう。  

（１）出願関係書類等の場合  

ア．閲覧等につき出願人の同意を得た者  

イ．拒絶理由通知の理由中に引例された出願について、前記拒絶理由通

知を受けた出願の出願人（その者の代理人を含む。）  

ウ．出願公開前又は登録前に、出願人からその発明、考案又は意匠の実

施について警告等を受けた者  

（２）査定系審判等に係る書類等の場合  

  （１）に準ずる。  

７．特許法第１８６条第１項第１号（改正前特許法第１８６条第１項第１号 注

3）に規定する特許法第６７条の５第２項（改正前特許法第６７条の２第２項
注 3）の資料（延長の理由を記載した資料）については、何人もその閲覧等を
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請求することができる。ただし、当該資料に記載された事項のうち、延長登

録出願人から当該延長登録出願人の保有する営業秘密が記載された旨の申

出 注 4があった箇所及び通常実施権に係る情報については、明らかに秘密を保

持する必要がないと認められるものを除き、出願人、出願人代理人及び利害

関係を証した者でなければ閲覧等を請求することができない。  

（１）利害関係を証した者とは、以下に該当する者をいう。  

ア．閲覧等につき出願人の同意（ただし、通常実施権に係る情報につい

ては、通常実施権を許諾した者及び通常実施権者の同意も必要とす

る。）を得たことを書面をもって証明した者  

イ．当該延長登録に係る無効審判の請求人（及び参加人）又はその代理

人であって、審理上その者に閲覧等を認めることが必要であると認め

られる者  

 （２）延長の理由を記載した資料とは、以下に該当する資料をいう（特許法

施行規則第３８条の１６（改正前特許法施行規則第３８条の１６ 注 3））。 

ア．その延長登録の出願に係る特許発明の実施に特許法第６７条第４項

（改正前特許法第６７条第２項 注 3）の政令で定める処分を受けること

が必要であったことを証明するため必要な資料  

イ．特許法施行規則第３８条の１６第１号（改正前特許法施行規則第３

８条の１６第１号 注 3）の処分を受けることが必要であったためにその

延長登録の出願に係る特許発明の実施をすることができなかった期

間を示す資料  

ウ．特許法施行規則第３８条の１６第１号（改正前特許法施行規則第３

８条の１６第１号 注 3）の処分を受けた者がその延長登録の出願に係る

特許権についての専用実施権者若しくは通常実施権者又は当該特許

権者であることを証明するため必要な資料  

なお、特許法第６７条の５第２項（改正前特許法第６７条の２第２項 注 ３）

の資料において営業秘密が記載された旨を特許庁長官に申し出る場合は、書

式第３０（書式第３０の２）により行うものとする。  

８．特許出願に係る明細書等に、公にすることにより外部から行われる行為に

よって国家及び国民の安全を損なう事態を生ずるおそれが大きい発明が記

載されているか否かにかかわらず、特許庁長官が経済安全保障推進法第６６

条第１項本文若しくは第２項の規定による送付をする場合に該当しないと

判断するまでの間又は同法第６７条第１項で規定する内閣総理大臣による

保全審査により、当該発明に係る情報の保全をすることが適当と認められる

かどうかについての判断がなされるまでの間は、当該特許出願に係る書類の

証明又は認証付きファイル記録事項記載書類の交付について、発行制限する

こととする。  

  （改訂令和６・５ ）  
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注 1 特許に関する書類又は特許原簿のうち磁気テープをもって調製した部分に記録

されている事項のうち、通常実施権又は仮通常実施権に係る情報についての閲覧

等に関しては、「５８．２１」を参照。  
注 2  特許法第１８６条第１項第３号中「第８４条の２」とあるのは、実用新案法第

５５条第１項において「実用新案法第２１条第３項、第２２条第７項若しくは第

２３条第３項において準用する第８４条の２」と読み替えて準用している。  
※ 1  特８４条の２：特９２条７項、９３条３項、実２１条３項、２２条７項、２３条

３項、意３３条７項において準用  
注 3  令和２年３月９日までの出願については、環太平洋パートナーシップ協定の締結

及び環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定の締結に伴う関

係法律の整備に関する法律（平成２８年法律第１０８号）附則第２条の経過措置

の規定により、改正前の法令が適用される。  

注 4  意見書の意見の内容及び上申書の上申の内容並びに拒絶理由通知等（特許庁から

の発送書類）は申出の対象外。  
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５８．２１  

 

登録された通常実施権又は仮通常実施

権に係る情報の閲覧・交付請求等の書

式について（特・実）  

 

 

特許法においては、特許に関する書類等（意匠のひな形若しくは見本も含む）

及び特許原簿に登録されている事項は何人でもその閲覧、証明又は書類の謄本

若しくは交付を請求することができるとし、全て一般に開示することを原則と

している（特１８６条１項本文）。  

他方、通常実施権又は仮通常実施権に係る情報のうち、開示することにより、

特許権者、専用実施権者又は通常実施権者（仮通常実施権については、特許を

受ける権利を有する者、仮専用実施権者又は仮通常実施権者）（以下「権利者

等」という。）の利益を害するおそれがあるものとして政令で定めるものにつ

いては、非開示とすることとされている（下記「１．」）（平成２３年改正前特

１８６条３項本文、特施令１８条）。なお、実用新案については仮通常実施権

は規定されていないため、通常実施権のみが対象である（平成２３年改正前実

５５条１項及び平成２３年改正前実施令４条４項において準用）。  

ただし、これら非開示とされた事項については、登録された通常実施権又は

仮通常実施権について利害関係を有する者（以下「利害関係人」という。）が

利害関係を有する部分について閲覧等の請求をした場合に限り、例外として開

示の請求ができることとし、それら利害関係人については政令で定めている

（下記「２．」、「３．」）（平成２３年改正前特１８６条３項ただし書、特施令１

９条）。  

なお、専用実施権又は仮専用実施権は、専用実施権が設定された範囲におい

ては専用実施権者以外の者が実施できなくなる点で第三者への影響が大きい

ことから、その内容の公示の必要性が高いため、非開示の対象とはされていな

い 注 1。  

 

１．開示することにより権利者等の利益を害するおそれがあるものとして非開

示とする情報は、以下のとおりである。  

（１）通常実施権に係る情報（平成２３年改正前特施令１８条１項）  

ア．通常実施権者の氏名又は名称及び住所又は居所  

イ．通常実施権の範囲  

ウ．通常実施権が、特許法第３４条の３第２項又は第３項の規定により許

諾されたとみなされたものであるときは、当該通常実施権についての仮

通常実施権を有していた者（仮通常実施権者）の氏名又は名称及び住所

又は居所  

エ．通常実施権が、特許法第３４条の３第２項又は第３項の規定により許



 

 

方式審査便覧 

５８．２１ 

- 2 - 

諾されたとみなされたものであるときは、当該通常実施権についての仮

通常実施権の範囲  

（２）仮通常実施権に係る情報（平成２３年改正前特施令１８条２項）  

ア．仮通常実施権者の氏名又は名称及び住所又は居所  

イ．仮通常実施権の範囲  

２．各利害関係人が開示請求できる利害関係を有する部分は、以下の表のとお

りである（平成２３年改正前特施令１９条）。  

 

実施権の種類  利害関係を有する者  開示の範囲  

通常実施権  ・特許権者  

・特許権の差押債権者、仮  

差押債権者、質権者、破  

産管財人等  

当該特許権に係る通常実施権  

の情報（専用実施権に係る通  

常実施権の情報を含む。）  

・専用実施権者  

・専用実施権の差押債権者、

仮差押債権者、質権者、  

破産管財人等  

当該専用実施権に係る通常実  

施権の情報  

・通常実施権者  

・通常実施権の差押債権者、

仮差押債権者、質権者、  

破産管財人等  

当該通常実施権の情報  

仮通常実施権  ・特許を受ける権利を有す  

る者  

・特許を受ける権利の差押  

債権者、仮差押債権者、  

破産管財人等  

当該特許を受ける権利に係る  

仮通常実施権の情報（仮専用  

実施権に係る仮通常実施権の  

情報を含む。）  

・仮専用実施権者  

・仮専用実施権の差押債  

権者、仮差押債権者、破  

産管財人等  

当該仮専用実施権に係る仮通  

常実施権の情報  

・仮通常実施権者  

・仮通常実施権の差押債権  

者、仮差押債権者、破産  

管財人等  

当該仮通常実施権の情報  

 

３．利害関係人が利害関係を有する部分について閲覧等の請求を行う場合の手

続  

通常実施権又は仮通常実施権に係る情報の閲覧、証明及び書類の交付等の

請求は、平成２３年改正前特許法施行令第１９条第１項及び第２項各号に掲

げる利害関係人であることを証明する書面として次に例示するものを添付
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し、手数料令に定める所定の手数料を納付して行う。  

なお、代理人により請求を行う場合は、以下の証明書の他に当該手続に係

る代理権を証明する書面（委任状については、その写しを含む。）を添付す

る。  

＜証明する書面の主な例＞  

ア．特許権者又は特許出願人の場合は、身分証明書等。  

イ．通常実施権者又は仮通常実施権者の場合は、身分証明書等又は当該通

常実施権若しくは仮通常実施権の登録申請書に添付した原因書面（特許

庁の登録済みの印が押されているもの）等。  

ウ．差押債権者又は仮差押債権者の場合は、身分証明書等。  

エ．質権者の場合は、身分証明書等又は当該質権の登録申請書に添付した

原因書面（特許庁の登録済みの印が押されているもの）等。  

オ．破産管財人の場合は、裁判所の破産管財人証明書、破産管財人に係る

身分証明書等、登記事項証明書等。  

４．仮通常実施権に係る情報の閲覧を請求する者は、次の表の第２欄に掲げる

手続の区分に応じ、同表の第３欄に掲げる書類を同表の第４欄に掲げる書式

により作成する。  

なお、特許登録原簿（磁気原簿）に記録された事項についての閲覧又は交

付の請求は、「１２４．０１」を参照。  

 

 手    続  書  類  名  書  式  

１  仮通常実施権に係る特許仮実施

権原簿の謄本の交付請求  

（認証付き）  

認証付特許仮実施権原簿謄

本の交付請求書  
書式  

第７８  

２  仮通常実施権に係る特許仮実施

権原簿の閲覧の請求  

特許仮実施権原簿の閲覧請

求書  
書式  

第７９  

３  仮通常実施権登録申請書等の閲

覧の請求  

仮通常実施権登録申請書等

の閲覧請求書  
書式  

第８０  

 

（改訂令和４・１０）  

 

 
注 1 特許法等の一部を改正する法律（平成２０年法律第１６号）により、通常実施

権等に係る情報のうち秘匿の要望の強いものについて一般への開示を制限すること

とした。なお、同法の施行の日（平成２１年４月１日）前に登録された通常実施権

については適用されない（同法附則２条６項）。  
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６４．１０  

 

資産の流動化に関する法律に基づく信託

の取扱い  

 

 

「特定目的会社による特定資産の流動化に関する法律」（平成１０年法律第１

０５号）は、特定目的会社を用いて資産の流動化を行い、これら資産の流動化の

一環として発行される証券等を購入する投資者の保護を図り、国民経済の発展に

資することを目的として制定され、平成１２年の一部改正時において、その題名

が「資産の流動化に関する法律」（以下「資産流動化法」という。）と変更され

るとともに、信託を利用して資産の流動化を行う特定目的信託制度（資産流動化

法２条１３項、第３編）が新たに導入された。  

この特定目的信託制度も信託の一形態であることから、当該制度に係る出願及

び登録申請についても、その旨を特許信託原簿に記載することとする。  

この特定目的信託制度の概要及び登録申請等は以下のとおり。  

１．資産流動化法に基づく特定目的信託制度  

（１）特定目的信託における関係当事者  

特定目的信託とは、「資産流動化法の定めるところにより設定された信託

であって、資産の流動化を行うことを目的とし、かつ、信託契約の締結時に

おいて委託者が有する信託の受益権を分割することにより複数の者に取得さ

せることを目的とする」ものであり、すなわち、信託会社等が資産の信託を

受けて受益証券を発行し、これらの資産の管理及び処分によって得られる金

銭をもって、その債務の履行を行うものをいう（資産流動化法２条１３項）。  
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ア．登録原因書の記載  

信託の登録は、信託による特許権の移転又は特許権以外の権利の設定若

しくは移転の登録の申請と同時に申請しなければならないところ（特登令

６０条 ※ 1）、登録原因書として申請書に添付される信託契約書には、本件

信託が特定目的信託である旨の表示がされていなければならない。  

イ．特許登録令第５８条第１項に規定する書面の記載  

特定目的信託においては、委託者及び受益者については、受益証券の転々

流通によりこれらの者の変動が予定されている。よって、信託の登録申請

において添付する書面（特登令５８条１項※ 1）に委託者及び受益者を記載

することを要しない。ただし、この場合においては、添付書面に「その他

の信託の条項」として、本件信託が特定目的信託である旨の表示がされて

いなければならない。  

ウ．代表権利者又は特定信託管理者の記載  

特定目的信託に係る特許登録令第５８条第１項※ 1 の規定の適用につい

ては、同項第３号中「信託管理人」とあるのは、「代表権利者又は特定信

託管理者」と読み替えることとされており（資産流動化法施行令７３条５

項）、代表権利者又は特定信託管理者がある場合には、添付書面において

それらの者を記載する。  

（３）特許信託原簿の登録  

特許信託原簿においては、委託者及び受益者の登録は不要とし、「その他

の信託条項」として、本件信託が特定目的信託である旨の表示をする。また、

代表権利者又は特定信託管理者がある場合には、それらの者を表示する。  

３．特許登録令施行規則第６１条による受益者への通知  

特許登録令施行規則第６１条 ※ 2 においては、信託の登録等をしたときは、

特許権その他特許に関する権利の表示等を受益者に通知しなければならないと

されているところであるが、特定目的信託においては、受益者が受益証券の転々

流通により変動するため特許信託原簿に記載されないことから、当該通知を要

しない。  

４．特許法施行規則第２６条による特許を受ける権利の信託  

特許法施行規則第２６条による特許を受ける権利の信託については、受託者

の記載が不要である点を除いて、同条による願書記載事項が特許登録令第５８

条による添付書面記載事項と同じであることから、その記載は上記２．の運用

と同じものとする。なお、資産流動化法第２６０条第８項において信託法第１

２３条（信託管理人）の規定が適用されないこととされており、本件特許を受

ける権利の信託が特定目的信託である場合には、信託管理人が記載されること

はなく、代表権利者又は特定信託管理者がある場合には、それらの者を記載す

るものとする。  

なお、実用新案登録を受ける権利の信託については実用新案法施行規則第２

３条第２項に、意匠登録を受ける権利の信託については意匠法施行規則第２条

の２第１２項及び第１９条第３項において準用されている。  
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また、商標登録出願により生じた権利の信託については商標法施行規則第２

２条第２項において特許法施行規則第２６条第３項から６項までを準用し、国

際商標登録出願に係る商標登録出願により生じた権利の信託については商標法

施行規則第９条の３に規定されている。  

 

（改訂令和３・１０）  
 

 

 

 

                                                
※ 1  特登令５８条１項、６０条：実登令７条、意登令７条、商登令１０条において準用  
※ 2  特登施規６１条：実登施規３条４項、意登施規６条４項、商登施規１７条４項におい

て準用  
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６４．２０  

 

移転登録の申請書の取扱い  

 

 

１．申請書と証明書との関係について  

申請書に記載された事項と申請書に添付する証明書に記載された事項又は特

許（登録）原簿に記載された事項と一致しない場合は、特登令第３８条及び方

式審査便覧７０．３０に基づき、申請書の修正が可能であるとき等、登録の申

請の不備が補正することができるものであると認めるときは補正を命ずる（特

登令第３８条１項 ※ 1）。また、登録の原因を証明する書面の訂正が必要となると

き等、登録の申請の不備が補正をすることができるものであると認めないとき

は、その申請を却下する（特登令３８条３項※ 1）。  

２．登録の原因を証明する書面等について  

（１）添付書面  

申請書に添付して提出する証明書面については、特許登録令及び特許登録

令施行規則に定められている。これは、当該登録の申請が、真正かつ適法に

なされていることを形式的に証明するため、提出を要求されるものであり、

次のものがある。  

ア．登録の原因を証明する書面（特登令２９条１項１号 ※ 1）  

・譲渡証書、譲渡契約書、専用実施権許諾証書等  

イ．相続、合併、会社分割等の登録の原因の発生の事実を証明する書面（特

登令３５条 ※ 1）  

・戸籍謄本、住民票、遺産分割協議書、登記事項証明書 注 1注 2、権利承継

証明書等  

ウ．登録の原因についての第三者の許可等を証明する書面（特登令２９条１

項２号※ 1）  

・特許権等共有者の同意書、裁判所の許可書等  

なお、登録の原因を証明する書面が執行力のある判決であるときは、

登録の原因について第三者の許可等を証明する書面等は、申請書に添付

する必要はない（特登令２９条２項 ※ 1）。  

また、登録の原因について第三者の許可等を要する場合において、申  

請書にその第三者が記名し、押印したときは、第三者の許可等を証明す

る書面を申請書に添付する必要はない（特登令２９条３項 ※ 1）。  

エ．登録上の利害関係人の承諾書等  

オ．代位原因を証明する書面（特登令３１条 ※ 1）  

カ．代理権を証明する書面（委任状については、その写しを含む。）（特登施

規１３条の５ ※ 2）  

（２）特許庁長官が提出を命ずる書面  
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特許庁長官は、登録の申請の手続について必要があると認めるときは、相

当の期間を指定して次の書面の提出を命ずることができる。  

また、特許庁長官は、請求により又は職権で、指定した期間を延長するこ

とができ、また、この期間の延長は、その期間が経過した後であっても、特

許庁長官が指定した期間の満了の日（当該満了の日が特許法第３条第２項の

規定の適用を受けるときにあっては、同項の規定の適用がないものとした場

合における当該満了の日）の翌日から２月以内に限り、請求することができ

る。請求による期間の延長は、期間延長請求書によりしなければならない。

（特登令３０条 ※ 1、特登施規１３条 ※ 2）（→０４．１０、０４．１２）  

ア．申請人が外国人であるときは、その国籍を証明する書面。  

イ．申請人が外国人である場合において、その外国人の属する国（告示で定

める国を除く。）がパリ条約の同盟国若しくは世界貿易機関の加盟国又は日

本国と特許に関して相互に保護すべきことを約した国でないときは、次に

掲げる書面のいずれか一。  

ａ．同盟国又は加盟国のうちの一国の領域内に住所又は現実かつ真正の工

業上若しくは商業上の営業所を有するときは、これを証明する書面。  

ｂ．その外国人の属する国において日本国民に対しその国民と同一の条件

により特許権その他特許に関する権利の享有を認めているときは、これ

を証明する書面。  

ｃ．その外国人の属する国において日本国がその国民に対し特許権その他

特許に関する権利の享有を認める場合には、日本国民に対しその国民と

同一の条件により特許権その他特許に関する権利の享有を認めることと

しているときは、これを証明する書面。  

ウ．申請人が法人であるときは、法人であることを証明する書面。  

エ．戸籍若しくは住民票の謄本若しくは抄本若しくは登記事項証明書又はこ

れに準ずべき書面。  

３．申請書又は添付書面の押印又は署名  

（１）特許登録令第２９条第３項に規定する申請書の印並びに特許登録令施行規

則第１０条 ※ 3、実用新案登録令施行規則第２条の３及び商標登録令施行規則

第４条に規定する様式のうち押印を必要とする申請書及び添付書面の印は、

本人確認できるものでなければならない（→１４．１０）。  

（２）特許登録令施行規則第１０条 ※ 3、実用新案登録令施行規則第２条の３及び

商標登録令施行規則第４条に規定する手続のうち押印を必要とする添付書

面を特例法施行規則第１３条第２項に規定する方法により電子計算機から

入力することにより、特定手続とともに特許庁長官に提出する場合は、その

押印に代えて、特許庁長官が定める電子署名を行わなければならない（特例

施規１３条の２第１項）。押印を必要とする申請書を電子情報処理組織を使

用して提出する場合は、特例法施行規則第１３条第２項に定める方法により、

本人確認を行うこととする。  
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（３）外国人 注 3は、特許登録令第２９条第３項に規定する申請書の印並びに特許

登録令施行規則第１０条、実用新案登録令施行規則第２条の３及び商標登録

令施行規則第４条に規定する様式のうち押印を必要とする申請書 注 4及び添付

書面への押印に代えて署名をすることができるが、当該署名は本人確認でき

るものでなければならない（→１４．２０）。  

 

（改訂令和７・４）  

 

 
※ 1  特登令２９条、３０条、３１条、３５条、３８条：実登令７条、意登令７条、商登

令１０条において準用（特登令３８条１項６号を除く）  
※ 2  特登施規１３条、１３条の５：実登施規３条３項、意登施規６条３項、商登施規１

７条３項において準用  
※ 3 特登施規１０条：実登施規３条３項（第６項を除く）、意登施規６条３項（第６項を

除く）、商登施規１７条３項（第２項、５項及び６項を除く）において準用  

 
注 1  情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成１４年法律第１５１号）

第１１条の規定に基づき、特許庁が電子情報処理組織を使用して、証明書面等により

確認すべき事項に係る情報を入手し、又は参照することができる場合には、添付する

ことを要しない。また、申請人（承継人）の欄に記載した法人以外に係る「登記事項

証明書」について添付することを要しないこととする場合には、申請書において、当

該法人に係る商号若しくは名称及び本店若しくは主たる事務所の所在地又は商業登記

法第７条に規定する会社法人等番号を記載する。（特登施規様式第８備考５）  
注 2  被承継人と承継人との間に複数の分割の事実があるときは、申請書において、当該

届出に係る承継の事実を「令和○○年○○月○○日の会社分割による承継」のように

記載する。（特登施規様式第８備考６）  
注 3 外国に住む日本人についても同様とする。  
注 4 当該申請書に係る署名は、日本に住む外国人に限る。  
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６８．１０  

 

国有の特許権等が国以外の者に移転した

場合における特許（登録）料等の取扱い  

 

 

国有の特許権、実用新案権、意匠権又は商標権（以下「特許権等」という。）

を国以外の者に移転した場合において、国以外の者が納付すべき特許（登録）料

は、特許権、実用新案権又は意匠権にあっては、その移転登録の日（一般承継に

よる場合は、その原因発生の日）の属する年の次の年からの各年分（特許権又は

実用新案権にあっては、第４年分以降のものに限る。）とし、商標権にあっては、

当該存続期間の次の存続期間の更新登録に係る登録料からとする。  

 

（説明）  

１．国に属する特許権等には、特許（登録）料の納付義務の規定は、適用しない

（特１０７条２項、実３１条２項、意４２条２項、商４０条３項 ※ 1）。この規

定は、国庫資金の自己循環を回避するための規定であり、特許権等が国に属し

ている間にのみ適用され、はじめ国に属していた特許権等が後に国以外の者に

譲渡されたときは、この規定の適用のないことは言うまでもない 注 1。  

２．特許法第１１２条第４項（同条５項、実３３条４項、意４４条４項、商２０

条４項）の規定（権利消滅擬制の規定）は、特許権又は実用新案権にあっては

第４年、意匠権にあっては第２年以降の各年分の特許（登録）料を納付しない

とき又は商標権の存続期間の更新登録の申請をしないときに適用される規定で

あって、特許権又は実用新案権にあっては第１年から第３年、意匠権にあって

は第１年、商標権にあっては当該存続期間の期間中の権利については、消滅擬

制の規定は存在せず、当該期間中に国有の特許権等が国以外の者に移転した場

合においても、特許（登録）料は納付せずとも存続する。  

３．特許権又は実用新案権にあっては第４年、意匠権にあっては第２年以降の各

年分の特許（登録）料は、前年以前に納付しなければならず（特１０８条２項、

実３２条２項、意４３条２項）、この納付期間不遵守の場合の猶予期間として

の追納期間内に特許 (登録 )料及び割増特許 (登録 )料を納付しないときは、特許

法第１１２条第４項（実３３条４項、意４４条４項）の規定が適用され、当該

特許権等は、当初の納付期限が経過する時に遡って消滅したものとみなされる。

これらの規定は、当初の納付期限において特許（登録）料の納付義務の規定が

適用されない国に属する特許権等には適用されず、特許権等が前年以前の納付

期限において国に属するものであれば、当該年分の間存続する。年（商標権に

あっては当該存続期間）の途中で国から国以外の者に移転した場合において、

当該年分の特許（登録）料の納付義務及びその不遵守の場合の効果を適用する

ための特別の法規定は存在しない。  

４．特許法等における納付期限及び特許（登録）料を納付しないときの効果に関
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する規定の趣旨は、納付期限不遵守の理由のいかんを問わず、当初の納付期限

内に納付することができないときは、直ちに特許権等の効力を失わせることの

ないよう特許（登録）料の追納の機会を与え、追納期限内においても納付しな

いときは、当初の納付期限経過時に遡って権利消滅を擬制することにより、以

後の権利関係を明確化し、特許等法律関係の安定化を図るところにあると解す

べきである。  

５．以上を総合的に勘案し、国の特許権等には、特許（登録）料の納付義務の規

定を適用しない旨の規定以外に何らの規定も設けられていない現行特許法等に

おいては、特許（登録）料の納付を前提とした特許権等の設定の登録又は特許

権等の存続に関する規定等の適用については、国について当該特許（登録）料

が納付期限内に納付された場合と同様の効果を生じたものとして運用し、国以

外の者に移転したときは、法規定による納付期限を厳格に適用するのが妥当と

考えられる。  

 

（注）国には、特許法第１０７条第２項、実用新案法第３１条第２項、意匠法第

４２条第２項若しくは商標法第４０条第３項（同法６５条の７第３項におい

て準用。）の規定の適用について、大学等技術移転促進法附則第３条の規定

により国立大学法人、大学共同利用機関法人若しくは独立行政法人国立高等

専門学校機構（以下「国立大学法人等」という。）の研究成果について譲渡

を受けた承認事業者（平成１９年３月３１日までにした特許出願に係る特許

料の納付に限る。）が国とみなされる場合、産業技術力強化法附則第３条の

規定により国立大学法人等（平成１９年３月３１日までにした特許出願に係

る特許料の納付に限る。）が国とみなされる場合、特許法等の一部を改正す

る法律（平成１５年法律第４７号。以下「平成１５年改正法」という。）附

則第２条第４項、第３条第２項、第４条第１項若しくは第５条第１項の規定

により特許法第１０７条第２項、実用新案法第３１条第２項、意匠法第４２

条第２項若しくは商標法第４０条第３項（同法６５条の７第３項において準

用。）の規定中「国」とあるのを「国等」とする場合（平成１６年３月３１

日までにした特許出願、実用新案登録出願、意匠出願及び商標出願に係る特

許料又は登録料の納付に限る。）、又は平成１５年改正法附則第８条第１項

若しくは第２項の規定により、なお効力を有する平成１５年改正法第７条の

規定による改正前の大学等技術移転促進法第１２条第４項（同条１０項及び

同法１３条第２項において準用。）又は同法１２条１０項（同法１３条３項

において準用。）の規定の適用を受け、国立大学における研究成果について

国から譲渡を受けた国立大学関係認定事業者又は試験研究独立行政法人に

おける研究成果について試験研究独立行政法人から譲渡を受けた試験研究

独立行政法人関係認定事業者に属する特許権等について国に準ずる場合（平

成１６年３月３１日までにした特許出願及び実用新案登録出願に係る特許

料又は登録料の納付に限る）を含む。  
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（改訂平成２３・１１）  
 

                                                
※ 1  商４０条３項：商６５条の７第３項において準用  
 
注 1  特許庁編工業所有権法逐条解説、特１０７条参照。  
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７０．１２  

 

移転登録申請等と同時にされた登録名義

人の表示の変更又は更正の登録の申請に

おいて移転登録申請書等に添付された委

任状を援用し、委任状の添付を省略した

場合の取扱い  

 

 

標記の場合には、移転登録申請書等に添付された委任状（その写しを含む。以

下同じ。）に例えば、「特許第○○○号移転登録申請に関する一切の件」が委任

事項として記載されていれば、特に登録名義人の表示変更又は更正の登録の申請

に関する事項が委任事項として記載されていなくとも省略を認める。  

 

（説明）  

登録の申請の手続についての委任状には、権利の特定及び申請の種別等委任事

項を具体的に記載することが必要であるが、移転登録申請等と同時にされた登録

名義人の表示の変更又は更正の登録の申請は、移転登録申請等に連なる手続であ

ることから、例えば「特許第○○○号移転登録申請に関する一切の件」と記載さ

れている場合には、委任事項に特に明記されていなくても、登録名義人の表示の

変更又は更正の登録の申請に関する事項も含まれるものとして取り扱う。  

 

（改訂令和４・１０）  
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７０．１３  

 

官公署により発行された証明書の有効  

期限の取扱い  

 

 

特許登録令第３０条第１項の規定等により、特許庁長官が登録の申請の手続に

ついて必要と認め、その提出を命じることができる証明書等のうち、以下の書面

（公証人により作成されたものを含む。以下同じ）の有効期限は日本の官公署に

より発行された書面にあっては発行の日から３月以内、外国の官公署により発行

された書面にあっては発行の日から６月以内とする。  

（１）法定代理人により登録を申請する場合におけるその権限を証明する書面  

（２）申請人が外国人である場合におけるその国籍を証明する書面  

（３）申請人が法人である場合における法人であることを証明する書面  

 

（改訂平成２８・４）  
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７０．１４  

 

登録の原因が会社法第３５６条及び同法

３６５条等に該当する場合において、登

録の申請書に添付する株主総会承認書、

取締役会承認書、議事録等の原本が提出

できないときの取扱い  

 

 

登録の原因が会社法第３５６条又は同法３６５条に規定する取引等に該当する

場合において、登録の申請書に添付する株主総会承認書、取締役会承認書、議事

録等は原本が原則であるが、やむを得ない事情により原本を添付できない場合に

は、原本を複写したものに、公証人又は特別利害関係人以外の取締役が原本と相

違ない旨の認証又は証明をすることにより代えることができる。  

 

（改訂平成２３・１１）  
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７０．１５  
 

特許登録令第１９条の登録義務者の  

承諾書の記載事項について  

 
 

特許登録令第１９条 ※ 1の規定に基づき登録権利者だけで登録の申請をする場

合において、添付する承諾書（単独申請承諾書）には、次に掲げる事項を記載す

る。  
（１）特許番号（登録の目的が仮専用実施権の申請に関するときは、当該実施権

の登録の申請に係る特許出願の番号 注 1）  
（２）当該登録申請を登録権利者だけで申請することを承諾する旨  

（３）登録権利者だけで申請することを承諾した日又は承諾書を作成した日  

（４）登録権利者の氏名又は名称  

（５）登録義務者が、自然人にあっては住所又は居所及び氏名、法人にあっては

住所、名称及び代表者名  

（改訂令和３・１０）  
 

 

 

 
                                                
※ 1  特登令１９条：実登令７条、意登令７条、商登令１０条において準用  

 
注 1  特許出願の番号が通知されていないときは、特許出願の年月日及び当該特許出願の

願書に記載した整理番号を記載する。  
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７０．１７  

 

株式会社の清算人が自己取引を行う場合

に係る登録の申請の取扱い  

 

 

 

株式会社の清算人が自己取引を行う場合には、会社法４８２条４項において準

用する同法３５６条、会社法４８９条８項において準用する同法３６５条の規定

により、清算人会非設置会社においては株主総会、清算人会設置会社においては

清算人会の承認が必要となることから、その承認書を申請書に添付しなければな

らない（特登令２９条１項２号 ※ 1）。  
 

（改訂令和４・１）  
 
 
 
 
                                                
※ 1  特登令２９条１項２号：実登令７条、意登令７条、商登令１０条において準用  
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７０．３０  

 

登録申請に係る補正及び却下について  

 

 

１．登録申請の補正  

特許登録令第３８条第１項は、「特許庁長官は、次に掲げる場合において、登

録の申請の不備が補正することができるものであると認めるときは、申請人に

対し、経済産業省令で定める期間内に当該申請について補正をすべきことを命

じなければならない。」と規定し、同令第１項第１号から第９号までに掲げる

不備がある場合において、その不備が補正することができるものであると認め

るときは、補正を命ずべきこととしている（特登令３８条１項 ※ 1）。  

（１）補正命令  

次のア．からオ．までのような場合には、補正をすることができるものと

する。  

ア．登録の原因を証明する書面（提出済みのものに限る。）に記載された内

容に合わせた申請書の修正が可能であるとき  

イ．明白な誤記の訂正として申請書の修正が可能であるとき  

ウ．登録の原因を証明する書面以外の書面（事実を証明する書面など）を提

出することが可能であるとき  

エ．代理権を証明する書面（委任状については、その写しを含む。）を提出

することが可能であるとき  

オ．登録免許税を納付することが可能であるとき（納付に係る領収証書を含

む。）  

（２）補正することができる期間  

申請の補正をすべき命令を受けた者は、当該命令の日から２月以内にその

補正をすることができる（特登施規１３条の２ ※ 2）。  

なお、商標については、商標法に関するシンガポール条約の規定（同条約

第１４条、同条約第９規則）に基づき、申請人から申し出があったときは、

当該期間の経過後２月に限り、商標登録令第１０条第１項において準用する

特許登録令第３８条第２項の規定による却下を保留することとする。  

（３）手続補正書による補正  

登録申請に係る手続の補正は、手続補正書（特登施規様式第１６）により

しなければならない（特登施規１３条の３※２）。  

（４）補正をしないときの申請の却下  

申請の補正をすべき命令を受けた者がその命令の日から２月以内にその補

正をしないときは、当該申請を却下することができる（特登令３８条２項 ※１）。 

２．登録申請の却下  

特許登録令第３８条第３項は、「特許庁長官は、第１項各号に掲げる場合にお

いて、登録の申請の不備が補正することができるものであると認めないときは、
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その申請を却下するものとする。」と規定し、登録の申請の不備が補正すること

ができるものであると認めないときは、当該申請の却下をすべきこととしてい

る（特登令３８条３項※１）。  

次のア．からコ．までのような場合には補正命令の対象とはせず、却下処分

を行うものとする。ただし、却下の処分を行おうとする際に却下の理由が解消

されているときは、却下の処分は行わない。  

却下処分を行うに当たっては、当該提出書類等を総合的に検討し客観的に手

続者の合理的意思を判断するよう努めるものとし、形式的には以下の却下事項

に該当する場合であっても、個別具体的な事例においては、必要に応じた取扱

いを行うことにより、関係法令の適正かつ妥当な運用を図るものとする。  

ア．事件の表示がない又は不明（登録の原因を証明する書面又は原簿と一致

しない）なとき。  

イ．登録の原因を証明する書面が提出されていないとき（登録の原因を証明

する書面の提出を要しない場合を除く）。  

ウ．在外者（在外者と日本国内に住所又は居所を有する者が共同して申請を

したときを含む。）が日本国内に住所又は居所を有する代理人選任の届出を

していないとき。  

エ．登録の原因を証明する書面の訂正が必要となるとき。  

オ．信託の申請等、同時にするべき申請がされなかったとき。  

カ．申請時において事実発生前の申請をしたとき。  

キ．権利消滅後若しくは権利の存続期間の終了後に手続をしたとき、又は追

納期間（特１１２条１項、実３３条１項、意４４条１項、商４１条の２第

５項、８項）経過後に手続をしたとき（特許法第１１２条の２第１項、実

用新案法第３３条の２第１項、意匠法第４４条の２第１項又は商標法第４

１条の３第１項若しくは第３項の規定が適用される場合を除く。）。  

ク．既に登録済みの内容と同一の申請をしたとき。  

ケ．提出の趣旨が不明なとき。  

コ．矛盾する手続が同時に申請されたとき。  

却下しようとするときは、申請人に対し、その理由を通知し、弁明を記載し

た書面を提出する機会を与えなければならない（特登令３８条４項※ １）。弁明

を記載した書面は、弁明書（特登施規様式第１７）により作成し、当該通知の

日から２月以内に提出しなければならない（特登施規１３条の４第２項※２）。  

なお  、商標については、商標法に関するシンガポール条約の規定（同条約第

１４条、同条約第９規則）に基づき、申請人から申し出があったときは、当該

期間の経過後２月に限り、商標登録令第１０条第１項において準用する特許登

録令第３８条第３項の規定による却下を保留することとする。  

 

 

（改訂令和５・７）  
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※ 1  特登令３８条：実登令７条、意登令７条、商登令１０条において準用（特登令３８条

１項６号を除く）  
※ 2 特登施規１３条の２、１３条の３、１３条の４：実登施規３条３項、意登施規６条３

項、商登施規１７条３項において準用  
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７１．１１  

 

職権で行われた土地の分筆（合筆）を登

録原因とする表示変更登録申請の取扱い  

 

 

土地の分筆（合筆）が不動産登記簿に登録（不動産登記法３９条）され、これ

を登録原因として登録名義人の表示変更登録申請が行われる場合には、登録免許

税は登録免許税法第５条第２号の規定により非課税とする。  

なお、この場合は登録名義人表示変更申請書に「非課税である旨の申出」の欄

を設けて「職権による土地の分筆（合筆）による表示の変更の登録の申請」と記

載する（特登施規様式第９備考５に準ずる）。  

 

（改訂平成２３・１１）  
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７２．１０  

 

被相続人と相続人の本籍が相違する場合

の相続による移転登録申請書の取扱い  

 

 

被相続人と相続人の本籍が相違する場合であっても、被相続人の戸籍謄本及び

相続人の住民票の双方に記載された相続人の氏名及び生年月日が同一であれば、

相続人の転籍を証明する書面は必要としない。  

 

（改訂平成２３・１１）  
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７２．１１  

 

共有者の一方が相続人なくして死亡した

場合の持分移転登録等の取扱い  

 

 

１．共有者の一方が相続人なくして死亡した場合は、民法第２５５条の規定によ

り、その持分は他の共有者に帰属することとなる。  

この場合においては、持分移転登録申請書の様式を用い、登録義務者欄には、

被相続人を記載し、被相続人の相続財産清算人の代位申請とする。登録の原因

を証明する書面は、被相続人の除籍の謄本、家庭裁判所の相続財産清算人の証

明（官報公告された官報で可）及び特別縁故者（療養看護者等）（民法９５８

条の２）がいないことを証明する書面とする。  

２．共有者の一方が死亡し、その死亡者の相続人全員が相続放棄したときは民法

第９３９条の規定により、初めから相続人とならなかったとみなされるため、

その持分は他の共有者に帰属することとなる。  

この場合においては、上記１．と同様であるが、登録の原因を証明する書面

は上記１．に加えて相続を放棄した者が法定相続人であったことを証明する書

面（戸籍謄本等及び家庭裁判所の相続放棄陳述受理証明書）とする。  

３．上記１．と２．及び共有者の一方が持分を放棄した場合における登録免許税

については、いずれも「その他の原因による移転の登録」として取り扱う。  

４．なお、上記１．及び２．についての効力発生時期は、共有者の一方が死亡し

たときであり、他方、共有者の一方が持分を放棄した場合には登録しなければ

効力は発生しない。  

 

（改訂令和６・１）  
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７２．１２  

 

登録義務者（法人）の清算結了登記前に

登録原因が発生した場合において、清算

結了登記後になされた登録申請の取扱い  

 

 

登録義務者の清算人であった者が当該登録義務者の代表者として標記の申請を

したときは、これを受理する。  

なお、清算人であったことを証明する書面（閉鎖事項証明書等）の添付がない

場合は、この書面の提出を命ずることとする（特登令３０条１項４号 ※ 1）。  

 

（説明）  

登録義務者の清算結了登記後に登録申請をする場合には、原則として当該清算

結了登記を抹消（商業登記法１３４条１項２号）した後にしなければならないが、

標記の場合には、単に登録手続のみが未了であるので申請人の便宜を考慮し、本

文のとおり取り扱う。  

 
（改訂令和３・１０）  

 
 
 
 

                                                
※ 1  特登令３０条１項４号：実登令７条、意登令７条、商登令１０条において準用  
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７３．１１  

 

使用権に関する登録申請書に商標権の存

続期間を超えた期間が記載された場合の

取扱い（商）  

 

 

登録申請書の「使用権の範囲」の欄に存続期間を超えた期間が記載されている

場合は、当該申請について補正をすべきことを命じる。  

 

（説明）  

商標法においては、商標権の存続期間は商標権者の更新の登録の申請により更

新することができる（商２３条１項）が、これは、商標権者に対し存続期間経過

後の商標権を更新の登録の申請前に現実の権利として保障しているものではない

ので、本文のとおり取り扱う。  

 

（改訂平成２８・４）  
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７３．１３  

 

仮専用実施権又は専用実施（使用）権の

存続期間を変更する登録申請をすること

ができる時期について  

 
 

仮専用実施権又は専用実施権は設定登録が効力発生要件であり、実施（使用）

権の存続期間を経過した後は当然効力がない。  
したがって、実施（使用）権の存続期間を変更する場合には、当初定められた

存続期間内に登録申請を行わなければならず、その期間経過後は新たな実施（使

用）権設定登録の申請をしなければならない（特３４条の４第１項、９８条１項

２号 ※ 1 ）。  
 

（改訂平成２３・１１）  
 
 
 
 
                                                
※ 1  特９８条１項２号：実１８条３項、意２７条４項、商３０条４項において準用  
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７６．１０  

 

特許権又は特許に関する権利の抹消登録

申請の取扱い  

 

 

特許権又は特許に関する権利に係る登録の抹消（一部放棄による登録の抹消を

除く。）の申請がなされた場合において、当該抹消に係る権利について登録名義

人の表示の変更又は更正の登録の申請が必要なときであっても、抹消登録申請書

に登録名義人の表示の変更又は更正の事実を証明する書面が添付されているとき

は、登録名義人の表示の変更又は更正の登録の申請がなくとも、当該抹消登録申

請書を受理する。  

 

（改訂平成２３・１１）  
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１００．０２  

 

特例法令における用語の定義  

 

 

１．電子情報処理組織  

特例法にいう「電子情報処理組織」とは、特許庁の使用に係る電子計算機（入

出力装置等の周辺機器を含む。）と出願人等（手続をする者又はその者の代理人）

の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう

（特例法２条１項）。  

２．特許等関係法令  

特例法にいう「特許等関係法令」とは、特許法、実用新案法、意匠法、商標

法、国際出願法若しくは特例法又はこれらの法律に基づく命令（政令、省令）

をいう（特例法２条２項）。  

３．特許料等  

特例法第１４条第１項にいう「特許料等」とは、次に掲げるものをいう。  

（１）特許法第１０７条第１項の特許料  

（２）特許法第１１２条第２項の割増特許料  

（３）実用新案法第３１条第１項の登録料  

（４）実用新案法第３３条第２項の割増登録料  

（５）意匠法第４２条第１項の登録料  

（６）意匠法第４４条第２項の割増登録料  

（７）商標法第４０条第１項又は第２項の登録料  

（８）商標法第４１条の２第１項又は第７項の登録料  

（９）商標法第４３条第１項から第３項までの割増登録料  

（１０）商標法第６５条の７第１項又は第２項の登録料  

４．電子署名  

「電子署名」とは、電子署名及び認証業務に関する法律（平成１２年法律第

１０２号）第２条第１項に規定する電子署名をいう（特例施規１３条１項）。  

５．電子証明書  

「電子証明書」とは、商業登記法（昭和３８年法律第１２５号）第１２条の

２第１項及び第３項の規定に基づき登記官が作成した電子証明書、電子署名等

に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律（平成１４年法

律第１５３号）第３条第１項に規定する署名用電子証明書及び特許庁長官が告

示で定める電子証明書をいう（特例施規１３条１項）。  

 

 

（改訂令和６・１）  
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１０１．０１  

 

電子情報処理組織による特定処分等  

 

 

１．特定処分等  

経済産業大臣、特許庁長官、審判長、審判官、審査官又は審判書記官は、特

許等関係法令の規定による処分若しくは判定又は審判に関する記録その他の特

許等関係法令の規定により文書をもって行うものとされている行為であって特

例法施行規則に規定するもの（以下「特定処分等」という。）については、同

規則で定めるところにより、電子情報処理組織を使用して行うことができる（特

例法４条１項）。  

電子情報処理組織を使用して行われた特定処分等については、原則として処

分等を文書をもって行うものとして規定している特許等関係法令を適用する場

合に、当該特定処分等を文書をもって行われたものとみなされる（特例法４条

２項）。  

２．特定処分等の指定  

特定処分等として指定されるものは、次に掲げるものをいう（特例施規２３

条）。  

（１）特例法施行規則第２３条第１号イからソまでに規定する手続（特例法施行

規則別表第１の１から４まで、６及び７の項の第２欄に掲げる手続（平成１

２年１月１日以後に拒絶査定等に対する審判を請求した事件が特許庁に係属

している場合にする手続及び商標法第６８条の１０第１項に規定する国際商

標登録出願（以下「国際商標登録出願」という。）についての拒絶査定等に

対する審判の請求を除く。）に係るものを除く。）に関し、手続をする者又

は代理人がその手続をするのに適当でないため、代理人の選任又は改任の命

令をした後に、当該手続者又は代理人により手続がされた場合に行う当該手

続の却下処分（特例施規２３条１号）  

（２）特例法施行規則第２３条第１号イからソまでに規定する手続に関し、補正

指令に対して、指定した期間内に補正がされなかった場合に行う手続の却下

処分（特例施規２３条２号）  

（３）特例法施行規則第３４条の２第１０号、第１１号、第１８号、第１９号、

第２３号、第２４号及び第３１号から第３３号までに掲げる特許料等の納付

の申出（特例法第１５条第１項の規定による手続に係る申出、口座振替によ

る納付の申出及び指定立替納付者による納付の申出（特例法１５条１項、１

５条の２第１項、１５条の３第１項及び１６条）を除く。）及び特例法施行

規則第２３条第１号イからソまでに規定する手続に関し、補正をすることが

できない不適法なものである場合に行う手続の却下処分（特例施規２３条３

号）  

（４）特許庁長官が行う手続の受継の決定若しくは手続の中止の決定又はその決
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定の取消し（特例法施行規則別表第１の１から４まで及び６の項の第２欄に

掲げる手続（国際商標登録出願についての拒絶査定等に対する審判の請求及

び国際商標登録出願についての拒絶査定等に対する審判に係る手続を除く。）

に係るものを除く。）（特例施規２３条４号）  

（５）国際特許出願又は国際実用新案登録出願に関し、国内書面提出期間内に国

内書面を提出しなかった場合、国内書面に方式不備がある場合又は国内書面

提出期間（外国語特許出願又は外国語実用新案登録出願にあっては翻訳文提

出特例期間）内に要約の翻訳文を提出しなかった場合の補正指令に対して、

指定した期間内に補正がされなかったときに行う出願の却下処分（特例施規

２３条５号）  

（６）国際実用新案登録出願に関し、国内処理基準時の属する日までに図面の提

出がない場合の補正指令に対して、指定した期間内に補正がされなかったと

きに行う出願の却下処分（特例施規２３条６号）  

（７）審判長、審判官又は審査官が行う審決、査定若しくは決定又はこれらの取

消し（次のア及びイに掲げるものを除く。）（特例施規２３条７号）  

ア．特許権の存続期間の延長登録出願の拒絶をすべき旨の査定  

イ．特許権の存続期間の延長登録をすべき旨の査定  

（８）判定（特例施規２３条８号）  

（９）審判書記官が行う口頭審理、証拠調べ又は証拠保全に関する調書の作成（特

例施規２３条９号）  

３．特定処分等の入力事項  

特許庁長官、審判長、審判官、審査官又は審判書記官は、電子情報処理組織

を使用して特定処分等を行うときは、当該特定処分等につき規定した特許等関

係法令の規定において文書に記載すべきこととされている事項を特許庁の使用

に係る電子計算機から入力し、特許庁の使用に係る電子計算機に備えられたフ

ァイル（以下「ファイル」という。）に記録しなければならない（特例施規２３

条の２）。  

４．文書に記載された事項のファイルへの記録及び記録方法  

（１）文書に記載された事項のファイルへの記録  

特定処分等が文書をもって行われたときは、当該文書に記載された事項を、

ファイルに記録する（特例法８条５項）。  

（２）ファイルへの記録方法  

特定処分等が文書をもって行われたときのファイルへの記録方法は、電子

計算機の操作により行われ、文字の記号への変換の方法その他のファイルへ

の記録方法については、特許庁長官が定める（特例施規３２条１項）。  

 

（改訂令和７・１）  
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１１１．０２  

 

氏名変更等の届出  

 

 

１．氏名若しくは名称又は住所若しくは居所の変更の届出  

特例法施行規則第３条第１項若しくは第３項又は現金手続省令第２条１項若

しくは第３項の規定により識別番号を付与されている者が、その氏名若しくは

名称又は住所若しくは居所を変更したときは、特例法施行規則第４条第１項又

は現金手続省令第３条第１項の規定により、遅滞なく、その旨を届け出なけれ

ばならない。  

ただし、各規定により届出が必要とされる同一の内容の変更を、いずれかの

規定により届け出ている場合はこの限りでない。  

２．変更の事実を証明する書面の提出  

特許庁長官が必要と認める場合には、変更の事実を証明する以下の書面の提

出を命じる（特例施規４条５項、現金手続省令３条４項）。  

（１）自然人にあっては、戸籍謄本（抄本）及び住民票（本籍と住所が同じ場合

は添付する必要はない。）  

（２）法人にあっては、登記事項証明書  

３ ． 届 出 人 の 押印又は署名  

（１）特許出願人、実用新案登録出願人、意匠登録出願人及び商標登録出願人が

変更の届出をするときは、届出の書面に提出者（代理人を除く。）の印を押さ

なければならない（特例施規４条２項又は現金手続省令３条２項）（→１４．

１０）。  

（２）外国人注 1は、特例法施行規則第４条第２項又は現金手続省令第３条２項の

規定による押印に代えて署名をすることができる 注 2が、当該署名は本人確認

できるものでなければならない（→１４．２０）。  

４．届出の形態  

特例法施行規則第４条第１項又は現金手続省令第３条第１項の規定による識

別番号に係る氏名若しくは名称又は住所若しくは居所の変更の届出は、特許庁

長官に対して一通提出すれば足り、事件ごとに届け出る必要はない。また、特

許法施行規則第９条第１項の規定に基づく氏名等の変更の届出は、事件ごとに

届け出なければならない。  

また、特例法施行規則第４条第１項の届出（代理人に係るものを除く。）と

登録名義人（特許権者、実用新案権者、意匠権者及び商標権者に限る。）又は

仮専用実施権に係る特許出願に係る特許を受ける権利を有する者の表示の変更

の登録の申請は、届出をした者が登録の申請人と同一で、変更の内容が同一の

場合に限り、一の書面ですることができる（特例施規４条４項）。  

 

（改訂令和７・４）  
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注 1  外国に住む日本人についても同様とする。  
注 2  日本に住む外国人に限る。  



 

 

方式審査便覧 

１１２．０１ 

- 1 - 

１１２．０１  

 

電子証明書の届出  

 

 

１．特定手続の入力  

電子情報処理組織を使用して出願等の特定手続を行う者は、当該特許手続に

ついて規定した特許等関係法令の規定において書面に記載すべきこととされて

いる事項を、当該手続をする出願人等の使用に係る電子計算機から入力してそ

の特定手続を行わなければならない（特例施規１０条の２第１項）。この場合、

出願人等が使用する電子計算機は、特許庁長官が定める技術的基準に適合した

ものでなければならない（特例施規１０条の２第２項）。  

２．電子証明書の届出  

電子情報処理組織を使用した特定手続においては、識別番号、電子署名及び

電子証明書（→１００．０２）により特定手続を行う者の意思表示の確認を行

うため、特定手続を行おうとする者は、電子証明書の届出に必要な事項を電子

計算機から入力し、その電子証明書の届出を行わなければならない（特例施規

１５条１項）。  

３．電子証明書の追加又はその使用の中止の届出  

電子証明書の届出をした者は、届け出た電子証明書の追加又はその使用を中

止するときは、遅滞なく、特許庁長官に対し、電子証明書の追加等の届出に必

要な事項を電子計算機から入力し、その届出を行わなければならない（特例施

規１５条２項）。  

 

（改訂令和６・１）  
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１１３．０１  

 

予納制度  

 

 

１．予納制度の概要  

特許料等（→１００．０２「３．」）又は手数料（以下「手数料等」という。）

について導入された予納制度は、複数の手続について納付すべき手数料等をあ

らかじめ現金をもってまとめて特許庁に納めておき、個々の手続に際し、所要

の手数料等の納付の申出をすることにより予納者にかかる予納額の範囲内にお

いて、当該手数料等が納付されたものとみなす制度である (特例法１４条、１５

条 )。  

なお、この予納制度は、口座振替納付制度（→１１５．０１）とは異なり、

電子情報処理組織を使用して手続を行う場合以外に、書面の提出により手続を

行う場合においても利用することができる（特例施規３８条の２第１項ただし

書に規定する手続を除く。）。  

２．予納の対象  

予納の対象となるものは、特許料等又は以下に掲げる特定手続において納付

すべき手数料である（特例施規３８条の２第１項）。  

ａ．特許出願（先願参照出願を除く。）  

ｂ．実用新案登録出願  

ｃ．意匠登録出願  

ｄ．商標登録出願、防護標章登録出願又は防護標章登録に基づく権利の存続

期間の更新登録出願又は重複登録商標に係る商標権の存続期間の更新登録

の出願  

ｅ．国際出願、国際予備審査の請求等  

ｆ．意匠を秘密にすることの請求  

ｇ．出願人名義変更の届出  

ｈ．出願審査の請求  

ｉ．実用新案技術評価の請求  

ｊ．拒絶査定等に対する審判の請求  

ｋ．国内書面の提出  

ｌ．期間の延長の請求又は期日の変更の請求  

ｍ．商標権の存続期間の更新登録の申請  

ｎ．誤訳の訂正を目的とする補正、手数料の補正又は請求項若しくは区分の

数を増加する補正  

ｏ．ファイルに記録されている事項の証明の請求  

ｐ．ファイルの記録事項の記載書類の交付の請求  

ｑ．ファイルに記録されている事項の閲覧の請求（電子情報処理組織を使用

する場合に限る（特許庁の使用に係るものを除く。）。）  
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ｒ．登録事項の証明の請求  

ｓ．登録事項記載書類の交付の請求  

ｔ．登録事項の閲覧の請求（電子情報処理組織を使用する場合に限る（特許

庁の使用に係るものを除く。）。）  

以下に掲げる特定手続において納付すべき手数料等は、電子情報処理組織を

使用する場合に限り、予納を利用することができる（ただし、イ．については、

書面の提出により手続を行う場合においても利用することができる）。  

ア．先願参照出願（１）  

イ． 国際出願その他国際出願等に係る手続（手数料を納付するものに限る。）

（３）  

ウ．審判、再審又は判定の請求（拒絶査定等に対する審判の請求を除く。）

（４）  

エ．訂正の請求（５）  

オ．特許異議申立て又は登録異議の申立て（６）  

カ．審判又は再審への参加の申請（７）  

キ．特許異議申立て又は登録異議申立てについての審理への参加の申請（８） 

ク．審判、再審、判定、特許異議申立て及び登録異議の申立てに係る手続に

ついてする期間の延長又は期日の変更の請求（９、１０）  

ケ．審判、再審、判定、異議申立て及び登録異議の申立てに係る手続につい

てする補正による手数料の納付（１１、１２）  

コ．特許権の存続期間の延長登録の出願、改正前特許法第１０９条による特

許料の減免の申請、特許料免除の申請書の提出、特許証等の再交付の請求、

特許権等に係る回復理由書の提出、特許料の返還の請求、実用新案登録に

係る訂正書の提出及び実用新案登録料の返還の請求に関してする期間の延

長の請求（１５）  

サ．先願参照出願等の補正（１７）  

シ．先願参照出願における明細書及び必要な図面の提出（２４）  

ス．特許権の存続期間の延長登録の出願（３２、３３）  

セ．国際出願に対する決定をすべき旨の申出（３９）  

ソ．証明等の請求（４０、４１）  

タ．国際登録出願（意匠）（４６）  

チ．国際登録出願の補正（意匠）（４７）  

ツ．国際意匠登録出願に係る期間の延長の請求（５１）  

テ．国際登録出願（商標）（５６）  

ト．事後指定（５７）  

ナ．国際登録の存続期間の更新の申請（商標）（５８）  

ニ．国際登録の名義人の変更の記録の請求（商標）（５９）  

ヌ．国際登録出願等に係る補正（商標）（６０）  

ネ．国際商標登録出願に係る期間の延長の請求（６２）  

ノ．ファイル記録事項の交付の請求（６３）  
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ハ．裁定請求書の提出（８５）  

ヒ．裁定取消請求書の提出（８６）  

フ．特許証等の再交付の請求（８９）  

ヘ．特許権等に係る回復理由書の提出（９０）  

ホ．実用新案登録に係る訂正書の提出（９２）  

マ．防護登録標章出願に基づく権利の存続期間の更新登録の出願、書換登録

の申請に係る回復理由書の提出（１００）  

ミ．商標権の分割の登録の申請（１１５）  

（括弧内の数字は特例施規別表１の２の項を表す）  

３．予納額の予納  

（１）予納台帳番号の取得  

識別番号の付与を請求し（現金手続省令２条１項）、あらかじめ特許庁長官

に予納届を提出する（特例法１４条１項、特例施規様式第３４）。  

（２）予納の方法  

ア．現金納付の場合  

納付書交付請求書を提出し、納付書の交付を請求する（現金手続省令４条）。 

納付書により日本銀行の歳入代理店等において現金を納付し（現金手続省

令５条１項）、予納書に必要事項を記載し、納付済証（特許庁提出用）を貼付

して提出する（特例法１４条２項、特例施規３８条、様式第３５）。  

イ．電子現金納付の場合  

納付者のカナ氏名及び電子現金納付専用パスワードを電子計算機から入力

し、その登録を特許庁に対して行う。電子情報処理組織から納付番号の取得

をし、日本銀行の歳入代理店等において現金を納付し、電子情報処理組織ま

たは書面で納付番号を記載した予納書を提出する（特例施規４１条の９第２

項で準用する同規則４１条の９第１項）。  

（３）予納届の取下げ（→１１３．１２）  

４．予納額からの納付及び予納額への加算の申出等  

（１）予納額からの納付  

特許庁長官は、予納者が、手数料等の納付に際し予納額からの納付の申出

をした場合、当該予納者の予納額の範囲内において手数料等の額を控除し、

当該手数料等が納付されたものとみなす（特例法１５条１項本文）。ただし、

当該予納者のした予納届がその効力を失った後は、当該手数料等の納付がさ

れたものとみなすことができない（特例法１５条１項ただし書）。  

（２）予納額からの納付の申出の方法（特例施規４０条１項、２項、７項１号）  

予納額からの納付の申出は、特許料納付書、願書等手続に係る書面の所定

の欄に、予納台帳番号、納付しようとする手数料等の額を記載することによ

り行う。  

特例法施行規則第１３条第２項の方法により申出をする場合は、同項に規

定する入力情報として識別番号に加えて、上記事項を電子計算機から入力し

なければならない。  
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（３）予納額への加算  

特許庁長官は、申出者が、特許等関係法令の規定による当該手数料等の返

還の請求に際し予納額へ返還すべき額に相当する金額を加算する旨の申出を

した場合、当該申出者が予納した予納額に、返還すべき額に相当する金額を

加算することにより、返還に代えるものとする（特例法１５条２項）。  

（４）予納額への加算の申出の方法  

予納額への加算の申出は、既納特許料返還請求書、出願審査請求料返還請

求書等手続に係る書面の所定の欄に、予納額への加算を求める旨、返還請求

に係る手数料等の納付に使用した予納台帳番号、返還を請求する手数料等の

額を記載することにより行う（特例施規４０条３項）。  

ただし、過誤納による手数料等や不適法な手続として却下処分となった手

続に係る手数料等（０７．１５「１．（１）及び（３）から（７）」に掲げる

手数料等に限る。）については、手続をする者の便宜の向上及び事務効率の向

上等の観点から、申出者の予納額に、返還すべき額に相当する金額を加算す

ることとし、申出者は返還の請求に係る書面の提出を要しない。  

５．委任による予納額からの納付又は予納額への加算の申出  

予納者は、委任による代理人によりその予納者の予納額からの納付の申出又

は予納額へ返還すべき額に相当する金額を加算する旨の申出をする場合にあっ

ては、あらかじめ特許庁長官にその代理人を代理人届により届け出るものとす

る（特例施規４１条１項、様式第３７）。  

なお、当該代理人は、当該予納者のした予納の届出がその効力を失った後は、

その予納額からの納付の申出又はその予納額への加算の申出をすることはでき

ない（特例法１５条１項ただし書）。  

６．代理人による予納額の予納及び予納額からの納付等  

予納制度においては、代理人は予納届を代理人自身が特許庁長官に届け出た

上、手続をする者本人に代わって将来予測される委任事務の処理のために自己

の名において予納することができる（特例法１６条）。  

この場合、自己の名において予納額から手数料等の納付の申出をしたとき、

又はその予納額に手数料等の返還すべき額に相当する金額を加算する旨の申出

をしたときは、手続をする者本人が手数料等を納付したとき、又は手数料等の

返還を受けたときと同じ効果が発生する。  

ここでの手続をする者本人と代理人との関係は、代理人が現金で納付し、手

続に係る書面に納付済証を貼付して手続を行う場合と同様に、民法の委任契約

の規定が適用され、代理人は民法の規定に基づき、予納をする際必要となる費

用の前払を手続をする者本人に対し請求し（民法６４９条）、又は立て替えた

費用の償還を請求する（民法６５０条１項）ことができる。また、同様に、代

理人は返還を受けた金銭を手続をする者本人に引き渡さなければならない（民

法６４６条１項）。  

 

（改訂令和６・１）  
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１１３．０７ 

 

予納届をした者の地位の承継 

 

 

１．自然人の地位の承継 

予納届をした者が死亡したときは、その相続人は、当該予納届をした者の地

位を承継する。 

また、相続人が２人以上ある場合においては、その者の協議により、予納者

の地位を承継すべき１人の相続人が承継する（特例施令１条１項）。 

２．法人の地位の承継 

予納届をした法人（以下「特定法人」という。）について合併があったとき

は、合併後存続する法人（特定法人が存続するときを除く。）又は合併により

設立された法人は、当該特定法人の地位を承継する（特例施令１条２項）。 

３．予納届をした者の地位の承継の届出 

予納届をした者の地位を承継した相続人又は合併後存続する法人若しくは合

併により設立された法人は、「予納者の地位の承継届」を提出しなければ予納

並びに特例法第１５条第１項の規定による手続に係る申出及び予納額への加算

の申出をすることができない（特例施令１条３項、特例施規３９条１項、様式

第３６）。 

４．予納届をした者の地位の承継の届出に必要な書面 

予納届をした者の地位を承継したことを証明する書面（相続によるときは戸

籍謄本及び住民票（相続人が２人以上ある場合においては、特例法施行令第１

条第１項に規定する協議が成立したことを証明する書面を含む）、合併による

ときは登記事項証明書注 1）を提出しなければならない（特例施規３９条２項）。 

 

（改訂令和４・４）  
 

 
注 1  情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成１４年法律第１５１号）

第１１条の規定に基づき、特許庁が電子情報処理組織を使用して、証明書面等により確

認すべき事項に係る情報を入手し、又は参照することができる場合には、提出すること

を要しない。  
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１１３．１２  

 

予納額の残余に相当する額の返還請求に

ついて  

 

 

１．予納届の失効  

予納届をした者が予納、特例法第１５条第１項の規定による手続に係る申出

又は予納した予納額への加算の申出をしない期間が継続して４年に達したとき

に、当該予納届は、その効力を失う（特例法１４条３項）。  

２．残余に相当する額の返還  

予納額（特例法第１５条第１項の規定による特許料等若しくは手数料の額を

控除し、又は同条第２項の規定による返還すべき額に相当する金額を加算した

ときは、当該控除又は加算した後の額。以下同じ。）に残余に相当する額があ

るときは、その残余に相当する額は、当該予納者の請求（予納額の残余に相当

する額の返還請求書（書式第１））により返還する（特例法１５条３項）。  

ただし、予納届をした者が死亡したとき又は予納届をした法人が合併により

消滅したときは、その相続人又は合併後存続する法人若しくは合併により設立

された法人が、予納届をした者又は予納届をした法人の地位を承継する（特例

施令１条１項、２項）ため、当該地位を承継した承継人が返還請求人として返

還請求をすることができる。この場合、返還請求書には予納届をした者の地位

を承継したことを証明する書面を添付する。  

３．残余に相当する額の返還できる期間  

予納額の残余に相当する額の返還は、特許庁長官から当該予納者のした予納

届がその効力を失った旨の通知を受けた日から６月を経過した後は、請求する

ことができない（特例法１５条４項）。  

４．予納届の取下げ  

予納届を自らの都合により取り下げる場合は、特許庁に「予納額の残余に相

当する額の返還請求書（書式第１）」及び「予納届取下書（書式第２）」を提

出することとする。  

 
（改訂令和３・１０）  
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１１４．０１  

 

包括委任状の提出  

 

 

１．包括委任状の提出の趣旨  

包括委任状制度は、特許庁長官へ、あらかじめ事件を特定しない包括的な代

理権を授与した旨を証明する書面（以下「包括委任状」という。）を提出する

ことで、特許出願等の手続に際して、当該包括委任状を援用することにより代

理権の証明を行うことができるようにしたものであり、手続をする者の便宜の

向上及び特許庁の事務効率の向上等の観点を踏まえて導入された。  

特許出願、実用新案登録出願、意匠登録出願及び商標登録出願、審判及び登

録に関する手続についての代理権の証明、特例法施行規則第５条第１項及び第

２項の規定による証明並びに国際出願に関する手続についての代理権の証明に

ついては、次に掲げる手続を除き、あらかじめ特許庁長官に提出した包括委任

状（その写しを含む。）を援用してすることができる（特例施規６条１項、特

施規９条の３第１項 ※ 1、特登施規１３条の６第１項※ 2、国際出願法施規６条の

４第１項）。  

なお、国際出願に関する手続についての代理権の証明は、委任者が署名又は

押印した包括委任状（委任者が署名した場合又は特例法施行規則第１３条第２

項の規定により、電子情報処理組織を利用して提出される場合にあっては、そ

の写しを含む。）をもって援用することができる。  

（１）特例法施行規則第１０条第５４号から第５９号までに規定する手続  

（２）特許法第１８６条第１項 ※ 3（意６３条１項、商７２条１項）の規定による

証明等の請求  

２．包括委任状（その写しを含む。以下同じ。）の提出  

（１）包括委任状の提出は、包括委任状提出書（特例施規様式第６）によりしな

ければならない。ただし、商標法条約に基づく規則で定めるモデル国際様式、

特許法条約に基づく規則２０（１）に規定するモデル国際様式又は商標法に

関するシンガポール条約に基づく規則で定めるモデル国際様式によりする

ことができる（特例施規６条２項）。  

（２）特許庁長官は、包括委任状が提出されたときは、これに番号を付し、その

番号を包括委任状を提出した者に通知しなければならない（特例施規６条３

項）。  

３．包括委任状の援用  

手続に際して包括委任状を援用するときは、特許庁に対して提出する書類に

通知された包括委任状番号を記載しなければならない（特例施規６条４項 ※ 4）。  

具体的には、提出する書類の【提出物件の目録】の欄に【包括委任状番号】

の欄を設けて、通知された包括委任状の番号を記載することにより、代理権を

証明する書面の提出を省略することができる。  
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また、包括委任状の番号が通知されていないときは、【包括委任状番号】の

欄に代えて、【物件名】の欄を設けて、「代理権を証明する書面」又は「委任

状」と通数を記載し、その次に【援用の表示】の欄を設けて、「令和何年何月

何日提出の包括委任状」のように記載する。  

なお、国際出願に関する手続に際して包括委任状を援用するときは、包括委

任状の写しを願書その他の国際出願に関する書類に添付しなければならない

（国際出願法施規６条の４第２項）。  

 

 

（具体例）  

包括委任状番号が通知されている場合  

【提出物件の目録】  

【包括委任状番号】○○○○○○○  

 

包括委任状番号が通知されていない場合  

【提出物件の目録】  

【物件名】代理権を証明する書面  １  

【援用の表示】令和何年何月何日提出の包括委任状  

 

（改訂令和６・１）  

 

 

 

 

 
※ 1  特施規９条の３第１項：実施規２３条１項、意施規１９条１項、商施規２２条１項に

おいて準用  
※ 2  特登施規１３条の６第１項：実登施規３条３項、意登施規６条３項、商登施規１７条

３項において準用  
※ 3  特１８６条１項：実５５条１項において準用  
※ 4  特例施規６条４項：特施規９条の３第２項（実施規２３条１項、意施規１９条１項、

商施規２２条１項において準用）、特登施規１３条の６第２項（実登施規３条３項、意

登施規６条３項、商登施規１７条３項において準用）において準用  
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１１４．０２  

 

包括委任状の援用の制限  

 

 

包括委任状の援用の制限（特例施規７条 ※ 1）は、次に掲げる方法により行うこ

とができる。  

１．包括委任状の提出に際して、包括委任状に代理権が及ばない事件に係る手続

を具体的に記載する。  

例えば包括委任状に「出願をする代理人又は出願と同時に提出する代理人選

任届により選任した代理人以外の者は、この包括委任状を援用することができ

ません。」と記載したときは、この記載の条件に該当する手続については、包

括委任状を援用することができない（特例施規様式第６備考８）。  

２．包括委任状を提出した者が、包括委任状の援用を行うことができない代理人

を事件ごとに届け出る場合は「包括委任状援用制限届」（特施規様式第１２の

２、特例施規様式第７、第２８、特登施規様式第１８）を提出する。なお、包

括委任状援用制限の届出は、併合の手続により行うことができる（→１２２．

０１）。  

上記届出をした後は、当該届出に係る事件に係る手続については、包括委任

状の援用をすることができない。  

 
（新規平成２９・４）  

 
 
 
 
                                                
※ 1  特例施規７条：特施規９条の３第２項（実施規２３条１項、意施規１９条１項、商施

規２２条１項において準用）、特登施規１３条の６第２項（実登施規３条３項、意登施

規６条３項、商登施規１７条３項において準用）において準用  
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１１４．０３  

 

包括委任状の取下げ  

 

 

包括委任状を提出した者は、包括委任状を取り下げる（特例施規８条、様式第

８）ことにより、特許法施行規則第４条の３ ※ 1、特許登録令施行規則第１３条の

５※ 2 及び特例法施行規則第５条、国際出願法施行規則第５条の規定による代理権

の証明については、その後の手続において当該包括委任状を援用できないように

することができる。  

なお、当該包括委任状を援用することにより代理権の証明をして、既に代理人

の選任の届出を行った代理人の代理権については、当該包括委任状を取り下げる

ことによっては当該代理人の代理権を消滅させることはできず、当該届出に係る

事件ごとに代理権の消滅を届け出なければならない（特施規９条の２ ※ 1、国際出

願法施規６条４項）。  

 

（改訂令和４・１０）  

 

 

 

 

 
※ 1  特施規４条の３、９条の２：実施規２３条１項、意施規１９条１項、商施規２２条１

項において準用  
※ 2  特登施規１３条の５：実登施規３条３項、意登施規６条３項、商登施規１７条３項に

おいて準用  
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１１５．０１  

 

口座振替納付制度  

 

 

１．口座振替納付制度の概要  

特許料等（→１００．０２「３．」）又は手数料（以下「手数料等」という。）

について導入された口座振替納付制度は、国庫金納付に係る電子決済インフラ

の整備に伴い、手数料等の納付を金融機関の口座からの振替による納付の申出

をすることによりできるようにした制度である。  

この制度を利用できるのは、手数料等の納付にあたり電子情報処理組織を使

用して口座振替による納付の申出をした者に限る（特例法１５条の２第１項）。  

なお、包括納付の申出（特例施規４１条の２）又は自動納付の申出（特例施

規４１条の５）にあっても、口座振替による納付の申出をすることができる。  

２．口座振替納付の対象  

（１）口座振替納付の対象一般  

口座振替納付の対象となるものは、電子情報処理組織を使用して行うこと

ができる特定手続について納付すべき手数料等である。  

（２）口座振替納付の対象  

口座振替納付の対象となるものは、特許料等又は以下に掲げる特定手続に

おいて納付すべき手数料である（特例施規３８条の２第１項）。  

ａ．特許出願（先願参照出願を除く。）  

ｂ．実用新案登録出願  

ｃ．意匠登録出願  

ｄ．商標登録出願、防護標章登録出願又は防護標章登録に基づく権利の存

続期間の更新登録出願又は重複登録商標に係る商標権の存続期間の

更新登録の出願  

ｅ．国際出願、国際予備審査の請求等  

ｆ．意匠を秘密にすることの請求  

ｇ．出願人名義変更の届出  

ｈ．出願審査の請求  

ｉ．実用新案技術評価の請求  

ｊ．拒絶査定等に対する審判の請求  

ｋ．国内書面の提出  

ｌ．期間の延長の請求又は期日の変更の請求  

ｍ．商標権の存続期間の更新登録の申請  

ｎ．誤訳の訂正を目的とする補正、手数料の補正又は請求項若しくは区分

の数を増加する補正  

ｏ．ファイルに記録されている事項の証明の請求  

ｐ．ファイルの記録事項の記載書類の交付の請求  
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ｑ．ファイルに記録されている事項の閲覧の請求（電子情報処理組織を使

用する場合に限る（特許庁の使用に係るものを除く。）。）  

ｒ．登録事項の証明の請求  

ｓ．登録事項記載書類の交付の請求  

ｔ．登録事項の閲覧の請求（電子情報処理組織を使用する場合に限る（特

許庁の使用に係るものを除く。）。）  

以下に掲げる特定手続において納付すべき手数料等は、特例法施行規則別

表第１の２に掲げる手続で口座振替納付の対象となるものである。  

ア．先願参照出願（１）  

イ．国際出願その他国際出願等に係る手続（手数料を納付するものに限る。）

（３）  

ウ．審判、再審又は判定の請求（拒絶査定等に対する審判の請求を除く。）

（４）  

エ．訂正の請求（５）  

オ．特許異議申立て又は登録異議の申立て（６）  

カ．審判又は再審への参加の申請（７）  

キ．特許異議申立て又は登録異議申立てについての審理への参加の申請

（８）  

ク．審判、再審、判定、特許異議申立て及び登録異議の申立てに係る手続

についてする期間の延長又は期日の変更の請求（９、１０）  

ケ．審判、再審、判定、異議申立て及び登録異議の申立てに係る手続につ

いてする補正による手数料の納付（１１、１２）  

コ．特許権の存続期間の延長登録の出願、改正前特許法第１０９条による

特許料の減免の申請、特許料免除の申請書の提出、特許証等の再交付の

請求、特許権等に係る回復理由書の提出、特許料の返還の請求、実用新

案登録に係る訂正書の提出及び実用新案登録料の返還の請求に関してす

る期間の延長の請求（１５）  

サ．先願参照出願等の補正（１７）  

シ．先願参照出願における明細書及び必要な図面の提出（２４）  

ス．特許権の存続期間の延長登録の出願（３２、３３）  

セ．国際出願に対する決定をすべき旨の申出（３９）  

ソ．証明等の請求（４０、４１）  

タ．国際登録出願（意匠）（４６）  

チ．国際登録出願の補正（意匠）（４７）  

ツ．国際意匠登録出願に係る期間の延長の請求（５１）  

テ．国際登録出願（商標）（５６）  

ト．事後指定（５７）  

ナ．国際登録の存続期間の更新の申請（商標）（５８）  

ニ．国際登録の名義人の変更の記録の請求（商標）（５９）  

ヌ．国際登録出願等に係る補正（商標）（６０）  



 

 

方式審査便覧 

１１５．０１ 

- 3 - 

ネ．国際商標登録出願に係る期間の延長の請求（６２）  

ノ．ファイル記録事項の交付の請求（６３）  

ハ．裁定請求書の提出（８５）  

ヒ．裁定取消請求書の提出（８６）  

フ．特許証等の再交付の請求（８９）  

ヘ．特許権等に係る回復理由書の提出（９０）  

ホ．実用新案登録に係る訂正書の提出（９２）  

マ．防護登録標章出願に基づく権利の存続期間の更新登録の出願、書換登

録の申請に係る回復理由書の提出（１００）  

ミ．商標権の分割の登録の申請（１１５）  

（括弧内の数字は特例施規別表１の２の項を表す）  

３．口座振替による納付における事前手続  

（１）口座振替による納付の届出（特例施規３９条の２）  

口座振替による手数料等の納付を可能とするためには、あらかじめ特許庁

長官に必要な記載事項を記載した書面（「特許料等手数料ダイレクト方式預

金口座振替納付申出書兼特許料等手数料ダイレクト方式預金口座振替依頼

書」）を届け出ることとする。  

（２）振替番号の通知（特例施規３９条の３）  

特許庁長官は、口座振替による納付の届出を受理したときは、届出をした

者に振替番号を付与し、その番号をその者に通知する。  

（３）口座振替による納付の届出の取下げ  

口座振替による納付の届出を取り下げるときは、「特許料等手数料ダイレ

クト方式預金口座振替解約届」を届け出、口座振替による納付の届出により

結んだ契約を解約することにより行う。  

４．口座振替による納付の申出の方法（特例施規４０条１項、４項、７項２号）  

口座振替による納付の申出は、手続に係る書面に、振替番号及び納付しよう

とする手数料等の額を記載することにより行う。  

特例法施行規則第１３条第２項の方法により申出をする場合は、同項に規定

する入力情報として識別番号に加えて、上記事項を電子計算機から入力しなけ

ればならない。  

（注）手数料等は「納付金額」欄に記載された金額に基づいて徴収する。過誤

納分の返還は、返還請求書によらなければすることができない（→０７．

１５）。  

５．口座振替による納付の申出に係る納付情報の送信（特例施規４０条の２）  

特許庁長官は、手数料等の納付をしようとする者から、口座振替による納付

を希望する旨の申出があった場合には、納付すべき手数料等の額及びその他の

必要な納付情報を、事前に委託した口座のある金融機関に対し、電気通信回線

を使用して送信する。  

６．口座振替による納付日の特例（特例施規４０条の３）  

手数料等を口座振替により納付する場合であって、特許庁長官が領収済通知
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情報（歳入徴収官事務規程（昭和２７年大蔵省令第１４１号）第２１条の５第

２項）を受信したときは、口座振替による納付の申出があったときを、その納

付がされたときとする。  

７．委任による口座振替による納付の申出（特例施規４１条１項、様式第３７）  

口座振替による納付をしようとする者は、委任による代理人により口座振替

による納付の申出をする場合にあっては、あらかじめ特許庁長官にその代理人

を代理人届により届け出るものとする。  

代理人を届け出ていないときは、当該代理人は、口座振替による納付の申出

を行うことができない。  

なお、届出された代理人は、当該口座振替による納付をしようとする者のし

た口座振替による納付の届出が解約された後は、口座振替による納付の申出を

することはできない。  

８．代理人による口座振替による納付（特例法１６条）  

予納による場合と同様に（→１１３．０１「６．」）、口座振替による納付

についても、出願人等から委任を受けた代理人は、委任者のために代理人の名

において口座振替による納付をすることができる。  

この場合、委任による代理をしようとする者が委任事務を処理するために自

己の名において口座振替による納付の申出をしたときは、手続をする者本人が

手数料等を納付したのと同じ効果が発生する。  

 

（改訂令和６・１）  
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１１５．０２  

 

指定立替納付者による納付制度  

 

１．指定立替納付者による納付制度の概要  

指定立替納付者による納付制度は、特許料等（→１００．０２「３．」）又

は手数料（以下「手数料等」という。）の納付をしようとする者が、指定立替

納付者（クレジットカード会社）による納付を希望する旨を申し出ることによ

って、手数料等をクレジットカード決済により納付する制度である。  

また、包括納付の申出（特例施規４１条の２）又は自動納付の申出（特例施

規４１条の５）には、指定立替納付者による納付制度を利用することはできな

い。  

２．指定立替納付者による納付の対象  

指定立替納付者による納付の対象となるものは、電子情報処理組織を使用

して行うことができる特許料等又は以下に掲げる特定手続において納付す

べき手数料（特例施規３８条の２第１項）及び電子情報処理組織を使用せず

指定立替納付者による納付の申出をする場合の手数料等である（特例施規３

８条の２第２項）。なお、電子情報処理組織を使用せず、手数料等を指定立

替納付者により納付する場合の申出は、当該申出を特許庁の窓口において手

続に係る書面を提出することにより行う場合に限る。  

ａ．特許出願（先願参照出願を除く。）  

ｂ．実用新案登録出願  

ｃ．意匠登録出願  

ｄ．商標登録出願、防護標章登録出願又は防護標章登録に基づく権利の存

続期間の更新登録出願又は重複登録商標に係る商標権の存続期間の更新

登録の出願  

ｅ．国際出願、国際予備審査の請求等  

ｆ．意匠を秘密にすることの請求  

ｇ．出願人名義変更の届出  

ｈ．出願審査の請求  

ｉ．実用新案技術評価の請求  

ｊ．拒絶査定等に対する審判の請求  

ｋ．国内書面の提出  

ｌ．期間の延長の請求又は期日の変更の請求  

ｍ．商標権の存続期間の更新登録の申請  

ｎ．誤訳の訂正を目的とする補正、手数料の補正又は請求項若しくは区分

の数を増加する補正  

ｏ．ファイルに記録されている事項の証明の請求  

ｐ．ファイルの記録事項の記載書類の交付の請求  

ｑ．ファイルに記録されている事項の閲覧の請求（電子情報処理組織を使
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用する場合に限る（特許庁の使用に係るものを除く。）。）  

ｒ．登録事項の証明の請求  

ｓ．登録事項記載書類の交付の請求  

ｔ．登録事項の閲覧の請求（電子情報処理組織を使用する場合に限る（特

許庁の使用に係るものを除く。）。）  

以下に掲げる特定手続において納付すべき手数料等は、特例法施行規則別

表第１の２に掲げる手続で指定立替納付者による納付の対象となるもので

ある。  

ア．先願参照出願（１）  

イ．国際出願その他国際出願等に係る手続（手数料を納付するものに限る。）

（３）  

ウ．審判、再審又は判定の請求（拒絶査定等に対する審判の請求を除く。）

（４）  

エ．訂正の請求（５）  

オ．特許異議申立て又は登録異議の申立て（６）  

カ．審判又は再審への参加の申請（７）  

キ．特許異議申立て又は登録異議申立てについての審理への参加の申請

（８）  

ク．審判、再審、判定、特許異議申立て及び登録異議の申立てに係る手続

についてする期間の延長又は期日の変更の請求（９、１０）  

ケ．審判、再審、判定、異議申立て及び登録異議の申立てに係る手続につ

いてする補正による手数料の納付（１１、１２）  

コ．特許権の存続期間の延長登録の出願、改正前特許法第１０９条による

特許料の減免の申請、特許料免除の申請書の提出、特許証等の再交付の

請求、特許権等に係る回復理由書の提出、特許料の返還の請求、実用新

案登録に係る訂正書の提出及び実用新案登録料の返還の請求に関してす

る期間の延長の請求（１５）  

サ．先願参照出願等の補正（１７）  

シ．先願参照出願における明細書及び必要な図面の提出（２４）  

ス．特許権の存続期間の延長登録の出願（３２、３３）  

セ．国際出願に対する決定をすべき旨の申出（３９）  

ソ．証明等の請求（４０、４１）  

タ．国際登録出願（意匠）（４６）  

チ．国際登録出願の補正（意匠）（４７）  

ツ．国際意匠登録出願に係る期間の延長の請求（５１）  

テ．国際登録出願（商標）（５６）  

ト．事後指定（５７）  

ナ．国際登録の存続期間の更新の申請（商標）（５８）  

ニ．国際登録の名義人の変更の記録の請求（商標）（５９）  

ヌ．国際登録出願等に係る補正（商標）（６０）  
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ネ．国際商標登録出願に係る期間の延長の請求（６２）  

ノ．ファイル記録事項の交付の請求（６３）  

ハ．裁定請求書の提出（８５）  

ヒ．裁定取消請求書の提出（８６）  

フ．特許証等の再交付の請求（８９）  

ヘ．特許権等に係る回復理由書の提出（９０）  

ホ．実用新案登録に係る訂正書の提出（９２）  

マ．防護登録標章出願に基づく権利の存続期間の更新登録の出願、書換登

録の申請に係る回復理由書の提出（１００）  

ミ．商標権の分割の登録の申請（１１５）  

（括弧内の数字は特例施規別表１の２の項を表す）  

３．指定立替納付者による納付の申出の方法（特例施規４０条１項、５項、６項、

７項３号）  

指定立替納付者による納付の申出は、手続に係る書面に、指定立替納付者に

よる納付である旨及び納付しようとする手数料等の額を記載することにより行

う。  

特例法施行規則第１３条第２項の方法により申出をする場合は、同項に規定

する入力情報として識別番号に加えて、上記事項を電子計算機から入力しなけ

ればならない。  

（注）手数料等は「納付金額」欄に記載された金額に基づいて徴収する。過誤

納分の返還は、返還請求書によらなければすることができない（→０７．

１５）。  

４．指定立替納付者による納付の申出に係る納付情報の送信（特例施規４０条の

２）  

特許庁長官は、手数料等の納付をしようとする者から、指定立替納付者によ

る納付を希望する旨の申出があった場合には、納付すべき手数料等の額及びそ

の他の必要な納付情報を、指定立替納付者が事前に委託した口座のある金融機

関に対し、電気通信回線を使用して送信する。  

５．指定立替納付者による納付日の特例（特例施規４０条の３）  

手数料等を指定立替納付者により納付する場合であって、特許庁長官が領収

済通知情報（歳入徴収官事務規程（昭和２７年大蔵省令第１４１号）第２１条

の５第２項）を受信したときは、指定立替納付者による納付の申出があったと

きを、その納付がされたときとする。  

６．代理人による指定立替納付者による納付（特例法１６条）  

予納による場合と同様に（→１１３．０１「６．」）、指定立替納付者によ

る納付についても、出願人等から委任を受けた代理人は、委任者のために代理

人の名において指定立替納付者による納付をすることができる。  

この場合、委任による代理をしようとする者が委任事務を処理するために自

己の名において指定立替納付者による納付の申出をしたときは、手続をする者

本人が手数料等を納付したのと同じ効果が発生する。  
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（改訂令和６・１）  
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１１６．０１  

 

識別番号付与に係る住所若しくは居所又

は氏名若しくは名称等の誤記の訂正に  

ついて  

 

 

１．識別番号付与に係る手続をした者（特例法施行規則第３条第１項の規定によ

る請求をした者及び同条第３項各号に掲げる手続をした者）がその住所若しく

は居所又は氏名若しくは名称等を訂正するときは、誤記訂正書（書式第３）に

より行うことができることとする。  

２．識別番号付与に係る手続をした者がその住所若しくは居所又は氏名若しくは

名称の誤記を訂正した場合で、訂正前の住所若しくは居所又は氏名若しくは名

称で既に包括委任状を提出している場合は、包括委任状補正書（書式第４）に

よりその包括委任状について補正をすることができることとする。  

３．その他の事項については、「２１．５２」に準ずる。  
 

（改訂平成２３・１１）  
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１１６．０２  

 

識別番号付与に係る外国人の住所若しく

は居所又は氏名若しくは名称の原語表記

の届出について  

 

 

識別番号付与に係る手続をした者（特例法施行規則第３条第１項の規定による

請求をした者及び同条第３項各号に掲げる手続をした者）で外国人の住所若しく

は居所又は氏名若しくは名称の原語表記を届け出るときは、原語表記届（書式第

５）により行うことができることとする。  

なお、原語表記の届出ができるのは、識別番号付与に係る外国人の住所若しく

は居所又は氏名若しくは名称をローマ字で表記できる場合である。  

 

（改訂平成２３・１１）  
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１１６．０３  

 

識別番号付与に係る送付先の届出に  

ついて  

 
 
１．法人の場合  

（１）一般社団法人及び一般財団法人の住所は、「その主たる事務所の所在地にあ

るものとする。」（一般社団法人及び一般財団法人に関する法律４条）と規定

されており、会社の住所は、「その本店の所在地にあるものとする。」（会社

法４条）と規定されていること等から、識別番号付与請求書、願書等に記載

する住所は、登記されている主たる事務所又は本店等の所在地としなければ

ならない。  

しかし、特許庁からの送達書類を主たる事務所又は本店等以外の部署で受

領したい場合は、特許庁に送付先を届け出た場合に限り認めることとする。 

（２）送付先を届け出る場合は、送付先住所変更届（書式第６）を提出すること

とする。  

なお、送付先住所変更届により届け出た送付先の住所を抹消する場合は、

送付先抹消届（書式第７）を提出しなければならない。  

また、法人の住所が変更になり、送付先の住所も変更する場合は、住所変

更届（特例施規様式第３）のほかに送付先住所変更届又は送付先抹消届も併

せて提出することとする。  

２．個人の場合  

（１）送達（郵便による送達）は、送達を受けるべき者の住所等においてするこ

とが原則であるが、住所等が知れないとき、又はその場所において送達をす

るのに支障がある場合には、送達は、送達を受けるべき者が雇用、委任その

他の法律上の行為に基づき就業する他人の住所等（就業先）においてするこ

とができ（特１９０条において準用する民訴法１０３条２項）、送達を受け

るべき者があらかじめ就業先において送達を受ける旨の申出をした場合も

同様である。  

（２）就業先において送達を受ける旨を申し出る者は、就業先届出書（書式第８）

を提出しなければならない。  

 
（改訂平成２３・１１）  
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１１６．０４  

 

識別番号が重複して付与された場合の  

届出について  

 

 

識別番号が重複されて付与された者は、識別番号重複届出書（書式第９）を提

出することにより、付与された識別番号を統合することとする。  

ただし、識別番号が重複されて付与された者が、同一人若しくは同一法人であ

ることが確認（住所又は居所及び氏名又は名称の一致）できなければならない。  

 
（改訂令和２・１２）  
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１２１．１３  

 

願書又は中間書類の出願人、代理人等の

特定（認定）に関する取扱い  

 

 

１．既に申請人として識別番号が付与されており、願書又は中間書類（以下「願

書等」という。）に識別番号が記載されている場合  

（１）願書等に記載されている「住所又は居所」又は「氏名又は名称」に明らか

な誤記がある場合については、識別番号に係る「住所又は居所」及び「氏名

又は名称」をもって出願人、代理人等（以下「出願人等」という。）を特定

（認定）する。  

（２）願書等に記載されている「住所又は居所」が識別番号に係るものと相違す

る場合であって、「氏名又は名称」が一致するときは、識別番号に係る「住

所又は居所」を願書等における「住所又は居所」として特定（認定）する。 

（３）願書等の識別番号を誤記した場合は、願書等に記載されている「住所又は

居所」及び「氏名又は名称」から職権により調査し、出願人等の識別番号が

特定（認定）できるときは、特定（認定）した識別番号を願書等における識

別番号とする職権訂正を行う。  

２．既に申請人として識別番号が付与されているものの、願書等に識別番号が記

載されていない場合  

願書等に識別番号が記載されていない場合は、願書等に記載されている「住

所又は居所」及び「氏名又は名称」から職権により調査し、出願人等の識別番

号が特定（認定）できるときは、特定（認定）した識別番号で処理を行うもの

とする。  

なお、出願人等を特定（認定）する際に、願書等の「住所又は居所」及び「氏

名又は名称」と識別番号に係るものが不一致の場合であって、願書等の誤記が

ごく軽微なものである場合は、識別番号に係る「住所又は居所」及び「氏名又

は名称」のものとして特定（認定）する。  

３．申請人として識別番号が付与されていない場合  

申請人として識別番号が付与されていない出願人等の場合は、職権により識

別番号を付与する（特例施規３条３項）。  

この場合に、「住所又は居所」又は「氏名又は名称」に明らかな誤記がある

ときは、職権により訂正する。  

明らかな誤記として職権訂正するものの具体例としては、以下のようなもの

がある。  

 

「住所又は居所」の誤記  行政区画便覧等を調査し特定できる場合  

「氏名又は名称」の誤記  「株式会会」、「（株）」等明らかな誤記の場合  



 
 
方式審査便覧 
１２１．１３ 

- 2 - 

なお、当該書類の記載事項全体から判断し、出願人等が特定（認定）できな

い場合については、「住所又は居所」等の表示を正確なものにすべき旨の補正

を命ずる。  

４．出願人等を特定（認定）した旨の通知、職権訂正通知  

出願人等の特定（認定）を行った場合は、明らかな誤記の場合を除き、その

旨を通知書により出願人等に通知する。また、識別番号を職権により訂正した

場合も同様とする。  

 

（改訂令和元・７）  
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通知書  

令和   年   月   日  

 

特 許 庁 長 官 

 

特許出願人代理人            殿  

特願○○○○－○○○○○○  

 

この出願について、令和   年   月   日付け提出の        

に記載された手続者（その者の代理人を含む。）の「住所又は居所」又は「氏

名又は名称」が届出のものと相違しますが、下記の者による手続と特定（認定）

して取り扱います。  

なお、住所（居所）又は氏名（名称）を変更したのであれば、その旨を届け

出なければなりません。  

（この特定に誤りがある場合は、下記の問い合わせ先にご連絡ください。） 

 

記  

 

〈認定情報〉  

【特許出願人】  

【識別番号】  

【住所又は居所】  

【氏名又は名称】  

 

 

 

 

 

 

 

 

この通知等の担当者は審査業務課方式審査室の○○○○です。  

不明な点は次の電話番号へお問い合わせください。  

(電 )03-3581-1101(内 )○○○○  
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１２１．１４  

 

願書の出願人の欄に識別番号の表示があ

る場合において、当該欄の氏名（名称）

と識別番号に係る氏名（名称）を一致さ

せる訂正等の取扱い  

 

 

１．特許出願等の【特許出願人】の欄に識別番号の表示がある場合において、当

該欄の氏名又は名称を出願人の表示の訂正により補正した場合、又は識別番号

付与に係る氏名（名称）の誤記訂正により訂正された識別番号付与に係る氏名

又は名称に一致させる補正をした場合の手続補正書には、証明書（登記事項証

明書、戸籍謄本、住民票等）の添付がなくても受理することとする。  

ただし、出願の主体の変更となるおそれがある場合は除く。  

２．特許出願等の【特許出願人】の欄の識別番号の表示がある場合において、当

該欄に記載された氏名又は名称と識別番号付与に係る届出の氏名又は名称が相

違する旨の補正を命じられた場合であって、識別番号の付与に係る氏名又は名

称に誤りがあり、特許出願等の【特許出願人】の欄に記載した、氏名又は名称

が正確な表示であるときは、識別番号付与に係る氏名又は名称の誤記訂正の手

続を行う。  

なお、指令の応答については、上記訂正の手続をした旨を記載した上申書を

提出すればよいこととする。（識別番号の付与に係る氏名又は名称の誤記訂正の

手続については、書式第３（→１１６．０１）を参照。）  

 

（新規令和４・１０）  
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１２２．０１  

 

併合の手続に関する取扱い  

 

 

１．２以上の特許出願、実用新案登録出願、意匠登録出願及び商標登録出願（特

例法施行規則別表第１の第２欄に掲げるものを除く。）並びに特許権、実用新

案権、意匠権及び商標権に係る次の手続については、出願等の法域が同一であ

り、手続をする者及びその者の代理人が同一である場合に限り、一の書面での

提出により行うことができるものとする。  

（１）包括委任状の援用制限の届出  

２．前記１．により併合の手続がされた場合は、事件の表示に記載された全ての

事件について、それぞれ手続がなされたものとみなして取り扱う。  

３．次の表の第２欄に掲げる手続を行う場合は、同表の第３欄に掲げる書類を同

表の第４欄に掲げる書式により作成する。  

 

 手 続 書 類 名 書 式 

１  
包括委任状援用制限の届出  

（併合手続）  
包括委任状援用制限届  

書式  

第２８  

４．前記３．は、実用新案登録出願、意匠登録出願及び商標登録出願に関する手

続に準用する。  

 

（改訂令和７・１）  
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１２２．０２  

 

併合納付に関する取扱い（特・実・意）  

 

 

１．２以上の特許権、実用新案権又は意匠権に係る設定登録後の特許料、実用新

案登録料又は意匠登録料（年金）の納付手続については、法域が同一であり、

権利者が同一である場合（特許法第１０７条第３項、実用新案法第３１条第３

項又は意匠法第４２条第３項の規定により国と国以外の者との共有に係る特許

（登録）料の納付をする場合、特許法第１０９条又は他の法令の規定により特

許料の減免を受ける場合を除く。）に限り、一の書面で電子情報処理組織を使

用して、又は書面の提出により行うことができるものとする。  

２．次の表の第２欄に掲げる納付手続を書面の提出により行う場合は、同表の第

３欄に掲げる書類を同表の第４欄に掲げる書式により作成する。  

 

 
納 付 手 続 書 類 名 書 式 

１  設定登録後の特許料の併合納付  特許料納付書  書式  

第３６  

２  設定登録後の特許料の併合納付

の補充  

特許料納付書（補充）  書式  

第５１  

３  設定登録後の実用新案登録料の

併合納付  

実用新案登録料納付書  書式  

第３７  

４  設定登録後の実用新案登録料の

併合納付の補充  

実用新案登録料納付書（補充） 書式  

第５２  

５  設定登録後の意匠登録料の併合

納付  

意匠登録料納付書  書式  

第３８  

６  設定登録後の意匠登録料の併合

納付の補充  

意匠登録料納付書（補充）  書式  

第５３  
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３．次の表の第２欄に掲げる納付手続を電子情報処理組織を使用して行う場合は、

同表の第３欄に掲げる書類を同表の第４欄に掲げる書式により電子計算機から

入力し記録する。  

 

 
納 付 手 続 書 類 名 書 式 

１  設定登録後の特許料の併合納付

の申出  

特許料納付書  書式  

第３９  

２  設定登録後の特許料の併合納付

の申出の補充  

特許料納付書（補充）  書式  

第５４  

３  設定登録後の実用新案登録料の

併合納付の申出  

実用新案登録料納付書  書式  

第４０  

４  設定登録後の実用新案登録料の

併合納付の申出の補充  

実用新案登録料納付書（補充） 書式  

第５５  

５  設定登録後の意匠登録料の併合

納付の申出  

意匠登録料納付書  書式  

第４１  

６  設定登録後の意匠登録料の併合

納付の申出の補充  

意匠登録料納付書（補充）  書式  

第５６  

 
（改訂平成２４・４）  
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１２４．０１  

 

特許法施行規則等で様式を定めている手

続以外の手続を行う場合の書式について  

 

 

１．特許法施行規則等で様式を定めている手続以外の次の表の第２欄に掲げる手

続を書面の提出により行う場合は、同表の第３欄に掲げる書類を同表の第４欄

に掲げる書式により作成する。  

 手 続 書 類 名 書 式 

１  書留郵便物受領書等の提出  出願日証明書提出書  書式  

第１０  

２  外国語特許出願に係る翻訳文

の提出  

国際出願翻訳文提出書  書式  

第１０の２  

３  特許庁長官又は審判長若しく

は審査官に対する上申  

上申書  書式  

第１１  

４  設定登録後の特許料の納付の

補充  

特許料納付書（補充）  書式  

第４７  

５  設定登録後の実用新案登録料

の納付の補充  

実用新案登録料納付書

（補充）  

書式  

第４８  

６  設定登録後の意匠登録料の納

付の補充  

意匠登録料納付書（補

充）  

書式  

第４９  

７  設定登録の特許料の納付の補

充  

特許料納付書（設定補

充）  

書式  

第４２  

８  

 

設定登録の意匠登録料の納付

の補充  

意匠登録料納付書（設

定補充）  

書式  

第４３  

９  設定登録の商標登録料の納付

の補充  

商標登録料納付書（設

定補充）  

書式  

第４４  

１０  設定登録の防護標章更新登録

料の納付の補充  

防護標章更新登録料納

付書（設定補充）  

書式  

第４６  

１１  商標登録料の分割納付後期分

の納付の補充  

商標登録料納付書（分

納補充）  

書式  

第４５  

１２  商標権存続期間更新登録の申

請書の補充  

商標権存続期間更新登

録申請書（補充）  

書式  

第５０  

１３  証明の請求  証明請求書  書式  

第６７  

１４  優先権証明の請求  優先権証明請求書  書式  

第６８  

１５  微生物の試料の分譲の資格証

明書の請求  

証明願  書式  

第６９  

１６  登録事項記載書類の交付の請

求  

登録事項記載書類の交

付請求書  

書式  

第７１  
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１７  認証付登録事項記載書類の交

付の請求  

認証付登録事項記載書

類の交付請求書  

書式  

第７２  

１８  ファイル記録事項の閲覧（縦

覧）の請求  

ファイル記録事項の閲

覧（縦覧）請求書  

書式  

第７３  

１９  登録事項の閲覧の請求  登録事項の閲覧請求書  書式  

第７４  

２０  ファイル記録事項記載書類の

交付の請求  

ファイル記録事項記載

書類の交付請求書  

書式  

第７５  

２１  認証付ファイル記録事項記載

書類の交付の請求  

認証付ファイル記録事

項記載書類の交付請求

書  

書式  

第７６  

２２  早期審査の申出  早期審査に関する事情

説明書  

書式  

第１５  

２３  早期審査に関する事情説明の

補充  

早期審査に関する事情

説明補充書  

書式  

第１６  

２４  実施関連出願についての早期

審査の申出（意匠）  

早期審査に関する事情

説明書  

書式  

第１７  

２５  外国関連出願についての早期

審査の申出（意匠）  

早期審査に関する事情

説明書  

書式  

第１８  

２６  早期審査の申出（商標）  早期審査に関する事情

説明書  

書式  

第１９  

２７  協議の結果の届出（意匠）  協議の結果届  書式  

第１２  

２８  協議の結果の届出（商標）  協議の結果届  書式  

第１３  

２９  書換登録申請の取下  書換登録申請取下書  書式  

第１４  

３０  本国登録証明の請求  本国登録証明請求書  書式  

第７０  

３１  早期審理の申出  

 

早期審理に関する事情

説明書  

書式  

第６５  

３２  早期審理に関する事情説明の

補充  

早期審理に関する事情

説明補充書  

書式  

第６６  

３３  審尋に対する回答  回答書  書式  

第６４  

３４  登録申請書の閲覧の請求（設

定登録後）  

登録申請書の閲覧請求

書  

書式  

第７７  

 

２．前記１．の第１号から第３号まで、第１３号、第１４号、第１８号、第２０

号及び第２１号に係る部分は、実用新案登録出願に関する手続に準用する。  

３．前記１．の第１号、第３号、第１３号、第１４号、第１８号、第２０号、第

２１号及び第３１号から第３３号までに係る部分は、意匠登録出願に関する手

続に準用する。  

４．前記１．の第１号、第３号、第１３号、第１４号、第１８号、第２０号、第
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２１号及び第３１号から第３３号までに係る部分は、商標登録出願に関する手

続に準用する。  

５．前記１．の第３号から第１２号まで、第２２号から第２８号まで、第３０号

から第３３号までに係る部分は、電子情報処理組織を使用して手続を行う場合

に準用する。この場合において、「特許印紙貼付欄の表示」は、不要とする。  

 

（改訂令和６・１）  
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１２７．０２  

 

識別番号付与請求書等の却下の取扱い  

 

 

識別番号付与請求書、氏名（名称）変更届、住所（居所）変更届、包括委任状

提出書、包括委任状取下書、予納届、予納書、予納者の地位の承継届、口座振替

による納付の届出、代理人届、包括納付申出書、包括納付援用制限届、包括納付

取下書、自動納付申出書、自動納付取下書、現金納付に係る識別番号付与請求書

及び納付書交付請求書が次に掲げる事項に該当する場合には、当該請求書又は届

出書等は却下するものとする（手続書類に添付した書面全体から特定することが

できるときを除く。）（特例法４１条２項において準用する特１８条の２第１項）。  

（１）請求人、氏名 (名称 )を変更した者、住所（居所）を変更した者、提出者、

届出者、予納者、承継人又は申出人が記載されていない書面をもって手続を

したとき。  

（２）在外者が、日本国内に住所（居所）を有する代理人によらないで手続をし

たとき（特許管理人を有する在外者が日本国に滞在している場合にするとき

を除く。）。  

（３）一の書面で、二以上の手続をしたとき（氏名（名称）変更届と住所（居所）

変更届及び現金納付に係る識別番号付与請求と納付書交付請求については

除く。）。  

（４） 一の包括委任状提出書に、二以上の包括委任状を添付して手続をしたとき。 

（５）一の包括委任状取下書に、二以上の包括委任状番号を記載して手続をした

とき。  

（６）識別番号を付与されている者が、識別番号付与請求書を提出したとき。  

（７）既に予納届（予納届の効力を失っているときを除く。）をし、予納台帳番

号を有する者が予納届を提出したとき。  

（８）新氏名又は新名称が記載されていない書面をもって手続をしたとき (氏名

（名称）変更届）。  

（９）新住所又は新居所が記載されていない書面をもって手続をしたとき（住所

（居所）変更届）。  

（１０）包括委任状が添付されていないとき（包括委任状提出書）。  

（１１）納付済証（特許庁提出用）がはられていないとき又は納付済証（特許庁

提出用）以外の収入印紙、切手、証紙、小切手等がはられていたとき（予納

書）。  

（１２）予納届の効力を失った後に提出したとき（予納書、予納者の地位の承継

届（残余に相当する額があるときを除く。）、代理人届）。  

（１３）包括納付申出書に記載された特定出願人（及び特定代理人）が、既に提

出されている申出書の記載と重複しているとき。  

（１４）自動納付申出書に記載された特許番号（実用新案登録番号、意匠登録番
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号）が、既に提出されている申出書の記載と重複しているとき。  

 
（改訂令和３・１０）  
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１２７．０３  

 

電子情報処理組織による手続等の却下の

取扱い  

 

 

電子情報処理組織を使用して行われた手続が、次に掲げる事項に該当する場合

には却下するものとする（特例法４１条２項において準用する特１８条の２第１

項）。  

（１）特例法施行規則第１０条の特定手続以外の手続をしたとき。  

（２）電子情報処理組織を使用して特定手続を実行した者（代理人を含む。）と

手続に係る書類に表示された手続をした者又はその代理人（手続をした者又

はその代理人が複数あるときは、そのうちのいずれとも）が一致しないとき

（特例施規１３条１項、２項）。  

（３）特例法施行規則別表第１の２に掲げる特定手続が、当該特定手続ごとに行

われていないとき（特例施規１３条２項）。  

（４）特例法施行規則第１０条各号に規定する特定手続が、同規則第１３条第２

項に規定する方法により行われたとき。  

 

（改訂令和６・１）  



 

 

 

方式審査便覧 

１３３．０３ 

- 1 - 

１３３．０３  

 

電子情報処理組織を使用した公的証明書

の提出  

 

 

日本国内の公的機関が発行する証明書のうち、けん制文字等による偽造防止措

置が施されているものについては、特例法施行規則第１３条第３項の規定に基づ

く特許庁長官が認める物件とし、同条第２項に規定する方法により、同規則別表

第１の２に掲げる特定手続に添付する場合に限り、電子情報処理組織を使用して

提出することができるものとする。ただし、上記の方法により公的証明書を提出

する場合は、当該証明書の原本をスキャナにより読み取る方法その他これに類す

る方法により偽造防止措置が確認できる電磁的記録を添付しなければならない。  

なお、上記の方法により提出された公的証明書の真正性に疑義がある場合や電

磁的記録の解像度が著しく不鮮明であり、証明内容の判読ができない場合等、特

許庁長官又は審判長が特に必要があると認めるときは、当該証明書の原本（書面）

の提出を求めることとする。  

（新規令和７・１）  



 

 

方式審査便覧 

１５３．０３ 

- 1 - 

１５３．０３  

 

ファイルに記録された事項の訂正及び  

訂正の申出について  

 

 

１．ファイルに記録された事項の訂正  

ファイルに記録された事項が書面に記載され、又は電磁的記録に記録された

事項と同一でないことを特許庁長官が知ったときは、直ちに当該ファイルに記

録された事項を訂正する（特例法８条３項）。  

２．訂正の申出  

何人も、ファイルの記録に誤りがあることを知ったときは、特許庁長官に対

し、その訂正を申し出ることができ、申出を受けて、特許庁長官は、上記１．

の訂正をする（特例法８条４項）。  

なお、ファイルに記録された事項の訂正の申出を行うときは、ファイル訂正

申出書（書式第２７）により作成するものとする。  

 

（改訂令和６・１）  
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２０１．２０  

 

特定通常実施権登録簿の閲覧・交付請求

に係る書式について（特・実）  

 

 

平成２３年改正前産活法 注 1に規定する特定通常実施権登録制度（以下「本制度」

という。）に係る特定通常実施権登録簿（平成２３年廃止前特定通常実施権登録

令 注 2第６条に規定する閉鎖特定通常実施権登録簿を含む。以下同じ。）に記録さ

れている事項の閲覧若しくは謄写、当該事項を証明した書面（以下「登録事項証

明書等」という。）の交付又は登録申請書等の閲覧の請求 注 3及びその書式につい

ては、以下のとおりとする。  

なお、本制度においては、通常実施権の内容及び通常実施権者の氏名は、事業

戦略に関わる重要な情報であることから、一般には開示しないこととし、登録当

事者及び通常実施権者と対抗関係にある第三者等にのみ登録の内容の全てを開示

することとされている。  

 

１．特定通常実施権登録簿に記録されている事項の閲覧又は謄写の請求及び登録

事項証明書等の交付の請求は、平成２３年廃止前産業活力の再生及び産業活動

の革新に関する特別措置法関係手数料令 注 4に定める所定の手数料を特許印紙

により納付し、書面の提出により行う（平成２３年改正前産活法６４条１項、

６９条、平成２３年廃止前特定通常実施権登録令２８条）。  

（１）特定通常実施権登録簿に記録されている事項の閲覧又は謄写の請求  

何人も特定通常実施権登録簿に記録されている事項について、以下の事項

を除いて閲覧又は謄写を請求することができる（平成２３年改正前産活法６

４条１項）。  

ア．特定通常実施権者の商号又は名称及び本店又は主たる事務所の所在地

（平成２３年改正前産活法５９条３項３号）  

イ．特定通常実施権許諾契約における許諾の対象となる特許権、実用新案権

又はこれらの専用実施権（以下「特許権等」という。）を特定するために

必要な事項（権利の種類、取得時期、実施製品又は技術の種類及びこれら

以外の事項であって、許諾対象権利を特定するために有益な事項）（平成

２３年改正前産活法５９条３項４号、平成２４年廃止前特定通常実施権登

録令施行規則１３条）  

ウ．特定通常実施権許諾契約において設定行為で定めた特許発明又は登録実

用新案の実施の範囲（地域、期間、内容）（平成２３年改正前産活法５９

条３項５号）  

（２）登録事項証明書等の交付の請求  

特定通常実施権登録簿に記録されている事項は、何人にも交付できる開示

事項証明書又は登録申請当事者等及びⅰ）特定通常実施権許諾者から特許権
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等を譲り受けた者、ⅱ）その転得者、ⅲ）特許権等を差し押さえた者、ⅳ）

特許権等を目的とする質権を取得した者、及びⅴ） ⅰ）～ⅳ）の財産の管理

及び処分の制限を有する者がその旨を証明して請求した場合に限って交付で

きる登録事項概要証明書及び登録事項証明書にて段階的に開示される（平成

２３年改正前産活法６４条、平成２３年廃止前特定通常実施権登録令２７条

から２９条まで）。  

２．登録申請書等には非開示とする登録事項も含まれることから、その閲覧の請

求は、当該閲覧に係る利害関係人がその旨を証明した場合に限って行うことが

できる（平成２３年廃止前特定通常実施権登録令３０条）。  

当該閲覧に係る利害関係人とは、登録申請当事者、当該登録の申請にかかる

訴訟当事者又は当該当事者に係る破産管財人等である。  

３．特定通常実施権登録簿の閲覧若しくは謄写、登録事項証明書等の交付又は登

録申請書等の閲覧の請求について、平成２３年改正前産活法第７０条第２項に

おいて準用する特許法第１７条第３項の規定により、手続の補正を命ずる場合

の指定期間は、手続をする者が在外者の場合を含め３０日とする。  

４．特定通常実施権登録簿の閲覧若しくは謄写、登録事項証明書等の交付又は登

録申請書等の閲覧の請求は、以下の表の第４欄の書式により作成する。  

 

 手 続 書 類 名 書 式 

１  

 

 

 

開示事項証明書の交付請求  

  

登録事項概要証明書の交付請求  

  

登録事項証明書の交付請求  

認証付特定通常実施権登録

簿謄本の交付請求書  

 

 

書式  

第８１  

 

 

 

２  特定通常実施権登録簿の閲覧・  

謄写請求  

特定通常実施権登録簿の閲

覧請求書  

書式  

第８２  

３  登録申請書等の閲覧請求  登録申請書等の閲覧請求書  書式  

第８３  

 

（改訂平成２４・４）  
 
 
 
 
                                                
注 1  特定通常実施権登録に関しては、平成２３年改正前産活法第５８条から第７１条まで

に規定されていたが、これらの規定は特許法等の一部を改正する法律（平成２３年法律

第６３号。以下「平成２３年改正法」という。）第７条の規定により削除された。  
注 2  特定通常実施権登録令は、特定通常実施権登録制度の廃止に伴い、特許法等の一部を
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改正する法律の施行に伴う関係政令の整備及び経過措置に関する政令（平成２３年政令

第３７０号。以下「平成２３年改正法整備政令」という。）第１７条の規定により廃止

された。  
注 3  平成２３年改正法整備政令第２４条第３項において、平成２３年改正法の施行の際現

に存する特定通常実施権登録簿については、なお従前の例による旨規定されている。  
注 4  産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法関係手数料令は、特定通常実

施権登録制度の廃止に伴い、平成２３年改正法整備政令第１８条の規定により廃止され

た。  




